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修士（工学）
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Engineering】

令和5年4月
第1年次

三重県津市栗真町屋町
1577

　　年　月
第　年次

３０　単位

計 55 110

【工学研究科】
　本研究科は、基礎的研究とともに、学際的又は新しい分野の開拓を目指した高度な工学研究を行い、
その成果を広く開放して、地域や社会の発展と福祉に貢献すること、また、深い専門知識を蓄え、高く
設定された目標を達成する能力を養い、地域的・国際的な課題に工学の立場から貢献できる創造力豊か
な研究者及び専門的な技術者を養成する。

【電気電子工学専攻】
自然科学、情報技術、並びに電気電子工学に関する深い専門知識や、それらの知識を高度に応用できる
能力を教授し、教育研究により、環境と人類の共生、福祉の増進及び地域並びに国際社会の発展に貢献
することを目的とする。

新
設
学
部
等
の
概
要

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

年 人 年次
人

人

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

計 画 の 区 分 研究科の専攻の設置

フ リ ガ ナ

所　在　地

フ リ ガ ナ ﾐｴﾀﾞｲｶﾞｸﾀﾞｲｶﾞｸｲﾝ

大 学 の 名 称 　三重大学大学院（Graduate School of Mie University）

大 学 本 部 の 位 置 三重県津市栗真町屋１５７７

ｺｸﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝ　ﾐｴﾀﾞｲｶﾞｸ

設 置 者 国立大学法人　三重大学

大 学 の 目 的
大学院は，学術の理論及び応用を教授研究し，その深奥を究めて，地域社会及び国際社会における文化
の進展に寄与することを目的とする。

新 設 学 部 等 の 目 的

２７　科目 １２　科目 ８１　科目

同一設置者内における変更
状 況
（定員の移行，名称の変更
等 ）

教育
課程

新設学部等の名称

工学研究科
　機械工学専攻 （　55）（令和４年６月設置報告）
　電気電子工学専攻  （　55）（令和４年６月設置報告）
　応用化学専攻  （　56）（令和４年６月設置報告）
　建築学専攻    （　20）（令和４年６月設置報告）
　情報工学専攻 （　30）（令和４年６月設置報告）
　機械工学専攻（廃止）　　（△50）※令和５年４月学生募集停止
　電気電子工学専攻（廃止）（△45）※令和５年４月学生募集停止
　分子素材工学専攻（廃止）（△55）※令和５年４月学生募集停止
　建築学専攻（廃止）      （△20）※令和５年４月学生募集停止
　情報工学専攻（廃止）　　（△28）※令和５年４月学生募集停止
　物理工学専攻（廃止）　　（△18）※令和５年４月学生募集停止

実験・実習 計

工学研究科 ４２　科目

開設する授業科目の総数
卒業要件単位数

講義 演習
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令和４年６月

設置報告

令和４年６月

設置報告

令和４年６月

設置報告

令和４年６月

設置報告

令和４年６月

設置報告

新

設

分

0 38

（4） （7） （0） （1） （12）

（9）

（21） （19） （3） （0） （43） （0）

0 40

0 44

計
361 277 135 150 923

助手

（277） （135） （150） （923）

全学共通教育センター
3 1 0 7

615

（361）

（7） （0） （372）

3

（0） （615）

0 372

（9）

教

員

組

織

の

概

要

学　部　等　の　名　称
専任教員等 兼 任

教 員 等教授 准教授 講師 助教

0

（3） （21） （0） （44）

合　　　　計
396 320 138 167 1,021 0 615

（396） （320） （138）

6 25

（0）

（0） （38）

工学研究科　材料科学専攻
　　　　　（博士後期課程）

（3）

　　　　　　建築学専攻
　　　　　（博士前期課程）

4 7 0

計

0 －

（35） （43） （3） （17） （98） （0） （－）
計

35 43 3 17 98

1 12

（3） （1）

（167） （1,021） （0） （615）

工学研究科　機械工学専攻
　　　　　（博士前期課程）

8

　　　　　　情報工学専攻
　　　　　（博士前期課程）

7 4 3

（2） （16） （0） （42）

0

（4） （3）

　　　　　　電気電子工学専攻
　　　　　（博士前期課程）

7

2 16 0 42

（7）

（0）

（1）

2

（15） （9） （1） （0） （25） （0） （2）

15 9 1 0 25 0

21　　　　　　応用化学専攻
　　　　　（博士前期課程）

9 9 0 3

（8） （11） （0） （5） （24） （0）

（40）

11 0 5 24 0 43

（43）

（7） （12） （0） （6） （25） （0）

12

0 44

（50） （45） （60） （0） （155） （0） （44）

56

（30） （6） （1） （0）

50 45 60 0 155

30 6 1 0 37 0

（37） （0） （56）

33

0 4

（9） （6） （0） （0） （15） （0） （4）

9 6 0 5 20 0

（9） （6） （0） （5） （20） （0） （33）

0 43 0 2

（20）

69

（59） （45） （62） （143） （309） （0） （69）

59 45 62 143 309 0

（0） （44） （0） （0）

21 20 3 0 44 0

0 2

（16） （23） （0） （0） （39） （0） （2）

16

               　生物圏生命科学専攻
　　　　　　　　（博士前期課程）

　　　　　　　　　資源循環学専攻
　　　　　　　　（博士後期課程）

　　　　　　　　　共生環境学専攻
　　　　　　　　（博士後期課程）

人文社会科学研究科  地域文化論専攻
　　　　　　　　　（修士課程）

　　　　　　　　　　社会科学専攻
　　　　　　　　　（修士課程）

教育学研究科　教職実践高度化専攻
　　　　　　（専門職学位課程）

医学系研究科　医科学専攻
　　　　　　（修士課程）

　　　　　　　看護学専攻
　　　　　　（博士前期課程）

　　　　　　　看護学専攻
　　　　　　（博士後期課程）

2

（17） （14） （0） （0） （31） （0） （2）

17 14 0 0 31 0

　　　　　　システム工学専攻
　　　　　（博士後期課程）

0 1

（17） （13） （0） （0） （30） （0）

地域イノベーション学研究科
　　　　　　　地域イノベーション学専攻
　　　　　　（博士前期課程）

　　　　　　　地域イノベーション学専攻
　　　　　　（博士後期課程）

21 19 3

20 23 0

（14）

23 0 0 39

9 6 0 0 15

　　　　　　　　　生物圏生命科学専攻
　　　　　　　　（博士後期課程）

（23） （0） （0） （43）

14 6 1 0 21

　　　　　　　生命医科学専攻
　　　　　　（博士課程）

生物資源学研究科　資源循環学専攻
　　　　       　（博士前期課程）

　　　　　　      共生環境学専攻
　　　　　       （博士前期課程）

0 1

1

（14） （6） （1） （0） （21） （0） （1）

0 43 0 1

14 6 1 0 21 0

（1）

（0） （2）

17 13 0 0 30

0

（21） （20） （3）

3

（20） （23） （0） （0） （43） （0） （3）

20 23 0 0 43 0

（6） （1） （0） （21） （0） （1）

0 7

（1） （1） （20） （0） （15）

13 5 1 1 20

（7）

13 5 1 1 20 0 15

（13） （5）

（13） （5） （1） （1） （20） （0）
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大学全体

大学全体

国費による

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次

学生納付金以外の維持方法の概要

－　千円

第１年次 第２年次

共 同 研 究 費 等

図 書 購 入 費

設 備 購 入 費

開設前年度

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

教員１人当り研究費等

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

経費
の見
積り

区　分

14,636〔14,632〕　

811

（939,933〔229,089〕） （32,986〔20,551〕　） （14,636〔14,632〕　） （2,512） （27,788） （811）

図書館
面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

8,276㎡ 741 709,000

計

学生１人当り
納付金

体育館

面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

4,339㎡
陸上競技場，野球場，サッカー・ラ
グビー場，テニスコート，プール，
ハンドボール場　他

－　千円

－　千円

－　千円

第６年次

－　千円 －　千円 －　千円 －　千円 －　千円

標本
〔うち外国書〕 〔うち外国書〕

点図
書
・
設
備

新設学部等の名称

図書 学術雑誌
視聴覚資料 機械・器具

大学全体
939,933〔229,089〕　 32,986〔20,551〕　

2,512 27,788

冊 種 〔うち外国書〕 点 点

14,636〔14,632〕　 2,512 27,788

811

（939,933〔229,089〕） （32,986〔20,551〕　） （14,636〔14,632〕　） （2,512） （27,788） （811）

939,933〔229,089〕　 32,986〔20,551〕　

（補助職員0人）

教室等

講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

183室 63室 228室
11室

専 任 教 員 研 究 室
新設学部等の名称 室　　　数

大学全体 102 室

（5） （0） （5）

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

職　　　種 専　　任 兼　　任 計

事 務 職 員

人 人 人

（275）

小 計 422,989㎡ 0㎡ 0㎡ 422,989㎡

校
　
　
地
　
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

校 舎 敷 地 336,019㎡ 0㎡ 0㎡

105,051㎡0㎡

83 86

大学全体

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

計
1,108 1,290 2,398

275 544 819

（825）

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

－　千円

そ の 他 の 職 員
3

（544） （819）

技 術 職 員
825 663 1,488

（663） （1,488）

図 書 館 専 門 職 員
5 0 5

運 動 場 用 地 86,970㎡ 0㎡ 0㎡ 86,970㎡

そ の 他 105,051㎡ 0㎡

（3） （83） （86）

336,019㎡

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

（1,108） （1,290） （2,398）

0㎡ 0㎡ 528,040㎡合 計 528,040㎡

179,251㎡ 0㎡ 0㎡ 179,251㎡

（179,251㎡） （　　0㎡） （　　0㎡） （179,251㎡）

電子ジャーナル

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

0室

（補助職員0人）
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平成28年学生募集停止

令和元年度より学生募集
停止

令和元年度より学生募集
停止

令和元年度より学生募集
停止

令和元年度より学生募集
停止

令和元年度より学生募集
停止

令和元年度より学生募集
停止

既
設
大
学
等
の
状
況

（修士課程）

0.42 平成4年度

人文社会科学研究科

2 8 - 16 修士（人文科学） 0.62 平成4年度

　　社会科学専攻 2 7 - 14 修士（社会科学）

三重県津市栗間町屋
町1577

　　地域文化論専攻

平成29年度

　生物圏生命化学科 4 80 2 324 学士（生物資源学） 1.03 平成29年度

　海洋生物資源学科 4 40 2 164 学士（生物資源学） 1.02

【学部】

1.04 平成12年度

生物資源学部 1.04

　資源循環学科 4 70 3 286 学士（生物資源学）

　共生環境学科 4 70 3 286 学士（生物資源学） 1.05 平成12年度

　物理工学科 - - - - 学士（工学） 平成9年度

昭和62年度
三重県津市栗間町屋
町1577

昭和55年度

　分子素材工学科 - - - - 学士（工学） 平成2年度

平成元年度

　建築学科 - - - - 学士（工学）

　情報工学科 - - - - 学士（工学）

平成3年度

　総合工学科 4 400 30 1660 学士（工学） 1.00

　機械工学科 - - - - 学士（工学）

　電気電子工学科 - - - - 学士（工学） 平成3年度

三重県津市栗間町屋
町1577

令和元年度

工学部 1.00 昭和44年度

昭和47年度

学士（教育学） 1.01 平成9年度

昭和47年度
三重県津市江戸橋２
丁目174

1.00 平成9年度

　医学科 6 125 - 750 学士（医学） 1.00

　看護学科 4 80 10 340 学士（看護学）

1.01 昭和41年度
三重県津市栗間町屋
町1577

医学部 1.00

教育学部

200 - 800

　文化学科 4 92 10 388

- 学士（教育学） - 平成11年度

652 学士（法律経済） 1.06 昭和58年度　法律経済学科 4 153 20

　人間発達科学課程 - - -

　学校教員養成課程 4

【大学院】

1.05 昭和58年度
三重県津市栗間町屋
町1577

学士（人文科学） 1.03 昭和58年度

人文学部 3年次

大 学 の 名 称

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

年 人 年次
人

人 倍

　三重大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

基本計画書－4



令和3年度より学生募集停
止

博士（医学）

既
設
大
学
等
の
状
況

　生物圏生命科学専攻 2 39 -

修士（生物資源学） 0.76 平成16年度

　資源循環学専攻 2 23 - 46 修士（生物資源学）

78 修士（生物資源学） 1.35 平成16年度

　共生環境学専攻 2 26 - 52

三重県津市栗間町屋
町1577

1.33 平成18年度

地域イノベーション学研
究科

3 4 - 12 博士（学術）

　分子素材工学専攻 2

（博士前期課程）

（博士課程）

- 12 博士（学術） 1.08 平成18年度

0.88 平成16年度

（博士前期課程）

生物資源学研究科 三重県津市栗間町屋
町1577

-

平成21年度

　資源循環学専攻 3 4 - 12 博士（学術） 0.91

平成28年度

平成18年度

（博士後期課程）

　看護学専攻 3 3 -

　地域イノベーション学
専攻

2 15 - 30 修士（学術） 1.19

（博士後期課程）

（専門職学位課程）

　医科学専攻 2 12 - 24 修士（医科学） 0.37 平成13年度

　生物圏生命科学専攻 3 4

　共生環境学専攻

9 1.11

（修士課程）

三重県津市江戸橋２
丁目174

平成14年度

教育学研究科

（修士課程）

三重県津市栗間町屋
町1577

　生命医科学専攻

博士（看護学）

2 11 - 22 修士（看護学） 0.76

平成24年度

医学系研究科

　看護学専攻

　教育科学専攻 - - - - 修士（教育学） -

　教職実践高度化専攻

45 -

28 - 56 修士（工学） 1.08 平成7年度

修士（工学） 1.15 平成7年度

修士（工学） 1.19 平成7年度

1.21

平成13年度

（博士後期課程）

（博士前期課程）

　システム工学専攻

6 - 18 博士（学術） 1.49 平成21年度

平成15年度

教職修士（専門職） 0.78 令和3年度

4 45 - 180 1.05

三重県津市栗間町屋
町1577

工学研究科

　情報工学専攻

　物理工学専攻 2 18 -

　機械工学専攻 2 50 -

90

2

40 修士（工学） 0.75

100

平成7年度

　電気電子工学専攻 2

平成7年度

30 博士（工学） 0.7

平成7年度

55 - 110 修士（工学）

-

　材料科学専攻 3 6 - 18 博士（工学） 0.88

36 修士（工学） 1.02

　建築学専攻 2 20

　地域イノベーション学
専攻

3

2 25 - 50

平成7年度3 10 -
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 名　　称：生物資源学研究科附属練習船勢水丸

 規 模 等：土地  90,987㎡（小・中・特・幼　合わせて），建物　1,038㎡

 名　　称：医学部附属病院

                  水産実験所　土地　   1,299㎡，建物　606㎡

 目　　的：水産学に関する実験，実習及び研究調査等を行うことを目的とする。

 所 在 地：三重県松阪市大口町字築地1819-18　（実習船基地）

 設置年月：昭和55年7月竣工

 規 模 等：総トン数　329t

 設置年月：昭和48年4月設置

 規 模 等：土地  90,987㎡（小・中・特・幼　合わせて），建物　3,396㎡

 名　　称：教育学部附属幼稚園

 目　　的：幼児教育を施すことを目的とする。

 所 在 地：三重県津市観音寺町523
 設置年月：昭和24年5月設置

附属施設の概要

 名　　称：教育学部附属小学校

 目　　的：初等教育を施すことを目的とする。

 所 在 地：三重県津市観音寺町359
 設置年月：昭和24年5月設置

 規 模 等：土地  90,987㎡（小・中・特・幼　合わせて），建物　6,359㎡

 名　　称：教育学部附属中学校

 目　　的：中等教育を施すことを目的とする。

 所 在 地：三重県津市観音寺町471
 設置年月：昭和24年5月設置

 目　　的：循環型社会の実現，自然との共生，自然環境の保全，多様な生物資源の持続的利用に
　　　　　 関する教育・研究を行うことを目的とする。

 設置年月：  平成14年4月改組・設置

 規 模 等：土地  90,987㎡（小・中・特・幼　合わせて），建物　5,746㎡

 名　　称：教育学部附属特別支援学校

 目　　的：特別支援教育を施すことを目的とする。

 所 在 地：三重県津市観音寺町484

 目　　的：患者の診療を通じ，医学の教育・研究を行うことを目的とする。

 所 在 地：三重県津市江戸橋2丁目174
 設置年月：昭和48年10月国立移管

 規 模 等：土地  67,346㎡，建物　68,247㎡

 名　　称：生物資源学研究科附属紀伊・黒潮生命地域フィールドサイエンスセンター
           附帯施設農場，附帯施設演習林，附帯施設水産実験所

 規 模 等：農場　　    土地　  353,179㎡，建物　7,608㎡
                  演習林　        土地　4,569,562㎡，   建物　1,383㎡
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手

知的財産権出願特論 １前 1 ○ 兼2 集中

ISO学特論 １後 1 ○ 兼1

工学展望特論(社会人向け) １・２前 2 ○ 7 12 兼66

ベンチャービジネス特論 １後 1 ○ 兼5

論文発表演習 １・２通 1 ○ 7 12 兼66

企画力養成演習 １後 1 ○ 兼2

大学院・国内インターンシップ １・２通 2 ○ 7 12 兼66

大学院・長期インターンシップ １・２通 3 ○ 7 12 兼66

国際特別講義Ⅰ １・２通 1 ○ 7 12 兼66

国際特別講義Ⅱ １・２通 1 ○ 7 12 兼66

－ 0 14 0 7 12 0 0 0 兼76

コミュニケーション英語 １・２通 1 ○ 兼4

国際会議発表演習 １・２通 1 ○ 7 12 兼66

学術英語論文発表 １・２通 1 ○ 7 12 兼66

国際インターンシップ １・２通 3 ○ 7 12 兼66

短期留学 １・２通 3 ○ 7 12 兼66

－ 0 9 0 7 12 0 兼70

システム工学PBL特論 １・２前 2 ○ 1

マテリアルサイエンス特論 １・２前 2 ○ 1

電気電子工学特別講義AⅠ １通 1 ○ 兼5

電気電子工学特別講義AⅡ ２通 1 ○ 兼5

－ 0 6 0 1 1 0 0 0 兼5

電機制御特論Ⅰ １・２後 2 ○ 1 1 隔年・共同

電機制御PBL演習Ⅰ ２後 2 ○ 1

電機制御特論Ⅱ １・２前 2 ○ 1 隔年

電機制御PBL演習Ⅱ １後 2 ○ 1

制御工学特論Ⅰ １・２前 2 ○ 1 隔年

制御工学PBL演習Ⅰ ２前 2 ○ 1

制御工学特論Ⅱ １・２前 2 ○ 1 1 隔年・共同

制御工学PBL演習Ⅱ １後 2 ○ 1

電気エネルギーシステム特論 １．２前 2 ○ 1 隔年

電気エネルギーシステムPBL演習 ２後 2 ○ 1

情報処理特論 １・２後 2 ○ 1 隔年

情報処理PBL演習Ⅰ ２前 2 ○ 1

情報処理PBL演習Ⅱ １前 2 ○ 1

通信システム特論Ⅰ １前 2 ○ 1

通信システムPBL演習Ⅰ １後 2 ○ 1

通信システム特論Ⅱ １後 2 ○ 1 1 共同

通信システムPBL演習Ⅱ ２前 2 ○ 1 1 共同

計算機工学特論Ⅰ １・２前 2 ○ 1 隔年

計算機工学PBL演習Ⅰ １前 2 ○ 1

計算機工学特論Ⅱ １・２前 2 ○ 1 隔年

計算機工学PBL演習Ⅱ ２後 2 ○ 1

オプトエレクトロニクス特論 １・２前 2 ○ 1 隔年

オプトエレクトロニクスPBL演習 １後 2 ○ 1

半導体工学特論 １・２前 2 ○ 1 1 隔年・共同

半導体工学PBL演習 ２後 2 ○ 1

先端マイクロ波フォトニクス特論 １・２前 2 ○ 1 1 隔年・共同

高周波フォトニクスPBL演習 １後 2 ○ 1 1 共同

誘電体工学特論 １・２後 2 ○ 1 隔年

誘電体工学PBL演習 １後 2 ○ 1

有機エレクトロニクス特論 １・２前 2 ○ 1 隔年

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学研究科電気電子工学専攻）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

研
究
科
共
通
科
目

小計（１０科目） －

国
際
教
育
科
目

小計（５科目） －

専
攻
指
定
科
目 小計（４科目） －

研
究
領
域
教
育
科
目
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有機エレクトロニクスPBL演習 ２後 2 ○ 1

量子エレクトロニクス特論 １・２後 2 ○ 1 隔年

量子エレクトロニクスPBL演習 ２前 2 ○ 1

電子デバイスプロセス設計特論 １・２前 2 ○ 1 隔年

電子デバイスプロセス設計PBL演習 １前 2 ○ 1

物性物理学特論 １後 2 ○ 1

物性物理学PBL演習 １前 2 ○ 1

物質情報学特論 １前 2 ○ 1 1 共同

物質情報学PBL演習 １後 2 ○ 1 1 共同

ナノ材料設計特論 １前 2 ○ 1

ナノ材料設計PBL演習 １後 2 ○ 1

磁性体工学特論 １前 2 ○ 1

磁性体工学PBL演習 ２前 2 ○ 1

－ 0 86 0 7 12 0 6 0 0

生産管理論特論Ⅰ １前 2 ○ 兼1

生産管理論特論Ⅱ １後 2 ○ 兼1

ものづくり管理工学特論 １前 2 ○ 兼1

実践企業学 １前 1 ○ 兼1

造船工学特論 １後 2 ○ 兼12

先輩から学ぶ先端科学技術 １後 2 ○ 兼8 オムニバス

機械創成工学特論A １・２前 1 ○ 兼3 オムニバス

機械創成工学特論B １・２前 1 ○ 兼3 オムニバス

機械設計製作法特論及び演習・実習 １通 4 ○ 兼6 オムニバス

電気システム設計演習 １前 2 ○ 1 2 共同

環境創成実践特論 １前 2 ○ 兼1

材料創成工学特論 １前 2 ○ 兼2

建築学特別制作 １・２通 1 ○ 兼12

建築学特別調査 １・２通 1 ○ 兼12

情報創成工学特論 ２後 2 ○ 兼13 オムニバス

－ 0 27 0 1 0 0 2 0 兼62

電気電子工学特別研究Ⅰ １前 2 〇 7 12

電気電子工学特別研究Ⅱ １後 2 〇 7 12

電気電子工学特別研究Ⅲ ２前 2 〇 7 12

電気電子工学特別研究Ⅳ ２後 2 〇 7 12

－ 8 0 0 7 12

－ 8 142 0 7 12 0 6 0 兼113

小計（４３科目） －

創
成
工
学
教
育
科
目

小計（１５科目） －

特
別
研
究

小計（４科目） －

合計（８１科目） －
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１学期の授業期間 １５週

学位又は称号 修士（工学） 学位又は学科の分野 工学

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

１学年の学期区分 ２学期

工学研究科の教育体制は、「専攻」に加えて工学研究科独自で「プログラム」を定
めている。同じ専攻でもプログラム別に、博士前期課程の異なる修了要件を定めて
いる。工学研究科の入学生は、大学院入学時に指導教員と相談の上、３つのプログ
ラム「研究領域プログラム」「創成工学プログラム」「国際プログラム」から１つ
選択する。「研究領域プログラム」は、主に研究に関する高度専門技術を体系的に
修得する科目を多く履修し、「創成工学プログラム」は、主に企業の設計・生産部
門で必要となる専門技術に関する科目を多く履修し、「国際プログラム」は、主に
国際的な視点から研究開発を行う上で必要となる専門技術に関する科目を多く履修
し、「国際プログラム」における国際対応科目は、英語のみで講義や演習を受講で
き、日本語が理解できなくても単位を取得可能な科目を示す。

(1) ２年以上在学し、選択した研究領域プログラムあるいは、創成工学プログラ
ム、国際プログラムで次のとおり単位を修得すること
≪研究領域プログラム≫
専攻指定科目を２単位以上、研究科共通科目を２単位以上、国際教育科目を２単位
以上、研究領域教育科目を１２単位以上（特論８単位以上、演習４単位以上）、創
成工学教育科目を２単位以上、特別研究を８単位修得し、修得単位数の合計３０単
位以上であること。
ただし、社会人学生は次のとおりとする。
専攻指定科目、研究科共通科目及び国際教育科目の中から４単位以上、研究領域教
育科目を１２単位以上（特論８単位以上、演習４単位以上）、創成工学教育科目を
２単位以上、特別研究８単位を修得し、修得単位数の合計が３０単位以上であるこ
と。
≪創成工学プログラム≫
専攻指定科目を２単位以上、研究科共通科目を２単位以上、国際教育科目を２単位
以上、研究領域教育科目を１０単位以上（特論６単位以上、演習４単位以上）、創
成工学教育科目を６単位以上、特別研究８単位を修得し、修得単位数の合計が３０
単位以上であること。
ただし、社会人学生は次のとおりとする。
専攻指定科目、研究科共通科目及び国際教育科目の中から４単位以上、研究領域教
育科目を１０単位以上（特論６単位以上、演習４単位以上）、創生工学教育科目を
６単位以上、特別研究８単位を修得し、修得単位数の合計が３０単位以上であるこ
と。
≪国際プログラム≫
専攻指定科目、研究科共通科目及び国際教育科目の中から２単位以上、研究領域教
育科目を１２単位以上（特論８単位以上、演習４単位以上）、特別研究８単位修得
し、修得単位数の合計が３０単位以上となること。ただし、合計３０単位の中に
は、国際対応科目を１２単位以上含む必要がある。
(2) 必要な研究指導（研究倫理教育を含む）を受けたうえで、学位論文の審査及び
最終試験に合格する。
(3) 国際会議などで英語による研究発表を行う。

１時限の授業時間 ９０分
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手

先端技術特論Ⅰ １前 1 ○ 1 兼4

先端技術特論Ⅱ １後 1 ○ 1 兼4

知的財産権出願特論 １前 1 ○ 兼2 集中

ISO学特論 １後 1 ○ 兼1

工学展望特論(社会人向け) １・２前 2 ○ 6 9 兼72 共同

ベンチャービジネス特論 １後 1 ○ 兼5

論文発表演習 １・２通 1 ○ 6 9 兼72 共同

企画力養成演習 １後 1 ○ 兼2

国内インターンシップ １・２通 2 ○ 6 9 兼72 共同

長期インターンシップ １・２通 3 ○ 6 9 兼72 共同

国際特別講義Ⅰ １・２通 1 ○ 6 9 兼72 共同

国際特別講義Ⅱ １・２通 1 ○ 6 9 兼72 共同

－ 0 16 0 6 9 0 0 0 兼82

コミュニケーション英語 １・２通 1 ○ 兼4

国際会議発表演習 １・２通 1 ○ 6 9 兼72 共同

学術英語論文発表 １・２通 1 ○ 6 9 兼72 共同

国際インターンシップ １・２通 3 ○ 6 9 兼72 共同

短期留学 １・２通 3 ○ 6 9 兼72 共同

－ 0 9 0 6 9 0 0 兼76

システム工学PBL特論 １・２前 2 ○ 1

材料科学PBL特論 １・２前 2 ○ 1

電気電子工学特別講義AⅠ １通 1 ○ 兼5

電気電子工学特別講義AⅡ ２通 1 ○ 兼5

－ 0 6 0 1 1 0 0 0 兼5

電機制御特論Ⅰ １・２後 2 ○ 1 隔年・共同

電機制御PBL演習Ⅰ ２前 2 ○ 1

電機制御特論Ⅱ １・２前 2 ○ 1 隔年

電機制御PBL演習Ⅱ １後 2 ○ 1

制御工学特論Ⅰ １・２前 2 ○ 1 1 隔年

制御工学演習Ⅰ ２後 2 ○ 1

制御工学特論Ⅱ １・２前 2 ○ 1 1 隔年・共同

制御工学演習Ⅱ １後 2 ○ 1

電気エネルギーシステム特論 １・２前 2 ○ 1 隔年

電気エネルギーシステム演習 ２後 2 ○ 1

情報処理特論 １・２後 2 ○ 1 隔年

情報処理PBL演習Ⅰ ２前 2 ○ 1

情報処理PBL演習Ⅱ １前 2 ○ 1

通信システム特論Ⅰ １・２前 2 ○ 1 1 隔年

通信システムPBL演習Ⅰ １前 2 ○ 1 1

通信システム特論Ⅱ １・２前 2 ○ 1 隔年・共同

通信システムPBL演習Ⅱ １後 2 ○ 1 共同

システム工学応用特論Ⅰ １・２通 2 ○ 2

システム工学応用特論Ⅱ １・２通 2 ○ 2

計算機工学特論Ⅰ １・２前 2 ○ 1 隔年

計算機工学PBL演習Ⅰ １前 2 ○ 1

計算機工学特論Ⅱ １・２前 2 ○ 1 隔年

計算機工学PBL演習Ⅱ ２後 2 ○ 1

オプトエレクトロニクス特論 １・２前 2 ○ 1 隔年

オプトエレクトロニクスPBL演習 １後 2 ○ 1

半導体工学特論 １・２前 2 ○ 1 1 隔年・共同

半導体工学PBL演習 ２後 2 ○ 1

高周波フォトニクス特論 １・２前 2 ○ 1 1 隔年・共同

高周波フォトニクス演習 １後 2 ○ 1 1

固体物性工学特論 １・２後 2 ○ 1 隔年

固体物性工学演習 １前 2 ○ 1

有機エレクトロニクス特論 １・２前 2 ○ 1 隔年

有機エレクトロニクス演習 ２後 2 ○ 1

量子エレクトロニクス特論 １・２後 2 ○ 1 隔年

専
攻
指
定
科
目 小計（４科目） －

研
究
領
域
教
育
科
目

研
究
科
共
通
科
目

小計（１２科目） －

国
際
教
育
科
目

小計（５科目） －

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

既設の研究科（工学研究科電気電子工学専攻）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
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量子エレクトロニクス演習 ２前 2 ○ 1

電子デバイスプロセス設計特論 １・２前 2 ○ 1 隔年

電子デバイスプロセス設計PBL演習 １前 2 ○ 1

－ 0 74 0 6 9 0 5 0 0

生産管理論特論Ⅰ １前 2 ○ 兼1

生産管理論特論Ⅱ １後 2 ○ 兼1

ものづくり管理工学特論 １前 2 ○ 兼1

実践企業学 １前 1 ○ 兼1

造船工学特論 １後 2 ○ 兼12

先輩から学ぶ先端科学技術 １後 2 ○ 兼8 オムニバス

機械創成工学特論A １・２前 1 ○ 兼3 オムニバス

機械創成工学特論B １・２前 1 ○ 兼3 オムニバス

機械設計製作法特論及び演習・実習 １通 4 ○ 兼6 オムニバス

高品質組込みシステム特論 １・２前 2 ○ 兼1

高性能電機制御システム設計特論 １・２前 2 ○ 2 1 2

環境創成科学特論 １前 2 ○ 兼1

材料創成工学特論 １前 2 ○ 兼2

建築学特別制作 １・２通 1 ○ 兼12

建築学特別調査 １・２通 1 ○ 兼12

情報創成工学特論 １・２後 2 ○ 兼12

－ 0 29 0 2 1 0 2 0 兼62

電気電子工学特別研究Ⅰ １前 2 ○ 6 9

電気電子工学特別研究Ⅱ １後 2 ○ 6 9

電気電子工学特別研究Ⅲ ２前 2 ○ 6 9

電気電子工学特別研究Ⅳ ２後 2 ○ 6 9

－ 8 0 0 6 9

－ 8 134 0 6 9 0 5 0 兼120

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

(1) ２年以上在学し、選択した研究領域プログラム、創成工学プログラムまたは国
際プログラムで次のとおり単位を修得すること
≪研究領域プログラム≫
専攻指定科目を２単位以上、研究科共通科目を2単位以上、国際教育科目を２単位以
上、研究領域教育科目を12単位以上（特論8単位以上、演習4単位以上）、創生工学
教育科目を2単位以上、特別研究８単位を修得し、修得単位数の合計が３０単位以上
であること。
ただし、社会人学生は次のとおりとする。
専攻指定科目、研究科共通科目及び国際教育科目の中から４単位以上、研究領域教
育科目を12単位以上（特論8単位以上、演習4単位以上）、創生工学教育科目を２単
位以上、特別研究８単位を修得し、修得単位数の合計が３０単位以上であること。
≪創成工学プログラム≫
専攻指定科目を２単位以上、研究科共通科目を2単位以上、国際教育科目を２単位以
上、研究領域教育科目を１０単位以上（特論６単位以上、演習4単位以上）、創生工
学教育科目を6単位以上、特別研究を８単位修得し、修得単位数の合計が３０単位以
上であること。
ただし、社会人学生は次のとおりとする。
専攻指定科目、研究科共通科目及び国際教育科目の中から４単位以上、研究領域教
育科目を１０単位以上（特論６単位以上、演習4単位以上）、創生工学教育科目を６
単位以上、特別研究８単位を修得し、修得単位数の合計が３０単位以上であるこ
と。
≪国際教育プログラム≫
専攻指定科目、研究科共通科目及び国際教育科目の中から２単位以上、研究領域教
育科目を１２単位以上（特論８単位以上、演習４単位以上）、創生工学教育科目を
０単位以上、特別研究８単位修得し、修得単位数の合計が３０単位以上となるこ
と。ただし、合計３０単位の中には、国際対応科目を１２単位以上含む必要があ
る。
(2) 必要な研究指導（研究倫理教育を含む）を受けた上で、学位論文の審査及び最
終試験に合格する。
(3) 国際会議などで英語による研究発表を行う。

１学年の学期区分 ２学期

１学期の授業期間 １５週

１時限の授業時間 ９０分

合計（７８科目） －

学位又は称号 修士（工学） 学位又は学科の分野 工学

創
成
工
学
教
育
科
目

小計（１６科目） －

特
別
研
究

小計（４科目） －

小計（３７科目） －

基本計画書－14



別記様式第２号（その２の１）

必

修

選

択

自

由

講

義

演

習

実
験
・
実
習

教

授

准
教
授

講

師

助

教

助

手

1前 2 ○ 兼5 共同（一部）

1後 2 ○ 兼15

- 4 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 兼16

1前 2 ○ 兼17

1前・後 2 ○ 兼9

1前・後 2 ○ 兼14

1前 1 ○ 兼2

1後 1 ○ 兼2

1前・後 1 ○ 兼2

1前・後 1 ○ 兼1

1前・後 1 ○ 兼1

1前・後 1 ○ 兼1

- 6 6 0 3 6 0 0 0 0 0 0 兼29

1前 1 ○ 兼3

1後 1 ○ 兼3

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼5

1後 1 ○ 兼5

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼2

1後 1 ○ 兼2

1前 1 ○ 兼3

1後 1 ○ 兼3

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼6

1後 1 ○ 兼6

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼2

1後 1 ○ 兼2

配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置

全
学
必
修
科
目

スタートアップPBLセミナー

教養セミナー

小計（2科目）

科目
区分

授業科目の名称

外
国
語
教
育

英語ⅠTOEIC

英語Ⅰ大学基礎

英語Ⅰコミュニケーション

英語Ⅱ発展Aa

異
文
化
理
解

異文化理解Ⅰ基礎（ドイツ語Ａ）ａ

異文化理解Ⅰ基礎（ドイツ語Ａ）ｂ

異文化理解Ⅰ基礎（ドイツ語Ｂ）ａ

異文化理解Ⅰ基礎（ドイツ語Ｂ）ｂ

異文化理解Ⅰ演習（フランス語）ｂ

異文化理解Ⅰ演習（ドイツ語Ａ）ａ

異文化理解Ⅰ演習（ドイツ語Ａ）ｂ

異文化理解Ⅰ演習（ドイツ語Ｂ）ａ

英語Ⅱ発展Ab

英語Ⅱ発展B

英語Ⅱ発展C

英語Ⅱ発展D

英語Ⅱ発展E

小計（9科目）

異文化理解Ⅰ基礎（ポルトガル語）b

異文化理解Ⅰ基礎（ロシア語）a

異文化理解Ⅰ基礎（ロシア語）b

異文化理解Ⅰ基礎（スペイン語）a

異文化理解Ⅰ演習（ドイツ語Ｂ）ｂ

異文化理解Ⅰ演習（フランス語）ａ

異文化理解Ⅰ基礎（スペイン語）b

異文化理解Ⅰ基礎（ポルトガル語）a

異文化理解Ⅰ基礎（中国語）ｂ

異文化理解Ⅰ基礎（朝鮮語）a

異文化理解Ⅰ基礎（朝鮮語）b

異文化理解Ⅰ基礎（フランス語）ａ

異文化理解Ⅰ基礎（フランス語）ｂ

異文化理解Ⅰ基礎（中国語）ａ

異文化理解Ⅰ演習（中国語）ａ

異文化理解Ⅰ演習（中国語）ｂ

異文化理解Ⅰ演習（朝鮮語）a

異文化理解Ⅰ演習（ポルトガル語）b

異文化理解Ⅰ演習（朝鮮語）b

異文化理解Ⅰ演習（ロシア語）a

異文化理解Ⅰ演習（ロシア語）b

異文化理解Ⅰ演習（スペイン語）a

異文化理解Ⅰ演習（スペイン語）b

異文化理解Ⅰ演習（ポルトガル語）a

教 育 課 程 等 の 概 要

基礎となる学部等（工学部総合工学科）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授業形態

備考

基本計画書－15



2前・後 1 ○ 兼1

2前・後 1 ○ 兼1

2前・後 1 ○ 兼1

2前・後 1 ○ 兼1

2前・後 1 ○ 兼1

2前・後 1 ○ 兼1

2前・後 1 ○ 兼1

2前・後 1 ○ 兼1

2前・後 1 ○ 兼1

2前・後 1 ○ 兼1

- 0 42 0 16 26 0 0 0 0 0 0 兼26

1前 1 ○ 兼6

1後 1 ○ 兼6

- 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 兼6

1前・後 2 ○ 1 5 1 兼0

1前・後 2 ○ 1 兼8

１前・後 2 ○ 1 兼5

１前・後 2 ○ 1 兼5

１前・後 2 ○ 2 兼5

1前・後 2 ○ 1 3 兼2

1前・後 2 ○ 1 1 兼3

1前 2 ○ 3 1 1 兼2

1後 2 ○ 2 2 兼0 共同

- 14 4 0 9 0 0 9 15 1 1 0 兼18

1前・後 2 ○ 1 5 1 兼0

1前・後 2 ○ 1 兼8 共同

１前・後 2 ○ 1 兼5 共同

１前・後 2 ○ 1 兼5

１前・後 2 ○ 2 兼5

1前・後 2 ○ 1 3 兼2

1前・後 2 ○ 1 1 兼3

2前 1 ○ 2 2 3 兼2 共同

1前 2 ○ 3 1 1 兼2 共同

1後 2 ○ 2 2 共同

- 13 6 0 9 0 1 11 16 1 4 0 兼19

1前・後 2 ○ 1 5 1 兼0

1前・後 2 ○ 1 兼8

１前・後 2 ○ 1 兼5

１前・後 2 ○ 1 兼5

１前・後 2 ○ 2 兼5 共同

1前・後 2 ○ 1 3 兼2

1前・後 2 ○ 1 1 兼3

2前 2 ○ 1 兼0

1前 2 ○ 3 1 1 兼2 共同

1後 2 ○ 2 2 共同

2前 1 ○ 3 兼5 共同

2前 2 ○ 1

- 19 4 0 11 0 1 9 18 1 4 0 兼22

1前・後 2 ○ 1 5 1 兼0

1前・後 2 ○ 1 兼8

１前・後 2 ○ 1 兼5

１前・後 2 ○ 1 兼5

１前・後 2 ○ 2 兼5

1前・後 2 ○ 1 3 兼2

1前・後 2 ○ 1 1 兼3

異文化理解Ⅱ総合（ドイツ語A）

異文化理解Ⅱ総合（ドイツ語Ｂ）

異文化理解Ⅲ応用（中国語B）

異文化理解Ⅱ演習（ドイツ語Ｂ）

異文化理解Ⅱ総合（フランス語）

異文化理解Ⅱ演習（フランス語）

異文化理解Ⅱ総合（中国語）

異文化理解Ⅱ演習（ドイツ語A）

異文化理解Ⅱ演習（中国語）

異文化理解Ⅲ応用（中国語A）

小計（42科目）

健
康
科
学

スポーツ健康科学a

スポーツ健康科学b

小計（2科目）

化学Ⅰ

基礎微分積分学Ⅱ

基礎物理学Ⅰ

基礎物理学Ⅱ

化学Ⅰ

化学Ⅱ

基
礎
教
育
（

総
合
工
学
コ
ー

ス
）

プログラミング言語Ⅰ

基礎線形代数学Ⅰ

基礎線形代数学Ⅱ

基礎微分積分学Ⅰ

化学Ⅱ

小計（9科目）

基礎微分積分学Ⅱ

基礎物理学Ⅰ

基礎物理学Ⅱ

基
礎
教
育
（

機
械
工
学
コ
ー

ス
）

プログラミング言語Ⅰ

基礎線形代数学Ⅰ

基礎線形代数学Ⅱ

基礎微分積分学Ⅰ

小計（10科目）

物理学実験

基
礎
教
育
（

電
気
電
子
工
学
コ
ー

ス
）

プログラミング言語Ⅰ

基礎線形代数学Ⅰ

基礎線形代数学Ⅱ

小計（12科目）

基礎微分積分学Ⅰ

基礎微分積分学Ⅱ

基礎物理学Ⅰ

基
礎
教
育
（

応
用
化

プログラミング言語Ⅰ

基礎線形代数学Ⅰ

基礎線形代数学Ⅱ

化学Ⅱ

化学・物理実験

計算機基礎

基礎物理学Ⅱ

基礎物理学ⅢA

化学Ⅰ

基礎物理学Ⅱ

基礎微分積分学Ⅰ

基礎微分積分学Ⅱ

基礎物理学Ⅰ

基本計画書－16



2前 2 ○ 1

1前 2 ○ 3 1 1 兼2

1後 2 ○ 2 2 共同

2前 1 ○ 4 3 兼5 共同

- 13 8 0 10 0 1 9 18 1 4 0 兼22

1前・後 2 ○ 1 5 1 兼0 共同

1前・後 2 ○ 1 兼8

１前・後 2 ○ 1 兼5

１前・後 2 ○ 1 兼5

１前・後 2 ○ 2 兼5

2前 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 1 3 1 兼2

1前・後 2 ○ 1 1 兼3

1前 2 ○ 3 1 1 兼2

1後 2 ○ 2 2 兼0 共同

- 10 10 0 10 0 0 9 15 1 1 0 兼19

1前・後 2 ○ 1 5 1 兼0

1前・後 2 ○ 1 兼8

１前・後 2 ○ 1 兼5

１前・後 2 ○ 1 兼5

１前・後 2 ○ 1 2 兼5

1前・後 2 ○ 1 3 兼2

1前・後 2 ○ 1 1 兼3

2前 1 ○ 2 2 3 兼2 共同

1前 2 ○ 3 1 1 兼2

1後 2 ○ 2 2 共同

- 15 4 0 9 0 1 11 16 1 4 0 兼19

1前・後 2 ○ 兼2 共同

1後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼2

1後 2 ○ 兼4

1前 2 ○ 兼3

1前・後 2 ○ 兼2

1前・後 2 ○ 兼1

- 0 24 0 6 2 0 0 0 0 0 0 兼4

1前 2 ○ 兼10

１前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

１前・後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 1 兼6 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼4

1前・後 2 ○ 兼2

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼2 ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）

1前 2 ○ 兼2

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼2

学
コ
ー

ス
）

基礎線形代数学Ⅰ

基礎線形代数学Ⅱ

化学Ⅱ

基礎微分積分学Ⅱ

基礎数理統計学

基礎物理学Ⅰ

基礎物理学ⅢB

化学Ⅰ

基礎微分積分学Ⅰ

化学Ⅱ

化学・物理実験

小計（11科目）

基礎物理学Ⅱ

化学Ⅰ

学生生活支援実践

学習支援実践

基礎微分積分学Ⅰ

基礎微分積分学Ⅱ

基礎物理学Ⅰ

小計（10科目）

キ
ャ

リ
ア
教
育

基礎物理学Ⅱ

物理学実験

化学Ⅰ

知財学

キャリア教育入門

ビジネスキャリア入門

社会連携型実践

インターンシップ入門

ピアサポート実践

基
礎
教
育
（

情
報
工
学
コ
ー

ス
）

プログラミング言語Ⅰ

基礎線形代数学Ⅰ

基礎線形代数学Ⅱ

基
礎
教
育
（

建
築
学
コ
ー

ス
）

プログラミング言語Ⅰ

化学Ⅱ

小計（10科目）

法学A

日本文学C

演劇入門

日本語学A

政治学B

経済学A

法学B

日本文学B

日本史D

日本考古学A

日本考古学B

日本語学B

日本国憲法

日本史A

日本史B

日本史C

小計（12科目）

地
域
理
解
・
日
本
理
解

哲学A

倫理学A

倫理学B

日本文化論B

日本文学A

法学C

政治学A
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1後 2 ○ 兼2

1前 2 ○ 兼2

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼2

1前・後 2 ○ 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）

1後 2 ○ 兼11 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1前・後 2 ○ 兼18 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1後 2 ○ 兼16 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1前 2 ○ 兼16 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1前・後 2 ○ 1 兼16 ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）

1前 2 ○ 兼1

- 0 72 0 32 4 0 1 0 0 0 0 兼105

1前・後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

1後 2 ○

1前・後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼2

1前 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

1後 2 ○

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

1後 2 ○

1前・後 2 ○ 兼1

1前 2 ○

1前・後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼3

1前・後 2 ○ 兼3

1前 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼3

1前・後 2 ○ 兼2

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼10

1前・後 2 ○ 兼2

1後 2 ○ 兼3

１前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼3

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼8 ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）

1後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼6 ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）

1後 2 ○ 兼2 共同（一部）

1前・後 2 ○ 1 2 兼15 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1前・後 2 ○ 兼5
ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）,共
同（一部）

1後 2 ○

1後 2 ○

医学医療入門

日本理解特殊講義

地域防災論

医学医療C

医学医療D

言語学A

日本学

三重学

人文地理学A

人文地理学B

人文地理学C

経済学B

倫理学F

倫理学G

PBL政治学（地域・日本）

小計（36科目）

宗教学C

宗教学D

国
際
理
解
・
現
代
社
会
理
解

哲学F

哲学G

哲学H

哲学I

西洋史C

比較政治文化

比較文化論

東洋文化史

西洋史A

西洋史B

東洋史A

東洋史B

倫理学H

倫理学I

宗教学A

宗教学B

心理学A

こころのサポート

法学G

経済学G

経済学F

文化と空間A

言語学F

地域学

環境学A

社会学A

社会学B

文化人類学A

文化と空間B

文化人類学B

政治学F

政治学G

現代社会理解特殊講義

現代社会理解実践

音楽文化論

国際理解特殊講義

国際理解実践

文化と空間C

PBL社会学（国際・現代）

PBL言語学（国際・現代）
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0 88 0 41 2 1 1 2 0 0 0 兼72

1前・後 2 ○ 兼3

1後 2 ○ 兼2

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼2

1前・後 2 ○ 6 7 1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1後 2 ○ 2

1前・後 2 ○ 兼7 ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）

1前・後 2 ○ 兼9
ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）,共
同（一部）

1前・後 2 ○ 兼17 ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）

1前・後 2 ○ 兼24 ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）

1後 2 ○ 兼10 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1前 2 ○ 兼5
ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）,共
同（一部）

1前・後 2 ○ 兼9 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1前 2 ○ 兼3

1前・後 2 ○ 1 4 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ（一部）

1前・後 2 ○ 1 兼7

1後 2 ○ 兼1

- 0 66 0 27 6 0 10 10 0 1 0 兼94

1前 1 ○ 兼2

2前 1 ○ 5 2

4通 6 ○ 37 43 2 17 兼4

4通 6 ○ 37 43 2 17 兼4

小計（4科目） - 8 0 0 2 2 0 37 43 2 17 兼6

1後 1 ○ 3 4 1

小計（1科目） - 1 0 0 1 0 0 3 4 0 1 0 兼0

1前 1 ○ 兼1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 1 ○ 1 1

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

1前 1 ○ 兼1

2前 2 ○ 1

2前 1 ○ 2 1

1前 1 ○ 8 11 5

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 1 ○ 1 1

3前 2 ○ 1

3前 1 ○ 2

数理科学E

数理科学F

数理科学G

数理科学B

数理科学C

数理科学D

情報科学A

情報科学B

情報科学C

小計（44科目）

数理科学H

PBL数理科学（現代科学）

PBL自然科学概論（現代科学）

自然科学概論

医学医療A

医学医療B

化学A

化学B

生物学

現代科学理解特殊講義

ＰＢＬ環境科学（現代科学）

小計（33科目）

PBL医学・看護学（現代科学）

PBL現代科学理解特殊講義（現代科学）

物理学

環境地理学C

環境学F

環境科学

国際保健と地域医療

環境地理学A

環境地理学B

工
学

コ
ース

必
修

総合工学概論

入門物理学演習

力学

力学・材料力学演習

工業数学C（常微分方程式）

工業数学D（フーリエ解析）

工業数学E（確率・統計）

生物資源学A

生物資源学B

防災論

現
代
科
学
理
解

心理学F

機
械
工
学
コ
ー

ス
専
門
必

入門数学演習

工業数学A（ベクトル解析）

工業数学B（複素関数論）

工業数学A・工業数学B演習 

学
部
共
通
科
目

安全教育・工学倫理

先端技術基礎

卒業研究

長期インターンシップ

制御工学(機械)

制御工学・輸送現象論Ⅰ演習

機械工学フレッシュマンゼミナール

量子力学

機械力学

機械力学・機械材料学演習
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2前 2 ○ 1 1

2後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 1 ○ 1 兼1

2後 2 ○ 1

2前 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 1

2後 3 ○ 2

3前 1 ○ 1

3後 1 ○ 兼1

3前 1 ○ 8 11 5

3後 1 ○ 8 11 5

小計（28科目） - 45 0 0 16 7 5 8 11 0 5 0 兼2

2後 2 ○ 1

1後 2 ○ 兼1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1 1

2後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1 兼2

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1 兼2

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

1前 2 ○ 兼3

3後 2 ○ 兼4

2前 2 ○ 1

3前 1 ○ 兼2

3前 1 ○ 兼2

3通 1 ○ 1 1

3通 1 ○ 1 1

3通 1 ○ 1 1

4通 2 ○ 8 11 5

小計（34科目） - 0 63 0 30 1 3 8 11 0 5 0 兼16

1前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

1後 2 ○ 1

2前 1 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 6

必
修
教
育
科
目

機械加工学

工業熱力学

材料力学

機械材料学

流体工学基礎

流体工学基礎・工業熱力学演習

自動車工学

機械設計製図Ⅱ

機械工学実験及び実習Ⅰ

機械工学実験及び実習Ⅱ

輸送現象論Ⅰ

機械設計及び製図基礎

機械設計製図Ⅰ

計測工学(機械)

金属材料学

溶融加工学

トライボロジー

解析力学(機械)

統計力学(機械)

流体機械システム工学

数値熱流体力学

環境流動学

エネルギー変換工学Ⅱ

計算機援用工学

塑性加工

除去加工

システム制御工学

振動工学

電
気
電
子
工
学
コ
ー

基礎電気回路論Ⅰ

常微分方程式

ベクトル解析

フーリエ解析と偏微分方程式

基礎電気回路論Ⅱ

プログラミング演習

弾性力学

機
械
工
学
コ
ー

ス
専
門
選
択
教
育
科
目

材料科学

機械運動学

応用量子論

ロボット工学

輸送現象論Ⅱ

電気電子回路

応用電子論

流体力学

エネルギー変換工学Ⅰ

インターンシップⅠ（工場実習）

インターンシップⅡ

専門英語(機械)

知的財産権概論

工場見学

交通機械

生産システム工学

情報工学

解析力学(電気)

複素関数論

確率・統計

電気計測

電気計測実験
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2後 3 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

3前 3 ○ 4 6 兼1

3前 3 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 3 ○ 1 9 6

4前 1 ○ 8 12 6 兼1

小計（22科目） - 46 0 0 17 2 3 8 12 0 6 0 兼1

1後 1 ○ 3

2前 2 ○ 1 3

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

3前 1 ○ 兼4

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 2

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 1 ○ 兼4

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 兼1

3後 2 ○ 兼4

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

4前 1 ○ 兼1

4前 1 ○ 1

4前 1 ○ 1

4前 2 ○ 兼1

3通 1 ○ 1

3通 2 ○ 1

3通 1 ○ 1

小計（37科目） - 0 66 0 33 0 4 8 11 0 1 0 兼15

2前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 10 9 3 兼2

1後 2 ○ 10 9 3 兼2

2前 2 ○ 1

2前 1 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 1 ○ 1 1

2後 2 ○ 1

2後 1 ○ 1

ス
専
門
必
修
教
育
科
目

アルゴリズムと人工知能

情報理論(電気)

電気回路論Ⅰ

物性物理学Ⅰ

電気電子実験Ⅱ

専門英語(電気)

電磁気学Ⅱ

電気回路論Ⅱ

電子回路工学Ⅱ

電子回路工学Ⅰ

量子力学I

電気電子実験Ⅰ

電磁気学Ⅰ

通信システムとネットワーク

電気電子工学特別講義Ⅱ

制御工学Ⅱ

電気機器設計

電気数学

量子力学Ⅱ

半導体工学

ナノ計測学

材料科学

情報通信工学

真空電子工学

電気電子材料

信号処理

電
気
電
子
工
学
コ
ー

ス
専
門
選
択
教
育
科
目

電気電子入門実験

エレクトロニクス概論

統計力学(電気)

計算機工学

電気機器工学

制御工学Ⅰ

パワーエレクトロニクス

電気電子工学特別講義Ⅰ

インターンシップⅠ

インターンシップⅡ

工場見学

電波法規

電気通信法規

電気エネルギー工学Ⅱ

高電圧工学

物性物理学Ⅱ

電気法規

光・電磁波工学

電子デバイス工学

光エレクトロニクス

電気エネルギー工学Ⅰ

知的システム設計PBL

無機化学Ｂ（無機物質の各論）

無機化学演習Ｂ

分析化学演習

無機化学Ａ（無機化学の総論）

無機化学演習Ａ

微分方程式

応用化学基礎I

応用化学基礎II

分析化学
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2前 2 ○ 1

2前 1 ○ 兼2

2後 2 ○ 1

2後 1 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 1 ○ 1

1後 2 ○ 1

1後 1 ○ 1 1

2前 2 ○ 1

2前 1 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 1 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 1 ○ 1

3前 2 ○ 1 1

3前 1 ○ 1 1

3前 4 ○ 10 9 3 兼2

3後 4 ○ 10 9 3 兼2

4通 4 ○ 10 9 3 兼2

小計（28科目） - 51 0 0 14 11 3 10 9 0 3 0 兼3

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 兼1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3前 2 ○ 兼1

3後 2 ○ 兼1

小計（13科目） - 0 26 0 13 0 0 8 2 0 0 0 兼2

3後 2 ○ 兼2

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 兼1

3通 1 ○ 1

3通 1 ○ 1

3前 1 ○ 1

3前 1 ○ 兼1

3前 1 ○ 兼1

3前 1 ○ 兼1

3前 1 ○ 兼1

- 0 13 0 7 0 3 0 2 0 1 0 兼6

1前 2 ○ 1

1後 2 ○ 1

1前 2 ○ 1

1前 1 ○ 1

1後 2 ○ 1

1後 1 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2通 1 ○ 1

3前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

物理化学演習Ｂ

高分子化学

高分子化学演習

物理化学Ａ（熱力学）

生物化学演習Ⅰ

生物化学Ⅱ

物理化学Ｃ（化学結合論・分子分光学）

有機化学演習Ⅱ

有機化学Ⅰ

物理化学演習Ａ

物理化学Ｂ（量子化学）

応
用
化
学
コ
ー

ス
専
門
必
修
教
育
科
目

有機化学演習Ⅰ

有機化学Ⅱ

物理化学演習Ｃ

生物化学Ⅰ

高分子合成化学

有機合成化学

有機機能化学

反応理論化学

化学実験Ⅰ

化学実験Ⅱ

専門英語(応用化学)

生物化学演習Ⅱ

電気材料化学

高分子物性学

無機素材化学

生物工学

機械工学通論

インターンシップⅠ

小計（10科目）

工場見学

応用化学特別講義Ⅰ

応用化学特別講義Ⅱ

生体材料化学

材料物理化学

資源利用化学

インターンシップⅡ

化学工学

反応工学

応
用
化
学
コ
ー

ス
専
門
選
択
教
育
科
目

工業化学概論

電気工学通論

応用化学特別講義Ⅲ

応用化学特別講義Ⅳ

鉄筋コンクリート構造

建築構造材料

建築環境工学Ⅰ

建築環境工学Ⅱ

建築環境工学Ⅲ

建築力学Ⅱ

建築力学演習Ⅱ

建築計画Ⅱ

建
築
学
コ
ー

建築概論

建築計画Ⅰ

建築力学Ⅰ

建築力学演習Ⅰ

建築都市環境工学演習

建築設備Ⅰ
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3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1 兼1

3後 2 ○ 兼1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

3後 2 ○ 兼1

1通 2 ○ 1

2前 2 ○ 2 2 1

2後 2 ○ 1 2 1 兼1

3前 3 ○ 1 2 兼1

3前 2 ○ 1

1後 2 ○ 兼1

4前 1 ○ 4 7 1

3後 1 ○ 2 1 兼1

4前 2 ○ 4 7 1

- 58 0 0 23 8 0 4 7 0 1 0 兼7

2後 2 ○ 2

3前 1 ○ 1

3後 2 ○ 1 1

3前 2 ○ 1 兼1

3後 2 ○ 1 兼2

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 兼5

2前 2 ○ 1

3後 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 1

4前 1 ○ 1

3前 2 ○ 兼3

3後 3 ○ 2 1 1 兼1

1後 1 ○ 兼1

2前 1 ○ 兼1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3通 1 ○ 1

3通 2 ○ 1

3後 1 ○ 4 7 1

4前 1 ○ 兼3

－ 0 36 0 14 2 5 4 7 0 1 0 兼15

1前 2 ○ 1 1

1前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 1

1後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 兼1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 兼1

3前 2 ○ 兼1

3後 1 ○ 1

建築設計製図Ⅱ

日本建築史

都市・地域計画

構造材料実験法

建築生産Ⅰ

建築図学

建築設計製図Ⅰ

建築生産Ⅱ

鉄骨構造

ー

ス
専
門
必
修
教
育
科
目

小計（21科目）

西洋・近代建築史

建築行政

建築英語

建築家職能論

建築企画設計

建築設計製図Ⅲ

防災都市工学

工業数学

景観設計

建築設備設計法

建築力学Ⅲ

建築基礎構造

防災まちづくり工学

防災安全工学

インターンシップⅠ

建築設計製図Ⅳ

造形実習Ⅰ

造形実習Ⅱ

建築設備Ⅱ

都市環境

小計（31科目）

建
築
学
コ
ー

ス
専
門
選
択
教
育
科
目

ファシリティマネジメント

建築意匠

建築構法

木質構造

建築構造設計演習

建築生産Ⅲ

情報倫理と知的財産

データベース

コンパイラ

ソフトウェア工学

工業数学JA（複素関数・ベクトル解析）

工業数学JB（微分方程式）

情報理論(情報)

ディジタル信号処理

電気回路

電子回路

プログラミング言語Ⅱ

データ構造・アルゴリズム論

コンピュータネットワーク

情報工学概論

確率・統計学

離散数学

インターンシップⅡ

建築学実習

特別講義

数理論理学

計測工学(情報)

計算機アーキテクチャ

情
報
工
学
コ
ー

ス
専
門
必
修
教
育
科
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4前 2 ○ 7 4 2

1後 1 ○ 2

2前 1 ○ 2

2後 3 ○ 7 4 2 2

3前 3 ○ 7 4 2 2

3後 4 ○ 7 4 2 2

3後 1 ○ 兼1

4前 1 ○ 7 4 2 2

4後 1 ○ 7 4 2 2

－ 54 0 0 20 5 3 7 4 2 2 0 兼2

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

2後 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3前 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3後 2 ○ 1

3通 2 ○ 1 1

4通 2 ○ 1 1

3前 2 ○ 兼3

3通 1 ○ 1 1

3通 1 ○ 1 1

3通 1 ○ 1 1

－ 0 39 0 17 1 3 7 3 0 1 0 兼3

4前 2 ○ 1

4前 1 ○ 1 1

4後 1 ○ 1 1

4前 2 ○ 1

4前 1 ○ 1 1

4後 1 ○ 1 1

4前 2 ○ 1

4後 1 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 1 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1 兼1

4後 2 ○ 1 1

4前 2 ○ 1

4後 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4後 2 ○ 1

4前 2 ○ 1 1

4前 2 ○ 1 1

4後 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1 1

4前 2 ○ 1 1

4前 2 ○ 1 1

情報マネジメント

初級プログラミング演習

小計（28科目）

情
報
工
学
コ
ー

ス
専
門
選
択
教
育
科
目

工業数学JC（フーリエ解析）

電磁気学

暗号と情報セキュリティ

ヒューマンインタフェース

流動現象学特論

インターンシップⅠ

インターンシップⅡ

ロボット工学演習Ⅱ

機械制御工学特論

機力・制御・情報演習Ⅱ

メカトロニクス工学演習II

ロボット工学特論

工場見学

小計（21科目）

機械知能学特論

ＮＣ加工法実習

ナノテクノロジー特論

ロボット工学演習Ⅰ

制御工学(情報)

オートマトン

応用情報工学

オペレーティングシステム

通信システムPBL演習Ⅰ

情報処理PBL演習Ⅱ

通信システム特論Ⅰ

通信システム特論Ⅱ

目

実践ソフトウェア開発演習

情報工学実験Ⅲ

技術英語

専門英語Ⅰ

中級プログラミング演習

情報工学実験Ⅰ

情報工学実験Ⅱ

通信方式

システム工学

組込みシステム設計

情報工学特別講義Ⅰ

情報工学特別講義Ⅱ

情報伝送工学

画像処理

人工知能と機械学習

計算機ハードウェア設計

専門英語Ⅱ

環境流体熱工学演習

電機制御PBL演習Ⅰ

制御工学特論Ⅱ

情報処理特論

情報処理PBL演習Ⅰ

メカトロニクス工学特論

メカトロニクス工学演習I

流体工学特論

応用熱工学特論

応用熱工学演習

電機制御特論Ⅱ

電機制御PBL演習Ⅱ

制御工学特論Ⅰ
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4後 2 ○ 1

4後 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4後 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4後 2 ○ 1

4前 2 ○ 1 1

4後 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4後 2 ○ 1

4後 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4後 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

４後 2 ○

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

４後 2 ○ 1

４後 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4前 2 ○ 1

4後 2 ○ 1 1

4前 2 ○ 1 1

4前 2 ○ 1

4後 2 ○ 1

4後 2 ○ 1

- 0 0 112 35 23 1 20 15 2 6 0 兼1

２・３・４後 2 ○ 兼1

- 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 兼1

3前 2 ○ 兼1

3後 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 兼1

2後 2 ○ 兼1

2後 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼3

2後 2 ○ 兼1

2後 2 ○ 兼2

3前 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼1

2後 2 ○ 兼1

2後 2 ○ 兼1

3後 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼1

通信システムPBL演習Ⅱ

計算機工学PBL演習Ⅰ

通信信号処理特論

センシング工学特論

知能化システム特論

IoTシステム特論

計算化学特論

計算モデル特論

マルチメディア処理特論

理論化学演習Ⅱ

計算化学演習Ⅰ

計算化学演習Ⅱ

電子デバイスプロセス設計特論

電子デバイスプロセス設計PBL演習

理論化学演習Ⅰ

オプトエレクトロニクスPBL演習

半導体工学特論

半導体工学PBL演習

計算機工学特論Ⅰ

計算機工学PBL演習Ⅱ

オプトエレクトニクス特論

ク
ロ
ス
科
目

自
由
科
目

職業指導

小計（1科目）

情報ネットワーク特論

データサイエンス特論

数理情報学特論

コンピュータ・アーキテクチャ特論

ヒューマン・インタフェース特論

ナノ材料設計特論

ナノ材料設計PBL演習

信号計測システム特論

小計（59科目）

並列ソフトウェア特論

物質情報学特論

物質情報学PBL演習

教職入門B

教育行政学

特別活動論B

教育技術論A

教育技術論B

生徒指導・進路指導論

教育社会学

教育心理学

発達心理学

特別支援教育入門

教育課程論A

教育課程論B

特別活動論A

教育相談

総合的な学習の時間の指導法

教
職
に
関
す
る
科
目

工業教育法Ⅰ

工業教育法Ⅱ

教育学

教職入門A
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4前 2 ○ 兼2

4後 2 ○ 4 1 1 兼5

- 0 0 42 19 1 1 3 1 1 0 0 兼14

- 351 572 156 447 109 41 39 43 3 17 0 兼415

１学年の授業期間 ９０分

教育実習（高）

教職実践演習（高）

小計（21科目）

合計（554科目）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１学年の学期区分 ２期

１学年の学期の授
業期間 １５週
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

知的財産権出願特論

プロパテントを経て、プロイノベーションの時代となった。イノベー
ションにおいては、ビジネスモデルと知的財産戦略・マネジメント、
その相互的な作用・効果などが必要不可欠となる。知的財産において
は、その創出、保護・強化、活用が基本要素であり、それらをサイク
ルとして継続することが重要となる。
本特論では、イノベーションにおける知的財産戦略・マネジメント、
知的財産権 (特に特許) について、その基礎的知識を習得する。ま
た、知的財産戦略・マネジメントにおける発明・特許の有効活用を理
解する。さらに、受講対象学生個々の博士前期学位論文に係る研究
テーマ・内容を題材として、知的財産戦略・マネジメント、研究・開
発において重要となる特許情報の検索方法利用方法について、演習を
通して実践的に取得する。そして、これらの知識に基づき、特許取得
のための特許明細書の書き方を実践的に習得する。

ISO学特論

ISOについてはネジや計測法などの国際標準を制定していることで存
在が知られている。しかし、最近はISOでは各種のマネジメントシス
テムの標準化が進められてきて,これら標準を使った適合性評価の方
式の標準化も行われている。マネジメントシステム標準の対象である
品質、環境、情報セキュリティなどの企業管理活動が外から信頼性さ
れるための説明性の確保が、WTO/TBT協定によって国際化した企業の
活動に不可欠になっている。しかし、伝統的な日本の品質管理活動は
ものづくりを強調しており、ものづくりを推進するためのマネジメン
トの重要性は限定されている。最近公表されている品質不祥事はもの
づくりの問題より、企業のマネジメントの不作為という問題によって
生じていると考えられる事例が多い。国際マネジメントシステム標準
の理解が向上するによって企業がマネジメント活動を強化し、これに
よって企業の国際取引を直接、間接に円滑化する事が期待される。

工学展望特論
 (社会人向け)

社会人学生を対象として、様々な分野の講師により、材料系、システ
ム系各分野の最新技術と課題、夢の技術、考え方など、工学技術者の
立場から見た社会との関わりも含めた幅広い技術の展望を講述する。

ベンチャービジネス特論

授業の概要:新技術の事業化のノウハウ、知的財産権、創業・経営に
必要な基礎的知識の修得に関する実践的な講義を行うことにより、創
造的な研究開発能力とベンチャー精神を涵養する。
学修の目的:日本経済の活性化の視点でも、若い起業家のベンチャー
精神への期待は大きい、ベンチャー精神は、スタートアップのみなら
ず、既存企業においても必須となっている。製造業全般において、技
術の多様化により、製品やサービス、競合や協業、調達・製造・市場
の国際化等の点で大きな変化が進行している。このような状況の中で
技術者に求められる知財戦略、ベンチャー精神、創造的思考について
理解を深める。
学修の到達目標:起業家精神を持った技術者・研究者になるために必
要な基礎的姿勢や知識を得る。

論文発表演習

博士前期課程の研究活動を通して得られたデータを基として、国内で
開催されるその分野の専門家の集団である学会（研究会）等で、修士
研究（特別研究）として取り組んでいる研究成果を、国内の専門家・
専門技術者に新規性や進歩性が理解されるように取りまとめて、日本
語で投稿、発表する。国内の専門家・専門技術者が理解しやすいよう
に、研究成果の内容を吟味して編集すると共に、日本語による発表
（プレゼンテーション）を実施する。指導教員は、発表の構成等の纏
め方、質疑応答などの研究発表に対する取り組み方を細かく指導す
る。これらの準備と実践を通じて、企業の技術者あるいは研究者とし
て要求される「問題解決能力」、「纏める能力」、「発表する能
力」、「学外の研究者と討論する能力」を習得する。

別記様式第２号（その３の１）

科目
区分

（工学研究科電気電子工学専攻）

授 業 科 目 の 概 要

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

研
究
科
共
通
科
目
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企画力養成演習

社会人として必須となる企画力について、外部環境と内部環境の両側
面から養成を行う。
目まぐるしく変化する時代潮流を大きな視点から捉えて整理すること
で、企業を取り巻く社会・経済の現状分析及び将来見通し（外部環
境）を行うとともに、企業活動を知るに当たって必要となるマーケ
ティング手法や事業分析、コミュニケーション手法などを包括的に理
解する。
最後にこれらの知識を総動員するとともに、これらを使いこなすため
の知恵を絞りながら、実践的な企画書作成を実践する。最終的には、
相手にわかりやすい効果の高い企画書の作成とプレゼンテーションが
できるようになることを目的とする。

大学院・国内インターン
シップ

学部生のインターンシップと異なり、夏・春休み等の期間中に、学生
の大学院の専門性と関連した国内の民間企業や各種団体・地方公共団
体等で、大学院の修士研究内容が実社会でどのように役立っているか
を認識するために、2週間程度の就業体験を実施する。また、大学院
修士課程を修了した後の職業選択に役立つように、研究、管理、技術
営業など自己の適正を正しく知り、生産活動や開発研究に対する目的
意識の確立や、専門知識などを実社会での就業経験から習得する。学
生の専門性の観点から指導教員のアドバイスを受け、インターンシッ
プを実施する国内企業を選択し、指導教員、企業、学生が十分に就業
内容を吟味・確認して、指導教員の事前指導、実施中の指導、事後指
導に繋げる。

大学院・長期インターン
シップ

学部生のインターンシップや大学院・国内インターンシップとは異な
り、指導教員の共同研究先や大学院の修士研究内容に関連した国内の
民間企業や各種団体・地方公共団体等で長期間（合計30日以上かつ
270時間以上）の就業体験を実施する。生産活動や開発研究を通じ
て、企業等での問題発見・解決力、課題探究力、先端技術を取り込む
力を習得し、学んだ専門知識を将来的に実社会で有効に活用できる能
力を習得する。指導教員のアドバイスを受けながら、長期インターン
シップを実施する国内企業を選択し、指導教員、企業、学生が十分に
就業内容を吟味・確認して、指導教員の事前指導、実施中の指導、事
後指導に繋げる。

国際特別講義Ⅰ

外国人専門家による講義を通じて、工学分野における最新の国際的な
基礎研究の潮流、到達点、実践例について理解を深め、国際的な研究
の潮流や到達点等に関する専門知識を習得する。習得した専門知識を
活用して、広い視野から各自が取り組んでいる博士前期課程の研究活
動を評価して適切に見直すことができるようになる。

国際特別講義Ⅱ

外国人専門家による講義を通じて、工学分野における最新の国際的な
応用研究の潮流、到達点、実践例について理解を深め、国際的な研究
の潮流や到達点等に関する専門知識を習得する。習得した専門知識を
活用して、広い視野から各自が取り組んでいる博士前期課程の研究活
動を評価して適切に見直すことができるようになる。

コミュニケーション英語

工学系の技術者・研究者として必要な英語力、特にコミュニケーショ
ンスキルを養うことを目的とし、やりなおし基礎英文法、発音とパブ
リックスピーキング、プレゼンテーション英語表現について通年で演
習を実施し、学生は英語習得のための多様な知識・経験を得ることと
なる。また、１クラス１０名以内の少人数制授業とすることで、履修
学生ひとりひとりが英語に触れ発話する量を多く持てる授業内容とな
る。

国際会議発表演習

博士前期課程の研究活動を通して得られたデータを基として、国際会
議（コンファレンス）で修士研究（特別研究）として取り組んでいる
研究成果を、幅広い分野の研究者に新規性や進歩性が理解されるよう
に取りまとめて、英語で投稿、発表する。指導教員は、以下の点に重
点をおいて指導を行う。1）背景となる問題点、研究目的、研究方
法、解決方法の効果を含めた研究結果、考察、今後の課題を論理的に
纏める。２）英語で発表するために、適切な英語を使用し、発表用資
料（パワーポイント）を作成する。３）英語口頭発表の台詞を作成
し、発音練習、発声練習をする。４）発表練習を指導教員を交えて行
い、より適切な口頭発表となるように吟味する。５）多人数の前で口
頭発表することにより、英語で発表する感覚を養う。６）質疑応答に
より、聞き手の考えを理解し、適切な議論の仕方を習得する。これら
の準備と実践を通じて、企業の技術者あるいは研究者として要求され
る「英語で発表する能力」と「海外の研究者と討論する能力」を習得
する。

国
際
教
育
科
目
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学術英語論文発表

博士前期課程の研究活動を通して得られたデータを基にして、英語の
論文としてとりまとめて、国内外の査読付き学術雑誌に投稿、発表す
る。指導教員は、以下の点に重点をおいて指導を行う。学生は各段階
を実体験し、課程修了後も学術論文が執筆できる能力を育成する。
１）英語の学術雑誌に投稿するために、執筆要領を熟読し、適切な専
門英語を使用し、投稿用原稿を作成する。２）アブストラクト、序
論、実験、結果と考察、結論を論理的に整理して下書き原稿にまとめ
る。３）投稿用原稿、サポーティングインフォメーション、動画等を
指導教員に提出し、論文の質を向上させるように推敲を繰り返す。
４）投稿用原稿を学術雑誌の事務局へ投稿する。５）査読者からの採
録条件、コメントなとに対して、記述の修正、追加実験・データ整理
などの適切な対応を実施する。６）修正した原稿、修正の説明などの
資料を学術雑誌、国際会議の事務局に投稿する。これらの準備と実践
を通じて、査読付き論文として必要なデータの信頼性、結論の明確
性・新規性・独自性等に加えて国際性を習得する。

国際インターンシップ

夏・春休み等の休暇中に、海外の企業等で1ヶ月程度の就業体験をす
ることにより、国際的な視野を持つ高度専門技術者として求められる
専門知識、実践スキル、自ら主体的に行動する能力に加えて、英語の
スキルアップや異なる人種、言語、宗教、考え方から成る異文化社会
で共存する能力等を習得する。指導教員のアドバイスを受けながら、
インターンシップを実施する海外の企業を選択し、指導教員、企業、
学生が十分に就業内容を吟味・確認して、指導教員の事前指導、実施
中の指導、事後指導に繋げる。また、海外の企業組織等の一員とし
て、協調性、責任感、指導力がいかに重要であるかを再認識し、同世
代の国際的な人脈ネットワークを構築し将来の財産とする。

短期留学

海外の研究機関あるいは大学等で研修を行うことにより、国際的な視
野を持って研究活動等ができる高度専門技術者として求められる専門
知識、実践スキル、自ら主体的に行動する能力に加えて、国際社会に
て研究活動等を行う上で要求される英語での情報交換能力等や異なる
人種、言語、宗教、考え方から成る異文化社会で共存できる能力を習
得する。短期留学先は、指導教員のアドバイスを受けながら、修士論
文研究の内容と関連している研究ラボを選択し、指導教員、留学先の
指導者、学生により、短期留学中の研究内容を詳細に吟味・確認し
て、指導教員の事前指導、実施中の指導、事後指導に繋げる

システム工学PBL億論

電気・情報システムの構築は、電機・制御・情報・通信など、さまざ
まな学問分野に関する複合的な視点・知識を必要とする．本特論で
は、グループワークを通じて、既存の電気・情報システムの分析・改
良に関して議論・発表をする．これにより、総合的・俯瞰的な観点か
らのシステム開発という観点から、工学技術の理解を深める。

マテリアルサイエンス特論

エレクトロニクスは我が国を支える主要な基幹産業の一つである。多
種多様なエレクトロニクスデバイスを開発する上で、マテリアルサイ
エンスや電子物性に関する専門的素養は欠かすことができない。ただ
し、一括りに電子材料といえども極めて多様であり、専門分野も細分
化されている。高い専門性を求めることは、ともすれば俯瞰的視野を
失うことにも繋がりがちである。本特論では、マテリアルサイエンス
や応用物理学を対象として、必ずしも自らの専門分野にとらわれずに
広く学習することを目標とする。

電気電子工学特別講義AⅠ

電気電子工学に関する興味深い話題について、学外からその分野にお
ける優れた研究者・技術者を招いて集中的な講義を行い、最先端技術
を学ぶだけでなく、電気電子工学の幅広い分野について自らの専門分
野にとらわれない人材を育成することを目的として実施する。
・地熱発電概説
・半導体メモリ概論　「記憶」で世界を面白くする
・電気事業の現状と最近の電力技術
・企業の求める人物像

専
攻
指
定
科
目
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電気電子工学特別講義AⅡ

電気電子工学に関する興味深い話題について、学外からその分野にお
ける優れた研究者・技術者を招いて集中的な講義を行い、最先端技術
を学ぶだけでなく、電気電子工学の幅広い分野について自らの専門分
野にとらわれない人材を育成することを目的として実施する。

・BCI（ブレイン・コンピュータ・インタフェース）技術を用いた文
字入力
・ブレークスルーとイノベーションの違い　 ～企業におけるワイド
ギャップ半導体開発を通じて～
・メカトロニクス製品開発で応用される制御技術と皆さんにお伝えし
たいこと
・勝手に想像する未来(?)の仕組み

電機制御特論Ⅰ

電気機器及び、パワーエレクトロニクスは現代社会を支える様々な装
置に不可欠な技術であり、洗濯機などの家電や、産業用機器には動力
源として必ず使われている．近年では福祉・医療機器や、電気自動車
などに利用されており、応用先は拡大し続けている。これらが可能に
なった背景には電力変換器や電気モータに対する制御技術の発展があ
る。本科目では講義・演習によって電気モータを電磁エネルギ変換の
観点から理解したうえ、モータおよび電力変換器の制御について学
ぶ。これらにより今後さらに需要増加が期待される電気機器・パワー
エレクトロニクスに対する理解を深める。なお、講義内では英語のみ
を使用する。

隔年・共同

電機制御PBL演習Ⅰ

最新のパワーエレクトロニクス技術（電力変換技術、モータドライブ
技術等）およびその応用事例に関する原著・研究論文、解説などを題
材にして、その中身を深く掘り下げる。また、プレゼンテーションに
より解説、紹介するだけの理解力を身につける。
　プレゼンテーションにおいては学会発表を想定、発表者は論文とプ
レゼン資料を用意す。加えて、国際的に活躍する能力を養うため2回
に1回は英語のみでの発表を行う。

電機制御特論Ⅱ

ロボットアームは非線形な制御対象であり、腱・関節・作業空間等の
複数の制御空間を有する。そのため学部の講義では扱わない非線形シ
ステムの解析、非線形制御、ファジィ・ニューロ制御などの各種制御
手法を講義する。さらに、人間環境での利用が期待される剛性可変腱
駆動アームを理解するために、筋骨格型ロボットアームの作業・関
節・腱の各座標系間の速度と力の関係や慣性・粘性・弾性の関係を講
義する。これにより、非線形性をもつ制御対象の解析と制御系設計が
行え、ロボットの座標系間の各種パラメータの関係が理解できるよう
になる。

隔年

電機制御PBL演習Ⅱ

生体の運動制御や生体筋骨格型ロボットアーム等の各自の研究の方向
性に合致した他の研究者の研究を紹介し、ディスカッションを通して
研究の方向性を明確化する。活発なディスカッションにより自身の研
究の方向性が明確化できるように担当者が取り仕切る。ディスカッ
ションを通して、どのようにして研究の方向性を見いだしていけば良
いのかを理解し、他の人の方向性決定にも貢献出来るようにする。

制御工学特論Ⅰ

制御工学は産業のあらゆる分野において利用されおり，その重要性は
増している。本講義ではまず制御工学における応用例を中心に最近の
トピックについて紹介する。また，紹介したトピックについて各学生
に数値CADを用いた実践も行ってもらうことにより，より深く理解す
ることを目的とする。

隔年

制御工学PBL演習Ⅰ

制御工学に関連する最近の話題を取り上げ，その話題に関する最新の
論文の調査を行い，その内容をまとめる。また，調査内容について理
解を深めるため，数値シミュレーションもしくは実験を通してその手
法の再現を行う。

制御工学特論Ⅱ

履修者は調査論文を1 編作成し、教員及び他の履修者に内容を紹介す
る。履修者の研究分野に関連する論文を十分に調査し、それらを体系
化する。適切な研究テーマを設定する能力を身に着ける。

隔年・共同

制御工学PBL演習Ⅱ

履修者の研究分野に関連する論文を1本精読し、教員及び他の履修者
に内容を紹介する。文献の探し方、資料のまとめ方、発表の仕方を学
ぶ。モーションコントロールの研究動向を把握する。研究課題を自主
的に設定できるようになる。

研
究
領
域
教
育
科
目
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電気エネルギーシステム特
論

2050年カーボンニュートラルへの実現に向けて再生可能エネルギ(と
りわけ再生可能エネルギーを用いた発電システム)は今以上に重要視
されている。これからの社会は多くの分野で再生可能エネルギの専門
的な知識を具備することや，再生可能エネルギを用いた製品開発が行
えるようになる事を期待している。本特論では再生可能エネルギーに
ついて概説した後，世界各国で現在開発・実用化されているさまざま
な利用技術について取り上げ，その内容について議論する，さらには
新たな産業の発展に向けて再生可能エネルギの新たな利用法について
検討する。

隔年

電気エネルギーシステムPBL
演習

2050年カーボンニュートラルへの実現に向けて再生可能エネルギ(と
りわけ再生可能エネルギーを用いた発電システム)は今以上に重要視
されている。これからの社会は多くの分野で再生可能エネルギの専門
的な知識を具備することや，再生可能エネルギを用いた製品開発が行
えるようになる事を期待している。本演習では学生自らが再生可能エ
ネルギの専門的な知識を取得し，世界各国で現在開発・実用化されて
いるさまざまな利用技術について取り上げ，その内容についての技術
やその技術がもたらす社会への貢献について客観的な評価を行いこと
で。新たな利用技術の開発に繋がる知識を取得する。

情報処理特論

近年，ディープラーニングをはじめとする画像認識技術は，生産管理
やサーバビス産業など様々な分野において応用されるようになりつつ
ある．本特論では，画像処理や信号処理，機械学習といった情報処理
分野，とりわけ深層学習を用いた画像認識における基礎理論について
概説するとともに，関連技術の最近の研究や社会実装の動向などにつ
いても紹介する．必要に応じてレポートや演習などをふまえることに
より，講義内容に関する理解を深める．

隔年

情報処理PBL演習Ⅰ

本科目では，情報処理，とりわけ画像処理や画像認識，ディープラー
ニングに関する技術の習得と目的とする．ここでは，基本となる代表
的な手法の調査・実装を通じてシステム開発の技術を育成するととも
に，基本原理や理論について理解するとともに，研究に取り組む姿勢
や論理的思考を涵養する．

情報処理PBL演習Ⅱ

本科目では，情報処理，とりわけ画像処理や画像認識，ディープラー
ニングに関する技術の習得と目的とする．ここでは，海外の学術論文
にて紹介されている手法や技術などの実装を通じてシステム開発の技
術を育成するとともに，各種法の基本原理や理論について理解する．
また，学会論文誌などの研究論文を熟読することにより，研究に取り
組む姿勢や論理的思考を涵養する．

通信システム特論Ⅰ

本講義ではユビキタスネットワーク社会を⽀える無線通信基盤・応⽤
技術を学ぶとともに、それらを⽤いたサービス技術について最新の動

向を含め学習する。特に、通信システム、位置情報利活⽤システム、

ネットワークシステムなどを学習する。従前からユビキタスネット

ワーク社会で活⽤されている技術、近年の動向についての技術、これ

らを修得し内容について議論する。また、さらなる産業発展への貢献
の展望性について解説する。

通信システムPBL演習Ⅰ

「通信システム特論I」の講義内容についての理解を促すために、同

内容に関する実践的演習を実施する。通信システム、位置情報利活⽤
システム、ネットワークシステムを構成する種々の技術について、最
新技術の調査研究を実施して、その研究内容を成果として纏める。

通信システム特論Ⅱ

インターネットに代表されるコンピュータネットワークは、今日では
我々の日常活動において必要不可欠な基盤インフラになっており、新
技術の導入が絶え間なく行われて発展し続けている。
本特論では、はじめにコンピュータネットワークの原理・構成につい
て概説した後、実ネットワークで動作している各種通信制御技術の現
状について学習する。その後、受講者相互学習により、コンピュータ
ネットワークの各種制御技術の詳細について探求する。また、これら
の技術のさらなる産業発展への貢献の展望性について解説する。

共同

通信システムPBL演習Ⅱ

「通信システム特論II」の講義内容についての理解を促すために、同
内容に関する実践的演習を実施する。コンピュータネットワークを構
成する種々の技術について、最新技術の調査研究を実施して、その研
究内容を成果として纏める。

共同
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計算機工学特論I

近年、人工知能・機械学習が急速にさまざまな分野で応用されるよう
になっている。人工知能・機械学習は多種多様な技術の総称であり、
その応用にあたり、主要な技術の概要を知り、適切な技術を選択でき
るようになる必要がある。本特論では、主要な技術について、文献調
査し、実際のデータに適用することで、その概要・得失について理解
することをめざす。

隔年

計算機工学PBL演習Ⅰ

近年、人工知能・機械学習が急速にさまざまな分野で応用されるよう
になっている。人工知能・機械学習は多種多様な技術の総称であり、
その応用にあたり、主要な技術の概要を知り、適切な技術を選択でき
るようになる必要がある。本演習では、プログラミング競技会などで
取り上げられている題材を用いて、さまざまな技術の適用を試みる。
これを通じて、与えられた問題に適切な技術の選択ができるようにな
ることをめざす。

計算機工学特論Ⅱ

システム設計、ソフトウェア設計において必要な概念、知識、手法で
ある、ユニバーサルデザイン、カラーデザイン、色覚異常、ナチュラ
ルマッピング、メンタルモデル、視線誘導、アフォーダンス、タイポ
グラフィ、アクセシビリティ、ペルソナ、などについて数人のメン
バーからなるグループで調査を行い発表する。発表には簡単な演習を
含むようにする。

隔年

計算機工学PBL演習Ⅱ

システム設計、ソフトウェア設計において必要な概念，知識，手法で
ある、ユニバーサルデザイン、カラーデザイン、色覚異常、ナチュラ
ルマッピング、メンタルモデル、視線誘導、アフォーダンス、タイポ
グラフィ、アクセシビリティ、ペルソナ、などを実際に使用する演習
としてソフトウェアアプリケーションのデザインを数人のグループで
実施する。

オプトエレクトロニクス特
論

光技術は日常の生活や産業の様々な場面で応用され、日々進化してい
る。これを支える新しい科学的知見や技術も世界中で研究・開発がな
されている。特にナノテクノロジーと電子材料が結びついた技術は新
しい光デバイス開発において重要な役割を果たしている。本特論では
古典光学を復習した後、ナノテクノロジーと電子材料が相互に結びつ
いたプラズモニクスやメタ表面などの最新技術を取り上げ講義をする
と共に、更なる産業発展への展望についても解説する。

隔年

オプトエレクトロニクスPBL
演習

光技術は日常の生活や産業の様々な場面で応用され、日々進化してい
る。これを支える新しい科学的知見や技術も世界中で研究・開発がな
されている。特にナノテクノロジーと電子材料が結びついた技術は新
しい光デバイス開発において重要な役割を果たしている。本演習では
ナノテクノロジーと電子材料が相互に結びついたプラズモニクスやメ
タ表面などの最新技術に関する英文論文や英文書籍を読みながら、そ
の内容についてプレゼンテーションを行うことで、光技術の知識を深
めるだけでなく、プレゼンテーション能力や研究における問題解決能
力を身につける。

半導体工学特論

最新のIoT技術の基盤となる半導体の基本特性、デバイスの基礎原理
を中心に半導体工学の理解を深める。pn接合、受発光デバイス、トラ
ンジスタ、パワーデバイス、高周波デバイス、量子効果デバイス、集
積回路、半導体プロセスと基本的な内容について理解を深めるととも
に、これらの原理を用いた半導体開発の最新の話題を紹介することに
より、広く実際的な知識を与える。

隔年・共同

半導体工学PBL演習

半導体材料の物性・作製技術、半導体デバイスの原理や作製方法を最
新の研究開発の動向と併せて学ぶために、毎回担当を決め担当学生が
半導体物理、結晶成長に関する英語論文および特許についての内容を
まとめてプレゼンテーションを行い教員や担当以外の学生と議論す
る。これにより、半導体分野の知識に加えて、専門的な資料に対する
クリティカル・リーディングを行う力を養う。

先端マイクロ波フォトニク
ス特論

2020年より国内で第5世代（5G）無線システムを用いた通信サービス
が開始された。さらに，2030年の導入を目指して，Beyond-5G無線シ
ステムの研究開発が世界各国で進められている。このような先進的な
無線通信においては、高周波無線通信と光通信の融合技術領域である
「マイクロ波フォトニクス」が重要である。本特論では、5G無線や光
通信の基礎と最新のマイクロ波フォトニクス技術を用いた無線フロン
トホールリンクについて議論する。さらに、これらの技術の新しい産
業応用（インフラ非破壊診断、センサネットワーク）についても解説
する。

隔年・共同
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高周波フォトニクスPBL演習

光ファイバ通信、無線通信やセンサネットワークの基礎となる高周波
回路技術（アンテナ、伝送線路等）とフォトニクス技術（光ファイ
バー、半導体レーザー、光変調デバイス、光検出デバイス）の原理と
特性について学ぶ。さらに、これらを用いた基本データリンク・セン
サ回路等を構築してデータ伝送等を行い、高周波回路技術・フォトニ
クス技術実装のポイントを理解して、実践力を涵養する。

共同

誘電体工学特論

誘電体材料は、絶縁材料として電気エネルギー機器の信頼性や各種機
能性を支えるとともに、電子デバイスを作製する上でも欠かせない材
料である。さらに近年進展の目覚ましい有機エレクトロニクス分野に
おいても，デバイスを構成する主要材料である有機半導体材料は，誘
電体・絶縁体的な電気的性質を持つことから，それらを理解すること
は重要となる．本講義では、誘電体における誘電性の起源と電気伝導
などの基礎的事項についての理解を踏まえて、それら特性の評価方
法、固体絶縁材料の試験方法、部分放電現象、絶縁破壊現象、絶縁劣
化現象などの絶縁について説明する。さらに、最近の誘電体あるいは
有機・無機複合材料の機能化による応用事例を取り上げて解説する。

隔年

誘電体工学PBL演習

誘電体材料は、絶縁材料として電気エネルギー機器の信頼性や各種機
能性を支えるとともに、電子デバイスを作製する上でも欠かせない材
料である。本演習では、誘電体工学特論で学習した内容についての理
解を深めることを目的として、絶縁信頼性向上や有機・無機複合材料
の機能性向上を実現するための課題とその解決方法についてグループ
単位で調査、学習を行い、さらにその成果についての発表と相互ディ
スカッションを通して、学習成果の共有をしてもらう。

有機エレクトロニクス特論

有機エレクトロニクスを学修する上で、有機半導体や導電性高分子な
どと称される材料群に関する理解は欠かすことができない。これらを
特徴付けているのは分子・高分子内のπ共役系であり、特異な電気
的・光学的性質を発現する元となっている。本特論では、有機機能性
材料およびデバイスに関する研究・開発の歴史的背景から紐解き、開
発が先行した無機半導体との対比により議論を進めていく。特に、有
機機能性材料に特有の様々な物性を評価するための実験的手法に関す
る理解を深めることに重きをおく。

隔年

有機エレクトロニクスPBL演
習

有機機能性材料の物性評価に関する、あるいは有機機能性材料を用い
た様々な電子デバイスに関する近年の研究論文を主な題材とした輪講
を通して、有機機能性材料の基本的物性やその実験的な評価手法、デ
バイス応用までの理解を深める。

量子エレクトロニクス特論

量子（電子・イオン・光子）ビームを利用した分析技術は，半導体お
よび鉄鋼産業だけでなく，生命化学および地球惑星科学へと展開さ
れ，これらの進展に寄与している。
本特論では，量子ビームの物理的基礎および諸特性について概説する
とともに，固体物理から表面科学までの基礎を学習する。その後，最
新の分析手法の原理，装置構造の詳細を解説するだけでなく，実際の
分析データの解釈方法など実践的な知識を習得する。また，これらの
周辺分野および技術についての広範な知識を教授する。

隔年

量子エレクトロニクスPBL演
習

「量子エレクトロニクス特論」の講義内容を深く理解し，実践的な演
習を行う。そのため，量子ビーム関連技術についての最新論文を調査
し，要約した内容を発表する。発表において受講者相互の理解を促
す。

電子デバイスプロセス設計
特論

半導体集積回路やフラットパネルディスプレイなどの電子デバイス
は，スマートフォン，タブレット端末などの各種電子機器，さらには
自動車や家電製品など身の回りのあらゆる機器に使用されており，
我々の生活は電子デバイスなしでは成り立たない状況となっている。
本講義では，これら電子デバイスの作製プロセスの根幹をなす薄膜形
成技術に注目し，その歴史的な背景から気体分子運動論や真空工学，
表面物性工学などの基本事項を講義し，最終的に薄膜形成のプロセス
設計まで行える知識の習得を目標に講義を行う。さらに国内外の技術
動向にも触れ，電子デバイスプロセスに関する実践的な能力を修得す
るとともに，本技術を電子デバイス以外の様々な分野に応用するため
の能力の涵養も目指す。

隔年
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電子デバイスプロセス設計
PBL演習

電子デバイスプロセス設計特論の知識をベースに，これを様々な材料
研究に適用するための演習を行う。特に本講義ではナノ材料を題材と
し，その物性の基礎と評価法，さらにその応用に関して演習を行う。
本講義では特に，情報収集・発信能力の習得を重視し，学術論文やイ
ンターネットを用いた国内外の研究・技術動向についての情報収集能
力の修得を目指す。さらに研究成果を学会などプレゼンテーションす
る，英語学術論文などで発表するなど国内外へ情報発信する能力の涵
養を目指す。

物性物理学特論

固体量子回路素子の物性物理（メゾスコピック系の量子物理）は、微
細加工技術の発展に伴い誕生したナノサイエンスの一分野である。過
去、分野における巨大磁気抵抗効果の発見は産業発展に貢献し、近年
は量子計算機の実現を目指した展開等がなされている。本特論では、
メゾスコピック系の量子物理をテーマとした、現代的な物性物理理論
の講義を主題とする。国内外で研究が進んでいる実例（スピントロニ
クス素子、超電導量子ビットの原理等）を俯瞰的に紹介し、分野全般
の基礎となる知識を学ぶ。

物性物理学PBL演習

メゾスコピック系の量子物理現象を理解する基礎となる、凝縮系物理
学理論を、PBL演習を通じて学ぶ。最新の専門書や論文等を題材に、
輪講等の形式で、量子統計力学、量子輸送理論、第２量子化法等を始
めとする、固体量子回路素子を解析する上で欠かせない理論手法を、
グループで課題に取り組むことを通じて学ぶ。

物質情報学特論

電子デバイスの性能向上・新規開発に向けて、物質の電子構造の理解
と材料設計手法の習得が重要な位置づけにある。本特論では物質の電
子構造と物質情報学の理論を学習し、世界最先端にある精度かつ信頼
度の高い電子構造計算手法を学ぶことにある。はじめに、電子構造計
算に必要とされる量子力学を復習し、多粒子系問題を解くためのハー
トリー・フォック近似と密度汎関数理論について学習する。引き続
き、固体物性計算に不可欠なブロッホ定理と逆格子構造の考えを導入
し、様々な電子構造計算方法を学習する。 また、物質設計のための
機械学習手法について学習する。

共同

物質情報学PBL演習

本演習では、電子デバイスの性能向上・新規開発に向けて、技術者・
研究者に必要とされる電子構造シミュレーション技法をプログラム演
習を通して学習する。はじめに、自由粒子モデルを用いて電子構造計
算のためのアルゴリズムの基礎を学習する。引き続き、結晶周期有効
ポテンシャル場を導入したプログラムを作成し、固有値問題や自己無
頓着場等を含むプログラム技法を習得し、バンド構造や状態密度等の
重要な物理的概念を理解する。これらの知見を基に様々な世界最先端
にある電子構造計算手法のアルゴリズムを学習する。また、機械学習
を導入した物質設計プログラムを学習する。

共同

ナノ材料設計特論

近年のナノテクノロジーの進展に伴いナノスケールでの材料設計の重
要性が増大している。ナノスケールでの材料設計には、量子力学の基
本原理にもとづく第一原理計算等のシミュレーション手法の理解が不
可欠である。本特論ではこれらのナノスケールでの材料設計手法およ
びナノ材料物性の基本的性質について概説する。また、ナノスケール
での材料設計手法を半導体ナノ構造へと適用した実例を取り上げて、
ナノスケールでの材料設計方法を系統的に解説する。

ナノ材料設計PBL演習

近年のナノテクノロジーの進展に伴いナノスケールでの材料設計の重
要性が増大している。本演習では、ナノスケールでの材料設計に不可
欠な第一原理計算等のシミュレーション手法の習得を目的として、ナ
ノスケールでの材料設計手法に関連した学術論文の輪読およびシミュ
レーションプログラム演習を行う。学術論文作成を念頭に置いたプロ
グラム演習をPBL形式で行うことで、ナノスケールでの材料設計を行
うための実践的スキルを獲得する。

磁性体工学特論

磁性材料は、パワーエレクトロニクス・情報通信など多くの分野にお
いて必要不可欠な材料であり、近年ではスピントロニクス技術の発展
により、磁性材料研究の重要性がますます高まっている。本特論で
は、磁性材料の基礎的な性質について説明し、その後、磁性薄膜の作
製・評価方法など実践的内容を解説する。また、磁性薄膜を利用した
各種デバイスについて概説する。

磁性体工学PBL演習

本演習では磁性薄膜材料・磁性薄膜デバイスに関する論文を読み、そ
の内容についてプレゼンテーションを行うことで、最先端の磁性薄膜
材料・デバイスに関する知識を深めつつ、問題発見・解決力・プレゼ
ンテーション能力を涵養する。
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生産管理論特論Ⅰ

生産管理論の発展を標準化の発展ととらえて、産業構造の変化に対応
して実際の企業行動を動かす生産管理技術（標準化）が組織の中で機
能してきた内容を概説する。Taylorの科学的管理法、フォードシステ
ム、人間関係論、意思決定論、トヨタ生産方式への流れを講義し、そ
れらが現代企業の中でどのように使われているかを理解させるため、
3年前に3分割された中部電力の執行役員を招聘して具体的な企業行動
を講演いただき私が解説している。生産管理論に関するより高度な講
義は、必要に応じてMoodleやYoutubeから100講座ほどは流すことがで
きるように準備している。トヨタ生産方式に関しては、初代レクサス
のデザイナーの講義のDVD・トヨタから頂戴した初代プリウスの設計
過程を述べているDVDをオンデマンドでMoodleを使って副読本として
流している。

生産管理論特論Ⅱ

トヨタ生産方式の発展をTPS（Toyota・Production・System）・TDS
（Toyota・Development・System）・TMS（Toyota・Marketing・
System）に分割して概説を行う。生産管理論特論ⅠではTPSを中心に
展開しているので、生産管理論特論Ⅱではエンジニアの中心課題であ
るTDSを中心に講義している。トヨタの製品の価値の大半を実現する
と同時に、原価企画の責任者でもある「主査」の行動をマーケティン
グ論に即して分析する。愛・地球博のトヨタ館の歩行ロボットのデザ
イナーのDVD・トヨタから頂戴したクラウンの設計過程とソアラの設
計過程のDVDをオンデマンドでMoodleから流して副読本にしてマーケ
ティングの4Pと関連づけている。

ものづくり管理工学特論

実務社会で求められる技術者に必要なスキルは、①高い専門知識と粘
り強さ、②事業が適切か判断できる管理能力と考えます。この講義は
②の主要管理項目：Q（品質管理）、C（コスト管理）、D（生産管
理）のベーシックな領域の講義です。
使用する資料は全て講師が会社で経験したことを基に作成したオリジ
ナルなものです。またその内容は日本の経験のみならず、講師の12年
間の海外駐在経験で学んだこと・失敗したこと・うれしかったことな
どを織り込んでいます。
講義の方法は座学の他、ケーススタディやグループディスカッショ
ン、演習などを使って考える力、解決できる力、報告出来る力を養い
ます。
さらにこの講義の特別な進め方として、講義の後、全員に「印象に
残ったこと・学んだこと」と「解らなかったこと」を提出させ、それ
に講師がメールで答える形で講義を進めて行きます。

実践企業学

本講義は、学生の実業の社会への理解・適合性の向上を目的とする。
講師は、民間企業において、研究開発及び製造部門の責任者を経験
し、定年後三重大学に在籍している。両世界を経験した講師の気づき
は、学生教育と実業社会の不連続である。
大学の専門教育においては、知識・理解力の育成と、掘り下げの研究
が主体となっている、一方、実業・モノづくり企業は、知識を生かす
知恵の発揮・モノづくりのための種々の専門知識の統合が求められ、
貢献度が評価される処遇の不平等な競争世界である。
この不連続の存在を認識しないまま、就活・企業世界に臨むと多くの
不適合に悩む事例が発生する。
本講義ではこの不連続の存在の周知から始めて、事例紹介、事例を織
り込んだテーマによるグループ討議を実施し、学生の気づき、取り組
み姿勢の育成・人間力の重要性の認識を促す。
講義毎にアンケートをとり、学生の理解度を確認し、次回に反映させ
る、実業を意識した講師オリジナルな講義となっている。

造船工学特論

造船に関わる様々な工学を、実際のエンジニアの話を通して学ぶこと
により、造船関連の広範な知識を習得する。主な講義内容は以下のと
おり。
・海上輸送における安全と環境への取組みとその重要度
・実際の製造現場で行われている生産・安全・品質に関する管理とそ
の意義
・構造設計、プラント設計など各種技術の製造現場での応用

創
成
工
学
教
育
科
目
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先輩から学ぶ先端科学技術

三重大学工学部を卒業し、社会人として、技術者として成功を収めた
８人の各分野の先輩から直接その専門分野や業界についてに聞くとと
もに、先輩のキャリア形成について聞くことにより、①自信の進路を
深く考えるきっかけにし、②技術系社会人として生きていくための覚
悟を持つことを目的とする。そのことにより、①企業、企業活動、社
員（技術者）として求められることを知り、②技術者として大事なこ
とを知ることを学修の到達目標とする。
（オムニバス方式／全8回）
（機械55、電気53、応化52、建築40、情報44 阪下　敬一／1回）新製
品開発～商品化までのプロセスと、技術屋として知っておきたい会社
の銭勘定
（機械56、電気54、応化53、建築41、情報45 中村　彰吾／1回）地球
を救う水力エネルギー：60年を経て再び水力の時代に
（機械57、電気55、応化54、建築42、情報46 髙橋　俊之／1回）キャ
リアのマネジメント
（機械58，電気56、応化55、建築43、情報47 薗田　享志／1回）企業
経営の醍醐味　～サラリーマン社長として、国内・海外で20年間社長
業を務めて思うこと～
（機械59，電気57、応化56、建築44、情報48 佐藤　幸喜／1回）科学
技術の大変革時代に、エンジニアを目指すが学生に期待したい事
（機械60、電気58、応化57、建築45、情報49 都竹　広幸／1回）エン
ジン技術の進化の歩みと新たなモビリティ社会の行方！？
（機械61、電気59、応化58、建築46、情報50 出口　達也／1回）半導
体製造とエンジニアの考え方
（機械62、電気60、応化59、建築47、情報51 大田　文夫／1回）電力
の自由化と私

オムニバス

機械創成工学特論A

社会に出た技術者が実際に遭遇する問題を通して、実践的な問題解決
能力が養うため、学生自らが能動的に学習する仕組みをもつ教育法で
あるPBL（Problem-based Learning，問題発見解決型学習）の要素を
取り入れた授業をオムニバス形式で行う。実際に遭遇する問題へのア
プローチ・遭遇する問題に対するこれまでの知識の応用・チームで解
決する能力などの問題解決能力を鍛錬する。

（オムニバス形式9回）
（機械8 辻本公一/3回　ビールサーバの発泡制御）
（機械2 小竹茂夫/3回　技術移転論）
（機械4 稲葉忠司/3回　飲料用ショーケース棚板のカシメ締結部破
損）

オムニバス

機械創成工学特論B

　学生自らが能動的に学習する仕組みをもつ教育法であるPBL
（Problem-based Learning，問題発見解決型学習）の要素を取り入れ
た実験と分析評価を通して、技術者にとって不可欠な問題発見・解決
能力を養う。本授業は、実践的な課題を対象とし、メカトロニクス、
制御工学, 伝熱促進の３部構成となる。メカトロニクスでは、機械系
と電気系の接点であるメカニカルスイッチを題材とし、個々の特性に
まつわるトラブルの事例を対象に、その対処法について検討する。制
御工学では、自動販売機の加熱制御における失敗事例を取り上げ、失
敗に至った理由とその改善について議論する。伝熱促進では、非定常
熱伝導の知見を利用して、空気流中に置かれた円柱からの熱伝達率を
向上させるための伝熱面形状を提案する。これら３テーマそれぞれで
グループ議論を行い、プレゼンテーションを通して意見交換を行う。

（オムニバス形式9回）
（機械7 廣田真史/3回　熱伝達）
（機械9 加藤典彦/3回　メカニカルスイッチ）
（機械1 池浦良淳/3回　温度制御）

オムニバス
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機械設計製作法特論及び演
習・実習

具体的な課題を設計し、実際に製作・評価することを通して、材料力
学、機械設計，各種の材料加工法、機械材料学の知識が有機的に関連
していることを習得する。具体的な課題として、本講義では、破損ま
での荷重が最大となるような3点曲げ荷重を受ける梁を設計する。講
義では、設計に必要な材料力学、機械工作法、機械材料などの知識の
確認および発展的な問題点について講述する。講義と並行して、演習
では実際に製作する梁を設計する。実際の設計に則して、本講義では
使用する材料の種類・量および使用する加工方法などについて制約を
課す。工程時間割の期限を守り作業を進展させることも制約のひとつ
である。設計演習を通して、個別の知識の関連を理解して融合された
知識として習得する。講義，設計演習と並行して、実習では自らが設
計した梁を製作する。実習の最後に製作した梁の3点曲げ破壊実験を
実施し、設計値と実験値との比較検討を通じて、実際の生産活動が包
含する問題点を考察する。

（オムニバス22回）
（機械4 稲葉忠司/3回　材料力学，設計演習指導）
（機械11 吉川高正/3回　ガイダンス，ひずみ測定，設計演習指導）
（機械22 馬場創太郎/3回　工作指導，設計演習指導）
（機械12 川上博士/3回　加工法，溶接実習指導，設計演習指導）
（機械23 尾崎仁志/3回　熱切断法，工作指導，設計演習指導）
（機械13 中西栄徳/2回　NC加工法，工作指導，設計演習指導）
（全教員/5回　発表・討論会）

オムニバス

電気システム設計演習

モータで駆動された速度・位置決めサーボ制御システムの設計事例を
通して，ＣＡＤを使った自己学習とグループ学習により，制御システ
ムの設計方法，構築法，制御性能の評価法を理解する。また，実機実
験システムを構築し，設計に用いたモデルの問題点・トラブルを認識
し，原因究明法，トラブル対処法，システム性能の改善法について習
得する。具体的には下記を学修する（１）メカトロニクス装置を使っ
て，速度・位置サーボ制御システムの設計法を理解する。（２）自己
学習とグループ学習により，速度・位置サーボ制御システムの設計能
力を育成する。（３）制御対象の数式モデルの構築、検証および修
正，ＣＡＤシミュレーションによる事前確認，実機システムを用いた
実験による検証を通じて，システムの動作検証と改善法を習得する。

共同

環境創成実践特論

企業の生産活動を考える上で、脱炭素の考え方は避けては通れなくな
り、今後は、脱炭素を含めた環境対策マインドを常に心がける必要が
ある。そこで、次世代の環境創成を考えるために、環境浄化技術や環
境動向を概説し、環境に関する高度知識を習得する。また、企業外部
講師により、社会環境経済動向、環境に対する企業倫理、環境マネー
ジメントも概説する。水環境や大気環境を中心とした環境浄化技術
や、環境動向、企業における環境対策等の内容を紹介し、環境動向や
サスティナビリティを独自に考えられることができる能力を涵養す
る。

材料創成工学特論

石油精製触媒（水素化脱硫、接触分解、接触改質、水素製造）、資源
開発技術、石油化学、環境触媒、触媒のキャラクタリゼーション法の
解説、グリーンケミストリーについて解説する。また、材料を構成す
る様々な分子構造やナノ構造の解析とその物性について、基礎から最
新の研究開発を通して学ぶ。特に電子顕微鏡像観察や電子回折などに
よる構造解析、ならびに分光分析などの基礎について学び、その特異
な構造から発現する物性との相関について実例を通して学習する。

建築学特別制作

建築士事務所、建築設備事務所等の一員として，建築士の指導のもと
に一定期間（通算30時間以上）、設計・工事監理の実務に関する実務
訓練を行い、設計図書、試作物等の成果物を制作し、建築に関する高
度専門技術者として求められる専門知識，実践的スキル，自ら主体的
に行動する能力を習得する。建築士事務所等で建築士の指導のもとに
就業体験をすることで、建築実務について認識を高め、専門知識の学
習や研究に対する目的意識を確立するとともに、自己の適性を正しく
知り、社会人として必要なマナーを習得する。
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建築学特別調査

建築士事務所、建築設備事務所等の実施する調査プロジェクト等の一
員として，建築士の指導のもとに一定期間（通算30時間以上）調査活
動に従事することにより，建築に関する高度専門技術者として求めら
れる調査企画実施分析等の専門知識，実践的スキル，自ら主体的に行
動する能力を習得する。建築士事務所等で建築士の指導のもとに就業
体験をすることで、調査企画実施分析等の建築実務について認識を高
め、専門知識の学習や研究に対する目的意識を確立するとともに、自
己の適性を正しく知り、社会人として必要なマナーを習得する。

情報創成工学特論

Society5.0に向け、次世代情報技術のイノベーションを創成していく
には、現段階で基礎研究レベルにあるような、様々な情報工学の最新
動向を把握し、それらの複合/融合的なトランスレーションを検討で
きる能力が求められる。本科目では、多様な情報工学分野の研究内容
等をオムニバス形式で講義し、これに関するディスカッション等を通
じて、次世代イノベーションに対する論理的な思考力・推考力を養う
とともに、将来にわたる創造的工学者としての意識付けを涵養する。

（オムニバス方式 全１５回）
（情報1 河内亮周）：情報セキュリティ技術
（情報13 山田俊行）：計算論理や組合せ最適化、自動推論
（情報2 高木一義）：FPGAやプログラマブルSoCを用いた応用システ
ム設計
（情報12 大野和彦）：並列ソフトウェア技術
（情報3 真鍋哲也）：光ファイバ・光通信ネットワークの信頼性向上
（情報8 鈴木秀智）：医用画像診断支援や手話等の動画像認識、画像
処理
（情報4 成瀬央）：光ファイバセンシング技術
（情報9 成枝秀介）：IoTシステム、無線通信システム、ネットワー
ク
（情報5 林田祐樹）：生体生理学的手法による観測・計測
（情報11 松岡真如）：衛星リモートセンシングによる環境解析
（情報6 若林哲史）：知的ユーザインターフェース技術
（情報7 野呂雄一）：ディジタル信号処理の音響計測への応用
（情報10 森本尚之）：スマート電力管理システムや教育情報システ
ム

オムニバス
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（概要）電気電子工学分野の諸課題に関して、博士前期課程で行う研
究計画の立案・研究の実践などを通して研究指導を行う。

（1 駒田諭）
人間環境のためのロボットの制御、下肢の筋力評価手法、下肢アシス
ト装置等に対する課題の把握をすることを指導する。

（2 弓場井一裕）
制御工学に関して，研究の実践についての指導，特に研究課題の洗い
出し・研究への着想についての指導を行う。

（8 山村直紀）
再生可能エネルギについて，文献資料などからその特性を理解出来る
よう指導を行う。

（9 川中普晴）
画像処理，画像認識に関する技術を用いた医療・福祉・生産管理シス
テム等の社会情報システムに関する研究開発について、システム情報
学の立場からの課題の調査に関して研究指導を行う。

（3 森香津夫）
無線通信ネットワークのシステム構成技術に関して、研究の実践、指
導を行い、特に、研究課題の発掘と研究着想等についての指導を行
う。

（10 羽多野裕之）
ユビキタスネットワーク社会を⽀える無線通信基盤・応⽤技術およ
び、これらを⽤いたサービス技術に関して、研究の実践、指導を行
い、特に、研究課題の発掘と研究着想等についての指導を行う。

（4 高瀬治彦）
人工知能技術の技術を用いた教育支援システムの開発について，教育
支援の立場からの課題の調査に関して研究指導を行う．

（11 北英彦）
教育支援システム、教育用アプリケーション、知的障がい児・肢体不
自由児支援アプリケーションを題材として、要求獲得・分析、システ
ム設計、システム開発、試用実験、スパイラル開発などについて、シ
ステム情報学の立場からの課題の調査に関して研究指導を行う。

（6 三宅秀人）
窒化物半導体の結晶成長と、光デバイス・電子デバイスに関する研究
の基本的な研究の進め方、装置の使い方について研究指導を行+D54
う。

（12 元垣内敦司）
ナノテクノロジーと電子材料が相互に関連した光制御技術について、
各自の研究テーマにおける研究課題を見つけ、今後の研究方針を決
め、光学シミュレーションにより研究の実現可能性を考えさせるため
の研究指導を行う。

（5 村田博司）
光通信システム・高周波無線システムの根幹を支えている「光変調デ
バイス・プリントアンテナ」に着目して，光学材料・高周波材料の分
散特性と単一モード伝送路，周波数特性，群遅延等について議論して
情報伝送・信号変換のためのデバイス・変換素子についての研究指導
を行う。

（13 松井龍之介）
微細加工によるデバイス作製や数値電磁界シミュレーションに基づく
デバイス設計などに関する研究指導を行う。

（14 青木裕介）
絶縁機器の信頼性向上や有機・無機複合化による機能性向上に関する
技術に関して、各自の研究テーマにおける研究課題を設定し、実験手
法の修得に関する研究指導を行う。

特
別
研
究

電気電子工学特別研究Ⅰ
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電気電子工学特別研究Ⅰ

（16 永井滋一）
量子（電子・イオン・光子）ビーム源技術について，超高真空装置の
開発および実験手法の実践的な研究指導を行う。

（15 佐藤英樹）
ナノ材料研究一般に関して概観し，その国内外における研究の現状に
ついての情報収集を行う手法に関する研究指導を行う。

（17 内海裕洋）
量子輸送理論の手法を用いて，メゾスコピック系の量子物理理論の課
題等の研究指導を行う。

（7 中村浩次）
電子デバイス材料に関する最新研究成果の情報収集及び電子構造計
算・機械学習手法の修得を通して、テーマ設定に向けた研究指導を行
う。

（18 秋山亨）
半導体ナノ構造に対する計算科学的研究を取り上げ、シミュレーショ
ン手法を用いたナノ構造形成に関する課題の研究指導を行う。

（19 藤原裕司）
磁性薄膜材料や磁性薄膜デバイスの作製・評価を行うために必要な成
膜装置や各種分析装置の利用方法などの指導を行う。

電気電子工学特別研究Ⅱ

（概要）電気電子工学分野の諸課題に関して、立案した研究計画に基
づき、研究の実践、外部での研究発表などを通して研究指導を行う。

（1 駒田諭）
人間環境のためのロボットの制御、下肢の筋力評価手法、下肢アシス
ト装置等に対する課題の把握をすることを指導する。

（2 弓場井一裕）
制御工学に関して，研究の実践についての指導，特に研究方法や研究
データの取扱い等についての指導を行う。

（8 山村直紀）
再生可能エネルギの特性に合わせた変換・制御装置の動作原理・制御
原理について新たな提案が出来るよう指導を行う。

（9 川中普晴）
画像処理，画像認識に関する技術を用いた医療・福祉・生産管理シス
テム等の社会情報システムに関する研究開発について，システム設計
学の観点から設計方法に関する研究指導を行う．

（3 森香津夫）
無線通信ネットワークのシステム構成技術に関して、研究の実践、指
導を行い、特に、研究方法や研究データの取り扱い等についての指導
を行う。

（10 羽多野裕之）
ユビキタスネットワーク社会を⽀える無線通信基盤・応⽤技術およ
び、これらを⽤いたサービス技術に関して、研究の実践、指導を行
い、特に、研究方法や研究データの取り扱い等についての指導を行
う。
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（4 高瀬治彦）
人工知能技術の技術を用いた教育支援システムの開発について、人工
知能技術の立場からの課題の調査に関して研究指導を行う。

（11 北英彦）
教育支援システム、教育用アプリケーション、知的障がい児・肢体不
自由児支援アプリケーションを題材として、要求獲得・分析、システ
ム設計、システム開発、試用実験、スパイラル開発などについて、シ
ステム情報学の立場からの課題の調査に関して研究指導を行う。

（6 三宅秀人）
窒化物半導体の結晶成長と、光デバイス・電子デバイスに関する研究
の指導を行い、国内学会で成果発表することを通じ手自身で研究計画
を立て実行できる能力を身に着けられるように指導する。

（12 元垣内敦司）
ナノテクノロジーと電子材料が相互に関連した光制御技術について、
光学シミュレーションで得られた成果を基にものづくりを行うための
研究指導を行う。

（5 村田博司）
平面構造・立体構造を利用した高周波帯アンテナ（特にアレイアンテ
ナ）について、電磁界シミュレーションによりアンテナとしての諸特
性を解析して研究指導を行う。

（13 松井龍之介）
物性評価あるいはデバイスの光学的特性評価に必要な実験系の構築に
関する研究指導を行う。

（14 青木裕介）
絶縁機器の信頼性向上や有機・無機複合化による機能性向上に関する
技術に関して、各自の研究テーマにおける研究課題を設定し，実験手
法の修得に関する研究指導を行う。

（16 永井滋一）
量子（電子・イオン・光子）ビーム源技術について，超高真空装置の
開発および実験手法の実践的な研究指導を行う。

（15 佐藤英樹）
ナノ材料の形態や物性の評価法，ナノ材料の合成法について取り上
げ，それらを実際の研究に活用するための研究指導を行う。

（17 内海裕洋）
非平衡場の理論等の現代的な理論手法を用いて，固体量子回路素子の
動作特性等の課題の研究指導を行う。

（7 中村浩次）
電子構造計算・機械学習手法を用いて、電子デバイス材料における構
造と物性に関する研究指導を行う。

（18 秋山亨）
半導体ナノ構造に対する計算科学的研究を取り上げ、シミュレーショ
ン手法を用いたナノ構造形成に関する課題の研究指導を行う。

（19 藤原裕司）
磁性薄膜材料や磁性薄膜デバイスに関する実験データの取り扱い・評
価方法などの指導を行う。

電気電子工学特別研究Ⅱ
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（概要）電気電子工学分野の諸課題に関して、立案した研究計画に基
づき、研究の実践、外部での研究発表などを通して研究指導を行うと
共に、修士論文中間発表会でこれまでの進捗を振り返り、修士論文作
成のための指導を行う。

（1 駒田諭）
人間環境のためのロボットの制御、下肢の筋力評価手法、下肢アシス
ト装置等に対する課題の研究指導を行う。

（2 弓場井一裕）
制御工学に関して，研究の実践についての指導，特に研究結果の考察
とその発展等についての指導を行う。

（8 山村直紀）
提案した再生可能エネルギの特性に合わせた変換・制御装置につい
て，シミュレーションや試作回路による検討をおこなえるよう指導を
行う。

（9 川中普晴）
画像処理，画像認識に関する技術を用いた医療・福祉・生産管理シス
テム等の社会情報システムに関する研究開発について、ソフトウェア
工学の観点からシステム開発手法に関して研究指導を行う。

（3 森香津夫）
無線通信ネットワークのシステム構成技術に関して、研究の実践、指
導を行い、特に、研究結果の考察とその発展等についての指導を行
う。

（10 羽多野裕之）
ユビキタスネットワーク社会を⽀える無線通信基盤・応⽤技術およ
び、これらを⽤いたサービス技術に関して、研究の実践、指導を行
い、特に、研究結果の考察とその発展等についての指導を行う。

（4 高瀬治彦）
人工知能技術の技術を用いた教育支援システムの開発について、支援
システムの構築に関して研究指導を行う。

（11 北英彦）
教育支援システム、教育用アプリケーション、知的障がい児・肢体不
自由児支援アプリケーションを題材として、要求獲得・分析、システ
ム設計、システム開発、試用実験、スパイラル開発などについて、シ
ステム情報学の立場からの課題の調査に関して研究指導を行う。

（6 三宅秀人）
窒化物半導体の結晶成長と、光デバイス・電子デバイスに関する研究
の指導を行い、国際学会で成果発表することを通じ他の研究との違い
を自身で見出し、研究計画を立て、実行し、英語で成果を発表できる
能力を身に着けられるように指導する。

（12 元垣内敦司）
ナノテクノロジーと電子材料が相互に関連した光制御技術について、
各自の研究テーマにおける研究課題を見つけ、今後の研究方針を決
め、光学シミュレーションにより研究の実現可能性を考えさせるため
の研究指導を行う。

（5 村田博司）
マイクロ波フォトニクス分野におけるキーデバイスである高速電気光
学変調器に着目して，電気光学結晶を用いた光導波路および変調用高
周波平面電極を実際に作製して,光学特性・変調特性を評価して研究
指導を行う。

（13 松井龍之介）
主にレーザーを用いた分光学的手法による物性評価あるいはデバイス
の光学的特性評価に関する研究指導を行う。

電気電子工学特別研究Ⅲ
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電気電子工学特別研究Ⅲ

（14 青木裕介）
絶縁機器の信頼性向上や有機・無機複合化による機能性向上に関する
技術に関して、各自の研究テーマに関して学会等での研究成果の発表
に向けた実践的な研究指導を行う。

（16 永井滋一）
量子（電子・イオン・光子）ビーム源技術について、超高真空装置の
開発および実験手法の実践的な研究指導を行う。

（15 佐藤英樹）
ナノに関して，その物性，合成法，評価法に関する実践的な研究指導
を行う。さらにその成果の学会発表を行うための研究指導を行う。

（17 内海裕洋）
分子接合、半導体量子ドット、磁気トンネル接合や超電導ジョセフソ
ン接合等の量子回路素子に対する電気伝導現象を取り上げ，  固体量
子回路素子を応用した情報伝達の課題の研究指導を行う。

（7 中村浩次）
電子構造計算・機械学習手法を用いて、電子デバイス材料における機
能向上と新物質に関する研究指導を行う。

（18 秋山亨）
半導体ナノ構造に対する計算科学的研究を取り上げ、シミュレーショ
ン手法を用いたナノ構造形成に関する課題の研究指導を行う。

（19 藤原裕司）
磁性薄膜材料や磁性薄膜デバイスに関する実験データに関する考察や
研究の発展に関して指導を行う。

電気電子工学特別研究Ⅳ

（概要）電気電子工学分野の諸課題に関して、立案した研究計画に基
づき、研究の実践、外部での研究発表などを通して研究指導を行うと
共に、修士論文中間発表会でこれまでの進捗を振り返り、修士論文作
成のための指導を行う。

（1 駒田諭）
人間環境のためのロボットの制御、下肢の筋力評価手法、下肢アシス
ト装置等に対する課題の研究成果のまとめを指導する。

（2 弓場井一裕）
制御工学に関して，研究の実践についての指導，特に成果発表や修士
論文執筆等の指導を行う。

（8 山村直紀）
提案した再生可能エネルギの特性に合わせた変換・制御装置につい
て、実機作成を行い、本提案の有効性を検討するよう指導を行う。

（9 川中普晴）
画像処理、画像認識に関する技術を用いた医療・福祉・生産管理シス
テム等の社会情報システムに関する研究開発について、開発したシス
テムの性能評価方法に関して研究指導を行う。

（3 森香津夫）
無線通信ネットワークのシステム構成技術に関して、研究の実践、指
導を行い、特に成果発表や修士論文執筆等の指導を行う。

（10 羽多野裕之）
ユビキタスネットワーク社会を⽀える無線通信基盤・応⽤技術およ
び、これらを⽤いたサービス技術に関して、研究の実践、指導を行
い、特に成果発表や修士論文執筆等の指導を行う。

（4 高瀬治彦）
人工知能技術の技術を用いた教育支援システムの開発について、支援
システムの性能評価に関して研究指導を行う。
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（11 北英彦）
教育支援システム、教育用アプリケーション，知的障がい児・肢体不
自由児支援アプリケーションを題材として、要求獲得・分析、システ
ム設計、システム開発、試用実験、スパイラル開発などについて、シ
ステム情報学の立場からの課題の調査に関して研究指導を行う。

（6 三宅秀人）
窒化物半導体の結晶成長と、光デバイス・電子デバイスに関する研究
の実践、指導を行い、論文への成果発表を目的としてするとともに、
修士論文作成のための指導を行う。

（12 元垣内敦司）
ナノテクノロジーと電子材料が相互に関連した光制御技術に関する各
自の研究テーマについて、修士論文をまとめるための研究指導を行
う。

（5 村田博司）
光電波融合システムにおける信号変換デバイス作製・評価ならびに
データ伝送実験を行い、これらの成果を纏めて研究発表指導を行う。
さらに、修士論文作成のための研究指導を行う。

（13 松井龍之介）
実験により得られた物性理解のための理論的な解釈や、所望のデバイ
ス特性を発現させるためのデバイス設計の最適化に関する研究指導を
行う。

（14 青木裕介）
絶縁機器の信頼性向上や有機・無機複合化による機能性向上に関する
技術に関して、各自の研究テーマに関して、研究成果の発表、修士論
文執筆等に関する実践的な指導を行う。

（16 永井滋一）
量子（電子・イオン・光子）ビーム源技術について，超高真空装置の
開発および実験手法の実践的な研究指導を行う。

（15 佐藤英樹）
ナノ材料に関して行ってきたこれまでの研究成果を論文にまとめるた
めの研究指導を行う。

（17 内海裕洋）
固体量子素子を集積した回路における信号とその揺らぎを取り上げ，
固体量子素子を応用した新規情報処理系の性能評価についての基礎理
論の課題の研究指導を行う。

（7 中村浩次）
電子構造計算・機械学習手法を用いて、電子デバイス材料に関する学
位論文の研究指導を行う。

（18 秋山亨）
半導体ナノ構造に対する計算科学的研究を取り上げ、シミュレーショ
ン手法を用いたナノ構造形成に関する課題の研究指導を行う。

（19 藤原裕司）
磁性薄膜材料や磁性薄膜デバイスに関する研究成果の発表および修士
論文作成に必要な指導を行う。
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変更の事由

臨時定員増終了による定員変更
のため

　専攻の設置（認可又は届出）

　専攻の設置（認可又は届出）

　専攻の設置（認可又は届出）

　専攻の設置（認可又は届出）

　専攻の設置（認可又は届出）

　令和5年4月学生募集停止

　令和5年4月学生募集停止

　令和5年4月学生募集停止

　令和5年4月学生募集停止

　令和5年4月学生募集停止

　令和5年4月学生募集停止

三重大学

　生物圏生命化学科 80 2 324

　海洋生物資源学科 40 2 164

10

80 2 324

計 計

　地域イノベーション学専攻(M)

　地域イノベーション学専攻(D)

　資源循環学専攻(M)

　共生環境学専攻(M)

　生物圏生命科学専攻(M)

　資源循環学専攻(D)

　共生環境学専攻(D)

　生物圏生命科学専攻(D)

　材料科学専攻(D)

システム工学専攻(D)

生物資源学研究科

　看護学専攻(M)

　生命医科学専攻(D)(４年制）

工学研究科

　看護学専攻(D)

　機械工学専攻(M)

　応用化学専攻(M)

　情報工学専攻(M)

教育学研究科
　教職実践高度化専攻(P) 25

　医科学専攻(M) 24－12

50

　地域文化論専攻(M) － 168

人文社会科学研究科

計

　生物圏生命化学科

　海洋生物資源学科 40 2 164

30 1660400

生物資源学部

3 28670

70

 総合工学科

－ 730

　看護学科 10 34080

105

20 652

教育学部

　学校教育教員養成課程 － 800200

3年次

　文化学科 92 10 388

464 1,055

5,630

464

286

1,055

　資源循環学科 3 286

　共生環境学科

編入学
定　員

収容
定員

388

人文学部

入学
定員

収容
定員

三重大学

システム工学専攻(D)

生物資源学研究科

3

3

　物理工学専攻(M)

　生命医科学専攻(D)(４年制）

286

　建築学専攻(M)

人文学部

　学校教育教員養成課程

　医学科

－

教育学部

　資源循環学専攻(D)

　社会科学専攻(M)

教育学研究科

70

計

　共生環境学専攻(D)

　地域イノベーション学専攻(D)

生物資源学部

　資源循環学科

　共生環境学科

工学研究科

　情報工学専攻(M)

　地域文化論専攻(M)

　資源循環学専攻(M)

　共生環境学専攻(M)

　機械工学専攻(M)

－

－

－

0

人文社会科学研究科

45

3

医学系研究科

－

　生物圏生命科学専攻(M)

工学部

　医科学専攻(M)

45

6

　電気電子工学専攻(M)

0　分子素材工学専攻(M)

　材料科学専攻(D) 18

0

22

0

0 －

－ 9

0

0

国立大学法人三重大学　設置認可等に関わる組織の移行表

　文化学科

1,290 80

医学部

125

153

800

180

0

－

　看護学専攻(D)

　教職実践高度化専攻(P)

　看護学科

80

16

　法律経済学科

750

340

0

　法律経済学科 153

工学部

652

医学系研究科

－

7

－

－ 　社会科学専攻(M)

11

0

－

－

0

180

70

50

22

0

14

－

－

46－

10

23

－ 30

12

26 －

4 －

52

39 － 78

12

6 － 18

15 －

4 －

30

編入学
定　員

11

7 14

24

200

80

－

－

45

8

1660400 30

－

地域イノベーション学研究科

4 － 12

－

－

46

－

－

52

18

100

90

110

－

－

－

－

50

20 40

28 56

6 18

39 78

36

－

12

10 30

23

26 －

6 18－

－4 12

15 －

　看護学専攻(M)

30

地域イノベーション学研究科

　地域イノベーション学専攻(M)

　生物圏生命科学専攻(D) － 124

4

　医学科

－

－

25

令和４年度

 総合工学科

三重大学大学院

3年次

92

20

3

令和５年度

→

－

入学
定員

10

三重大学大学院

医学部

110

9

1,310

12

5,650

－

→

55

－

　建築学専攻(M) 20 － 40

55 － 110

　電気電子工学専攻(M) 55 －

30 － 60

56 － 112
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津駅から
津駅東⼝バスのりば「4番」から三重交通バスで、「⽩塚駅」（06系統）、「三重病
院」（51系統）、「椋本（むくもと）」（52系統）、「豊が丘」（52系統）、「サ
イエンスシティ」（52系統）、「東豊野」（53系統）、「⾼⽥⾼校前」（56系統）
⾏きで、「三重⼤学前」下⾞。（附属病院、医学部、⼯学部へは「⼤学病院前」下
⾞。）
津駅からタクシーで約10分
江⼾橋駅（三重⼤学前）から
徒歩で約15分（近鉄電⾞「特急」は停⾞しません。バス停やタクシー乗り場がない
ため、基本的に徒歩で⼤学へお越しいただくことになります。）
中部国際空港（セントレア）から
津エアポートライン（船）で津なぎさまちへ45分
「津なぎさまち」から三重交通バスで「津駅前」まで約15分
「津なぎさまち」からタクシーで三重⼤学まで約15分



昭40.B1.33

S1.

平15.

昭45.S1.271

昭49.R1.41

昭44.

昭49.
B1.21

昭51.R3.

昭50.R2.31

2,722

R9.

昭56.

昭49.R3.
1,820

S1.988

R1.

昭58.

R1.
631

S1.

昭51.
R1.

昭45.

114 昭50.B1.41

昭45.R5.9,118

昭38.B1.2

193
昭42.R1.

288

昭45.S1.

R1.997

昭51.

昭54.R2.
214

昭54.R+1.

昭48.S1.98

昭42.R1.386

昭48.R5.2,799

昭58.

R2.94

昭41.R1.329 昭61.R1.80

B1.20

平7.

昭44.

昭55.R2
.308

昭47.B1.7
昭43.R4.9,112

R2.1,136

昭43.47.

昭43.R2.
1,174

昭55.R1
.115

734

2,192

昭60.B1.15
昭53.R3.5,161

昭63.R3.3,048

昭46.

360

R2.546

昭46.

586

昭54.
R2.

245

1,763

昭53.R3.

480

昭46.

昭45.

25

B1.

昭42.R4.4,845
平10.S4.51

昭59.R5.5,314

1,853

R1.

昭63.

昭53.S1.153

昭52.S1.189

昭55.R5.2,486

S2.196

昭49.

昭42.R1.245

昭47.B1.20

昭47.R3.761

昭5.W1.70

昭44.S1.23

R5.

昭59.

昭63.R
3.

昭55.R1
.85

昭45.S1.271

昭54
R2.569

S1.
90

昭48.

昭43.
B1.

9

昭43.
B1.

45

昭43.
R1.S1.

30
昭43.

1,445

S1.45

昭58.

昭54.S1.R1.
299

昭49.S1
.36

昭46.S1
.160

昭47.S1.15

平17.S1
.15

636

昭44.B1
.34

昭50.S1
.B1.1

01

昭51.

S1.16
9

S1.18
3

昭54.

昭52.S1
.174

昭58.

昭44.B1
.78

480R2.

昭55.R
1.

152

平10.B
1.28

平5.B1.10

平12.R3,1513

昭45.R2,.1,142平3.S1.112

昭40.R2.680

昭40.R2.50

昭41.R2.26

昭40.R4.3,843

昭41.R1.

248

昭41.R1. 昭41.R4.4,266

B1.35

昭45.

平15.S1.74

平15.S1,15

404

156

平15.S1.15×2

平17.S1.15
平17.S1.15

平18.S1.2658

平18.S1.57

平14.S1.15

4,404

H18.S2.

(306台)

平20.B1.34

平21.
S2.

762

平22.R1.7

平7.R3
.

1,21
0

平23.S1
.31

昭45.S1.45

昭50
R2.27

昭48.R2.

平22.S1.13

昭41.R1.12

平15.R1.16

B1.10

平15.S3.45

昭48.R3.1,848

昭49.B1
.

20

昭44.B1
.5

昭46.

W1.21
1

(500台)

昭55.R1.60

昭46.R1.232

昭48. S1.16

昭55.R3
.1,16

0

993

昭30.R2.228

昭50.S1
.199

平17.S1
.15

昭45.56.S1.224

昭45. R2.

昭54.R1.99

平15.S1
.15

昭56.324

R1.
 49昭46.

W1.
230

平15.R1.14

昭48.R4.

2,112

昭45.B1.9

昭40.S1.16
8

昭59.R1.
S1.151

B1.152

昭63.S1.

昭48.S1.158

昭46.S1.137

昭43.S1.158

平15.S1.27

R2.S1.621

昭63.R2
.228

B1.43

昭44.50
昭43. B

1.120

平6.S1.
26

平22.S1.13

R2.334

平4.

平8. R2.488

昭55.S1.55

昭58.S1.87

12

1,409

昭50.R3.

昭50.R2.20

平12.S2.108

平24.R3.2,173

昭46.S1.
217

16

B1.1
8平8.

昭62.R1.

昭11.W2.501

478
R2.

昭54

昭51
S1.158

昭47.S1.160

昭62.S1.B1.123

昭44.S1.158

平18.S1.123

昭63.
S1.32

平25.R5

4,76
4

昭43.R4.7,674

昭59.R1.82

昭50.R4.
1,323

3,413

H25.R1.41

昭46.S1.38
9

H25.R1.50

昭59.

81
S+1.

84

R+1.88

昭56.

昭62.S+1.19

昭48.B1.7

平7.

S1.

300

平7.

S1.

70 78
S1.
平7.

S1.15

平22.

平26.W1.1
13

昭43.B1.12

平21.
S2.

762

昭55.S1
.94

昭46.R5.2,489

平26.S1.154

平26.S1.106

平26.R5.28,361

平28.S2.

241

平27.
S2.

952

平27.
S2.

952

昭42.RS2.

平2.SR7.12,222

昭50.SR9. 7,082

昭58.SR6.

平12.SR6.7056

平23.SR12.40,650

平7.RS
2.40

84

平7.SR7.12,558

昭55.RS2.621

昭46.S2.

RS1.

RS1.

昭46.SR1.761

平15.S1.31

S1.24平15.

R1.57
昭44.

平22.R3.2,480

平17.S1
.15

平17.S1.
19

平23.
R2.

1,296

R3.
平5.

2,69
6 平16.R3

981

2,1430

平29.S1.87

昭51.R4.1,913
昭45.R4.1,718

R4.1,548

昭51.

R4.1,718

昭46.

昭53.R4.1,912

昭56.R4.2,024

平8.R4.1,373

平12.SR6.4227

平8.R5.2,782

平4.R5.2,263

平17.S1
.15

昭51.R1.300

昭51.R1.200

平15.S1.15×4

R3.654

昭56.

昭45.R2.482

平10.

昭45.R4.2,099

昭47.B1.36

昭46.51.R2.446

S4.76

昭55.R3.579 1,726
R2.

昭42.

昭55.
B1.15

昭41.R1.375

昭45.
S1.150

令3.S2.195

344
平22.W2.

令4.S1.52

R1.8
昭42.

M8.0

M
3.0

M

6.0
M

4.0
M

6.0
M

M

M

自

M
3.0

6.0 M

4.0 M3.5 M

6.0
M

M

3.0

4.0

4.0

3.0

吸収式冷凍機

4.0
M

(285
)

(260)

(119)

(221)

(113)

(081)

(058)

(057)

(059)

(051)

(174)

(211)

(133)

(128)

(132)

(099) (074)

(073)

(126)

(153)

(176
)

(230)

(038)

(166)

(001)

(069)

(066)

(043)

(003)

(050)

(055)

(046)

(048)

(047)

(045)

(042)

(226)

(056)

(063)

(065)(065)

(041)

(018)

(015)

(017)

(019)

(224)

(071)

(164)

(162)

(070)
(037)

(100)

(032)

(033)

(034)

(217)

(157)

(031)

(214)

(022)

(023)

(084)

(163)

(222)

(14
6)

(135)

(14
1)

(13
9)

(14
3)

(145)

(14
0)

(138)

(095)

(270)

(094)

(096
)

(232)
(093)

(152)

(213)

(087)

(129)

(244)

(175
)

(176
)

(246
)

(233)

(247)

(254)

(264)

(262)

(263)

(271)

(274)

(275)

(276)

(27
9)

(280)

(005)

(231
)

(283)

(284)

(120)

(121)

(281)

平21.S2.224

(036)

(252)

(219)

(088)

(089)

(090)

(091)

(029)

(180)

(198)

(021)

(171)

(223)

(016)

(092)
(158)

(272)

(207)

(102)

(101)

(169)

(257
)

(250)

(127)

(168)

(218)

(125)

(235)

(215)

(253)

(156)

(067)

(237)

(268)

(240)

(173)

(212)

(255)

(002)

(216)

(123)

(122)

(124)

(044)

(130)

（287)

(245)

(229
)

(075)

(277)

(14
2)

(288)

(239
)

(273) 

(167)

(177)

(178)

(165)

(172)

(072)

(220)

(266)

(267)

(289
)

(035)

(112)

(154)

(291)

(290)

(134)

(236)

(082)

(234)

(294)

(293)

(292)
(297)

(27
8)

(29
5)

(29
6)

(265)

(251)

(269)

(249)

(286)

(241)

(298)

(256)

(110)

(108)

(105)

(182)

(243)

(238)

(228)

(103)

(104)

(150)

(151)

(098) (258)

(261) (259)

(181)

(109)

(106)

(179)

(027)

(170)

(299)

(282)

(300)

S

T

S

S

S

T

S

T S

T

S

S

S

T
S

S

T

T

S
S

T

S

S

S

S

S

T

T S

S

SS

S
TT

S

S

S

SS

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S
T

S

S

S

S

S

200ｍ150100500

S=1/4,000

夏季主風向

冬季主風向

倉庫

(11台)

倉庫

民 家

処理槽

汚物

国  道  ２  ３  号  線

民    家

水      田

車庫

講義室

臨 床

駐 車 場

病態医科学

研究棟

ﾄｰﾌﾟ

ｱｲｿ

先端医科学教育研究棟

テニスコート

駐 輪
 場

第 二 食 堂

便所

特高受変電室 

多用途棟

慰 霊 塔

講 堂

民      家

民 家

A棟

駐 車 場

本部管理棟 

薬品庫

生 物 資 源 学 部 校 舎

材料(実)

受水槽

機械(実)

ボイラー室

外国人教師等宿泊施設

駐 車 場

三  重  県  国  児  学  園

池

教育学部校舎一号館

技術棟

音楽棟

A 棟

B

棟

ポンプ室
附 属 図 書 館

B棟

総合情報
処理ｾﾝﾀｰ

駐 車 場

第一食堂

プロパン庫食品庫翠陵会館

共同(実)

人文学部校舎

運動場

屋 内

夫婦棟

育校舎

第２体育練習場

120番教室

美 術 棟

射 場

4号館

留 学 生 会 館 
単身棟

講義棟(C)

テニスコート

射場 駐 車 場

トラクター走路

製造実験工場

ア ー
 チ

 ェ
 リ

 ー
 場

課外倉庫2

課外倉庫1

車庫

第二体育館

駐 車 場

(D)

厩舎

倉庫

馬    場

サッカー・ラグビー場

野 球 場

管理室総合運動場

駐車場

便 所

(４００M  ト
ラック)

陸上競技場

体育系サークル共用棟

便 所

倉庫

50M

プール

(8コース)

文化系サークル

共用棟

自動車車庫

ポンプ室 

渡り廊下

一般廃棄物置場

高圧ガス貯蔵所

駐 車 場
(24台)

駐車場

Ａ棟

Ｄ棟

Ｃ棟(6台)
(7台)水

槽

受

車庫

ｾﾝﾀｰ

医療
技術棟

倉庫

倉庫

倉庫

倉庫

防災備蓄倉庫

研究棟

ボンベ庫

探索医学

B棟

A棟

ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

駐輪場

Ｂ棟

C棟

教育棟

車庫

倉庫

駐車場

高圧
ガス

貯蔵所

変電室 

プール

管理室

シャワー室課外活動用

プール機械室

情報教育棟

駐 輪 場

変電室

190番教室

倉庫

窯場

女子学生寄宿舎

校舎別棟

合宿所

倉庫

倉庫

共通棟

倉庫

講義棟ボンベ庫

国際女子

学生寄宿舎

危険物倉庫

乾燥室

車 庫

民
家

ガラス室

人工気象装置室

至    名 古 屋 

伊 勢 市

至

日 本 庭 園
保存樹木

ガラス室

ガラス室

ガラス室

ガラス室

実験室

ガラス室

生理生態(実)

井水ﾌﾟﾗﾝﾄ

共用施設

課外活動

ハ ン
 ド

 ボ
 ー

 ル
 場

伊   
   勢

   
   湾堤 防

(E)

講義棟

(42台)

(98台)

(10台)管理棟

車 庫

車 庫

駐車場

総合研究棟Ⅱ

総合研究棟Ⅱ

総合研究棟Ⅱ

(65台)

( 81 台 )

看護学科棟

環境・情報科学館

共同(実) D棟

ポンプ室

病棟・診療棟

外来・診療棟

立体駐車場

臨床研究開発センター

油圧源庫

RO装置用倉庫

塩素用倉庫

総合研究棟Ⅰ

計測機器室

駐 車 場

（51台）

立体駐車場

(331台)

RＩ貯留槽

エネルギーセンター

三翠会館保存建物

水理(実)

保存建物
レーモンドホール

共 同 棟

ガラス室

倉庫

植物バイオ温室

ガラス室

(241台
)

駐 車 場

(8台)

第一体育館

看護師宿舎

動物実験施設

発電機室

発電機室
井水
プラント

医学系サークル棟

定型業務等運営・支援センター

(19台)

(9台)

(2台)

(46台)

駐車場

(2台)

水槽棟
回流

飼育

管理棟

飼育棟

実  験  圃  場ポンプ室

ハウス
ハーモニー

実習室

温室

ガスエンジン

薬品庫

外国人留学生寄宿舎

外国人留学生寄宿舎

C棟

D棟

生活廃水

処理施設

汚物処理槽

教養教育校舎1号館

教養教育

教養教

教養教育校舎3号館

教養教育

教養教育校舎2号館

第一体育練習場

永井記念ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ

車庫

倉庫

倉庫

倉庫

倉庫

管
理
施
設

卓越型研究施設

ｵｰﾌﾟ
ﾝ

ｲﾉﾍﾞ
ｰｼｮﾝ

施設

地域ｲﾉﾍﾞ
ｰｼｮﾝ研

究

開発拠点Ｃ棟・Ｄ棟

地域ｲﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ研

究

開発拠点Ａ棟・Ｂ棟

環境保全分析施設

駐
輪
場

駐
輪
場

駐
輪
場

駐
輪
場

駐
輪
場

(200台）

駐輪場

駐輪場

駐車場整理事務所

駐輪場

総合医学

１号館

２号館

３号館

４号館

６号館

７号館

５号館

テニスコート

Ｌ１棟

Ｌ３棟

Ｌ４棟

Ｌ５棟

倉庫

Ｌ２棟

８号館

駐車場
(303台)

(129台)

講義棟(A)

薬品庫

講義棟(B)

駐
輪
場

駐
輪
場

駐
輪
場

駐
輪
場

教職支援センター

教育学部校舎
二号館

特殊ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ庫

ｻｲｴﾝｽ館

数理･ﾃﾞｰﾀ

駐
輪
場

駐
輪
場

駐
輪
場

共用実験施設

さつき保育園

さつき保育園別棟

翠明会館

附属病院多用途型
トリアージスペース

ＲＩ実験施設

変電室

変電室

駐 輪 場
（318台）

（94台）

駐 輪 場

駐輪場

駐輪場

駐 輪 場

駐 輪 場

駐 輪 場

駐輪場

BM2 : T.P=+1.957

BM1 : T.P=+1.527

KBM : T.P=+2.177

BM3 : T.P=+1.847

コンビニエンス
ストア

上 浜 団 地 配 置 図

図面ー3

kikaku20
折れ線



○三重大学大学院学則（案）

(平成 16年 4月 16 日学則第 2号) 

目次 

第 1章 総則(第 1条－第 2条の 2) 
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第 3章 大学教員組織(第 7条) 

第 4章 運営組織(第 8条－第 9条の 4) 

第 5章 学年，学期及び休業日(第 10 条) 

第 6章 標準修業年限及び在学期間(第 11 条－第 13 条) 

第 7章 入学(第 14 条－第 22 条) 

第 8章 教育課程(第 23 条－第 28 条の 3) 

第 9章 休学，留学，転学，退学及び除籍(第 29 条－第 35 条) 

第 10 章 課程の修了及び学位(第 36 条－第 46 条) 

第 11 章 教育職員免許(第 47 条) 

第 12 章 賞罰(第 48 条) 

第 13 章 科目等履修生，特別聴講学生，研究生，特別研究学生及び委託生(第 4

9 条－第 53 条) 

第 14 章 検定料，入学料及び授業料(第 54 条－第 58条の 2) 

第 15 章 雑則(第 59 条) 

附則 

第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この学則は，国立大学法人三重大学学則(以下「本学学則」という。)第 3

条第 2項の規定に基づき，三重大学大学院(以下「大学院」という。)について必

要な事項を定める。 

(目的) 

第 2条 大学院は，学術の理論及び応用を教授研究し，その深奥を究めて，地域社

会及び国際社会における文化の進展に寄与することを目的とする。 

第 2条の 2 研究科又は専攻ごとの人材の養成に関する目的その他の教育研究上の

目的は，各研究科において，別に定める。 

第 2章 組織 

(研究科及び課程) 

第 3条 大学院に，次の研究科及び課程を置く。 

人文社会科学研究科 修士課程 

教育学研究科 専門職学位課程 

医学系研究科 修士課程 

博士課程 

学則－1



工学研究科  博士課程 

生物資源学研究科  博士課程 

地域イノベーション学研究科  博士課程 

2 医学系研究科(看護学専攻に限る。)，工学研究科，生物資源学研究科及び地域

イノベーション学研究科の博士課程は，これを前期 2年の課程(以下「博士前期

課程」という。)及び後期 3 年の課程(以下「博士後期課程」という。)に区分し，

博士前期課程は，これを修士課程として取り扱うものとする。 

3 教育学研究科に，専門職学位課程のうち専門職大学院設置基準(平成 15 年文部

科学省令第 16 号)第 26 条第 1項に規定する教職大学院の課程を置く。 

(修士課程) 

第 4条 修士課程は，広い視野に立って精深な学識を授け，専攻分野における研究

能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的と

する。 

(博士課程) 

第 5条 博士課程は，専攻分野について，研究者として自立して研究活動を行い，

又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその

基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。 

(専門職学位課程) 

第 5条の 2 専門職学位課程は，高度の専門性が求められる職業を担うための深い

学識及び卓越した能力を培うことを目的とし，そのうちの教職大学院の課程は，

専ら小学校，中学校，高等学校及び中等教育学校(以下「小学校等」という。)の

高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員の養成のための教育を行うこ

とを目的とする。 

(専攻及び収容定員) 

第 6条 研究科に置く専攻及びその収容定員は，次のとおりとする。 

研究科 専攻 

修士課程 博士課程 
専門職学位課

程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

人文社会科学研究科 地域文化論専攻 8 16 
        

社会科学専攻 7 14 

計 15 30         

教育学研究科 教職実践高度化専

攻  
        25 50 

計       25 50  

医学系研究科 医科学専攻 12 24     

    看護学専攻 11 22 3 9 

生命医科学専攻     45 180 

計 23 46 48 189     
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工学研究科 機械工学専攻 55 110         

電気電子工学専攻 55 110 
    

応用化学専攻 56 112       

建築学専攻 20 40       

情報工学専攻 30 60       

材料科学専攻     6 18   

システム工学専攻     10 30   

計 216 432 16 48     

生物資源学研究科 資源循環学専攻 23 46 4 12 

    
共生環境学専攻 26 52 4 12 

生物圏生命科学専

攻 
39 78 4 12 

計 88 176 12 36     

地域イノベーション

学研究科 

地域イノベーショ

ン学専攻 
15 30 6 18     

2 人文社会科学研究科地域文化論専攻及び社会科学専攻については，大学院設置

基準(昭和 49 年文部省令第 28号)第 3条第 3項の規定に基づく 1年以上 2年未満

の標準修業年限であるコース(以下「短期在学コース」という。)を含むものとす

る。 

3 教育学研究科，医学系研究科，工学研究科，生物資源学研究科及び地域イノベ

ーション学研究科に教育・研究上の目的を達成するための教員組織として，講

座等を置く。 

4 講座等に関し必要な事項は，別に定める。 

(研究科附属の教育研究施設) 

第 6条の 2 大学院に次の研究科附属の教育研究施設を置く。 

生物資源学研

究科 

紀伊・黒潮生命地域フィールドサイエンスセンター，練習船勢水

丸，鯨類研究センター 

2 研究科附属の教育研究施設は，本学の教育・研究上支障がないと認められる場

合には，他の大学等の利用に供することができるものとする。 

3 研究科附属の教育研究施設に関し必要な事項は，別に定める。 

第 3章 大学教員組織 

(大学教員組織) 

第 7条 大学院の授業及び研究指導は，各研究科ごとに大学院設置基準又は専門職

大学院設置基準に定める資格を有する大学教員が担当するものとする。 

第 4章 運営組織 

(教育研究評議会等) 

第 8条 大学院の教育研究に関する重要事項の審議は，教育研究評議会において行

う。 
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2 研究科に関する重要事項を審議するため，人文社会科学研究科及び教育学研究

科に研究科委員会を，医学系研究科，工学研究科，生物資源学研究科及び地域

イノベーション学研究科に研究科教授会(以下「研究科委員会等」という。)を置

く。 

3 前項の研究科委員会等に関し必要な事項は，別に定める。 

(研究科長) 

第 9条 研究科に研究科長を置く。 

2 研究科長は，当該研究科の教授(医学系研究科にあっては，医学部の教授を含

む。)をもって充てる。 

3 前項の規定にかかわらず，人文社会科学研究科長及び教育学研究科長にあって

は，当該研究科の基礎となる学部の長をもって充てる。ただし，学部の長が研

究科担当の教授でない場合は，当該研究科委員会から選出された教授をもって

充てる。 

(副研究科長) 

第 9条の 2 研究科に副研究科長を置くことができる。 

2 副研究科長は，当該研究科の教授(医学系研究科にあっては，医学部の教授を含

む。)をもって充てる。 

(専攻長) 

第 9条の 3 専攻に専攻長を置くことができる。 

2 専攻長は，当該専攻の教授をもって充てる。 

(研究科附属の教育研究施設の長) 

第 9条の 4 研究科附属の各教育研究施設に長を置き，当該研究科の教授又は准教

授をもって充てる。 

第 5章 学年，学期及び休業日 

(学年，学期及び休業日) 

第 10 条 学年，学期及び休業日については，本学学則第 36 条から第 38 条までの

規定を準用する。 

第 6章 標準修業年限及び在学期間 

(標準修業年限) 

第 11 条 修士課程の標準修業年限は，2年とする。ただし，人文社会科学研究科

地域文化論専攻及び社会科学専攻の短期在学コースの標準修業年限は，1年とす

る。 

2 博士後期課程の標準修業年限は，3年とする。 

3 医学系研究科の博士課程(生命医科学専攻をいう。以下同じ。)の標準修業年限

は，4年とする。 

4 教職大学院の課程の標準修業年限は，2年とする。 

(在学期間) 

第 12 条 在学期間は，標準修業年限の 2倍の年数を超えることができない。 

(長期にわたる教育課程の履修) 
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第 13 条 学生(短期在学コースに在学する学生を除く。)が，職業を有している等

の事情により，第 11条に規定する標準修業年限を超えて計画的に教育課程を履

修し課程を修了する旨を申し出たときは，その計画的な履修(以下「長期履修」

という。)を認めることができる。 

2 長期履修の期間は，入学時から通算するものとし，次の各号のいずれかに掲げ

るところによる。 

(1) 修士課程及び教職大学院の課程 4 年以内 

(2) 博士後期課程 6 年以内 

(3) 医学系研究科の博士課程 8 年以内 

3 長期履修の在学期間は，入学時から通算するものとし，次の各号のいずれかに

掲げる年数を超えることができない。 

(1) 修士課程，博士後期課程及び教職大学院の課程 6 年 

(2) 医学系研究科の博士課程 8 年 

4 長期履修に関し必要な事項は，別に定める。 

第 7章 入学 

(入学の時期) 

第 14 条 入学の時期は，学年の始めとする。ただし，学年の途中においても，学

期の区分に従い，学生を入学させることができる。 

(入学資格) 

第 15 条 修士課程及び教職大学院の課程に入学することのできる者は，次の各号

のいずれかに該当する者とする。 

(1) 学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)第 83 条第 1項に定める大学の卒業者 

(2) 学校教育法第 104 条第 7項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において学校教育における 16 年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修するこ

とにより当該外国の学校教育における 16 年の課程を修了した者 

(5) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育にお

ける 16 年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外

国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣

が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の外国の学校(その教育研究活動等の総合的な状況につい

て，当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの

又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。)にお

いて，修業年限が 3年以上である課程を修了すること(当該外国の学校が行う

通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該課程を

修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設

であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。)によ

り，学士の学位に相当する学位を授与された者 
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(7) 専修学校の専門課程(修業年限が 4年以上であることその他の文部科学大臣

が定める基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文

部科学大臣が定める日以後に修了した者 

(8) 文部科学大臣の指定した者 

(9) 学校教育法第 102 条第 2項の規定により大学院に入学した者であって，当

該研究科における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(10) 研究科において，個別の入学資格審査により，第 1号に定める大学を卒業

した者と同等以上の学力があると認めた者で，22 歳に達したもの 

2 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者であって，研究科

の定める単位を優秀な成績で修得したと認めるものを，入学させることができ

る。 

(1) 大学に 3年以上在学した者 

(2) 外国において学校教育における 15 年の課程を修了した者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修するこ

とにより当該外国の学校教育における 15 年の課程を修了した者 

(4) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育にお

ける 15 年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外

国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣

が別に指定するものの当該課程を修了した者 

第 16 条 博士後期課程に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当

する者とする。 

(1) 修士の学位又は専門職学位(学校教育法第 104 条第 1項の規定に基づき学位

規則(昭和 28 年文部省令第 9号)第 5条の 2に規定する専門職学位をいう。以

下同じ。)を有する者 

(2) 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修

士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校

教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指

定するものの当該課程を修了し，修士の学位又は専門職学位に相当する学位

を授与された者 

(5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特

別措置法(昭和 51 年法律第 72号)第 1条第 2項に規定する 1972 年 12 月 11 日

の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学(以下「国際連合大学」

という。)の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 外国の学校，第 4号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程

を履修し，大学院設置基準第 16条の 2に規定する試験及び審査に相当するも

のに合格し，修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 
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(8) 研究科において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位

を有する者と同等以上の学力があると認めた者で，24歳に達したもの 

第 17 条 医学系研究科の博士課程に入学することのできる者は，次の各号のいず

れかに該当する者とする。 

(1) 大学の医学部医学科，歯学部又は 6年課程の薬学若しくは獣医学の学部を

卒業した者 

(2) 外国において学校教育における 18 年の課程( 終の課程は医学，歯学，薬

学又は獣医学)を修了した者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修するこ

とにより当該外国の学校教育における 18 年の課程( 終の課程は医学，歯学，

薬学又は獣医学)を修了した者 

(4) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育にお

ける 18 年の課程( 終の課程は医学，歯学，薬学又は獣医学)を修了したとさ

れるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置

付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

を修了した者 

(5) 外国の大学その他の外国の学校(その教育研究活動等の総合的な状況につい

て，当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの

又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。)にお

いて，修業年限が 5年以上である課程(医学，歯学，薬学又は獣医学を履修す

るものに限る。)を修了すること(当該外国の学校が行う通信教育における授

業科目を我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当

該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定

を受けたものにおいて課程を修了することを含む。)により，学士の学位に相

当する学位を授与された者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 学校教育法第 102 条第 2項の規定により大学院に入学した者(大学の課程が

医学，歯学，薬学又は獣医学を履修する課程に限る。)であって，医学系研究

科における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(8) 医学系研究科において，個別の入学資格審査により，第 1号に定める学部

又は学科を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で，24歳に達した

もの 

2 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者であって，医学系

研究科の定める単位を優秀な成績で修得したと認めるものを，入学させること

ができる。 

(1) 大学(医学，歯学，薬学又は獣医学を履修する課程に限る。)に 4年以上在

学した者 

(2) 外国において学校教育における 16 年の課程( 終の課程は医学，歯学，薬

学又は獣医学)を修了した者 
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(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修するこ

とにより当該外国の学校教育における 16 年の課程( 終の課程は医学，歯学，

薬学又は獣医学)を修了した者 

(4) 我が国において，外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育にお

ける 16 年の課程( 終の課程は医学，歯学，薬学又は獣医学)を修了したとさ

れるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置

付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

を修了した者 

(入学の出願) 

第 18 条 入学志願者は，入学願書に所定の入学検定料及び別に指定する書類を添

えて願い出なければならない。 

(入学者の選考) 

第 19 条 前条の入学志願者については，別に定めるところにより選考の上，学長

は，当該研究科委員会等の議を経て，合格者を決定する。 

(入学手続) 

第 20 条 前条の選考に合格した者は，所定の期日までに，誓約書その他指定の書

類を提出するとともに，入学料を納付しなければならない。 

(入学許可) 

第 21 条 学長は，前条の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

2 第 58 条により入学料の免除又は徴収猶予を願い出た者の入学料に関しては，そ

の免除願又は徴収猶予願の受理をもって入学手続を終えた者とみなし，入学を

許可する。 

(再入学及び転入学) 

第 22 条 次の各号のいずれかに該当する者については，欠員のある場合に限り，

当該研究科の定めるところにより選考の上，入学を許可することがある。 

(1) 大学院を退学した者で，再入学を願い出たもの 

(2) 他の大学院から転入学を願い出た者 

(3) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校

教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指

定するものの当該課程に在学する者(学校教育法第 102 条第 1項に規定する者

に限る。)及び国際連合大学の課程に在学する者で，転入学を願い出たもの 

2 前項の規定により入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取

扱いについては，当該研究科委員会等の議を経て研究科長が決定する。 

3 第 1項の規定により入学を許可された者の在学すべき年数については，当該研

究科委員会等の議を経て学長が決定する。 

第 8章 教育課程 

(教育課程の編成方針) 
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第 23 条 大学院は，大学院，研究科及び専攻の教育上の目的を達成するために必

要な授業科目を自ら開設するとともに学位論文の作成等に対する指導(以下「研

究指導」という。)の計画を策定し，体系的に教育課程を編成する。 

2 前項の場合において，教職大学院の課程にあっては，研究科及び専攻の教育上

の目的を達成するために必要な授業科目を，産業界等と連携しつつ，自ら開設

し，体系的に教育課程を編成する。 

(特別の課程の編成) 

第 23 条の 2 大学院は，前条に規定するもののほか，学校教育法第 105 条の規定

に基づき，本学の学生以外の者を対象とした特別の課程を編成することができ

る。 

2 前項の特別の課程の編成に関し必要な事項は，別に定める。 

(授業科目及び単位) 

第 23 条の 3 研究科における専攻別の授業科目及び単位は，各研究科において，

別に定める。 

(履修方法) 

第 24 条 学生は，在学期間中に，各研究科において定められた授業科目を履修し，

所定の単位を修得しなければならない。 

2 教育課程及び履修方法等については，各研究科において，別に定める。 

(教育方法の特例) 

第 25 条 大学院の課程においては，教育上特別の必要があると認められる場合に

は，夜間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当

な方法により教育を行うことができる。 

(他の研究科又は学部における授業科目の履修等) 

第 25 条の 2 研究科において教育上有益と認めるときは，学生が他の研究科又は

学部(以下「他の研究科等」という。)の授業科目を履修することができる。 

2 前項により他の研究科等の授業科目を履修しようとする者は，所属研究科長を

経て当該の研究科長又は学部長の許可を受けなければならない。 

3 前 2項により他の研究科において履修した授業科目について修得した単位にあ

っては，10 単位を超えない範囲で所属研究科における授業科目の履修により修

得したものとみなすことができる。ただし，教職大学院の課程にあっては，適

用しないものとする。 

(他の大学院における授業科目の履修) 

第 26 条 研究科において教育上有益と認めるときは，学生が別に定めるところに

より他の大学院において履修した授業科目について修得した単位を，15 単位を

超えない範囲で本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみな

すことができる。ただし，教職大学院の課程にあっては，修了要件として定め

る単位数の 2分の 1を超えない範囲とする。 

2 前項の規定は，学生が外国の大学院が行う通信教育における授業科目を我が国

において履修する場合，外国の大学院の教育課程を有するものとして当該外国
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の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別

に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場

合及び国際連合大学の教育課程における授業科目を履修する場合について準用

する。ただし，教職大学院の課程にあっては，外国の大学院が行う通信教育に

おける授業科目を我が国において履修する場合については，準用しない。 

(休学期間中の外国の大学院等における修得単位の取扱い) 

第 26 条の 2 研究科において教育上有益と認めるときは，学生が休学期間中に外

国の大学院等において修得した単位について，前条第 1項の規定を準用する。 

(入学前の既修得単位の認定) 

第 27 条 研究科において教育上有益と認めるときは，学生が本学大学院に入学す

る前に本学大学院又は他の大学院において履修した授業科目について修得した

単位(大学院設置基準第 15 条に規定する科目等履修生として修得した単位を含

む。)を，本学大学院に入学した後の本学大学院における授業科目の履修により

修得したものとみなすことができる。 

2 前項により修得したものとみなすことができる単位数は，第 22 条第 2項に規定

する場合を除き，本学大学院において修得した単位以外のものについては，15

単位を超えないものとする。ただし，教職大学院の課程にあっては，前 2条の規

定により修得したものとみなす単位数及び第 36 条第 6項の規定により免除する

単位数と合わせて修了要件として定める単位数の 2分の 1を超えないものとする。 

(他の大学院等における修得単位の取扱い) 

第 27 条の 2 研究科(教職大学院の課程を除く。)において前 4条により修得した

ものとみなすことができる単位数は，合わせて 20 単位を超えないものとする。 

(他の大学院等における研究指導) 

第 28 条 研究科(教職大学院の課程を除く。)において教育上有益と認めるときは，

他の大学院又は研究所等との協議に基づき，学生に当該大学院又は研究所等に

おいて必要な研究指導を受けさせることができる。ただし，修士課程の学生に

ついては，当該研究指導を受ける期間は，1年を超えないものとする。 

(成績評価基準等の明示等) 

第 28 条の 2 大学院は，学生に対して，授業及び研究指導の方法及び内容並びに 1

年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

2 大学院は，学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては，

客観性及び厳格性を確保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示す

るとともに，当該基準にしたがって適切に行うものとする。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第 28 条の 3 大学院は，当該大学院の授業及び研究指導の内容及び方法の改善を

図るための組織的な研修及び研究を実施するものとする。 

第 9章 休学，留学，転学，退学及び除籍 

(休学) 
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第 29 条 疾病又はその他の理由により 3月以上修学することができない者は，休

学願により，学長に願い出なければならない。この場合において，休学の理由

が疾病であるときは，医師の診断書を添えるものとする。 

2 前項の場合，学長は，当該研究科委員会等の議を経てこれを許可する。 

3 疾病のため修学することが適当でないと認められる者については，学長は，当

該研究科委員会等の議を経て，休学を命ずることができる。 

(休学期間) 

第 30 条 休学期間は，1年以内とする。ただし，相当の理由がある場合は，引き

続き休学することができる。 

2 休学期間は，通算して標準修業年限の年数を超えることができない。ただし，

特別の理由があり，学生の修学に支障がある場合は，この限りでない。 

3 休学期間は，在学期間の年数に算入しない。 

(復学) 

第 31 条 休学期間が満了する場合又は休学期間中にその理由が消滅した場合は，

復学願により，学長に願い出なければならない。この場合において，休学の理

由が疾病であったときは，医師の診断書を添えるものとする。 

2 前項の場合，学長は，当該研究科委員会等の議を経てこれを許可する。 

(留学) 

第 32 条 外国の大学院等に留学を志願する者は，理由書を添え，学長に願い出な

ければならない。 

2 前項により留学を願い出た者については，学長は，当該研究科委員会等の議を

経て，留学を許可する。 

3 留学期間は，第 36 条に定める在学期間に含まれるものとする。 

4 第 26 条の規定は，外国の大学院等に留学する場合に準用する。 

(転学) 

第 33 条 他の大学院に転学しようとする者は，理由書を添え，学長に願い出なけ

ればならない。 

2 前項により転学を願い出た者については，学長は，当該研究科委員会等の議を

経て，転学を許可する。 

(退学) 

第 34 条 退学については，本学学則第 53条の規定を準用する。 

(除籍) 

第 35 条 除籍については，本学学則第 55条の規定を準用する。 

第 10 章 課程の修了及び学位 

(課程の修了) 

第 36 条 修士課程の修了要件は，当該課程に 2年(2 年以外の標準修業年限を定め

る研究科，専攻又は学生の履修上の区分にあっては，当該標準修業年限)以上在

学し，所定の単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，当該課程の目

的に応じ，学位論文又は特定の課題についての研究の成果を在学期間中に提出
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して，その審査及び 終試験に合格することとする。ただし，在学期間に関し

ては，当該研究科が別に定めるところにより，優れた業績を上げた者について

は，当該課程に 1年以上在学すれば足りるものとする。 

2 博士後期課程の修了要件は，当該課程に 3 年以上在学し，所定の単位を修得し，

かつ，必要な研究指導を受けた上，学位論文の審査及び 終試験に合格するこ

ととする。ただし，在学期間に関しては，当該研究科が別に定めるところによ

り，優れた研究業績を上げた者については，当該課程に 1年以上在学すれば足り

るものとする。 

3 医学系研究科の博士課程の修了要件は，当該課程に 4年以上在学し，所定の単

位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，学位論文の審査及び 終試験

に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，当該研究科が別に定め

るところにより，優れた研究業績を上げた者については，当該課程に 3年以上在

学すれば足りるものとする。 

4 短期在学コースを修了した者及び第 1項ただし書の規定による在学期間をもっ

て修士課程を修了した者(他の大学院の修士課程を在学期間 2年未満で修了した

者を含む。)の博士後期課程の修了要件については，第 2項中「1年」とあるの

は「3年(修士課程における在学期間を含む。)」と読み替えて，同項の規定を適

用する。 

5 教職大学院の課程の修了要件は，当該課程に 2年以上在学し，所定の単位(高度

の専門的な能力及び優れた資質を有する教員に係る実践的な能力を培うことを

目的として小学校等その他の関係機関で行う実習に係る 10 単位を含む。)を修得

することとする。 

6 教職大学院の課程は，教育上有益と認めるときは，当該課程に入学する前の小

学校等の教員としての実務の経験を有する者について，前項に規定する実習に

より修得する 10 単位の全部又は一部を免除することができる。 

(在学期間の短縮) 

第 36 条の 2 第 27 条第 1項の規定により大学院修士課程又は医学系研究科の博士

課程に入学する前に修得した単位(学校教育法第 102 条第 1項の規定により入学

資格を有した後，修得したものに限る。)を当該課程において修得したものとみ

なす場合であって，当該単位の修得により当該課程の教育課程の一部を履修し

たと認めるときは，当該単位数，その修得に要した期間その他を勘案して 1年を

超えない範囲で大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。ただ

し，この場合においても，修士課程については，少なくとも 1年以上在学するも

のとする。 

2 第 27 条第 1項の規定により教職大学院の課程に入学する前に修得した単位(学

校教育法第 102 条第 1項の規定により入学資格を有した後，修得したものに限

る。)を当該課程において修得したものとみなす場合であって当該単位の修得に

より当該課程の教育課程の一部を履修したと認めるときは，当該単位数，その

修得に要した期間その他を勘案して当該課程の標準修業年限の 2分の 1を超えな
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い範囲で大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし，こ

の場合においても，教職大学院の課程に少なくとも 1年以上在学するものとする。 

(教職大学院の課程に係る連携協力校) 

第 36 条の 3 教職大学院の課程は，第 36条第 5項に規定する実習その他教育上の

目的を達成するために必要な連携協力を行う小学校等を適切に確保するものと

する。 

(学位論文) 

第 37 条 修士課程の学位論文を提出しようとする者は，所定の学位論文審査願に

学位論文(前条第 1項に規定する特定の課題についての研究の成果を含む。以下

同じ。)，論文目録及び論文要旨を添え，研究科長に提出するものとする。 

2 博士課程の学位論文を提出しようとする者は，所定の学位論文審査願に学位論

文，論文目録，論文要旨及び履歴書を添え，研究科長に提出するものとする。 

3 学位論文は，1編とする。ただし，参考として他の論文を添付することができ

る。 

4 審査のため必要があるときは，学位論文の副本，訳文，模型又は標本等を提出

させることがある。 

5 提出した学位論文は返還しない。 

(審査の付託) 

第 38 条 研究科長は，学位論文を受理したときは，研究科委員会等に審査を付託

するものとする。 

(審査委員) 

第 39 条 研究科委員会等は，学位論文の審査を付託されたときは，審査委員を選

出して，審査を行う。 

2 審査委員は，主査 1名，副査 2名とする。ただし，必要に応じて委員の数を増

し，又は本学大学院の他の研究科，他の大学院又は研究所等の大学教員等を加

えることができる。 

3 審査委員は，学位論文の審査のほか 終試験を行う。 

( 終試験) 

第 40 条 終試験は，学位論文の審査終了後，学位論文を中心として，これに関

連のある科目について，口答又は筆答によって行う。 

(審査結果の報告) 

第 41 条 審査委員は，学位論文の審査及び 終試験を終了したときは，直ちにそ

の結果を文書により，研究科委員会等に報告するものとする。 

(研究科委員会等の審議) 

第 42 条 研究科委員会等は，前条の報告に基づいて学位論文の審査及び 終試験

の合否について議決する。 

2 前項の議決は，研究科委員会等の構成員(休職者，海外渡航中の者及び内地研究

員を除く。)の 3分の 2以上が出席し，その 3分の 2以上の賛成がなければなら

ない。 
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(学長への報告) 

第 43 条 研究科長は，前条第 1項の審議結果について，学位論文の審査要旨及び

終試験の結果を添え，文書により学長に報告するものとする。 

(課程修了の認定) 

第 43 条の 2 学長は，前条の報告を受け，課程修了の認定を行う。 

(学位) 

第 44 条 修士課程を修了した者に，修士の学位を授与する。 

2 博士課程を修了した者に，博士の学位を授与する。 

3 教職大学院の課程を修了した者に，教職修士(専門職)の学位を授与する。 

第 45 条 前条第 2項に定めるもののほか，本学に学位論文を提出してその審査に

合格し，かつ，博士課程を修了した者と同等以上の学力があることを確認され

た者に，博士の学位を授与する。 

第 46 条 この章に定めるもののほか，学位に関する事項は，本学学位規則の定め

るところによる。 

第 11 章 教育職員免許 

(教育職員免許) 

第 47 条 教員の免許状を受けるための所要資格を取得しようとする者は，教育職

員免許法(昭和 24 年法律第 147 号)及び教育職員免許法施行規則(昭和 29 年文部

省令第 26号)に定める所要の単位を修得しなければならない。 

2 研究科において当該所要資格を取得できる免許状の種類及び免許教科又は特別

支援教育領域は，別表第 1のとおりとする。 

第 12 章 賞罰 

(表彰及び懲戒) 

第 48 条 表彰及び懲戒については，本学学則第 56 条から第 58条までの規定を準

用する。 

第 13 章 科目等履修生，特別聴講学生，研究生，特別研究学生及び委託生 

(科目等履修生) 

第 49 条 大学院の学生以外の者で，一又は複数の授業科目を履修しようとする者

があるときは，学長は，関係研究科委員会等の議を経て科目等履修生として入

学を許可することがある。 

2 科目等履修生の入学資格は，第 15 条から第 17 条までに定める入学資格を有す

る者又は研究科において，当該授業科目を履修する能力があると認めた者とす

る。 

3 前 2項のほか，科目等履修生に関し必要な事項は，本学学則第 9章の規定を準

用する。 

(特別聴講学生) 

第 50 条 他の大学院又は外国の大学院の学生で，本学大学院の授業科目を履修す

ることを志願する者があるときは，当該大学院との協議に基づき，特別聴講学

生として入学を許可することがある。 
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2 前項のほか，特別聴講学生に関し必要な事項は，本学学則第 10 章の規定を準用

する。 

(研究生) 

第 51 条 研究科において，特別の事項について研究しようとする者があるときは，

当該研究科の教育に支障のない場合に限り選考の上，研究生として入学を許可

することがある。 

2 研究生の入学資格は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 修士課程及び教職大学院の課程にあっては，修士の学位又は専門職学位を

有する者 

(2) 博士後期課程及び医学系研究科の博士課程にあっては，博士の学位を有す

る者 

(3) 研究科において相当の学力があると認めた者 

3 前 2項のほか，研究生に関し必要な事項は，本学学則第 11 章の規定を準用する。 

(特別研究学生) 

第 52 条 他の大学院又は外国の大学院の学生で，本学大学院において研究指導を

受けることを志願する者があるときは，当該大学院との協議に基づき，特別研

究学生として入学を許可することがある。 

2 特別研究学生の検定料及び入学料は，徴収しない。 

3 特別研究学生の授業料については，本学学則第 109 条の規定を準用する。ただ

し，特別研究学生が他の国立大学法人の大学院の学生又は大学間特別研究学生

交流協定に基づき締結された公立大学若しくは私立大学の大学院の学生である

ときは，これを徴収しないことができる。 

4 特別研究学生が外国の大学との大学間交流協定(部局等間交流協定を含む。)に

基づき受け入れる外国人留学生で，授業料を相互に不徴収とされている場合は，

授業料を徴収しない。 

(委託生) 

第 53 条 公の機関又は団体等からその所属職員につき，履修科目又は研究事項を

定めて大学院に入学を願い出たときは，関係研究科の教育に支障のない場合に

限り選考の上，委託生として入学を許可することがある。 

2 前項のほか，委託生に関し必要な事項は，本学学則第 12 章の規定を準用する。 

第 14 章 検定料，入学料及び授業料 

(検定料，入学料及び授業料) 

第 54 条 検定料，入学料及び授業料の額は，別表第 2に定めるところによる。 

2 授業料は，年額の 2分の 1ずつを次の 2期に分けて納付しなければならない。 

前期(4 月から 9月まで) 納期 4 月中 

後期(10 月から翌年 3月まで) 納期 10 月中 

3 前項の規定にかかわらず，学生の申出があったときは，前期に係る授業料を徴

収するときに，当該年度の後期に係る授業料を併せて徴収するものとする。 
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4 入学年度の前期又は後期若しくは前期及び後期に係る授業料については，第 2

項の規定にかかわらず，入学を許可される者の申出があったときは，入学を許

可するときに徴収するものとする 

5 既納の検定料，入学料及び授業料は，返還しない。ただし，前期に係る授業料

を徴収するときに，後期に係る授業料を併せて納付した者が，後期に係る授業

料徴収時期前に休学又は退学した場合には，納付した者の申出により後期に係

る授業料相当額を返還する。 

6 前項本文の規定にかかわらず，第 4項により徴収した授業料については，納付

した者が入学年度の前年度の 3月 31 日(後期から入学予定であった者にあっては，

9月 30 日)までに入学を辞退した場合は，納付した者の申出により当該授業料相

当額を返還する。 

7 第 5項本文の規定にかかわらず，第 2項又は第 3項により授業料を納付した者

が，その後授業料納期限以前に休学を許可された場合は，納付した者の申出に

より次条の規定の準用による当該授業料相当額を返還する。 

8 第 5項本文の規定にかかわらず，第 4項により徴収した授業料については，納

付した者が入学年度の 4月 1日(後期から入学した者にあっては，10 月 1日)か

ら休学を許可された場合は，納付した者の申出により月割計算により休学当月

から復学当月の前月までの当該授業料相当額を返還する。 

9 第 5項本文の規定にかかわらず，学業成績等が特に優秀であると認められ，学

業成績等優秀学生として授業料免除対象者となった場合は，当該期間に係る既

納の授業料相当額を返還する。 

10 第 5 項本文の規定にかかわらず，第 5項ただし書き及び第 6項から前項までに

規定するもののほか，学長が特に必要と認めた場合は，既納の授業料相当額を

返還する。 

11 第 1 項の規定にかかわらず，本学大学院研究科の修士課程，博士前期課程又は

教職大学院の課程を修了し，引き続き本学大学院研究科の博士課程又は博士後

期課程に進学する者の入学料及び検定料は徴収しない。 

12 第 5 項本文の規定にかかわらず，大規模な風水害等の災害を受ける等やむを得

ない事情があると学長が特に認めた場合は，既納の検定料相当額を返還する。 

(転入学者等の授業料) 

第 55 条 転入学者等の授業料については，本学学則第 77 条の規定を，退学者等の

授業料については，同学則第 78条の規定を，休学者の授業料については，同学

則第 79 条の規定を，停学者の授業料については，同学則第 80 条の規定を準用す

る。 

(長期履修を認められた者の授業料) 

第 56 条 長期履修を認められた者の授業料の額及び徴収方法は，別に定めるとこ

ろによる。 

(授業料の免除及び徴収猶予) 

第 57 条 授業料の免除及び徴収猶予の取扱いについては，本学学則を準用する。 
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2 本学学則第 81 条の規定にかかわらず，学業成績等が特に優秀であると認められ，

学業成績等優秀学生として授業料免除対象者となった学生に対しては，当該学

年の授業料の全部又は一部を免除することができる。 

(授業料の不徴収) 

第 57 条の 2 第 54 条から第 56条までの規定にかかわらず，学長が特に必要と認

めた場合は，授業料を徴収しない。 

(入学料の免除及び徴収猶予) 

第 58 条 特別な事情により入学料の納付が著しく困難であると認められる者等に

対しては，入学料の全部又は一部を免除し，又は徴収を猶予することがある。 

2 入学料の免除及び徴収猶予の取扱いについては，本学学則を準用する。 

(検定料の免除) 

第 58 条の 2 大規模な風水害等の災害を受ける等やむを得ない事情があると学長

が特に認めた場合は，検定料を免除する。 

第 15 章 雑則 

(学則の準用) 

第 59 条 この学則に定めるもののほか，大学院学生に関し必要な事項は，本学学

則を準用する。この場合において，「学部」を「研究科」に，「学部長」を

「研究科長」に，「教授会」を「研究科委員会等」に読み替えるものとする。 

附 則 

1 この学則は，平成 16 年 4 月 16 日から施行し，平成 16 年 4月 1日から適用する。 

2 平成 15 年度以前の入学者は，第 6条及び第 47 条の規定については，なお従前

の例による。 

3 この学則施行前の生物資源学研究科農業生産学専攻，森林資源学専攻，水産生

物生産学専攻，生物生産工学専攻及び生物資源利用学専攻(以下「従前の専攻」

という。)は，第 6条の規定にかかわらず，平成 16 年 3月 31 日に従前の専攻に

在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

4 生物資源学研究科博士前期課程の平成 16 年度の収容定員は，第 6条の規定にか

かわらず，次の表により読み替えるものとする。 

研究科 専攻 平成 16 年度 

生物資源学研究科 資源循環学専攻 23 

共生環境学専攻 26 

生物圏生命科学専攻 39 

計 88 

5 平成 10 年度の入学者の授業料については，別表第 2の規定にかかわらず，年額

469,200 円に読み替えるものとする。 

附 則(平成 17 年 2月 24 日学則) 

この学則は，平成 17 年 2月 24 日から施行し，平成 16 年 10 月 1日から適用する。 
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附 則(平成 17 年 3月 24 日学則) 

この学則は，平成 17年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 17 年 3月 24 日学則) 

この学則は，平成 17 年 3 月 24 日から施行し，平成 16 年 7 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 17 年 3月 29 日学則) 

この学則は，平成 17 年 3 月 31 日から施行し，平成 17 年度授業料から適用する。 

附 則(平成 17 年 5月 26 日学則) 

この学則は，平成 17年 5月 26 日から施行する。 

附 則(平成 18 年 3月 23 日学則) 

1 この学則は，平成 18 年 4月 1日から施行する。 

2 この学則施行前の生物資源学研究科の生物資源開発科学専攻，生物圏保全科学

専攻及び生物機能応用科学専攻(以下「従前の専攻」という。)は，改正後の学則

第 6条の規定にかかわらず，平成 18 年 3月 31 日に従前の専攻に在学する者が当

該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

3 改正後の学則第 6条の規定にかかわらず，生物資源学研究科博士後期課程の収

容定員は，次の表により読み替えるものとする。 

研究科 専攻 平成 18 年度 平成 19 年度 

生物資源学研究科 資源循環学専攻 4 8 

共生環境学専攻 4 8 

生物圏生命科学専攻 4 8 

計 12 24 

4 平成 17 年度以前の入学者に係る改正後の学則第 27条の 2の規定の適用につい

ては，同条中「10 単位」とあるのは「20単位」と読み替えるものとする。 

附 則(平成 18 年 5月 25 日学則) 

この学則は，平成 18年 5月 25 日から施行する。 

附 則(平成 18 年 7月 27 日学則) 

この学則は，平成 18年 7月 27 日から施行する。 

附 則(平成 18 年 9月 28 日学則) 

この学則は，平成 18 年 9 月 28 日から施行し，平成 18 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 19 年 1月 25 日学則) 

この学則は，平成 19年 4月 1日から施行する。 
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附 則(平成 19 年 3月 29 日学則) 

この学則は，平成 19年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 19 年 12 月 27 日学則) 

この学則は，平成 19年 12 月 27 日から施行し，平成 19 年 12 月 26 日から適用す

る。 

附 則(平成 20 年 2月 28 日学則) 

この学則は，平成 20年 2月 28 日から施行する。 

附 則(平成 20 年 3月 27 日学則) 

1 この学則は，平成 20 年 4月 1日から施行する。 

2 この学則施行前の教育学研究科障害児教育専攻(以下「従前の専攻」という。)

は，改正後の学則第 6条第 1項の規定にかかわらず，平成 20 年 3月 31 日に従前

の専攻に在学する者が在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

3 教育学研究科の平成 20 年度の収容定員は，改正後の学則第 6条第 1項の規定に

かかわらず，次の表により読み替えるものとする。 

研究科 専攻 平成 20 年度 

教育学研究科 学校教育専攻 10 

特別支援教育専攻 3 

教科教育専攻 66 

計 79 

4 平成 19 年度以前の人文社会科学研究科の入学者については，改正後の学則第 6

条第 2項，第 11 条第 1項及び第 13 条第 1項の規定にかかわらず，なお従前の例

による。 

附 則(平成 21 年 3月 30 日学則) 

1 この学則は，平成 21 年 4月 1日から施行する。 

2 地域イノベーション学研究科の平成 21年度及び平成 22 年度の収容定員は，改

正後の学則第 6条第 1項の規定にかかわらず，次の表により読み替えるものとす

る。 

研究科 専攻 

平成 21 年度 
平成 22 年

度 

修士課

程 

博士課

程 
博士課程 

地域イノベーション学研究

科 

地域イノベーション学専

攻 
10 5 10 

附 則(平成 21 年 12 月 24 日学則) 
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この学則は，平成 22年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 22 年 3月 24 日学則) 

この学則は，平成 22年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 23 年 2月 24 日学則) 

1 この学則は，平成 23 年 4月 1日から施行する。 

2 改正後の学則第 6条第 1項の規定にかかわらず，医学系研究科及び工学研究科

博士前期課程の収容定員は，次の表により読み替えるものとする。 

研究科 専攻 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

修士課程 博士課程 博士課程 博士課程 

医学系研究科 医科学専攻 35       

看護学専攻 32       

生命医科学専攻   225 210 195 

計 67 225 210 195 

  

研究科 専攻 
平成 23 年度 

修士課程 

工学研究科 

機械工学専攻 80 

電気電子工学専攻 75 

分子素材工学専攻 88 

建築学専攻 39 

情報工学専攻 46 

物理工学専攻 36 

計 364 

附 則(平成 24 年 2月 23 日学則) 

1 この学則は，平成 24 年 4月 1日から施行する。 

2 この学則施行前の教育学研究科の学校教育専攻，特別支援教育専攻及び教科教

育専攻(以下「従前の専攻」という。)は，改正後の学則第 6条第 1項の規定にか

かわらず，平成 24 年 3月 31 日に従前の専攻に在学する者が当該専攻に在学しな

くなるまでの間，存続するものとする。 

3 改正後の学則第 6条第 1項の規定にかかわらず，人文社会科学研究科及び教育

学研究科の収容定員は，次の表により読み替えるものとする。 

研究科 専攻 平成 24 年度 

人文社会科学研究科 

地域文化論専攻 13 

社会科学専攻 12 

計 25 
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教育学研究科 教育科学専攻 41 

4 平成 24 年 3月 31 日に教育学研究科に在学する者に係る教員の免許状を受ける

ための所要資格を取得できる免許状の種類及び免許教科又は特別支援教育領域

は，改正後の学則別表第 1の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則(平成 24 年 9月 27 日学則) 

この学則は，平成 24年 9月 27 日から施行する。 

附 則(平成 26 年 3月 27 日学則) 

1 この学則は，平成 26 年 4月 1日から施行する。 

2 平成 26 年 3月 31 日に工学研究科に在学する者に係る教員の免許状を受けるた

めの所要資格を取得できる免許状の種類及び免許教科は，改正後の学則別表第 1

の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則(平成 26 年 7月 31 日学則第 2号) 

1 この学則は，平成 27 年 4月 1日から施行する。 

2 平成 27 年 3月 31 日に人文社会科学研究科社会科学専攻に在学する者に係る教

員の免許状を受けるための所要資格を取得できる免許状の種類及び免許教科は，

改正後の学則別表第 1の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則(平成 27 年 2月 26 日学則第 2号) 

この学則は，平成 27年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 27 年 5月 28 日学則第 2号) 

この学則は，平成 27年 6月 1日から施行する。 

附 則(平成 28 年 3月 24 日学則第 2号) 

1 この学則は，平成 28 年 4月 1日から施行する。 

2 改正後の学則第 6条第 1項の規定にかかわらず，医学系研究科の収容定員は，

次の表により読み替えるものとする。 

研究科 専攻 
平成 28 年度 平成 29 年度 

修士課程 博士課程 博士課程 

医学系研究科 

医科学専攻 30   

看護学専攻 27 3 6 

生命医科学専攻  180 180 

計 57 183 186 

附 則(平成 28 年 7月 20 日学則第 2号) 

この学則は，平成 28年 7月 21 日から施行する。 
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附 則(平成 28 年 11 月 24 日学則) 

この学則は，平成 28年 12 月 1日から施行する。 

附 則(平成 29 年 2月 23 日学則) 

1 この学則は，平成 29 年 4月 1日から施行する。 

2 改正後の学則第 6条第 1項の規定にかかわらず，教育学研究科，医学系研究科

及び地域イノベーション学研究科博士前期課程の収容定員は，次の表により読

み替えるものとする。 

研究科  専攻 
平成 29 年度 

修士課程 専門職学位課程 

教育学研究科 教育科学専攻 68   

教職実践高度化専攻   14 

計 68 14 

医学系研究科 医科学専攻 27   

看護学専攻 22   

計 49   

地域イノベーション学研究科 地域イノベーション学専攻 25   

附 則(平成 31 年 2月 28 日学則第 2号) 

1 この学則は，平成 31 年 4月 1日から施行する。 

2 地域イノベーション学研究科の平成 31年度及び平成 32 年度の収容定員は,改正

後の学則第 6条第 1項の規定にかかわらず，次の表により読み替えるものとする。 

研究科 専攻 
平成 31 年度 平成 32 年度 

博士課程 博士課程 

地域イノベーション学研究科 地域イノベーション学専攻 16 17 

附 則(令和 2年 3月 12 日学則第 2号) 

この学則は，令和 2年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 2月 18 日学則第 2号) 

1 この学則は，令和 3年 4月 1日から施行する。 

2 この学則施行前の教育学研究科の教育科学専攻(以下「従前の専攻」という。)

は，改正後の学則第 6条第 1項の規定にかかわらず，令和 3年 3月 31 日に従前

の専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとす

る。 

3 教育学研究科の令和 3年度の収容定員は，改正後の学則第 6条第 1項の規定に

かかわらず，次の表により読み替えるものとする。 

研究科 専攻 
  令和 3年度     

修士課程 専門職学位課程 
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教育学研究科 

教育科学専攻 27   

教職実践高度化専攻   39 

計 27 39 

4 令和 3年 3月 31 日に従前の専攻に在学する者に係る教員の免許状を受けるため

の所要資格を取得できる免許状の種類及び免許教科は，改正後の学則別表第 1の

規定にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則 

1 この学則は，令和 5年 4月 1日から施行する。 

2 この学則施行前の工学研究科の機械工学専攻，電気電子工学専攻，分子素材工

学専攻，建築学専攻，情報工学専攻及び物理工学専攻(以下「従前の専攻」とい

う。)は，改正後の学則第 6条第 1項の規定にかかわらず，令和 5年 3月 31 日に

従前の専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するもの

とする。 

3 改正後の学則第 6条第 1項の規定にかかわらず，工学研究科博士前期課程の収

容定員は，次の表により読み替えるものとする。 

研究科 専攻 
令和 5年度 

修士課程 

工学研究科 機械工学専攻 50 

電気電子工学専攻 45 

分子素材工学専攻 55 

建築学専攻 20 

情報工学専攻 28 

物理工学専攻 18 

機械工学専攻 55 

電気電子工学専攻 55 

応用化学専攻 56 

建築学専攻 20 

情報工学専攻 30 

計 432 

 

 

 

別表第 1(第 47 条関係) 

研究

科 
専攻 

免許状

の種類 
免許教科又は特別支援教育領域 
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人文

社会

科学

研究

科 

地域

文化

論専

攻 

中学校

教諭専

修免許

状 

国語，社会，英語 

高等学

校教諭

専修免

許状 

国語，地理歴史，公民，英語 

教育

学研

究科 

教育

実践

高度

化専

攻 

幼稚園

教諭専

修免許

状 

  

小学校

教諭専

修免許

状 

  

中学校

教諭専

修免許

状 

国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育，保健，技

術，家庭，職業，職業指導，英語，中国語，フランス語，ド

イツ語，スペイン語，ポルトガル語，ロシア語，韓国語・朝

鮮語，宗教 

高等学

校教諭

専修免

許状 

国語，地理歴史，公民，数学，理科，音楽，美術，工芸，書

道，保健体育，保健，看護，家庭，情報，農業，工業，商

業，水産，福祉，商船，職業指導，英語，中国語，フランス

語，ドイツ語，スペイン語，ポルトガル語，ロシア語，韓

国・朝鮮語，宗教 

特別支

援学校

教諭専

修免許

状 

知的障害者，肢体不自由者，病弱者 

生物

資源

学研

究科 

資源

循環

学専

攻 

高等学

校教諭

専修免

許状 

理科，農業 

共生

環境

学専

攻 

高等学

校教諭

専修免

許状 

理科，農業 

生物

圏生

命科

高等学

校教諭

専修免

理科，農業，水産 
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学専

攻 

許状 

別表第 2(第 54 条関係) 

区分 授業料 入学料 検定料 

修士課程，博士前期課程及び教職大学院の

課程の学生 

平成 11 年度以降の

入学生 

282,000

円 

30,000

円 

年額 535,800 円 

博士課程及び博士後期課程の学生 平成 11 年度以降の

入学生 

年額 520,800 円 
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三重大学大学院学則の変更事項を記載した書類 

１． 変更事由 

本学大学院工学研究科における機械工学専攻，電気電子工学専攻，分子素材工学専攻，

建築学専攻，情報工学専攻及び物理工学専攻を廃止し，新たに，機械工学専攻，電気

電子工学専攻，応用化学専攻，建築学専攻及び情報工学専攻を設置することに伴い，

所要の改正を行うものである。 

２． 変更点 

・工学研究科の機械工学専攻，電気電子工学専攻，分子素材工学専攻，建築学専攻，

情報工学専攻及び物理工学専攻の専攻及び収容定員を削る。

・工学研究科に，機械工学専攻，電気電子工学専攻，応用化学専攻，建築学専攻及び

情報工学専攻を新設する。

・附則において，令和 5年 3月 31 日における工学研究科機械工学専攻，電気電子工

学専攻，分子素材工学専，建築学専攻，情報工学専攻及び物理工学専攻は，当該専

攻に在学する学生が存在しなくなるまでの間存続する旨を記載する。

・附則において，令和５年度における工学研究科博士前期課程の収容定員を規定する。 

３． 施行日 令和５年４月１日 

学則－26



三重大学大学院学則新旧対照表（案） 

新 旧 

（専攻及び収容定員） 

第６条 研究科に置く専攻及びその収容定員は，次のとおりとする。 

研究科 専攻 

修士課程 博士課程 専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

人文社会科学研究科～医学系研究科 （現行に同じ。） 

工学研究科 （削る。） 

（削る。） 

（削る。） 

（削る。） 

（削る。） 

（削る。） 

機械工学専攻 

電気電子工学専攻 

応用化学専攻 

建築学専攻 

情報工学専攻 

材料科学専攻 

システム工学専攻 

(削る｡) 

(削る｡) 

(削る｡) 

(削る｡) 

(削る｡) 

(削る｡) 

５５ 

５５ 

５６ 

２０ 

３０ 

 

 

(削る｡) 

(削る｡) 

(削る｡) 

(削る｡) 

(削る｡) 

(削る｡) 

１１０ 

１１０ 

１１２ 

４０ 

６０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 

３０ 

 

  

 

計 ２１６ ４３２ １６ ４８ 
 

 

生物資源学研究科～地域イノベーション学研究科 （現行に同じ。） 

 

２ （現行に同じ。） 

３ （現行に同じ。） 

 （専攻及び収容定員） 

第６条 研究科に置く専攻及びその収容定員は，次のとおりとする。 

研究科 専攻 

修士課程 博士課程 専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

人文社会科学研究科～医学系研究科 （略） 

工学研究科 機械工学専攻 

電気電子工学専攻 

分子素材工学専攻 

建築学専攻 

情報工学専攻 

物理工学専攻 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

材料科学専攻 

システム工学専攻 

５０ 

４５ 

５５ 

２０ 

２８ 

１８ 

(新設) 

(新設) 

(新設) 

(新設) 

(新設)  

１００ 

９０ 

１１０ 

４０ 

５６ 

３６ 

(新設) 

(新設) 

(新設) 

(新設) 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 

３０ 

 

  

 

計 ２１６ ４３２ １６ ４８ 
 

 

生物資源学研究科～地域イノベーション学研究科 （略） 

 

２ （略） 

３ （略） 
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４ （現行に同じ。） 

附 則 

１ この学則は，令和５年４月１日から施行する。 

２ この学則施行前の工学研究科の機械工学専攻，電気電子工学専攻，

分子素材工学専攻，建築学専攻，情報工学専攻及び物理工学専攻（以

下「従前の専攻」という。）は，改正後の学則第６条第１項の規定に

かかわらず，令和５年３月３１日に従前の専攻に在学する者が当該専

攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 改正後の学則第６条第１項の規定にかかわらず，工学研究科博士前

期課程の収容定員は，次の表により読み替えるものとする。 

研究科 専攻 
令和５年度 

修士課程 

工学研究科 機械工学専攻 ５０ 

電気電子工学専攻 ４５ 

分子素材工学専攻 ５５ 

建築学専攻 ２０ 

情報工学専攻 ２８ 

物理工学専攻 １８ 

機械工学専攻 ５５ 

電気電子工学専攻 ５５ 

応用化学専攻 ５６ 

建築学専攻 ２０ 

情報工学専攻 ３０ 

計 ４３２ 

４ （略） 
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三重大学教授会規程 

(平成 16 年 4 月 16 日規程第 13 号) 

改正 

平成 17 年 3 月 24 日規程 

平成 18 年 3 月 23 日規程 

平成 18 年 5 月 18 日規程 

平成 20 年 1 月 24 日規程 

平成 21 年 3 月 30 日規程 

平成 26 年 3 月 27 日規程 

平成 27 年 3 月 26 日規程第 13 号 

平成 28 年 3 月 30 日規程第 13 号 

平成 29 年 2 月 23 日規程 

平成 30 年 3 月 30 日規程第 13 号 

(趣旨) 

第 1 条 この規程は，国立大学法人三重大学学則第 32 条第 2 項及び三重大学大学院学則第

8 条第 3 項の規定に基づき，三重大学の教授会(以下「教授会」という。)に関し必要な事項

を定める。 

(任務) 

第 2 条 教授会は，次に掲げる事項について，学長が決定を行うに当たり，審議し，意見を

述べるものとする。 

(1) 学生の入学，卒業及び課程の修了に関する事項

(2) 学位の授与に関する事項

(3) 教育課程の編成に関する事項

(4) 学生の再入学，転入学，編入学及び転学部に関する事項

2 教授会は，前項に規定するもののほか，別表に掲げる事項について審議する。また，学

長，学部長，研究科長又は教養教育院長の求めに応じ，意見を述べることができる。 

3 前 2 項に規定する意見を述べる方法は，次のとおり取り扱うものとする。 

(1) 文書（意見書・理由書を添付したもの）による上申

(2) 口頭による説明

(組織) 

第 3 条 各学部に置かれる教授会(以下「学部教授会」という。)は，当該学部(教育学部にあ

っては，教育学研究科を，医学部にあっては，医学系研究科を含み，工学部及び生物資源学

部にあっては，当該学部を基礎とする研究科とする。以下同じ。)の専任の教授をもって組

織する。 

2 各研究科に置かれる教授会(以下「研究科教授会」という。)は，当該研究科(医学系研究
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科にあっては，医学部を含む。以下同じ。)の専任の教授をもって組織する。 

3 教養教育院教授会は，教養教育院の専任の教授をもって組織する。 

4 学部教授会には，当該学部の専任で第 1 項の職員以外の者を，教養教育院教授会には，

教養教育院の専任で前項の職員以外の者を加えることができる。 

5 研究科教授会には，当該研究科の専任で第 2 項の職員以外の者を加えることができる。

ただし，審議事項によっては，当該研究科を担当する第 2 項の職員以外の者を加えることが

できる。 

(議長) 

第 4 条 教授会に議長を置き，学部教授会にあっては当該学部長を，研究科教授会にあって

は当該研究科長を，教養教育院教授会にあっては教養教育院長をもって充てる。 

2 議長は，教授会を主宰する。 

3 議長に事故があるときは，あらかじめ議長が指名した教授が，その職務を代行する。 

(会議) 

第 5 条 教授会は，半数以上であって当該教授会が定める割合以上の構成員が出席しなけ

れば，会議を開き，議決することができない。 

2 教授会の議事は，出席構成員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決する

ところによる。ただし，特別の必要があると認められるときは，半数以上であって当該教授

会の定める割合以上の多数をもって議決しなければならないとすることができる。 

(構成員以外の者の出席) 

第 6 条 教授会が必要と認めたときは，構成員以外の者を出席させ，意見又は説明を聴くこ

とができる。 

(代議員会等) 

第 7 条 教授会は，当該教授会の定めるところにより，構成員の一部の者をもって組織され

る代議員会，専門委員会等(以下「代議員会等」という。)を置くことができる。 

2 教授会は，当該教授会の定めるところにより，代議員会等の議決をもって，教授会の議

決とすることができる。 

3 代議員会等の組織及び運営に関し必要な事項は，当該教授会が別に定める。 

(庶務) 

第 8 条 教授会の庶務は，学部教授会にあっては当該学部の事務を所掌するチームにおい

て，研究科教授会にあっては当該研究科又は当該研究科の基礎となる学部の事務を所掌す

るチーム(地域イノベーション学研究科事務室及び医学・病院管理部を含む。)において，教

養教育院教授会にあっては教養教育院チームにおいて処理する。 

(雑則) 

第 9 条 この規程に定めるもののほか，教授会の運営に関し必要な事項は，当該教授会が別

に定める。 

附 則 
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この規程は，平成 16 年 4 月 16 日から施行し，平成 16 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 17 年 3 月 24 日規程) 

この規程は，平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 18 年 3 月 23 日規程) 

この規程は，平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 18 年 5 月 18 日規程) 

この規程は，平成 18 年 5 月 18 日から施行し，平成 18 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 20 年 1 月 24 日規程) 

この規程は，平成 20 年 1 月 24 日から施行する。 

附 則(平成 21 年 3 月 30 日規程) 

この規程は，平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 26 年 3 月 27 日規程) 

この規程は，平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 27 年 3 月 26 日規程第 13 号) 

この規程は，平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年 3 月 30 日規程第 13 号) 

この規程は，平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 2 月 23 日規程) 

この規程は，平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 30 年 3 月 30 日規程第 13 号) 
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三重大学工学部教授会内規 

（平成１８年 ３月２２日教授会承認） 

（趣旨） 

第１条 この内規は, 三重大学教授会規程第９条の規定に基づき,  三重大学工学部の教授

会の運営に関し必要な事項を定める。 

（組織） 

第２条 教授会は, 大学院工学研究科の専任の教授, 准教授, 講師及び助教をもって組織す

る。 

（運営） 

第３条 教授会は, 原則として毎月１回開催する。ただし, 学部長が,  特に必要と認めた場

合は, 臨時に開催することができる。 

（成立） 

第４条 教授会は, 別に定めのあるものを除き, 構成員の過半数の出席により成立する。 

ただし, 休職者,海外出張者, 内地研究員及び１月以上の病気欠勤者は構成員に算入しな

い。 

（庶務） 

第５条 教授会の庶務は, 工学研究科チーム工学研究科チームにおいて処理する。 

（その他） 

第６条 教授会が必要と認めたときは, 関係職員の出席を求めることができる。 

附  則 

この内規は, 平成１６年４月１日から施行する。附 則 

この内規は，平成１８年４月１日から施行する。附 則 

この内規は，平成２７年４月１日から施行する。 
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三重大学大学院工学研究科教務委員会内規 

（平成２０年１２月１０日研究科教授会承認） 

第１条 三重大学大学院工学研究科に教務委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（審議事項） 

第２条 委員会は，次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 工学研究科および工学部における専門教育に関する事項二 共通教育における学科間の

連携・調整に関する事項 

三 その他委員会が必要と認めた事項 

（組織） 

第３条 委員会は次の各号に掲げる委員をもって組織する。一 研究科長 

二 教育担当研究科長室員 

三 専攻委員各２名（教授１名，准教授・講師１名） 

２ 委員の任期は，２年とする。ただし，委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は，前

任者の残任期間とする。 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き，教育担当研究科長室員をもって充てる。 

２ 委員長は，必要に応じ，委員会を招集し，この議長となる。 

（会議） 

第５条 委員会は，専攻委員各１名以上の出席をもって成立する。 

２ 議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによ

る。 

３ 委員が都合により委員会に出席できない場合は，代理委員の出席を認めるものとする。 

（委員以外の出席） 

第６条 委員会が必要と認めたときは，委員以外の者を出席させ，意見又は説明を聴くこと

ができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は，工学部・工学研究科チーム学務担当が処理をする。 

附則 

この内規は，平成２０年１２月１０日から施行する。 
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三重大学大学院工学研究科学生委員会内規 

（平成２０年１２月１０日研究科教授会承認） 

第１条 三重大学大学院工学研究科に学生委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（審議事項） 

第２条 委員会は， 次の各号に掲げる事項を審議する。一 厚生補導全般に関する事項 

二 その他委員会が必要と認めた事項 

（組織） 

第３条 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。一 研究科長 

二 学生担当研究科長室員三 専攻委員各２名 

２ 委員の任期は，２年とする。ただし， 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は， 前

任者の残任期間とする。 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き， 研究科長室会議から選出された学生担当室員をもって充

てる。 

２ 委員長は，必要に応じ，委員会を招集し，この議長となる。 

（会議） 

第５条 委員会は，専攻委員各１名以上の出席をもって成立する。 

２ 議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによ

る。 

３ 委員が都合により委員会に出席できない場合は，代理委員の出席を認めるものとする。 

（委員以外の者の出席） 

第６条 委員会が必要と認めたときは，委員以外の者を出席させ，意見又は説明を聴くこと

ができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は， 工学部・工学研究科チーム学務担当が処理をする。 

附 則 

この内規は, 平成２０年１２月１０日から施行する。 
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三重大学大学院工学研究科入試委員会内規 

（平成２０年１２月１０日研究科教授会承認） 

第１条 三重大学大学院工学研究科に入試委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（審議事項） 

第２条 委員会は， 次の各号に掲げる事項を審議する。一 入学試験実施全般に関する事項 

二 その他委員会が必要と認めた事項 

（組織） 

第３条 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。一 研究科長 

二 入試担当研究科長室員 

三 専攻委員各２名（教授１名，准教授・講師１名） 

２ 委員の任期は， １年とする。ただし， 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は， 

前任者の残任期間とする。 

（委員長・副委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き， 研究科長をもって充てる。 

２ 委員会に副委員長を置き，入試担当研究科長室員をもって充てる。 

３ 委員長は， 必要に応じ， 委員会を招集し，この議長となる。 

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代行する。 

（会議） 

第５条 委員会は，専攻委員各１名以上の出席をもって成立する。 

２ 議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによ

る。 

３ 委員が都合により委員会に出席できない場合は，代理委員の出席を認めるものとする。 

（委員以外の者の出席） 

第６条 委員会が必要と認めたときは，委員以外の者を出席させ，意見又は説明を聴くこと

ができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は， 工学部・工学研究科チーム学務担当が処理をする。 

附 則 

この内規は, 平成２０年１２月１０日から施行する。 
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１. 設置の趣旨及び必要性

１－１．社会的背景及び設置の趣旨・必要性 

我が国の産業界を取り巻く環境は、厳しさを増し、新興国との競争に苦戦する状況の中で、

「これまでに無い製品やサービス、システムを作り上げることで全く新しい市場を創造（日

本再興戦略：平成２８年６月）」することが求められている。「第６期科学技術・イノベー

ション基本計画」が内閣府（令和３年３月）により纏められ、また、「ポストコロナ期にお

ける新たな学びの在り方（教育再生実行会議：令和３年６月）」が提案されている。大学に

対しては、「大学発新産業創出を目指し、国立大学のイノベーション機能を強化（教育再生

実行会議）」することが期待され、特に理工系分野においては「産学連携による持続的なイ

ノベーションを創出し、我が国の成長を牽引していくことが重要（教育再生実行会議第三次

提言）」とされている。 

「国立大学の機能強化」（平成２５年６月）においても、人材・システムをグローバル化

し、世界トップレベルの研究拠点となること、また、大学においてイノベーションを支える

理工系人材を輩出することが強く求められた。これらの内容は中央教育審議会における「２

０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」（平成３０年１１月）に集約され

ていると考えられる。 

こうした状況を踏まえて、文部科学省は特に工学系教育の改革として「大学における工学

系教育の在り方に関する検討委員会」を設置し、平成２９年６月、「大学における工学系教

育の在り方について（中間まとめ）」を発表、さらにこれを受けた「工学系教育改革制度設

計等に関する懇談会」は「工学系教育改革制度設計等に関する懇談会取りまとめ（平成３０

年３月）」を発表した。その趣旨は、これからの変化する産業界を支える技術者育成の教育

や、学部・大学院を接続する等の柔軟な教育体制の構築の必要性である。同取りまとめでは、

修士課程には、研究者等の養成の一段階として、高度な学習需要へ対応するという機能のほ

か、高度専門職業人の養成という機能が期待されている点に鑑み、既存の教育体制に加え、

新たに学士・修士の６年一貫制教育も可能とする学部・大学院一貫教育システムを創設する

ことを求めている。この場合、工学系分野の教育課程が過密であると指摘されていることか

ら、単に学部と大学院の教育を現状のまま連結させるのではなく、体系性の確保に留意しな

がらも必修科目や後述の卒業論文の在り方等を見直し、PBL教育を活用することや、学士課

程と博士課程を一体的に運用し、修士若しくは博士の学位取得を到達点としてカリキュラ

ム構成を見直すことで、工学の専門基礎力・展開力・適応力の強化や工学と他分野等の新た

な教育の取り入れを可能とし、学士・修士の６年一貫制教育における主専攻・副専攻（メジ

ャー・マイナー制）の導入を通じた、工学系教育の充実を促進することを要望している。 

ここで、三重県に目を移すと、北勢地域を中心として、我が国の基幹産業である自動車産

業、電機・電子産業、石油化学産業、そして全国でも最大の製造量を誇る液晶パネル等の大

企業や、それらを支える中小企業・小規模企業が数多く立地している。なお、自動車関連企

業には、エレクトロニクス、オートメイション関連、IoT関連、化成品など、ほとんどの業
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種が含まれている。今後、第４次産業革命やグローバル競争の激化、人口減少による国内市

場の縮小や生産年齢人口の減少等に対応するためには、県内ものづくり企業が新たな技術

等を積極的に取り入れ、イノベーションによる新しい価値の創出につなげるための支援が

必要である。特に、Society 5.0 実現の観点から、「自動化」、「電動化」など自動車関連

産業は「１００年に一度」の大変革期（ここでの大変革期とは、自動車の自動運転のために

は、コンピューターのソフトを充実させる前に、コンピューター制御に適したものづくりを

する必要があり、これは社会背景の企業アンケートにも如実に反映されている。）を迎えて

おり、三重県の基幹産業のさらなる進歩・発展に対応できるよう、県内ものづくり企業の技

術開発や技術人材育成等の取組を進めることが求められている。 

一方、国内市場の縮小や厳しい国際競争に晒されている石油化学産業においては、今後と

も四日市コンビナートが競争力を維持・強化できるよう、コンビナートの生産性向上を促す

と共に、さらなる効率化を担う技術人材を育成することが求められている。その他、本県は

東部から南部にかけて港湾・海岸に面しており、地震に伴う津波などに対する防災・減災や

建築物強化についても重要課題として挙げられている。 

このような状況下で、中部経済圏を含めた日本の成長を支える産業基盤強化とともに、新

たな産業の創出を目指す工学の役割を再認識し、それらを支える人材の養成を目指した工

学教育の革新は喫緊の課題である。このため、産業界との強い連携のもとに、①工学基礎教

育の強化、とそれを基盤として、②他分野理解を進め、次の世代の産業界や学術界を支える

優れた工学人材の輩出について国をあげて取り組む必要がある。 

１－２．工学部におけるこれまでの取組み（参考資料１） 

三重大学は三重県唯一の国立大学で、東海地域の国立大学の中核となる総合大学の一つ

である。三重大学の５学部はすべて津市上浜町のキャンパスに統合されており、このキャン

パスは総面積約５２６，０００ｍ２と全国でも有数の広さを誇っている。上浜キャンパスは

伊勢湾に面し閑静で自然環境も良くかつ交通の便も良いという極めて恵まれた場所にある。

また、地理的には東海地方と関西地方の接点になっている。このようにすぐれた環境に囲ま

れている三重大学工学部・工学研究科は、将来の技術革新の担い手となる想像力豊かで基礎

学力のしっかりとした科学技術者・研究者を養成するため気鋭にあふれた優れた教員が日

夜努力しており、益々その発展が期待されている学部・研究科である。 

上記に述べたように、三重大学を取り巻く環境には、日本の産業を代表する自動車関連企

業やそれを支える関連企業が集積し、それらを継続的に力強く支える人材が必要とされる。

一方、四日市を中心とする集積型石油化学工業は、日本の化学工業を牽引し続けてきたが、

設備の老朽化、IoT 関連技術の早期導入などの課題を抱えている。また、防災・減災や建築

物強化に対する根本的な取り組みも望まれている。 

従って、これらの専門分野の深い知識と同時に、海外展開を強化する自動車関連企業に加

えて三重県内企業からもグローバルな感性と俯瞰的視点を有する人材の涵養が切望されて
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いた。また、入学者からは「入学後に工学共通基礎教育を受けてから自らが進む分野を決定

したい」との希望と「高校生時から既に将来進みたい分野が決まっており、その分野を意識

して工学共通教育を受けたい」との２つの希望があった。これらに加えて、若年層の三重県

外への流出を防ぐため、地域課題に関する授業の展開や地域の自治体及び企業等との各種

連携活動を実施する必要があった。 

したがって、このような背景、及び「大学における工学系教育の在り方について（中間ま

とめ）」の内容が工学新体制検討の後押しとなり、工学部で養成する人材として以下を掲げ、

令和元年に学士課程改組を行った。 

① 原理・原則を理解する基礎力を持つ人材

② 分野の多様性を理解し、異分野とのコミュニケーション能力を持つ人材

③ 学科・コースの垣根を越えた学際分野も理解する研究者、リーダー

④ 専門分野の深い知識と同時に、グローバルな感性と俯瞰的視点を持つ人材

⑤ 大学院修了後の実社会に自然に延長できる教育を受けた人材

⑥ 修了後の進路が自然に描けるような人材

学士課程改組では上記人物像を育成するため、次の５つの取組を実施した。 

１）総合工学科の設置（１学科５コース体制） （①②③に対して）

１学科制にすることにより俯瞰的な工学教育・研究目標をより明確にし、効率的に地域貢

献、社会貢献を果たせるようにすることを狙い、すなわち、工学は社会の要請や時代の変化

に柔軟に対応して行く必要もあり、社会の変遷や人類の進歩に伴って、少しずつ対象を変え

ながら新たな体系を構築していくべきものである。１学科制の採用によって、工学の教育研

究の対象となる専門分野のバランスを変え、社会の要請や時代の変化に容易に対応できる

ことを目的とした。１学科制に際し、これまでの伝統的な専門分野である６学科を三重県・

東海圏の産業構造ニーズを調査し、基幹産業に特化した５コースに改組した。 

（改組前） 

機械工学科（定員８０名、３年次編入１０名） 

電気電子工学科（定員８０名、３年次編入１０名） 

分子素材工学科（定員１００名） 

建築学科（定員４０名、３年次編入１０名） 

情報工学科（定員６０名） 

物理工学科（定員４０名） 

（１年次定員４００名、３年次編入３０名） 

（改組後） 

総合工学科（２年次以降） 
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機械工学コース（定員９０名、３年次編入１０名） 

電気電子コース（定員１００名、３年次編入１０名） 

応用化学コース（定員１００名） 

建築学コース（定員４５名、３年次編入１０名） 

情報工学コース（定員６５名） 

また、「入学後に工学共通基礎教育を受けてから自らが進む分野を決定したい」という入学

者からのニーズに対応するため、２年生でコースを選択できる総合工学コース（１年次、定

員４０名）を設置した。 

２）学部修士一貫コース（３＋３）の設置 （①④⑤に対して）

大学院博士前期課程に進学する学生の約半数は、学部修士一貫コース（３＋３年）を選択

することを可能とした。同コースの学生については、卒業論文に代えて長期インターンシッ

プ（後述）を履修することが可能である他、クロス科目（博士前期課程科目の先取り、後述）

等により博士前期課程のカリキュラムに余裕が生まれ、これによって学生は長期インター

ンシップ（４年生）や海外留学・海外インターンシップ（博士前）に行き易くなり、実学の

習得や実践力を養成することを目的とした。４年生と修士２年の一貫教育によって長期研

物理工学科
(定員40)

機械工学科
（定員80 3年次編入10）

改組前後の学科の概略

電気電子工学科
（定員80 3年次編入10 ）

情報工学科
（定員60）

分子素材工学科
（定員100）

建築学科
（定員40 3年次編入10 ）

改組前（6学科）
（定員400 3年次編入30）

改組後（1学科5コース）
（定員400 3年次編入30）

機械工学コース
（標準的な定員90 3年次編入10）

建築学コース
（標準的な定員45 3年次編入10）

情報工学コース
（標準的な定員65）

電気電子工学コース
（標準的な定員100 3年次編入10）

応用化学コース
（標準的な定員100）

総合工学科

総
合
工
学
コ
ー
ス

工
学
共
通
基
礎
教
育
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究ができることで、専門分野の深い知識習得を目的とする。また、長期研究によって研究の

魅力を感じやすく、博士課程への進学率向上も期待できる。 

３）卒業研究に代わる長期インターンシップの実施 （②⑤⑥に対して）

学部修士一貫（３+３年）コースにおける卒業論文に代えた長期インターンシップは、問

題発見・解決力、課題探求力、先端技術を取り込む力、およびコミュニケーション能力等を

身に付けるために、民間企業や各種研究所等で責任ある社員・所員の立場で就業体験（３年

次に実施する通常のインターンシップに比べ、工学における高度な専門知識を要する大き

なテーマ・未知な課題に対して長期間取り組む体験）をし、将来の職業選択に役立たせる。

また、企業の事業内容について早期に理解させることが可能となるとともに、地域企業への

就職促進を目的とする。 

４）クロス科目（修士課程科目の先取り）の実施 （①④に対して）

学部修士一貫（３+３年）コースの学生は、４年生において、クロス科目（博士前期課程

開講科目の先取り）を履修することができ、先んじて博士前期課程の単位を取得することが

できる。これによって、通常の大学院へ進学する学生（４+２年）より、より研究に打ち込

む時間や、海外留学等の時間が確保できる。 

５）工学共通基礎・専門教育科目の設定及び情報関連科目の強化 （①に対して）

 工学共通の幅広い基礎・専門知識の獲得による展開力・適応力、原理・原則を理解する基

礎力、各分野における最新の情報応用技術力を有する人材の養成のため、数学、物理の基礎

科目群、安全教育・工学倫理、先端技術基礎科目の分野横断的技術者養成科目、およびプロ

グラミング言語などの情報関連科目をコア科目として統一し、整備した。 

１－３．学部改組の成果（参考資料２） 

完成年度前（学部改組してから３年経過時点）であるため、クロス科目と長期インターン

シップはまだ未実施であるが、現状として学部改組の成果は以下の通りである。

１）総合工学科の設置（１学科５コース体制）

 総合工学科については、学部改組後３年間の前期平均志願者倍率は３．４倍であり、ニー

ズに沿った学部改組であることを確認した。６学科から５コースへの変更については、学部

改組後、総合工学コースを含めた入学定員には変更がないが、倍率はほぼ全体で微増し、高

校生の志願動向に応じた改組であることを確認した。（社会的ニーズに関するアンケート結

果は、「学生の確保の見通し等を記載した書類」10ページに示す。） 

２）学部修士一貫コース（３＋３年）の設置、及び卒業研究に代わる長期インターンシップ
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の実施 

学部修士一貫コース（３＋３）を希望する学生約１００名への聞き取り調査により、以下

を確認している。調査結果から、本コースにおける長期インターンシップや海外留学等は卒

業に当たって必須ではないが、現時点で半数程度の割合の学生が実施を希望していること

から、学部修士一貫コース（３＋３）によって生まれる時間的余裕の効果を確認した。 

〇４年次における長期インターンシップを実施予定（約 50％；54名） 

〇博士前期 1年時における海外留学・海外インターンシップを実施予定（約 40％；43名） 

通常の大学院進学コース（４＋２）の学生（１０８名）については、現時点では博士前期

１年時における海外留学・海外インターンシップに約２０％（２２名）の参加が見込まれる。

（大学院進学と就職で迷っている学生約５０名への聞き取り調査により、もし大学院に進

学した場合には、約２０％の学生が海外留学・海外インターンシップに行きたいことを確認

している。）学部修士一貫コース（３＋３年）の学生に刺激を受けて、海外留学・海外イン

ターンシップや研究進展にプラス効果があることを期待している。

３）工学共通基礎・専門教育科目の設定及び情報関連科目の強化

工学共通基礎・専門教育科目（安全教育・工学倫理、先端技術基礎科目）と情報関連科目

（プログラミング言語）は、共通科目として１、２年次で実施した。分野を問わず技術者に

とって求められる科目については、学科別ではなく学部の共通教員が担当することにより

効率的であり、学生に対しては共通科目にすることによって、分野横断的な知識が身につく

ため、効果的な教育となった。 

以上のことより、学部改組は順調に推移していると判断している。続いて、博士前期課程

の改組を行い、学部修士一貫コース（３＋３年）の効率的な教育体制を構築するとともに、

博士前期課程において更に高度な能力を持つ人材を輩出する。 

１－４．工学研究科の改組と将来像（参考資料３、４、５） 

１－１（２ページ）で述べた社会的背景・問題を解決するため、大学院改組では学部改組

からの円滑な接続を目指し、学部改組の取組と研究科改組の取組をあわせて本学の工学教

育新体制を完成させるものである。 

大学院改組を検討するにあたって、学部改組時からの期間が経過したため、またコロナ禍

の前後で三重・東海の基幹産業に変化が生じた可能性があるため、再度、三重県・東海圏の

企業に調査を実施し、引き続き東海地方の基幹産業のニーズを確認した（「学生の確保の見

通し等を記載した書類」12 ページを参照）。その結果を踏まえ、三重県・東海圏の産業構造

ニーズに応じた５専攻で、優秀な人材輩出により基幹産業を強固に支え、ものづくり・研究
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に前向きな学生（意識の高い人材）を養成・輩出する。工学部・工学研究科で養成する人材

像は、学部・大学院で大まかに一貫しているが、学士と修士とで求められる能力は異なって

くるため、学士課程と博士前期課程のディプロマポリシーは、それぞれ別に定めている。 

更に上記アンケート結果を基にして、基礎力・専門知識にプラスして、産業の発展に迅速

に対応できる展開力と適応力、実学の修得、実践力、グローバルな感性、俯瞰的視野をプラ

スして強化する。

【養成する人材】 

① 原理・原則を理解する基礎力を持つ人材

② 分野の多様性を理解し、異分野とのコミュニケーション能力を持つ人材

③ 学科の垣根を越えた学際分野も理解する研究者、リーダー

④ 専門分野の深い知識と同時に、グローバルな感性と俯瞰的視点を持つ人材

⑤ 大学院修了後の実社会に自然に延長できる教育を受けた人材

⑥ 修了後の進路が自然に描けるような人材

⑦ 産業の発展に迅速に対応できる展開力と適応力、実学の修得、実践力

工学研究科の教育体制は「専攻」に加え、工学研究科独自で「研究領域」と「プログラム」

を定めている。 

「専攻」については、現在は機械工学専攻、電気電子工学専攻、分子素材工学専攻、建築

学専攻、情報工学専攻、物理工学専攻の６専攻を置いており、本改組によって５専攻に再編

する。（※P９「（１）改組した学部からの円滑な接続」を参照） 

上記「専攻」を横断する形で、７つの分野からなる「研究領域」（領域Ａ：ロボティクス・

メカトロニクス、領域Ｂ：地球環境・エネルギー、領域Ｃ：情報処理・情報通信、領域Ｄ：

ライフサイエンス、領域Ｅ：ナノサイエンス・ナノテクノロジー、領域Ｆ：先進物質・先進

材料、領域Ｇ：社会基盤・生産）を設置している。工学研究科への入学時に指導教員と相談

し、各自の特別研究と密接に関連する１つの研究領域を選択する。学生は軸足を「専攻」に

置きつつ「研究領域」にも所属することにより、専攻分野以外の「研究領域」の分野の講義

科目を履修させる疑似的メジャー／マイナーの教育方式を実施している。（※P11「（４）

グローバルな感性、俯瞰的視点、学際分野の教育のために、研究領域による教育（疑似的メ

ジャー／マイナー教育）」を参照） 

更に、工学研究科入学生は大学院入学時に指導教員と相談の上、３つの「プログラム」

から１つを選択する。「研究領域プログラム」は主に研究に関する専門知識に、「創生工

学プログラム」は主に実際の企業現場で求められる専門知識に重きを置いており、それぞ

れ修了要件が異なっている。本改組に向けて「国際プログラム」を新設した（本来、改組

と同時に新設する予定であったが、工学研究科の審議が順調に進展したため、令和４年４

月より新設した）。（※P11「（４）グローバルな感性、俯瞰的視点、学際分野の教育の
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ために、研究領域による教育（疑似的メジャー／マイナー教育）」を参照） 

本改組後の「専攻」、「研究領域」、「プログラム」の関係を図示すると以下の通り。 

 

「専攻」、「研究領域」、「プログラム」を組み合わせた教育により学生にとって、疑似的

メジャー／マイナーの教育方式による複数の学問ディシプリンを修得することができるこ

とや、学生のキャリアプランに沿った専門教育を修得できるという利点があり、教育効果を

高めている。（入学から卒業までの流れについては参考資料６を参照） 

 

以上のことにより、以下の４点が重要な項目であると認識し、工学研究科改組により実施

する。 

 

（１）改組した学部からの円滑な接続 

三重県・東海圏で求められている人材を明確化して、産業界のニーズがある５専攻（機械

工学専攻、電気電子工学専攻、応用化学専攻、建築学専攻、情報工学専攻）に特化し、改組

した学部５コースからの円滑な接続を可能にし、学部修士一貫（３+３年）コースの教育体

制を完成させる。 

５専攻化に際し、分子素材工学専攻を応用化学専攻に再編する。加えて物理工学専攻を廃

止し、機械工学専攻、電気電子工学専攻、応用化学専攻、情報工学専攻に再編することによ

り、実学だけでなく理論的側面を強化し、三重県・東海圏に求められている工学人材は

Society 5.0（自動化・AI）の橋渡しとなる人材を輩出する。 

１－１（３ページ）にも記載の通り、三重県・東海圏に求められている工学人材は、基幹

産業であるものづくりの企業の現場において、今すぐに情報工学にのみ特化した学生の需
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要は現時点では高くないため、本大学院改組では情報工学の規模は現状を維持し、今現在、

三重・東海圏の企業で必要な機械工学や電気電子工学の学生定員数に振り替える。また、同

様の理由により、情報工学にのみ特化した学生を育成するのではなく、各分野に専門性を持

ちつつも、情報工学などの俯瞰的な知識を持つ学生を輩出する。 

（２）学部・研究科一貫教育による研究力強化、カリキュラム余裕により、学生自らがキャ

リアプランを立て外で学ぶ

 国際的社会で活躍するためのグローバルな感性と俯瞰的視点に富む人材を育成するため、

博士前期課程における積極的な海外留学を推進する。またインターンシップは産業の発展

に迅速に対応できる展開力と適応力、実学の修得、実践力を修得する上で重要である。学部

修士一貫（３+３年）コースの完成によって、これらがより実施し易い体制となる。 

これらは卒業要件では無いが、１－３（６ページ）の通り、学部修士一貫コース（３＋

３年）のカリキュラム余裕の効果によって多くの学生が実施を検討している。したがって、

更なる推進のため、キャリアプラン（４年次長期インターンシップ、修士の海外留学等）の

構築を計画させる。学部修士一貫（３+３年）コース生は、コース選抜時に自らの研究計画

やキャリアプランを策定して提出し、これを基にして博士前期進学後、具体的な研究テーマ

にあわせて指導教員が指導を行う。加えて、海外留学を推進するため支援制度を継続する

（１１ページに記載）。 

（３）カリキュラム内容について、理論的側面と実学を強化 

実学・実践力に関する「先輩から学ぶ先端科学技術」を改組に向けて開講する。工学研究

科共通の知識（企画力養成、先端技術、ベンチャービジネス、CSR教育（知的財産、ＩＳＯ

学）等）の講義内容を、産業の発展に迅速に対応できる展開力と適応力に対応できるように、

ブラッシュアップする。実務経験のある教員による講義は実学面を強化した内容で実施す

る。 

〇授業科目の変更例 

【例１】（改組前）分子素材工学特論 → （改組後）応用化学特論 

従前は、分子や素材に対する一般的な特論・座学であったが、改組後はその素

材が実際の社会で活用されている例や、実産業における問題点等を学び、応用化

学の観点から課題解決に向けた検討までの講義を行い、実学・実践力の習得にシ

フトする。

【例２】（改組前）固体物性工学演習 → （改組後）誘電体工学 PBL演習 

従前は、固体物性工学に関する座学・演習のみであったが、改組後は、より現

場に即した誘電体工学に関し、同じ課題を共有したグループで PBL（problem 

based learning）中心で演習を進めることにより、より企業現場での立場・視点

設置等の趣旨（本文）－10



を持ちながら専門知識を会得できる授業内容にシフトする。 

更に、産業の発展に迅速に対応できる展開力と適応力、実学の修得、実践力などに対する

能力を向上させるため、創成工学プログラムを選択した学生（現状では、修士定員の約４

０％程度）の修士論文テーマは、共同研究と関連させたものとする。 

これらに加え、物理工学専攻を再編することで、実学だけでなく理論的側面を強化した教

育を実施する。 

（４）グローバルな感性、俯瞰的視点、学際分野の教育のために、研究領域による教育（疑

似的メジャー／マイナー教育） 

〇「国際プログラム」の新設 

「２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」（平成３０年１１月）にお

いては、１８歳で入学する日本人を主な対象として想定する従来のモデルから脱却し、社会

人や留学生を積極的に受け入れる体質転換が求められている。本学においても海外とのネ

ットワーク強化の観点から留学生数の増加は重要であることから、英語のみで修了が可能

な国際プログラム（コース）を、改組に向けて令和４年度から新設した（本来、改組と同時

に新設する予定であったが、工学研究科の審議が順調に進展したため、令和４年４月より新

設した）。 

〇グローバルな感性、俯瞰的視点の教育 

改組後の工学研究科全体のカリキュラム内容については、国際教育科目（実践英語、海外

インターンシップ、海外留学、学術英語論文発表等）に対して、グローバルな感性と俯瞰的

視点を強化するためのブラッシュアップを実施する。後述する研究領域における教育につ

いては、国際シンポジウム等での発表などの国際会議発表の修士修了要件化を行う。この他、

海外留学・インターンシップを補助するため、工学研究科奨学金（国際インターンシップ・

海外留学）支援制度を継続・整備し、海外留学を促進する。この工学研究科奨学金制度では、

海外企業での国際インターンシップ（滞在期間中に企業等での研修を含む）や海外大学での

短期留学（海外大学や研究機関の研究室にのみ滞在し研究活動のみを行う）を経験すること

により、国際的視野及び高度な知識・技術をもった人材の育成を目的としており、応募要件

として、ＴＯＥＩＣ５００点を課している。給付対象は、往復の渡航費及び日本の空港まで

の往復交通費である。 

〇学際分野の教育 

工学研究科には、８ページに記載した通り専攻に横断的に設置された７つの研究領域が

ある。この研究領域は、異なる専攻間の学生の交流を可能とし幅広い視点を有した専門技術

者の養成を可能とすることや、専攻ごとの異なる切り口の講義により、専門能力と柔軟性を
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共に兼ね備えた人材の育成を可能にする目的で、平成１９年度から実施している。７つの研

究領域は以下の通りである（参考資料７）。 

領域Ａ ロボティクス・メカトロニクス 

領域Ｂ 地球環境・エネルギー 

領域Ｃ 情報処理・情報通信 

領域Ｄ ライフサイエンス 

領域Ｅ ナノサイエンス・ナノテクノロジー 

領域Ｆ 先進物質・先進材料 

領域Ｇ 社会基盤・生産 

（研究領域と研究内容は、参考資料８を参照） 

研究領域での教育・研究活動では、１）研究領域による疑似的メジャー／マイナーの教育

方式（メジャー教育：各専攻教育、マイナー教育：各領域教育）、２）７つの研究領域によ

る工学研究科独自の７つの国際シンポジウム（※）の開催、３）７つの研究領域での教育・

研究活動（他分野・他専攻科目の履修、修士論文中間・最終発表会、国際シンポジウムでの

他専攻教員や海外研究者とのディスカッション等）などのメリットが挙げられる。 

 

 ※ 工学研究科独自の７つの国際シンポジウム： 三重大学工学研究科では、工学研究科

独自で国際会議を主催しており、７つの研究領域ごとに、７つの国際会議（シンポジウム）

を主催している。７つの国際会議（シンポジウム）が、９月～１２月頃に別日で開催され、

一つの国際会議（シンポジウム）ごとに、１名の海外の著名な研究者を招聘し、招待講演を

実施している。工学研究科の修士課程や博士課程の大学院生は、無料で参加・発表できるた

め、毎年、２００件～３００件程度の英語による学術研究発表が行われている。 

 

研究領域による教育のプラスの結果として、１）俯瞰的視野の教育による学術論文数の増

加と、２）工学研究科独自の国際シンポジウム開催による海外留学・海外インターンシップ

数の増加が挙げられる。 

１）俯瞰的視野の教育による学術論文数の増加 

研究領域（専攻分野以外）の分野の講義科目を履修させる疑似的メジャー／マイナーの教

育方式により、視野が広がった。修士論文中間・最終発表会を領域ごとに開催することによ

り、多角的な物の見方を身に付けられる。これらにより研究領域で得られた知識を専攻で得

た知識に上乗せすることにより、学生主体の学術論文発表数の増加に繋がっていることを

確認した。 
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２）工学研究科独自の国際シンポジウム開催による海外留学・海外インターンシップ数の増

加 

海外留学・インターンシップ数は増加しており、領域ごとに開催している国際シンポジウ

ムによる教育効果を確認した。研究領域により就職の分野・幅が広がり、修了生の就職率は

９９％以上になっている。 

加えて、メジャー／マイナーの教育方式は「工学系教育改革制度設計等に関する懇談会取

りまとめ（平成３０年３月）」でも必要性が指摘されているところであるため、改組後も引

き続いて実施する。 
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１－５．工学研究科に置く教育プログラム（専攻） 

三重県・東海圏における基幹産業にあわせ、工学研究科には、教育プログラム（専攻）と

して、機械工学専攻、電気電子工学専攻、応用化学専攻、建築学専攻、情報工学専攻の５専

攻を置くこととする（各専攻の必要性等については、１－２と１－４を参照）。 

工学研究科では、基礎的研究とともに、学際的又は新しい分野の開拓を目指した高度な工

学研究を行い、その成果を広く開放して、地域や社会の発展と福祉に貢献すること、また、

深い専門知識を蓄え、高く設定された目標を達成する能力を養い、地域的・国際的な課題に

工学の立場から貢献できる創造力豊かな研究者及び専門的な技術者を養成する。特に、博士

前期課程では、学際的・独創的・総合的視野を基盤にした専門的な工学の研究を通して、高

度な専門技術者及び研究者としての基礎的能力を備えた人材を養成し、地域・国際社会の発

展と福祉に貢献する。そこで、機械工学専攻、電気電子工学専攻、応用化学専攻、建築学専

攻、情報工学専攻は、それぞれ異なる工学分野を系統に分けて主に学ぶ教育プログラムであ

り、各工学分野を中心に高度な工学技術を学ぶ。 

１－６．工学研究科が養成する人材像及びディプロマ・ポリシー 

工学研究科が養成する人材は、高度な専門知識・技能を有する工学技術者であり、修了後

は、主に産業界において技術開発等に携わり、イノベーションを支える者である。これ以外

に、さらに高度な専門知識と研究能力を修得するため、博士後期課程に進学して工学分野の

研究者となる者も想定している。これらの者の学位の水準を明確にするため、ディプロマ・

海外留学・海外インターンシップ数
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ポリシーは次のとおりとする。 

機械工学専攻 

機械工学専攻では、所定の課程を修め、かつ必要な研究指導を受けた上、学位論文の審査

及び最終試験に合格し、以下のすべての能力を満たした者に対して、修士（工学）の学位を

授与します。なお、研究領域プログラムにあっては研究に関する高度専門技術の体系的習得

に、創成工学プログラムにあっては企業の設計・生産部門で必要となる専門技術の習得に重

点を置き、国際プログラムにあっては国際的な視点から研究開発を行う上で必要となる専

門技術の習得に、それぞれ重点を置くものとします。 

１．機械工学分野を核とする広範な知識および技術を習得することができる。 

２．深い専門知識を備え、高い課題解決能力を習得することができる。  

３．人間・環境・機械の調和的発展に貢献できる能力を修得することができる。    

４．国際的にも貢献できる個性的な人材となる能力を修得（習得）することができる。  

電気電子工学専攻 

電気電子工学専攻では、所定の課程を修め、かつ必要な研究指導を受けた上、学位論文の

審査及び最終試験に合格し、以下のすべての能力を満たした者に対して、修士（工学）の学

位を授与します。なお、研究領域プログラムにあっては研究に関する高度専門技術の体系的

習得に、創成工学プログラムにあっては企業の設計・生産部門で必要となる専門技術の習得

に重点を置き、国際プログラムにあっては国際的な視点から研究開発を行う上で必要とな

る専門技術の習得に、それぞれ重点を置くものとします。 

１．専門知識: 自然科学、情報技術、並びに電気電子工学に関する深い専門知識を修得し、

それらの知識を高度に応用できる能力を修得することができる。

２．デザイン能力・ものづくり能力: 電気電子工学の専門知識を基にして、的確に関連情

報収集を図り、課題を解決するための高度な設計手法を提案でき、また、それに基づいて"

ものづくり"を行う実践能力を修得することができる。 

３．高度なコミュニケーション能力: 研究内容や調査結果を文書で表現し、他人に説明で

きる能力、および他人と議論を行う高度な能力を修得することができる。専門分野の英文文

献を深く理解でき、その内容を的確に説明できる。

４．自主的継続的学習能力: 関連分野に強い関心を持ち、多くの未知な分野があることを

理解して、自主的、継続的な学習が必要であることを認識できる。

５．制約下での仕事の推進・統括: 電気電子工学分野の各種技術に関して自ら設定した課

題について、課題達成までの作業手順を自ら計画し、計画した手順を期限までに課題達成を

成し遂げることができる。

６．技術者倫理: 電気電子工学の専門知識を修得し、科学技術が社会や自然環境に及ぼす

影響を高度に理解して責任ある専門技術者として行動できる。

設置等の趣旨（本文）－15



７．多面的思考能力: 多様な文化、習慣や考え方の存在を理解し、他者の意見を尊重して

様々な場面で課題解決のための高度な判断ができる。なお、その評価は通常の学習成果と研

究過程・成果から客観的かつ厳密に行う。 

応用化学専攻 

応用化学専攻では、所定の課程を修め、かつ必要な研究指導を受けた上、学位論文の審査

及び最終試験に合格し、以下のすべての能力を満たした者に対して、修士（工学）の学位を

授与します。なお、研究領域プログラムにあっては研究に関する高度専門技術の体系的習得

に、創成工学プログラムにあっては企業の設計・生産部門で必要となる専門技術の習得に重

点を置き、国際プログラムにあっては国際的な視点から研究開発を行う上で必要となる専

門技術の習得に、それぞれ重点を置くものとします。 

１．化学の研究者・技術者としての高度な専門知識・技術を修得し、科学技術や社会活動に

関する諸問題に対して化学の観点から思考し解決することができる。 

２．国際コミュニケーション力を修得し、国際的な視野に立ち、科学技術の国際化に対応す

ることができる。 

建築学専攻 

建築学専攻では、所定の課程を修め、かつ必要な研究指導を受けた上、学位論文の審査及

び最終試験に合格し、以下のすべての能力を満たした者に対して、修士（工学）の学位を授

与します。なお、研究領域プログラムにあっては研究に関する高度専門技術の体系的習得に、

創成工学プログラムにあっては企業の設計・生産部門で必要となる専門技術の習得に重点

を置き、国際プログラムにあっては国際的な視点から研究開発を行う上で必要となる専門

技術の習得に、それぞれ重点を置くものとします。 

１．広い視野： 地域および地球的視点に立ち、文化や社会の多様性を理解する能力を修得

することができる。

２．技術者倫理： 建築技術者としての責任と役割を理解し、倫理的に判断する能力を修得

することができる。

３．専門的能力： 建築物および地域における建築学上の問題を把握し、それらを解決する

ための高度な知識及び解決するための技術を理解し活用する能力を修得することができる。 

４．コミュニケーション能力： 建築活動の場で適切にコミュニケーションできる能力を修

得することができる。

５．デザイン能力： 建築物および地域における建築学上の問題に対する解決策を検討し、

その内容を設計して提案する能力を修得することができる。 

情報工学専攻 

情報工学専攻では、所定の課程を修め、かつ必要な研究指導を受けた上、学位論文の審査
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及び最終試験に合格し、以下のすべての能力を満たした者に対して、修士（工学）の学位を

授与します。なお、研究領域プログラムにあっては研究に関する高度専門技術の体系的習得

に、創成工学プログラムにあっては企業の設計・生産部門で必要となる専門技術の習得に重

点を置き、国際プログラムにあっては国際的な視点から研究開発を行う上で必要となる専

門技術の習得に、それぞれ重点を置くものとします。 

１．工学技術者基盤： 情報系工学技術者としての基盤となる知識やノウハウを修得し、工

学的視点から諸問題に対処できる。 

２．国際的視点： 工学研究者あるいは工学技術者として、国際的な視点を持ち、グローバ

ルにコミュニケーションを図ることができる。

３．専門知識： 高度情報化社会における工学研究者あるいは工学技術者として、情報工学

の幅広い専門知識を活かすことができる。 

４．高度専門技術： 情報処理・情報通信の高度専門技術を修得し、実践的に応用できる。 

５．創成工学：企業の設計・生産部門で必要となる専門技術を修得し、ソフトウェアやハー

ドウェア等の産業化プロセスにおいて応用および実践ができる。 

６．修士論文研究： 修士論文に関する研究を通して、知識の応用法を体得し、問題発見、

問題解決、情報発信などを独自に実施することができる。 

１－７．修了後の進路 

各専攻の修了者は、高度工学技術者・研究者として、主にそれぞれの必要とされる産業に

おいて活躍することが期待され、この場合、想定される進路は次のとおりである。 

機械工学専攻 

自動車、機械、電気、電子デバイス、材料、電子装置・システム、化学、エネルギー、情

報通信、航空・宇宙機器、精密機器、医療、インフラ、他 

電気電子工学専攻 

精密機器、電機、自動車、航空・宇宙、重工業、情報機器、エネルギー、エレクトロニク

ス、素材、通信・放送、他

応用化学専攻 

化学品、食品、薬品、繊維、石油化学、自動車、機械、プラント設計、材料・素材、化成

品、塗料、医薬・医療、エネルギー、エレクトロニクス、情報通信、環境産業、公務員、

他 

建築学専攻 

建築系建設、住宅、設計事務所、不動産、建材、コンサルタント、エネルギー、運輸、Ｉ

Ｔ、鉄鋼、交通、土木系建設、電力、ガス、鉄鋼・橋梁・セメント・コンクリート、プラ

ント、シンクタンク、商社、金融、鉄道、官公庁、公共団体、地方自治体、他

情報工学専攻 
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ＩＴインフラ、通信、ソフトウェア、自動車・ＩＴＳ、組込みシステム、情報機器、情報

家電、ＩＴソリューション・コンサルタント、総合電気、マルチメディア・アミューズメ

ント、教育産業、他

２．修士課程までの構想か、又は、博士課程の設置を目指した構想か 

 三重大学大学院工学研究科では、現在、材料科学専攻とシステム工学専攻からなる博士後

期課程が既に設置されている。材料科学専攻は、現在の最先端科学技術の一層の飛躍と環境

保全などの見地から、先進物質・先進材料、ナノサイエンス・ナノテクノロジ－、ライフサ

イエンスなど学際的な研究を通して、新材料の創造・加工・評価・応用に関する基礎学力と

幅広い応用能力を兼ね備え、かつ、創造性豊かで先端技術に対応できる先導的能力を持った

研究者及び極めて高度な技術者を育成し、地域・国際社会の発展と福祉に貢献することを目

的としている。システム工学専攻は、地球環境・エネルギ－、社会基盤構築、情報処理・通

信、ロボティクス・メカトロニクスなどの研究領域に関連するシステム工学技術の探求を通

して、システム工学技術に対する学際的で豊かな学識と独創的な能力を兼ね備え、かつ、先

導的役割を果たせる研究者及び極めて高度な技術者を育成し、地域・国際社会の発展と福祉

に貢献することを目的としている。 

本改組前の教育組織としては、博士前期課程６専攻に対して博士後期課程２専攻（材料科

学専攻とシステム工学専攻）の体制で運用している。これにより、博士課程の教育研究が狭

い専門領域に入り過ぎず、従来の蛸壺型教育に陥らない教育体制であるため、幅広い分野の

学生を受け入れることができる。さらに、この教育体制が学生にとって、特定の学問分野に

とらわれない幅広い視野と柔軟な思考力、さらには、多面的・複合的な知識や能力をより高

度にできる利点がある。したがって、博士前期課程の改組後も現状の後期課程との接続は引

き続きスムーズに行われる。 

今回の改組により、インターンシップにより実学を習得し、長期的に研究を実施できるた

め、研究の魅力を感じやすい。また、修士課程中の時間的余裕により、海外留学も行きやす

く、研究に取り組む姿勢も格段に意欲的になるため、博士課程への進学率の向上も期待でき

る。 

３．研究科、専攻等の名称及び学位の名称 

本改組で計画している博士前期課程では、１）ロボティクス・メカトロニクス、機能創成

プロセス、機械物理学、環境エネルギー分野から構成される機械工学、２）電気システム工

学、電子物性、情報・通信システム工学分野から構成される電気電子工学、３）物理化学、

有機化学、無機分析化学、生命化学分野から構成される応用化学、４）建築デザインと建築

マネジメント分野から構成される建築学、５）知能工学、コンピュータサイエンス分野から
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構成される情報工学を教育研究するため、各専攻のそれぞれの名称は、機械工学専攻、電気

電子工学専攻、応用化学専攻、建築学専攻、情報工学専攻が妥当であり、英語名称はそれぞ

れ、Division of Mechanical Engineering, Division of Electrical and Electronic 

Engineering, Division of Applied Chemistry, Division of Architecture, Division of 

Information Engineeringが、専門的及び国際的観点から吟味して、妥当である。 

博士前期課程は、機械工学専攻、電気電子工学専攻、応用化学専攻、建築学専攻、情報工

学専攻から構成されるため、学生は工学全体を俯瞰しながら、１つの分野を中心に、工学の

社会的役割を意識して学修する。したがって、工学研究科の名称が適切であり、英文名称は 

Graduate School of Engineering が国際的な観点から見ても、妥当である。工学研究科の

修了要件を満たせば、学生には修士（工学）を授与し、英文名称は、一般的な英訳である 

Master of Engineeringが国際的観点から適当である。 

４. 教育課程の編成の考え方及び特色

４－１．工学研究科の教育研究の柱となる分野 

工学専攻の教育研究の領域は、工学全般に渡るものであり、学際的・独創的・総合的視野

を基盤にした専門的な工学の教育研究を通して、新たな問題解決の工学的知識と方法・技術

を開発するための分野である。以下の教育研究の柱となる分野として、三重県を含めた東海

圏の基幹産業ニーズに応じて分野に特化して専攻を構築する。 

機械工学専攻 

知能ロボティクスと人間支援システムからなるロボティクス・メカトロニクス領域、材料

機能設計、集積加工システム、ナノ加工計測からなる機能創成プロセス領域、生体システ

ム工学、物理学、量子応用工学からなる機械物理学領域、エネルギー環境工学、熱エネル

ギーシステム、流体制御からなる環境エネルギー領域等を研究・教育する分野 

電気電子工学専攻 

電機システム、制御システム、エネルギーシステムからなる電気システム工学領域、オプ

トエレクトロニクス、高周波フォトニクス、有機エレクトロニクス、量子エレクトロニク

スからなる電子物性領域、情報処理、通信工学、計算機工学からなる情報・通信システム

工学領域等を研究・教育する分野 

応用化学専攻 

ナノ材料物理化学、有機素材化学、量子ナノ機能化学からなる物理化学領域、有機合成化

学、有機機能化学、高分子合成化学からなる有機化学領域、無機素材化学、エネルギー変

換化学、分析環境化学からなる無機分析化学領域、生体材料化学、分子生物工学からなる

生命化学領域等を研究・教育する分野 

建築学専攻 
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建築計画系、建築環境設備系、建築構造系、建築防災系からなる建築学領域等を研究・教

育する分野 

情報工学専攻 

パターン情報処理、人間情報学、ヒューマンインターフェースからなる知能工学領域、コ

ンピュータソフトウェアとコンピュータアーキテクチャからなるコンピュータサイエン

ス領域等を研究・教育する分野

４－２．教育課程の編成の方針（カリキュラム・ポリシー）と対応する学修内

容 

工学専攻博士前期課程は、学士として身につけている工学の基礎知識・能力の上に、高度

な専門知識を身につけると同時に研究に取り組み、未来社会を創り出す人材を育成する。１

－６のディプロマ・ポリシーに対応してカリキュラム・ポリシーを定める。 

カリキュラム・ポリシー

機械工学専攻 

＜教育内容＞ 

機械工学専攻では、機械工学分野を核とする広範な知識および技術を教授し、深い専門知

識を備え、高い課題解決能力を有し、人間・環境・機械の調和的発展に貢献でき、創造性豊

かで社会性が高く、国際的にも貢献できる個性的な人材の育成を目指した教育を行います。 

社会性を養う研究科共通科目、国際教育科目と、専門性や創造性を養う専攻指定科目、研究

領域科目、創成工学教育科目、特別研究の科目群により体系的に編成されています。 

＜教育方法＞ 

機械工学専攻の教育は、６つの科目群から編成されています。研究科共通科目は特論によ

る講義科目と、論文発表、インターンシップによる実践科目により構成されています。国際

教育科目は、英語プレゼンテーション、コミュニケーション、短期留学による実践科目によ

り構成されています。専攻指定科目は米国 FE試験問題を利用した演習科目により構成され

ています。研究領域科目は所属する研究領域が開講する講義科目および演習科目から構成

されています。創成工学教育科目は企業の設計・生産部門で必要となる専門技術に関する講

義および実践科目により構成されています。特別研究は、在籍期間を通して教員の指導のも

とで課題に取り組み、それまでに学修した知識や技能を自主的・計画的に実践することで、

学位論文を作成します。修了に必要な単位の取得と学位論文の最終審査合格により修了を

認めます。  

以上の体系的・段階的に編成された教育課程によって、学位授与に足るとともに社会に貢

献できる人材を育成します。 

＜成績評価＞ 

授業に応じて、テスト・レポートの成績などを組み合わせて評価します。発表型・協働型
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演習では、情報収集から問題解決およびプレゼンテーションまでの実践的な能力を多面的

に評価します。実習・実技科目では、課題レポートなどを通じて、課題を科学的に思考し、 

その思考過程を論理的に表現できる能力を評価します。インターンシップ、短期留学などの

実践科目は、受入先の評価により社会的、国際的な対応能力を評価します。 

＜カリキュラム評価＞ 

 ディプロマ・ポリシーにもとづく修了生の質が保証されていることを、就職先企業など関

係者の意見などを参考にして評価します。  

電気電子工学専攻 

＜教育内容＞ 

 電気電子工学専攻は、基礎的研究とともに社会変革に対応した応用的研究の成果に基づ

いた教育を通じて、広範な基礎学力と深い専門知識を蓄え、課題探究への興味と目的意識お

よび問題解決能力を養い、国際的な課題の解決に貢献できる創造力豊かな研究者と専門的

な技術者を養成することを目的として、深い専門知識、デザイン能力・ものづくり能力、高

度なコミュニケーション能力、自主的継続的学習能力、制約下での仕事の推進・統括，技術

者倫理、多面的思考能力を修得できるカリキュラムを編成します。 

＜教育・学習方法＞ 

 社会で活躍できる実践力を身につけた研究者や技術者となるため、講義形式の授業に加

え、演習、ＰＢＬ、プレゼンテーション能力やコミュニケーション力の育成を図るための教

育を用意しています。また、全学年を通じて修士特別研究を行い、専門知識の応用力と実践

力の向上および"ものづくり"能力の育成を促す教育を行います。 

＜成績評価＞ 

 成績評価は、それぞれの授業に応じて、出席、小テスト、レポート、プレゼンテーション、

期末試験などの方法を組み合わせて行います。 

＜カリキュラム評価＞ 

 修了生が就職した企業等関係者対象のアンケートを実施し、ディプロマ・ポリシーで示さ

れた能力が確実に身についているか、修了生の質保証に関する検証を行っています。 

応用化学専攻 

＜教育内容＞ 

 応用化学専攻では、物理化学・無機化学・有機化学・高分子化学・分析化学・生物工学の

教育・研究分野をカバーしています。物質化学や生物工学の専門知識を身につけるための専

門教育科目が体系的に編成されています。 

＜教育方法＞ 

 社会で活躍できる実践力を身につけた専門的研究者や技術者となるため、配属研究室に

おける最新研究に加え、国際性を身につけるための英語教育、異なる専門分野を含んだ幅広
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い社会を俯瞰するための特論、演習授業が用意されています。 

＜成績評価＞ 

 成績評価は、それぞれの授業に応じて、出席、小テスト、レポート、期末試験などの方法

を組み合わせて行います。修士論文では、実験レポートの作成を通して、科学的で論理的な

文章を構築する能力を複数の教員で評価します。 

＜カリキュラム評価＞ 

 修了生が就職した企業等関係者対象のアンケートを実施し、ディプロマ・ポリシーで示さ

れた能力が確実に身についているか、修了生の質保証に関する検証を行っています。 

建築学専攻 

＜教育内容＞ 

建築学専攻は、地域から地球規模の環境および社会のニーズを踏まえた総合的見地から、

建築・都市の分野における高度な専門能力を持つ、創造力豊かな専門技術者及び研究者の育

成を目的として、広い視野・技術者倫理・専門的能力・コミュニケーション能力・デザイン

能力の育成を実現するため、研究科共通科目、国際教育科目、専攻指定科目、研究領域教育

科目、創成工学教育科目および特別研究で編成された教育体系を持っています。専門的能力

の育成においては、下記の分野毎能力に対応した専攻指定科目、研究領域教育科目、創成工

学教育科目および特別研究を用意しています。 

（計画分野） 建築計画・都市計画・建築史に関する高度な知識を習得し、設計条件に適切

に対応した建築物および都市空間の設計計画を行うために必要な能力 

（環境設備分野） 建築環境・都市環境に関する高度な知識を習得し、建築内外を取り巻く

環境の基本原理を理解し、建築物と都市空間の快適性・健康性について考えた上で環境設備

計画を行うために必要な能力 

（構造分野） 建築物の力学的挙動や解析手法、および各種建築材料を用いた建築構造の力

学的特性に関する高度な知識を習得し、構造材料・構造形式を適切に選択して、合理的な構

造計画を行うために必要な能力 

（生産分野） 建築材料の種類と基本的性質、および設計・施工に関する高度な知識を習得

し、構造材料の適切な選択及び建築施工に必要な能力 

＜教育方法＞ 

 社会で活躍できる実践力を身につけた建築分野の高度な専門的職業人や技術者・研究者

を育成するため、指導教員は、指導学生に対して修了までの全期間において修士研究の教育

を様々な形態で行います。これと並行し、講義・演習・実験・実習科目やグループワーク・

ＰＢＬ等による少人数教育を行なっています。インターンシップ等を通したキャリアプラ

ンニングに役立つ教育も用意されています。

＜成績評価＞ 

修士研究の成績評価は、指導教員が指導学生の研究活動状況を総合的に判断して行いま
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す。また、修士学位論文の審査では、研究領域の全教員によって中間論文発表会・最終論文

発表会におけるプレゼンテーション内容の評価を行い、最終的には主査・副査から成る論文

審査委員会が合否を判定します。また、講義等においては、出席状況、課題レポート、設計

課題、小テスト、筆記試験などの方法による評価を組み合わせて行います。 

＜カリキュラム評価＞ 

 修了生が就職した企業等の関係者を対象としてアンケートを実施し、ディプロマ・ポリシ

ーで示された能力が身についているか等、アウトカムである修了生の質の保証に関して検

証を行っています。 

情報工学専攻 

＜教育内容＞ 

情報工学専攻では、進化を続ける情報化社会を第一線でリードする高度な専門家の育成、

情報工学の進歩に貢献出来る研究者・技術者の養成を目指した教育を行います。情報工学の

研究分野における幅広い専門知識を修得し、情報処理・情報通信の高度専門技術を習得でき

る科目が、以下の視点をもって体系的に編成されています。 

１．工学者倫理： 研究倫理に関する教育講習、企業や海外での研究開発経験者による特別

講義、学外インターンシップや学位論文研究を通して、工学者に必要な倫理観・社会性・人

間的教養を養う。 

２．学識・応用基盤： コンピュータサイエンス・情報ネットワーク工学・人間情報学・知

能システム工学・データサイエンスの多種専門科目と、学位論文研究に関する長期学術活動

を通して、幅広い学識とその実践的応用力を養う。 

３．学際性基盤： 他工学分野に精通した学内外の講師による先端的科学技術に関する講義

科目、専攻横断的な研究開発の指導を通して、科学技術の新開拓に必要な高い学際性を養う。 

４．国際性基盤： 工学研究科共通の国際教育科目（講義・演習、インターンシップ、短期

留学等）と、学位論文研究に関する国際会議発表の必須化を通して、世界標準の工学者とし

ての国際性を養う。 

５．主体的研究開発： 各研究室における綿密な研究教育指導を通して、ヒト社会や自然環

境における工学的問題と具体的課題の設定能力、課題解決のための研究開発能力、および研

究開発成果の整理・発信能力を養う。 

＜教育方法＞ 

情報工学専攻の教育では、講義・演習形式の授業に加え、国際的な視点を持ち、グローバ

ルにコミュニケーションを図る能力を育成するための外国語による講義や国際インターン

シップ、短期留学が用意されています。また入学時から、修士論文執筆を目指した特別研究・

特別演習が用意されており、指導教員のもとで修士論文に関する研究ならびに国内外での

学会発表などを通して問題発見能力、問題解決能力、情報発信力など総合的な能力を習得し

ます。  
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＜成績評価＞ 

 試験・小テスト・レポートなどの成績によって評価が行われます。修士論文研究では、学

位論文の審査に加え、研究指導を受けているときの特別演習や国内外での学会発表等の学

術的な活動、インターンシップ等の活動を通した評価が行われます。 

＜カリキュラム評価＞ 

 ディプロマ・ポリシーにもとづく卒業生の質が保証されていることを、就職先企業など関

係者の意見などを参考にして評価します。  

４－３．科目区分とカリキュラム 

８ページに記載の通り、工学研究科博士前期課程に入学した学生は、入学時に指導教員と

相談し、各自の特別研究と密接に関連する１つの研究領域を選択し、さらに１つのプログラ

ムを選び、履修するカリキュラムの計画を立てる。研究領域プログラムは、研究に関する高

度専門技術を体系的に修得する研究領域教育科目を、創成工学プログラムは、企業の設計・

生産部門で必要となる専門技術に関する科目を、国際プログラムは、国際的な視点から研究

開発を行う上で必要となる専門技術に関する科目を多く履修する。 

工学研究科博士前期課程のカリキュラムは、「専攻指定科目」、「研究科共通科目」、「国

際教育科目」、「研究領域教育科目」、「創成工学教育科目」、「特別研究」の６種類の科

目群から構成されている（参考資料９）。これら６種類の科目群それぞれに対して、専攻ご

とに定められたコース別修了要件（必要単位数）に従って履修する。博士前期課程の学位を

取得するためには、これら科目群に対して必要な単位数を修得し、かつ、必要な研究指導を

受けたうえで学位論文の審査及び最終試験に合格しなければならない。参考資料１０に、大

学院博士前期課程の修了要件を示す。また、６種類の科目群の履修目的について以下に示す。

（カリキュラムポリシーとの関連は参考資料１１、履修例は参考資料１２を参照）。

（１）専攻指定科目 

専攻別に開講される科目であり、各専攻の修了生として必要な専門知識の修得を目的と

する。所属する専攻で開講されている専攻指定科目の中から、専攻ごとに決められているコ

ース別修了要件に従って履修する。所属する専攻以外で開講されている専攻指定科目は、原

則として履修することはできない。 

（２）研究科共通科目 

全ての専攻に対して共通に開講される科目であり、工学技術者として必要な知識とノウ

ハウの修得を目的とする。研究科共通科目として開講されている科目の中から、専攻ごとに

決められているコース別修了要件に従って履修する。 

（３）国際教育科目 

全ての専攻に対して共通に開講される科目であり、国際的な視点を持つ工学技術者およ

び工学研究者として必要な英語の修得を目的とする。国際教育科目として開講されている

科目の中から、専攻ごとに決められているコース別修了要件に従って履修する。 
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（４）研究領域教育科目 

専攻横断的に設置された７つの研究領域ごとに開講される科目であり、研究領域別の高

度専門技術を体系的に修得することを目的とする。履修に際しては、最初に指導教員と相談

し、特別研究と密接に関連する１つの研究領域を選択する。その選択した研究領域内で開講

されている研究領域教育科目の中から、専攻ごとに決められているコ－ス別修了要件に従

って履修する。ただし、指導教員の承認が有れば、選択した研究領域以外で開講されている

研究領域教育科目も履修可能とし、修了要件の必要単位数に算入することができる。 

（５）創成工学教育科目 

全ての専攻に対して共通に開講される科目であり、設計、製作、実験、評価の一連の産業

化プロセスを実際に体験することにより、企業の設計・生産部門で必要となる専門技術を修

得することを目的とする。開講されている創成工学教育科目の中から、専攻ごとに決められ

ているコース別修了要件に従って履修する。 

（６）特別研究 

指導教員のもとで修士論文に関する研究を行う実習科目であり、特別研究Ⅰ、特別研究Ⅱ、

特別研究Ⅲ、特別研究Ⅳの４科目（８単位）を必修科目として履修する。 

参考資料６に、入学から修了までに必要となる履修方法，論文申請方法，論文作成方法の

流れを示す。 

４－４．教育課程の特色 

 大学院改組にあたり、企業で重要視されている能力を明らかにするために、三重県を含ん

だ東海圏の企業にアンケートを実施した。その結果、１－２で述べられた能力である基礎

力・専門知識に加えて、産業の発展に迅速に対応できる展開力と適応力、実学の修得、実践

力、グローバルな感性、俯瞰的視野の涵養が求められていた。一方で、工学研究科の課題と

しては、今まで実際の企業現場で実学等に接する機会が少なかったため、学生側が大学の研

究実験と企業の研究・実学やグローバルな視点を関連させることが困難であった。そこで、

改組後の工学研究科では、大学の研究実験と企業の研究・実学等を関連づけ、これらの能力

を向上させる以下の教育を実施する。 

（１）創成工学プログラム 

創成工学プログラムを選択した学生は、企業の設計・生産部門で必要となる専門技術に関

する科目を多く履修する。実学の修得や実践力に資する教育を主に実施する創成工学プロ

グラムでは、学生の修士論文のテーマは、基本的に企業との共同研究に関連しているものと

する。さらに、研究・実験以外の共同研究先とのコミュニケーションやディスカッション等

にも、この創成工学プログラムの学生を参画させる。
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（２）研究領域による疑似的メジャー／マイナーの教育方式 

疑似的メジャー／マイナーの教育の例として、研究領域Ｄのライフサイエンスの研究領

域教育科目の例を示す。研究領域Ｄのライフサイエンスは、機械工学専攻、応用化学（旧分

子素材工学）専攻、情報工学専攻の一部の教員が所属している。研究領域Ｄの担当教員の研

究室に所属する学生は、研究領域Ｄの担当教員が講義する研究領域教育科目の中から履修

する。この方式であると、通常の専攻教育では履修できない他専攻の教員の講義を履修する

ことが一般的になる。また、新型コロナウイルス感染症の状況に応じて、教室内と Zoomの

画面内で、機械工学専攻、応用化学（旧分子素材工学）専攻、情報工学専攻の学生が混在す

ることにより、専攻の垣根を越えて、他専攻の学生（異なるバックボーンを持っている）と

議論することが一般的になる。これらの状況より、俯瞰的視野と異分野とのコミュニケーシ

ョン能力を習得できる。 

（３）海外留学・海外インターンシップ 

学部修士一貫（３+３年）コースの学生は、学部４年生において、先んじて大学院の単位

が取得きるため、従来の大学院生より時間的余裕が生まれ、海外留学等の時間が確保できる。

海外留学（短期留学）と海外インターンシップ（国際インターンシップ）は、ある一定期間

（１か月程度以上）海外で体験すると、３単位を付与する。 

（４）特徴のある講義科目 

研究科共通科目 

〇知的財産権出願特論（２単位） 

イノベーション（価値形成）においては、ビジネスモデルと知的財産戦略・マネジメント、

その相互的な作用・効果が不可欠となる。知的財産においては、その創出、保護・強化、活

用が基本要素であり、それらをサイクルとして継続することが重要となる。そこで、イノベ

ーションにおける知的財産戦略・マネジメント、知的財産権（特に特許）について平易に解

説し、その基礎的知識を習得する。また、その活用についても説明し、知的財産戦略・マネ

ジメントにおける発明・特許の有効活用を理解する。  

〇ベンチャービジネス特論（１単位） 

新技術の事業化のノウハウ、知的財産権、創業・経営に必要な基礎的知識の修得に関する

実践的な講義を行うことにより、創造的な研究開発能力とベンチャー精神を涵養する。ベン

チャー精神は、スタートアップのみならず、既存企業においても必須となっている。製造業

全般において、製品やサービス、競合や協業、調達・製造・市場の国際化等の点で大きな変

化が進行している。このような状況の中で技術者に求められる知財戦略、ベンチャー精神、

創造的思考について理解を深める。 
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〇大学院・国内インターンシップ（２単位） 

学部生のインターンシップと異なり、夏・春休み等の期間中に、学生の大学院の専門性と

関連した国内の民間企業や各種団体・地方公共団体等で、大学院の修士研究内容が実社会で

どのように役立っているかを認識するために、2週間程度の就業体験を実施する。また、大

学院修士課程を修了した後の職業選択に役立つように、研究、管理、技術営業など自己の適

正を正しく知り、生産活動や開発研究に対する目的意識の確立や、専門知識などを実社会で

の就業経験から習得する。学生の専門性の観点から指導教員のアドバイスを受け、インター

ンシップを実施する国内企業を選択し、指導教員、企業、学生が十分に就業内容を吟味・確

認して、指導教員の事前指導、実施中の指導、事後指導に繋げる。 

〇大学院・長期インターンシップ（３単位） 

学部生のインターンシップや大学院・国内インターンシップとは異なり、指導教員の共同

研究先や大学院の修士研究内容に関連した国内の民間企業や各種団体・地方公共団体等で

長期間（合計 30 日以上かつ 270時間以上）の就業体験を実施する。生産活動や開発研究を

通じて、企業等での問題発見・解決力、課題探究力、先端技術を取り込む力を習得し、学ん

だ専門知識を将来的に実社会で有効に活用できる能力を習得する。指導教員のアドバイス

を受けながら、長期インターンシップを実施する国内企業を選択し、指導教員、企業、学生

が十分に就業内容を吟味・確認して、指導教員の事前指導、実施中の指導、事後指導に繋げ

る。 

国際教育科目 

○国際インターンシップ（３単位）

夏・春休み等の休暇中に、海外の企業等で 1ヶ月程度の就業体験をすることにより、国際

的な視野を持つ高度専門技術者として求められる専門知識、実践スキル、自ら主体的に行動

する能力に加えて、英語のスキルアップや異なる人種、言語、宗教、考え方から成る異文化

社会で共存する能力等を習得する。指導教員のアドバイスを受けながら、インターンシップ

を実施する海外の企業を選択し、指導教員、企業、学生が十分に就業内容を吟味・確認して、

指導教員の事前指導、実施中の指導、事後指導に繋げる。また、海外の企業組織等の一員と

して、協調性、責任感、指導力がいかに重要であるかを再認識し、同世代の国際的な人脈ネ

ットワークを構築し将来の財産とする。 

○短期留学（３単位）

海外の研究機関あるいは大学等で研修を行うことにより、国際的な視野を持って研究活

動等ができる高度専門技術者として求められる専門知識、実践スキル、自ら主体的に行動す

る能力に加えて、国際社会にて研究活動等を行う上で要求される英語での情報交換能力等

や異なる人種、言語、宗教、考え方から成る異文化社会で共存できる能力を習得する。短期
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留学先は、指導教員のアドバイスを受けながら、修士論文研究の内容と関連している研究ラ

ボを選択し、指導教員、留学先の指導者、学生により、短期留学中の研究内容を詳細に吟味・

確認して、指導教員の事前指導、実施中の指導、事後指導に繋げる。 

創成工学教育科目 

〇環境創成実践特論（２単位） 

大学関係者による講義と企業関係者による講義において、次世代の環境創成を考えるた

めに、環境浄化技術や環境動向を概説し、環境に関する高度知識を習得する。また、代表取

締役クラス等の企業外部講師により、社会経済動向、企業倫理、企業での働き方、人材育成、

スカウティング等の企業環境も概説する。水環境や大気環境を中心とした環境浄化技術や、

環境動向、企業環境等の内容を、大学関係者と企業関係者により紹介し、環境動向やサステ

ィナビリティを独自に考えられることができる力を涵養することが、学習の目的である。 

〇先輩から学ぶ先端科学技術（２単位） 

三重大学工学部を卒業し、社会人として、技術者として成功を収めた先輩から直接その専

門分野及びキャリア形成についての講義を聴講する。学修の目的は、自信の進路を深く考え

るきっかけにし、技術系社会人として生きていくための覚悟を持つことである。学修の到達

目標は、企業、企業活動、社員（技術者）として求められることを知り、技術者として大事

なことを知ることである。 

〇実践企業学（１単位） 

本講義は、学生に就職してからが真の生涯学習の始まりであることを認識させ、実社会に

巣立つ心構えを提供する。普段、学生が知ることができない企業側の視点から企業実態を紹

介し、学生が企業理解を深める。本講義では、企業活動の実態(生産活動、研究開発活動他)

と、その中で活動する企業人の生き方を講義し、学生に専門教育の有用性、原理原則に基づ

く科学的思考法の重要性を認識させ、専門教育受講への動機づけを行う。 

５. 教育方法、履修指導、研究指導の方法及び修了要件

５－１．教育方法 

セメスターは、前期後期の２学期制を取っており、１学期の授業期間は１５週としている。

講義と演習は、大学院１年次を中心に履修させるが、２年次においても履修が可能である。

学生は、研究領域教育科目と共に、専攻指定科目、研究科共通科目、国際教育科目、創成工

学教育科目、特別研究を履修する。全ての講義と演習には、科目ナンバリングが割り当てら

れており、ナンバリングは体系的になっており、科目区分や開講時期が分かるように工夫さ

れている。授業科目の内容等に応じて、１週９０分で２単位、１週１８０分で４単位等の講
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義科目等を配置する。場合によっては、１週９０分で隔週開講（８週間分）の１単位の講義

科目等も配置する。 

学生の能力の養成のために、教育・履修方法として次の項目を重要視する。 

１）研究課題の遂行のために、必要な工学の知識を体系的に学ぶこと。

２）実社会と工学技術との関係を理解する科目を、計画的に学修すること。

３）実学の修得、実践力、俯瞰的視野を身につけるために、創成工学教育科目を積極的に修

得すること。 

４）国際的社会で活躍するためのグローバルな感性と俯瞰的視点を涵養するために、国際教

育科目を積極的に修得すること。 

５－２．履修指導、研究指導の方法 

（１）出願前の指導 

学生募集要項の中に各教育プログラムの担当教員と主要研究テーマを掲載し、志願者が

指導を希望する教員は、キャリア計画、研究分野、教育内容が合致するか等について、受験

前に相談に応じる。外国人留学生については、指導教員予定者が日本語の能力、入学後の生

活等に関する個別の指導も行う。 

博士前期課程大学院入試・学部修士一貫コース特別選抜による工学研究科への入学者は、

全員三重大学工学部に在籍しているため、工学部４年時において、設定している各自の学修

に対応する目標を事前に設定・計画するように指導する。 

博士前期課程大学院入試選抜・４月入学（８月下旬実施予定）による工学研究科への入学

者は、三重大学工学部を卒業する者が中心であるが、それ以外の者が出願する場合は、出願

前に研究指導を希望する教員と面談を行い、大学院教育の目標について説明を受けさせる。 

（２）入学時の指導 

入学者に対しては、各専攻の教務委員が全般的なガイダンス、工学専攻における科目区分

の説明、学習環境・設備の説明等、履修に関するオリエンテーションを実施し、その後、授

業科目や履修に関する事項等を説明する。さらに、その後、学生は指導教員の指導の下に履

修計画を立て、研究領域及び選択するプログラム（研究領域プログラム、創成工学プログラ

ム、国際プログラムから一つ選択する）を決定する。詳細な研究テーマは入学後、研究指導

の過程で定める。 

（３）指導教員等の決定 

学生は、志願時に希望する専攻と講座（研究指導教員）を選択し、入学時に各専攻におい

て決定する。入学後、指導教員は研究科担当の教授をもって充てる。ただし、准教授の方が

学生の求める研究内容と一致し、必要がある時は、専攻長と相談し、准教授をもって指導教

員に充てることができ、各専攻において決定する。 

（４）入学後の履修指導 
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指導教員等は、修士学生の研究課題、及び海外短期留学（３単位）や海外国際インターン

シップ（３単位）、国内インターンシップ（２単位）、長期インターンシップ（３単位）な

どのキャリア計画に基づいて、履修計画を立てさせ、綿密に指導する。 

学生の研究課題を鑑み、研究を実施するために必要な高度な専門知識を身に付けるために

研究領域教育科目を履修させる。この時、学部４年次で修得したクロス科目に留意して、履

修を計画させる（修了までのスケジュール表、履修モデルは参考資料１２、１３を参照）。

最終的に、学生は、プログラムが定める修了要件を考慮して、指導教員と相談しながら博士

前期課程の研究計画を立て、講義を履修する。学生の修学上の指導・相談は、工学部事務学

務係、学生総合支援機構・修学支援センター、及び指導教員が協力して行い、特に援助が必

要な学生は、学生なんでも相談室（学生相談センター）の専任カウンセラー（教員）、心理

カウンセラー、インテーカーが助言、指導を行う。また、心身の健康の問題については、保

健管理センターと連携して指導する。 

近年、工学研究科でも留学生数が増加してきている。そこで、三重大学では、平成１７年

１０月に国際交流センターを開設し、国際貢献のひとつとしてさらなる留学生の受入れ、日

本人学生の留学派遣の促進、外国人研究者の受け入れに力を入れている。このセンターでは、

海外の大学との交流事業の企画、情報収集、事務手続きのほか、留学生の三重大学での勉学・

研究支援、生活支援にも力を入れて活動を行っている。留学生の新入学時には、大学の施設

利用法や履修方法等の大学生活に必要な知識を得るためのガイダンスや地域での生活に必

要な基礎知識を理解するためのガイダンスを受けることとしている。また、国際交流センタ

ーでは、留学生へ日本の伝統行事の紹介や、本学の留学生、日本人学生、教職員及び市民の

方々との交流を促進するための企画実施している。さらに、学生視点での留学生のケアも重

要であることから、入学後半年間は、留学生 1 人に対し、専属で日本人学生のチューター

１人を配している。なお、チューターとなる日本人学生には、事前にガイダンスを実施し、

適切な対応が可能となるようにしている。 

学修計画の変更を必要とする場合は、指導教員及び学務チームが指導し、プログラム（研

究領域プログラム、創成工学プログラム、国際プログラム）の変更が可能である。プログラ

ムの変更を必要とする場合は、博士前期課程２年次に、指導教員と相談のうえ、年度初めの

所定の期日までに、コ－ス変更届を提出する。 

（５）修士論文指導及び学位審査 

学位論文を提出するためには、中間論文発表(２年次の９月実施，１０月入学者は２年次

の２月実施)を行わなければならず、修士論文の研究の進展具合を確認することができる。

学位論文の評価は、提出された学位論文と最終論文発表会（２年次の２月実施、１０月入学

者は８月実施）に基づいて行う。学位論文及び最終試験の合否判定は、次の評価基準に則り、

総合的に判定する。  

〇 当該研究領域における修士としての十分な専門知識を修得しているか。 

〇 提出された論文は、申請された研究テーマに対して、研究の背景、研究の位置付け、
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研究目的等が明確に述べられており、工学的な見地から妥当な内容となっているか。 

〇 論文の記述（本文、図、表、引用、文献表など）が十分かつ適切であり、結論に至る

まで首尾一貫した論理構成になっているか。 

〇 設定された研究テーマに対して、適切な研究方法、調査・実験方法、あるいは具体的

な解決手段等が提示され、かつ、研究結果に対して具体的な分析・考察が為されているか。 

〇 当該研究領域の理論的見地または実証的見地から見て、独自の価値を有するものとな

っているか。 

〇 外国語文献読解や外国における調査が必要とされるテーマについては、その文献読解

や調査研究に必要となる外国語能力が、十分なレベルに達しているか。 

〇 研究成果について、学術論文誌、研究会、国際会議、特許、建築設計書の意匠等、あ

るいは、研究室や講座が主催する公開の研究会等の場で公表しているか。 

〇 最終論文発表において、研究の背景、研究目的、研究方法、結果、考察が適切に発表

できたか。 

〇 質問された内容について適切に答えられたか。 

〇 論文審査委員や最終論文発表会の場で指摘された事項に対して論文が適切に修正さ

れているか。 

研究の進展具合を研究報告及び研究プレゼンテーションとしてまとめ、これを発表させ

て指導する。適宜、関連する外部の学会等に発表させて、専門家の評価を得る。修了６か月

前に中間論文発表を行い、研究成果の進捗を評価して指導する。学位審査においては、主査

１名、副査２名以上によって修士論文審査会を実施する。修士（工学）を授与するため、主

査と副査には、適切な専門分野の教員を含める。 

（６）他の履修指導上の工夫

博士前期課程大学院入試・学部修士一貫コース特別選抜による工学研究科への入学者は、

全員三重大学工学部に在籍しているため、工学部の履修関係諸規則に従い、博士前期課程で

開講する科目（クロス科目）を、学部４年次において学修することが可能である。 

具体的には、学部４年次において修得したクロス科目のうち、以下の単位数までは大学院

進学後、入学前の既修得単位として認める。すなわち、機械工学コースでは、修得した全て

の単位数、電気電子工学コースでは、修得した全ての単位数、応用化学コースでは、修得し

た研究領域教育科目の特論単位から上限２単位まで、情報工学コースでは、上限８単位まで、

大学院進学後、入学前の既修得単位として認定する。 

クロス科目の対象科目は、９９単位分が設定されており、学生の学部段階における学習内

容を照らして、クロス科目が履修可能であるかどうかを、学部のクラス担任と卒論研究指導

教員の指導を受けた上で、履修を許可することとしている。 

５－３．修了要件 

工学研究科に所属する学生は、受験に際して１つの専攻を選択する。入学した学生は、入
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学時に、３つのプログラム（研究領域プログラム、創成工学プログラム、国際プログラム）

からどれか一つを選択する。選択したプログラムにより、単位の科目群における修了するた

めの単位数が異なる。博士前期課程では、以下の条件をすべて満たすことを修了要件とする。 

（１）２年以上在学し、選択した研究領域プログラム、創成工学プログラムあるいは国際

プログラムで 30 単位以上修得する。 

（２）必要な研究指導(研究倫理教育を含む)を受けたうえで、学位論文の審査及び最終試

験に合格する。 

（３）国際会議などで英語による研究発表を行う。 

（４）機械工学専攻、電気電子工学専攻、応用化学専攻、建築学専攻、情報工学専攻の学

生は、「研究科共通科目」、「国際教育科目」、「専攻指定科目」、「研究領域教育科目」、

「創成工学教育科目」の合計単位数を２２単位以上取得し、「特別研究」８単位を合わせて

合計３０単位以上となること。ただし、国際プログラムを選択した者は、国際対応科目を１

２単位以上修得すること。 

専攻毎の修了要件及び修士論文に関する要件を満たし、最終審査に合格した者に修士（工

学）を授与する。 

各専攻の修了要件を次のとおり定める。 

１） 機械工学専攻の修了要件

○研究領域プログラム

専攻指定科目２単位、研究科共通科目３単位以上、国際教育科目２単位以上、研究領域科目

８単位以上（特論６単位以上、演習２単位以上）、創成工学教育科目４単位以上、特別研究

８単位を含む３０単位以上を修得すること。 

○創成工学プログラム

専攻指定科目２単位、研究科共通科目３単位以上、国際教育科目２単位以上、研究領域科目

４単位以上、創成工学教育科目８単位以上、特別研究８単位を含む３０単位以上を修得する

こと。 

２） 電気電子工学専攻の修了要件

○研究領域プログラム

専攻指定科目２単位、研究科共通科目２単位以上、国際教育科目２単位以上、研究領域科目

１２単位以上（特論８単位以上、演習４単位以上）、創成工学教育科目２単位以上、特別研

究８単位を含む３０単位以上を修得すること。 

○創成工学プログラム

専攻指定科目２単位、研究科共通科目２単位以上、国際教育科目２単位以上、研究領域科目

１０単位以上（特論６単位以上、演習４単位以上）、創成工学教育科目６単位以上、特別研

究８単位を含む３０単位以上を修得すること。 

３） 応用化学専攻の修了要件
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○研究領域プログラム

専攻指定科目４単位、研究科共通科目２単位以上、国際教育科目２単位以上、研究領域科目

１２単位以上（特論６単位以上、演習６単位以上）、創成工学教育科目２単位以上、特別研

究８単位を含む３０単位以上を修得すること。 

○創成工学プログラム

専攻指定科目４単位、研究科共通科目２単位以上、国際教育科目２単位以上、研究領域科目

８単位以上（特論２単位以上、演習６単位以上）、創成工学教育科目６単位以上、特別研究

８単位を含む３０単位以上を修得すること。 

４） 建築学専攻の修了要件

○研究領域プログラム

専攻指定科目２単位、研究科共通科目２単位以上、国際教育科目２単位以上、研究領域科目

１０単位以上（特論６単位以上、演習４単位以上）、創成工学教育科目１単位以上、特別研

究８単位を含む３０単位以上を修得すること。 

○創成工学プログラム

専攻指定科目２単位、研究科共通科目２単位以上、国際教育科目２単位以上、研究領域科目

１０単位以上（特論６単位以上、演習４単位以上）、創成工学教育科目２単位以上、特別研

究８単位を含む３０単位以上を修得すること。 

５） 情報工学専攻の修了要件

○研究領域プログラム

専攻指定科目６単位（特論４単位以上、演習２単位以上）、研究科共通科目２単位以上、国

際教育科目２単位以上、研究領域科目８単位以上（特論４単位以上、演習２単位以上）、創

成工学教育科目２単位以上、特別研究８単位を含む３０単位以上を修得すること。 

○創成工学プログラム

専攻指定科目６単位（特論４単位以上、演習２単位以上）、研究科共通１単位以上、国際教

育科目２単位以上、研究領域科目４単位以上（特論２単位以上、演習２単位以上）、創成工

学教育科目５単位以上、特別研究８単位を含む３０単位以上を修得すること。 

全専攻共通 

○国際プログラム（英語のみで単位を取得することが可能）

専攻指定科目、研究科共通科目、国際教育科目から２単位以上、研究領域科目１２単位以上

（特論８単位以上、演習４単位以上）、特別研究８単位を含む３０単位以上を修得すること。 

５－４．研究倫理審査体制 

三重大学では、「三重大学における公正研究の基本方針（平成２７年３月２６日制定、平

成３１年３月２０日改正）」により、本学に所属する教員、技術職員、大学院生、学部学生

等の研究活動に携わるすべての者が守るべき倫理指針を示している。遺伝子組み換えに関
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する研究計画については、三重大学組換えＤＮＡ実験安全管理規定（平成１７年３月２４日

制定）、人間を直接の対象とする研究計画については、三重大学における人を対象とする研

究の倫理に関する規定（平成２１年２月４日制定）、動物実験等の研究計画については、三

重大学動物実験取扱規程（平成１９年２月２８日制定）に基づき、事前に申請書を提出し、

各審査委員会での審議を経て承認を得なければ研究を開始できない研究倫理審査体制が整

備されている。また、工学部・工学研究科では、三重大学大学院工学研究科・工学部実験倫

理に関する内規（平成１９年９月１２日制定）を施行し、倫理的かつ社会的諸問題に対処し

ている。また、研究活動に携わる全ての研究者に対し、研究倫理教育を定期的に実施してお

り、日本学術振興会の研究倫理 e-ラーニングコース（eLCoRE）または公正研究推進協会提

供ＡＰＲＩＮを受講させている。加えて、三重大学の全ての大学院生においても修了要件と

して、日本学術振興会の研究倫理 e-ラーニングコース（eLCoRE）を受講している。（関係

規程は添付の参考資料１４～１７を参照） 

６．基礎となる学部との関係 

工学研究科の各専攻と工学部の総合工学科の各コースとの対応関係を下図に示す。 

７. 「大学院設置基準」第 14 条による教育方法の実施

 三重大学工学研究科では、リカレント教育を目的として一般社会人を広く受け入れてい

る。工学研究科博士前期課程では、基本的に出願時において、企業、官公庁、研究機関等に

正規職員として１年以上勤務する者で、所属長又はこれに準ずる者から本研究科の受験を

承諾されたものであれば、社会人特別選抜を受験することができ、多様な学生（社会人学生）

に対応できるようにしている。

機械工学コース
1年次定員：80名 2年次以降定員：90名（3年次編入：10名）

電気電子工学コース
1年次定員：90名 2年次以降定員：100名（3年次編入：10名）

応用化学コース
1年次定員：90名 2年次以降定員：100名

建築学コース
1年次定員：40名 2年次以降定員：45名（3年次編入：10名）

情報工学コース
1年次定員：60名 2年次以降定員：65名

機械工学専攻（定員：55名）

電気電子工学専攻（定員：55名）

応用化学専攻（定員：56名）

建築学専攻（定員：20名）

情報工学専攻（定員：30名）

学部修士一貫コース（うち定員：15名）

学部修士一貫コース（うち定員：10名）

学部修士一貫コース（うち定員：28名）

学部修士一貫コース（うち定員：27名）

学部修士一貫コース（うち定員：28名）

設置等の趣旨（本文）－34



１） 修業年限

 本研究科博士前期課程は標準修業年限が２年であるが、職業等に従事しながら研究に取

り組むには時間的制約など困難も多く、修了までに２年以上要することもあり、経済的負担

が大きくなる。そこで工学研究科では、職業等に従事している者でも個人の事情に応じて柔

軟に標準修業年限（２年）を超えて履修し、学位等を取得できるよう（最大４年）「長期履

修学生制度」を設けている。

２）履修指導及び研究指導の方法

 研究指導は、主指導教員と副指導教員の連携によるきめ細かい指導体制により、専門的分

野と学際的観点から、指導を実施する。修士論文の課題は、柔軟性を持たせ、職場（企業）

での実際的研究の内容が修士論文研究を相当する場合には、これを認めることも可能であ

る。

３）授業の実施方法

 通常の授業時間帯のほかに、夜間は平日の第１１・１２時限（１８：００～１９：３０）

まで、休日は土曜日・日曜日の第１・２時限（８：５０～１０：２０）から第７・８時限（１

４：４０～１６：１０）の間に講義を受講することができる。また，必要に応じて長期休暇

を利用して講義を受講することも可能である。これらの場合、指導を希望する教員と十分相

談の上、実施可能な履修計画を検討する。

４）教員の負担の程度

 夜間開講等の講義を担当する教員に対して、勤務時間の振替え措置を実施すると共に、超

過勤務にならないように、他の講義科目の開講開始時間の調整を実施する。また、育児・介

護が必要な教員には、夜間の講義が継続しないように配慮する。一部の教員に過度な負担が

生じないように十分に配慮する。 

５）図書館・情報処理施設等の利用方法や学生の厚生に対する配慮、必要な職員の配置

 三重大学の図書館は、平日８時４５分から２０時００分まで、土日祝日９時００分から１

８時３０分まで開館しており、社会人学生も十分利用可能な体制を取っている。さらに、電

子ジャーナル学外認証に対応しており、自宅等学外から文献データベースにアクセス可能

であるため、学外から文献の調査も効率的に実施できる。

６）入学者選抜の概要

 工学研究科では、博士前期課程社会人特別選抜を実施する。入学者の選抜は、提出書類（出

身大学等の成績証明書、研究計画書、研究等業績調書、受験承諾書、業績等を確認できる書

類）の審査、オンラインによる口述試験及び面接の結果を総合して実施する。

８. 入学者選抜の概要

８－１．学生受入れの方針 

養成する人材像及び教育課程の編成方針を踏まえ、アドミッション・ポリシーを次のとお
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り定める。ここで、工学研究科における社会人の定義は、企業、官公庁、研究機関等に正規

職員として１年以上勤務する者もしくは過去の実務経験や国家資格の取得等により社会人

として認められるものである。 

○ このような人を育てます

工学研究科の博士前期課程では、地域・国際社会の発展と福祉に貢献することを目的とし、

学際的・独創的・総合的視野を基盤にした専門的な工学の研究を通して、高度な専門技術者

及び研究者としての基礎的能力を備えた人材を養成します。 

○ このような人を求めます

① 高い志を持ち、高度な専門技術者や研究者を目指す意欲にあふれる人

② 工学研究に必要な基礎学力と専門分野における基礎知識を修得しており、高度な専門

知識と技能を学ぶために必要な実践、応用及び創造の能力に富む人 

③ 国際的社会で活躍するためのグローバルな感性と俯瞰的視点に富む人

〇 入学者選抜の基本方針 

【学部・修士一貫コース特別選抜】 

入学者の選抜は、志望専攻に関する分野のコースに在学し、志望専攻から予備選抜された

学業成績優秀者を対象に提出書類の審査と口述試験及び面接の結果を総合して行います。 

提出書類の審査及び口述試験にて、各専攻の専門分野で必要とする工学の基礎知識を測

るとともに、面接にて研究意欲、適性を評価します。 

【一般選抜】 

入学者の選抜では、学力検査、提出書類の審査、面接（口述試験を含む）の結果を総合し

て合否判定を行います。 

学力検査及び提出書類の審査にて、各専攻の専門分野で必要とする工学の基礎知識と英

語能力を測るとともに、面接（口述試験を含む）にて研究意欲、適性を評価します。 

【外国人留学生特別選抜】 

入学者の選抜では、学力検査、提出書類の審査、面接（口述試験を含む）の結果を総合し

て合否判定を行います。 

学力検査及び提出書類の審査にて、各専攻の専門分野で必要とする工学の基礎知識と英

語能力を測るとともに、面接（口述試験を含む）にて研究意欲，適性を評価します。 

【社会人特別選抜】 

入学者の選抜では、提出書類の審査、口述試験及び面接の結果を総合して合否判定を行い

ます。 

 提出書類の審査及び口述試験にて、各専攻の専門分野で必要とする工学の基礎知識と英

語能力を測るとともに、面接にて、研究意欲、適性を評価します。 
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８－２．入学者選抜の方法・体制 

大学院工学研究科博士前期課程の入学者選抜は、入学定員（２１６名）の約半分（約１０

８名）を７月下旬実施予定の「博士前期課程大学院入学選抜・学部・修士一貫コース特別選

抜」でまず選抜し、残りの約半分を８月下旬（第１次）と 1月下旬実施（第２次）予定の「博

士前期課程大学院入学選抜・４月入学」で選抜する。各専攻の募集人員の目安を設定し、募

集要項に明記する。合否については本学の教員で構成する入試委員会と教授会等において

厳格に審査し、決定する。各入試の特色に応じて次のような選抜を行う。 

（１）博士前期課程大学院入学選抜・学部・修士一貫コース特別選抜（７月下旬実施予定） 

出願資格は、三重大学工学部総合工学科の各コース（機械工学コース、電気電子コース、

応用化学コース、建築学コース、情報工学コース）が実施する「学部・修士一貫コース」選

考に３年次後期に出願し，合格したものとする。また、本入試に合格し博士前期課程に入学

できないものは、「学部・修士一貫コース」の合格を取り消し、学部・修士一貫コース生の

身分を失うこととする。 

入学志願票、成績証明書（三重大学工学部での１年から３年まで）、志望理由書等を提出

する。その後、期日に実施する面接（口述）試験によって、基本的な学力、学修の目標、学

部・修士一貫コースにおける教育プログラムに対する意欲等を確認し、提出された書類と総

合して合否を判断する。 

（２）博士前期課程大学院入学選抜・４月入学（８月下旬実施予定） 

一般的な筆記試験等の大学院入試により選抜する。希望する専攻と、研究指導を担当する

講座（研究室）を願書に選択・記入し、入学志願票、出身大学等の成績証明書、志望理由書、

及び英語外部試験のスコア等とともに提出する。合否は、専門試験（筆記試験）、外国語試

験、面接を総合して判断する。専門試験は、志望する専攻の研究分野に応じて必要な専門科

目の知識を確認する。志願者には、専攻分野毎に課す試験科目とその範囲を示すこととす 

る。外国語試験は、ＴＯＥＩＣ公開テスト公式認定証のスコアを用いることとし、出願前２

年以内のスコアシートを提出させる。面接では、研究意欲、適正、人物を見る個人面接を実

施する。 

（３）博士前期課程大学院入学選抜・４月入学（第２次： １月下旬実施予定） 

各専攻の入学定員を充足していない場合に、定員を充足していない専攻のみで、第２次学

生募集の大学院入試を実施する。選抜方法は、基本的に第１次試験と同じである。 

（４）社会人特別選抜 

 希望する専攻と、研究指導を担当する講座（研究室）を願書に選択・記入し、入学志願票、

出身大学等の成績証明書、研究計画書、研究等業績調書、受験承諾書、業績等を確認できる

書類）の審査等を提出する。合否は、提出された書類の審査、オンラインによる口述試験及

び面接の結果を総合して実施する。 
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９. 教員組織の編成の考え方及び特色

９－１．教員組織の編成の考え方等 

工学研究科は、現行の博士前期課程（６専攻）に専任として配置されている教員の中で、

機械工学専攻、電気電子工学専攻、応用化学専攻（旧分子素材工学専攻）、建築学専攻、情

報工学専攻に所属している教員は、そのまま現在の専攻に所属し、物理工学専攻に所属して

いる教員１０名が、機械工学専攻（３名）、電気電子工学専攻（６名）、情報工学専攻（１

名）に異動して専任となる。博士後期課程に所属している数名の教員を除いて、全ての専任

教員（令和４年４月１日現在約１００名）が、博士前期課程に所属し、大学院教育を担当す

る。 

 大学院の特論の講義は、機械工学専攻開講科目２１科目（４２単位）、電気電子工学専攻

開講科目２２科目（４４単位）、応用化学専攻２１科目（４２単位）、建築学専攻１５科目

（３０単位）、情報工学専攻１２科目（２４単位）であり、各専攻の特論の講義数と学生定

員を鑑みて、各専攻に教員を配置する。 

なお、上記特論を含め、教育上主要な科目は、専任の教授・准教授が担当する。 

９―２．年齢構成及び定年 

教員の年齢構成については、別記様式第３号（その３）のとおりであり、一定の年代に教

員数が集中しないよう計画的な採用を行っている。また、教員の定年は、国立大学法人三重

大学職員就業規則（参考資料１８）により６５歳と定めている。 

○国立大学法人三重大学職員就業規則（抄）

(定年)

第 21条 職員の定年は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 大学教員 満 65歳

(2) 一般職員のうち労務作業に従事する者 満 63歳

(3) 前 2号以外の職員 満 60歳

2 定年による退職の日(以下「定年退職日」という。)は、定年に達した日以後における最

初の 3月 31 日とする。 

 完成年度（２０２５年３月３１日時点）における教員組織の年齢構成を、参考資料１９に

示す。教授は、５０歳台と６０歳台がバランス良く在籍している。また、准教授に関しては、

４０歳台と５０歳台がバランス良く在籍している。助教は、３０歳台がほとんどであり。こ

れらの年齢構成は、教育研究水準の維持向上または教育研究の活性化には、非常に有効であ

る。また、定年退官に伴う後任補充も、計画的に実施することが決まっており、教員組織の
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継続性に問題はない。 

１０. 施設・設備等の整備計画

１０－１．校地等の整備計画 

本専攻の専任教員の教育・研究拠点は津キャンパスである。工学部生、博士前期課程、博

士後期課程で当該校地を共用することになるが、本改組では収容定員を変更しないため、現

在の在籍学生数を鑑みると、教育・研究の実施に支障を及ぼすことはない。 

１０－２．校舎等施設の整備計画 

津キャンパスには、本工学研究科に関する大学院学生の研究室（自習室）を含む教育・研

究棟の他、プレゼンテーションや講演会に用いるホール、図書館等の附属施設を有しており、

本工学研究科で実施する教育・研究に必要な施設・設備が備わっている。 

１０－３．図書館の整備計画 

三重大学情報教育・研究機構情報ライブラリーセンター（図書館）は、「研究支援機能」、

「学習支援機能」、「地域貢献機能」の３つの機能をサービスの３本柱に据え、主に教育研究

上必要な図書・学術雑誌を収集・提供しており、９５万冊を超える図書と３万種以上の学術

雑誌の所蔵に加え、１万種以上の電子ジャーナルを提供している。図書館の規模は、延床面

積１０，４１１㎡、閲覧座席７４１席である。館内には、閲覧室に加え、学生が自習に使用

できる研究ブースやグループでの学習の場としてラーニングコモンズを設け、多様な学習

形態に対応している。また、三重大学蔵書検索システム（ＭＵ－ＯＰＡＣ）による蔵書検索

機能や国内外のデータベースを活用した論文検索システムを備えている他、利用者の希望

に応じて他図書館等から必要な蔵書や論文等を取り寄せることも可能である。 

開館時間等は以下の通り。 

８：４５～１７：００ ：休業期の平日 

８：４５～２０：００ ：授業期の平日 

９：００～１８：３０ ：授業期の土日祝日 

休館   ：休業期の土日祝日、年末年始等 

１１．管理運営 

１１－１．学内の管理運営体制 

教育研究活動に係る重要事項の審議は、教授会と、その下部委員会である教務委員会、学

生委員会、入試委員会等で実施している。それらの責務と権限は以下の通りである。 

教授会は、①教育研究に関する中期目標・中期計画・年度計画に係る事項、②教員人事に
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関する事項、③教育課程の編成に関する方針に係る事項、④学生の円滑な修学等を支援する

ために必要な助言、指導その他の援助に関する事項、⑤学生の入学、卒業又は課程の修了そ

の他学生の在籍に関する方針及び学位の授与に関する方針に係る事項、⑥教育及び研究の

状況について自ら行う点検及び評価に関する事項等、本学の教育研究に関する重要事項を

審議し、最終決定を行っている（関係規程は添付の参考資料２０、２１を参照）。 

 教務委員会は、工学部及び大学院工学研究科に関する教育課程、教育指導及び研究指導、

授業及び試験、教員免許及びファカルティ・ディベロップメントなどを審議する機関である。

学生委員会は、学生の課外活動及び学生生活、学生の表彰及び懲戒、入学料及び授業料の免

除等、独立行政法人日本学生支援機構奨学生の選考などを審議する機関である。入試委員会

は、入試試験の実施、合格者の選考、合否判定資料の作成に関する事項などを審議する機関

である。（関係規程は添付の参考資料２２、２３、２４を参照） 

１１－２．事務組織 

事務組織は、履修申請、学位授与審査申請、奨学金申請等に関する事項をサポートする等、

専攻の円滑な運営に努める。工学部・工学研究科は、総務係と学務係の事務体制を取り、学

生生活系の事務を担当している。また、留学生や、在学生の海外インターンシップ等に対応

するため、国際交流センターと連携しながら、適宜サポートを行う。 

１２．自己点検・評価 

 「三重大学評価委員会」および「三重大学評価専門委員会」を設置し、これらの委員会が

中心となり、第三者評価である大学機関別認証評価および国立大学法人評価に対応する教

育・研究活動等の自己点検・評価と、学校教育法 109条第 1項の規定に基づき大学独自の自

己点検・評価を実施している。自己点検・評価は、「三重大学における内部質保証に関する

規程」に基づいて、年度計画や自己点検項目等の評価対象事項について、各担当部局が自己

点検・評価した上で、その結果を評価専門委員会において検証し、評価委員会で総括すると

いう方法で毎年実施している。評価の結果は、評価報告書として取りまとめ三重大学ホーム

ページに公開しているほか、学内会議で報告、法人評価や認証評価の受審年においては評価

実施機関（大学改革支援・学位授与機構）に提出するとともに、委員会での検証により課題

が判明した事項については担当部局に対して提言又は改善を求めている。 

※学校教育法 109条第 1項の規定に基づく自己点検・評価結果

https://www.mie-u.ac.jp/profile/check/self.html

１３．情報の公表 

公的教育・研究機関として社会への説明責任を果たすとともに、その教育の質を向上させ
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る観点から、ホームページや広報誌等を通じて、教育・研究活動、産学連携活動、社会貢献

活動の状況を積極的に公表している。 

①大学ホームページアドレス （https://www.mie-u.ac.jp/）

②学校教育法施行規則第 172条の 2に基づく教育・研究活動等の状況の公表

（下記アドレスにて一括して閲覧可能） 

 https://www.mie-u.ac.jp/disclosure/p172.html 

（１） 大学の教育研究上の目的に関すること

この項目では、大学の目的・使命、大学院の目的、各学科の教育目標、各専攻の教育目標

等について公表している。 

（２） 教育研究上の基本組織に関すること

この項目では、各学科の概要、各専攻の概要、各教育研究センターの概要等について公表

している。 

（３） 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること

この項目では、教員組織、役員・教員数（職位別、年齢別、男女別）及び教員の保有学位、

専門分野、業績等について公表している。 

（４） 入学者に関する受入方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又

は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 

この項目では、工学部及び工学研究科のアドミッション・ポリシー、入学・収容定員数、

在学生数、入学者選抜状況、進路状況、就職状況等について公表している。 

（５） 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること

この項目では、工学部及び工学研究科のカリキュラム区分、カリキュラムフロー、シラバ

スについて公表している。

（６） 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること

この項目では、学部及び工学研究科の成績評価、卒業・修了認定基準、取得可能学位につ

いて公表している。 

（７） 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること

この項目では、土地・建物、課外活動施設、学生食堂、保健センター、附属図書館、自習

室、その他の学習環境施設、交通案内について公表している。 

（８） 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること

この項目では、授業料の額、入学料の額、入学料免除、授業料免除、各種奨学金制度、そ

の他の料金（後援会費等）について公表している。 

（９） 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること

この項目では、修学支援（オフィスアワー、学習相談室、奨学金制度等）、就職・キャリ

ア支援（就職相談、各種セミナー・就職ガイダンスの実施等）、学生生活支援（アルバイト

紹介、学生寮案内等）、心身の健康等に係る支援（一般内科相談、メンタルヘルス相談）、
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ハラスメント相談、留学生支援（日本語教育、異文化交流体験等）、障害者支援（バリアフ

リーマップ）について公表している。

（１０）大学院設置基準第 14条の２第２項に規定する学位論文に係る評価に関すること

この項目では、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たって客観性

及び厳格性を確保するため、その基準を公表している。 

（１１）学部・研究科等の設置計画に関する情報

 この項目では、三重大学の学部及び大学院の設置計画書と設置計画履行状況等報告書に

ついて公表している。 

その他 

・学則等各種学内規則 （https://www.mie-u.ac.jp/koukai/kisoku/index.htm）

・自己点検・評価結果 （https://www.mie-u.ac.jp/profile/check/self.html）

・教育改善のためのアンケート調査に関する情報 https://www.hedp.mie-u.ac.jp/enq/

１４．教育内容等の改善のための組織的な研修等 

教育内容等の改善のための組織的な取り組み（研修を含む）は、本学の教育に関する全学

的事項の審議を行うために設置されている「三重大学教育会議」が核となり進められている。

同委員会では、授業評価・成績評価の分析結果に基づいて問題点等を洗い出し、各教育組織

の意見を集約することで、より効果的なＦＤ（ファカルティ・デベロプメント）活動を実施

するための方針策定等の役割を担っている。全学的な FD活動は活動方針に沿って実施され

ており、全学組織である「高等教育デザイン・推進機構（旧名称：地域人材教育開発機構）」

等が実務を担っており、毎年数回の研修会が実施されている。 

また、教育内容・方法改善のための各種アンケート調査（「三重大学 学びの振り返り・

授業改善のためのアンケート」（実施主体：高等教育デザイン・推進機構、実施頻度：毎学

期１回）、「三重大学教育満足度調査」（実施主体：高等教育デザイン・推進機構、実施頻

度：毎年１回）、「卒業生・修了生・事業所へのアンケート調査」（実施主体：高等教育デ

ザイン・推進機構、実施頻度：３年程度に１回）等）を継続的に実施しており、結果分析と

分析結果の各担当部局と教員へのフィードバックおよび分析結果に基づくカリキュラムの

検証等の取組を行い、教育の質の向上や改善を図っている。 

工学研究科での教育内容等の改善のための組織的な取り組みでは、研究科主催の FD研修

会が毎年数回開催されており教員の改善意識向上を図っている。令和３年度は、６月９日

（ハラスメントのないキャンパスをめざして）、９月８日（ＦＤ研修：全学、工学研究科の

取り組みについて）、１０月１３日（コンプライアンス研修）に実施した。また、「工学研

究科教務委員会」において、全学実施のアンケート結果のフィードバックを検証して、改善

のための具体的方策を講じている。 
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工学部の改組
工学部の改組

 総合工学科の設置（１学科５コース体制） ①、②、③
１学科制にすることにより俯瞰的な工学教育・研究目標をより明確にし、効率的に地域貢献、

社会貢献を果たせるようにすることを狙う。すなわち、工学は社会の要請や時代の変化に柔軟
に対応して行く必要もあり、社会の変遷や人類の進歩に伴って、少しずつ対象を変えながら新
たな体系を構築していくべきものである。１学科制の採用によって、工学の教育研究の対象と
なる専門分野のバランスを変え、社会の要請や時代の変化に容易に対応できることを目的と
する。
三重県・東海圏の産業構造ニーズを調査し、基幹産業に特化した６→５コース化。

 学部修士一貫コース（３＋３）の設置 ①、④、⑤
大学院博士前期課程に進学する学生の約半数は、学部修士一貫コース（３+３年）を選択す

ることを可能とする。同コースの学生については、長期インターンシップで卒業論文に代えるこ
とやクロス科目（修士課程科目の先取り）等により、長期インターンシップ（4年生）や海外留学
（修士）に行きやすくすることで、実学の習得や実践力を養成することを目的とする。

4年生と修士2年で長期研究ができることで、専門分野の深い知識習得を目的とする。また、
長期研究によって研究の魅力を感じやすく、博士課程への進学率向上も期待できる。

 卒業研究に代わる長期インターンシップの実施 ②、⑤、⑥
学部修士一貫（３+３年）コースにおける卒論に代わる長期インターンシップは、問題発見・解

決力、課題探求力、先端技術を取り込む力、およびコミュニケーション能力等を身に付けるた
めに、民間企業や各種研究所等で責任ある社員・所員の立場で就業体験（３年次に実施する
通常のインターンシップに比べ、大きなテーマ・未知な課題に対して長期間取り組む体験）をし、
将来の職業選択に役立たせる。また、企業の事業内容について早期に理解させることが可能
となるとともに、地域企業への就職促進を目的とする。

 クロス科目（修士課程科目の先取り）の実施 ①、④
学部修士一貫（３+３年）コースは、先んじて、単位取得し、通常の大学院へ進学する学生（４+

２）より、更に研究に打ち込む時間や、海外留学等の時間が確保できる。

 工学共通基礎・専門教育科目の設定及び情報関連科目の強化 ①
工学共通の幅広い基礎・専門知識の獲得による展開力・適応力、原理・原則を理解する基礎

力、各分野における最新の情報応用技術力を有する人材の養成のため、数学、物理の基礎
科目群、安全教育・工学倫理、先端技術基礎科目の分野横断的技術者養成科目、およびプロ
グラミング言語などの情報関連科目をコア科目として統一し整備。

① 原理・原則を理解する基礎力を持つ人材
② 分野の多様性を理解し、異分野とのコミュニケーション能力を持つ人材
③ 学科（分野）の垣根を越えた学際分野も理解する研究者、リーダー
④ 専門分野の深い知識と同時に、グローバルな感性と俯瞰的視点を持つ人材
⑤ 大学院修了後の実社会に自然に延長できる教育を受けた人材
⑥ 修了後の進路が自然に描けるような人材

工学部で育成すべき人物像

背 景
 三重大学を取り巻く環境には、日本の産業を代表する自動車関連企業が集積し、それらを継続的

に力強く支える人材が必要とされる．自動車関連企業は海外展開を強化するなど、極めて裾野が
広く多岐に渡り、エレクトロニクス、オートメイション関連、IoT関連、化成品など殆どの業種が含ま
れる。

 一方、四日市を中心とする集積型石油化学工業は、日本の化学工業を牽引し続けてきたが、設備
の老朽化、IoT関連技術の早期導入などの課題を抱えている。また、防災・減災や建築物強化に
対する根本的な取り組みも望まれている。

 従って、これらの専門分野の深い知識と同時に、海外展開を強化する自動車関連企業に加えて
三重県内企業においてもグローバルな感性と俯瞰的視点を有する人材の涵養が切望されている。

 若年層の三重県外への流出を防ぐため、地域課題に関する授業の展開や地域の自治体及び企
業等との各種連携活動を実施する必要があった。

 入学者は、「入学後に工学共通基礎教育を受けてから自らが進む分野を決定したい」との希望と、
「高校生時から既に将来進みたい分野が決まっており、その分野を意識して工学共通教育を受け
たい」との2つの希望があった。

 「大学における工学系教育の在り方について（中間まとめ）」で、「学士・修士の６年一貫制教育」
「主専攻・副専攻」「工学共通基礎教育強化」が議論されており、工学新体制検討の後押しとなった。

上記背景を踏まえ

左記人材を育成
するため実施

 研究領域による教育 ②、③、④
現行と同様の学部４年間の課程に加え、学部修士一貫（３+３年）コース、通常の大学院進学（４＋２）

コースとも、複数の工学分野が融合した研究領域での教育・研究活動（国際シンポジウムでの他専攻
教員とのディスカッション等）を通じ、俯瞰的視野および異分野とのコミュニケーション能力を持つ人材
を養成する。
・研究領域による疑似的ダブルメジャーの教育方式
・７つの国際シンポジウムの開催
・７つの研究領域での教育・研究活動
（他分野・他専攻科目の履修、修士論文中間・最終発表会、国際シンポジウムでの他専攻教員や
海外研究者とのディスカッション等）

改組前からの取組を
引き続き実施

参考資料１

設置等の趣旨（資料）ー1



完成年度前（３年生時点）での工学部改組の結果
 総合工学科の設置（１学科５コース体制）
総合工学科については、改組後３年間の前期平均志願者倍率は3.4倍であり、ニーズに沿っ

た改組であることを確認した。
６→５専攻化については、改組後倍率は全体で微増し、ニーズに沿った改組であることを確

認した。この他、大学院改組を検討する際、学部改組時からの期間とコロナ禍の前後で三重・
東海の基幹産業に変化が無いか企業に調査を実施し、引き続き同様のニーズを確認した。

 学部修士一貫コース（３＋３）の設置
 卒業研究に代わる長期インターンシップの実施
まだ配属が実施されていないため厳密な調査ではないが、学部修士一貫コース（３＋３）を希

望する学生への聞き取り調査により、以下を確認している。
・4年次における長期インターンシップを実施予定（約50%; 54名/108名）
・修士1年時における海外留学・海外インターンシップを実施予定（約40%; 43名/108名）

上記により、本コースにおける長期インターンシップや海外留学等は卒業に当たって必須で
はないが、現時点でかなりの割合の学生が実施を希望していることから、学部修士一貫コース
（３＋３）によって生まれる時間的余裕の効果を確認した。
通常の大学院進学コース（４＋２）の学生（108名）については、現時点では修士1年時におけ

る海外留学・海外インターンシップに約20%（22名）の参加が見込まれる。学部修士一貫コース
（３＋３）の学生に刺激を受けて、海外留学・海外インターンシップや研究進展にプラス効果が
あることを期待している。

 クロス科目（修士課程科目の先取り）の実施
４年次に実施するため、現時点では未実施。
 工学共通基礎・専門教育科目の設定及び情報関連科目の強化
工学共通基礎・専門教育科目（安全教育・工学倫理、先端技術基礎科目）と情報関連科目

（プログラミング言語）は、１、２年次で実施し、共通科目として効果的な教育となった。

研究領域による教育の結果
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 俯瞰的視野の教育による学術論文数の増加  国際シンポジウムの効果

研究領域（専攻分野以外）の分野の講義科目を履
修させる疑似的メジャー／マイナーの教育方式によ
り、視野が広がる。修士論文中間・最終発表会を領
域ごとに開催することにより、多角的な物の見方を
身に着けられる。これらにより研究領域で得られた
知識を専攻で得た知識に上乗せすることにより、学
生主体の学術論文発表数の増加に繋がっているこ
とを確認した。

・学部改組は順調に推移している。改組した学部からの円滑な接続を目指す。
→ただし、研究科改組にあたって実施した企業アンケートの結果、基礎力・専門知識加えて養成すべ
き力（実践力等）が浮き彫りになったため大学院改組に反映させる。

・学部改組の取組と、研究科改組をあわせて本学の工学教育新体制を完成させるにあたって、工学
部・工学研究科全体のビジョン、育成する人材の整理を行う必要がある。

・学部修士一貫コース（３＋３）によって生まれる時間的余裕の効果により、海外留学・海外インターン
シップについては卒業要件にしなくとも、コロナ禍であってもかなりの割合の学生が希望している。
→修了要件にしない分、留学を支援する体制を構築し、また留学先等については学生のキャリアプラ
ンを明確にするサポートが必要

・研究領域による疑似的メジャー／マイナー教育は良好に実施できていると判断できるため、研究科
改組後においても継続する。

→ただし、より実学を重視した教育を強化するため「創成工学プログラム」について検討を行う。

・研究領域によるグローバルな感性・能力の教育についても良好に実施できている。
→ただし、留学生数の増加を目指すため、英語のみで修了できるコースを設置する必要があり、改
組に向けて、「国際プログラム」の新設について検討する。（本来、改組と同時に新設予定であったが、
工学研究科の審議が順調に進展したため、令和４年４月より新設した。）

海外留学・インターンシップ数は増加しており、領
域ごとに開催している国際シンポジウムによる教育
効果を確認した。

研究領域により就職の分野・幅が広がり、修了生
の就職率は99%以上になっている。

改組結果を踏まえて研究科改組を再検討
研究領域による教育効果を踏まえて

研究科改組を再検討

参考資料２
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三重大学工学研究科の将来像
・ ものづくり・研究に前向きな学生（意識の高い人材）を養成・輩出することができる。
・ 三重県・東海圏の産業構造ニーズに応じた５専攻で、優秀な人材輩出により基幹産業を強固に支える。

① 原理・原則を理解する基礎力を持つ人材
② 分野の多様性を理解し、異分野とのコミュニケーション能力を持つ人材
③ 学科の垣根を越えた学際分野も理解する研究者、リーダー
④ 専門分野の深い知識と同時に、グローバルな感性と俯瞰的視点を持つ人材
⑤ 大学院修了後の実社会に自然に延長できる教育を受けた人材
⑥ 修了後の進路が自然に描けるような人材

学部・研究科で一貫しており、学部改組から変更は無い
大学院改組にあたり、三重県・東海圏の企業166
社に新たに実施したアンケート結果を元に、需要
が確認された以下の要素を基礎力・専門知識にプ
ラスして強化

・産業の発展に迅速に対応できる展開力と適応力
・実学の修得 ・実践力
・グローバルな感性 ・俯瞰的視野

・実学・実践力に関する「先輩から学ぶ先端科学技術」を改組に向けて開講
・工学研究科共通の知識（企画力養成、先端技術、ベンチャービジネス、CSR教育（マネジメ
ント・知的財産、ＩＳＯ学）等）の講義のブラッシュアップ

・実務経験教員による講義をより、実学面を強化した内容で実施
・創成工学プログラムを取得した学生（修士定員の約40%）の修論テーマは、共同研究と関
連させたものとする。

・物理工学専攻を再編することで、実学だけでなく理論的側面の強化を目指す。

工学研究科で育成すべき人物像

・改組した学部からの円滑な接続
・産業界のニーズがある5専攻に特化

カリキュラム内容について、理論的側面と実学を強化

研究領域による教育→ グローバルな感性、俯瞰的視点、学際分野の教育

・国際プログラムの新設（本来、改組と同時に新設予定であったが、審議が順調に進展し
たため、令和４年４月より新設した）
・国際教育科目（英語講義、海外IS、海外留学、学術英語論文発表等）のブラッシュアップ
・国際会議発表の修士修了要件化
※海外留学を補助するための支援制度
・研究領域による疑似的ダブルメジャーの教育方式を継続

三重県・東海圏で求められている人材を明確化

・学部改組の取組と研究科改組をあわせて本学の工学教育新体制を完成させる。
（修士論文の長期研究、4年次長期インターンシップ、修士海外留学・インターンシップ）

・学部修士一貫（３+３年）コースは、コース選抜時に自らの研究計画やキャリアプラン（4年
次長期インターンシップ、修士の海外留学等）を策定し、提出する。

学部・研究科一貫教育による研究力強化
カリキュラム余裕により、学生自らがキャリアプランを立て外で学ぶ

工学研究科改組により実施する教育

三重県・東海圏に求められている工学人材は
Society 5.0（自動化・AI）の橋渡しとなる人材である。

・基幹産業であるものづくりの企業の現場において、今すぐに情報工学にのみ特化した学生の需要は高
くないため、本改組では情報工学の規模は現状を維持し、今、三重・東海圏の企業で必要な機械工学や
電気電子工学の学生定員数を増やす。
・企業への調査結果を踏まえ、現段階では、工学研究科改組の人材育成の方針は、情報工学にのみ特
化した学生を育成するのではなく、各分野に専門性を持ちつつも、情報工学などの俯瞰的な知識を持つ
学生を輩出することとした。

（例）自動車の「自動運転技術」を向上させたい
→AIが車外カメラにより、障害物や人を判断し、速度やブレーキをコントロール
→AIが物を認識し判断するには、「車外カメラ」の性能向上が必要

AIが速度やブレーキをコントロールするには、「ワイヤーハーネス」等各部品の性能向上が必要
→三重県・東海圏には日本の産業を代表する自動車関連企業や、それを支えるエレクトロニクス、オー
トメイション関連、IoT関連、化成品など、裾野の広い幅広い業種が基幹産業として存在している。

→「100 年に一度」の大変革期
自動車の自動運転のためには、コンピューターのソフトを充実させる前に、コンピューター制御に適し
たものづくりをする必要があり、これは社会背景の企業アンケートにも如実に反映されている。

三重県・東海圏の状況や現場の実学（応用力）を理解しつつ
専門分野の深い知識や理論的側面の教育が必要

アドミッションポリシー（ＡＰ）については、従来の
ＡＰに加えて、グローバルな感性と俯瞰的視野に
関する、求める学生像に、以下の文章を追記した。

求める学生像

国際的社会に対応するためにグローバルな感性
と俯瞰的視点に富む人

参考資料３
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新組織既存の組織
（定員と授与する学位は変更なし）

機械工学専攻

電気電子工学専攻

分子素材工学専攻

建築学専攻

・量子・電子機械講座
・機能加工講座
・環境エネルギー講座

・電気システム工学講座
・情報・通信システム工学講座
・電気物性工学講座

・分子設計化学講座
・生物機能工学講座
・素材化学講座

・建築学講座
（建築デザイン・建築マネジメント）

学生定員 50名
教員数 21名

学生定員 45名
教員数 20名

定員216名博士前期課程：６専攻１４講座 定員216名 博士前期課程：５専攻１７講座

情報工学専攻
・コンピューターサイエンス講座
・知能工学講座

物理工学専攻
・量子工学講座
・ナノ工学講座

機械工学専攻
・ロボティクス・メカトロニクス講座
・機能創成プロセス講座
・機械物理学講座
・環境エネルギー講座

電気電子工学専攻
・電気システム工学講座
・情報・通信システム工学講座
・電気物性工学講座
・物理工学講座

応用化学専攻
・物理化学講座
・有機化学講座
・無機・分析化学講座
・生命化学講座

建築学専攻

情報工学専攻
・コンピュータサイエンス講座
・情報ネットワーク工学講座
・知能システム工学講座
・人間情報学講座

・建築学講座
（建築デザイン・建築マネジメント）

学生定員 55名
教員数 22名

学生定員 20名
教員数 12名

学生定員 28名
教員数 15名

学生定員 18名
教員数 9名

学生定員 55名
(+5)

教員数 24名
(+3) 

学生定員 55名
(+10)

教員数 25名
(+5) 

学生定員 56名
(+1)

教員数 21名

学生定員 20名
教員数 12名

学生定員 30名
(+2)

教員数 16名
(+1) 

組織の移行表 参考資料４
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学部入学

２年生

３年生

修士の入学定員（216名）の
半分（108名程度）を目安とし

て、学部成績の優秀者が、学
部・修士一貫コースに進む。

３年生の３月

学部・修士一貫コースの
コース選抜試験

通常の大学院進学（４＋２）

４年生の８月下旬
大学院入学試験
（筆記試験・面接）

卒業研究

５コース
（機械、電気、化学、情報、建築）

大学院修士
入学

改組・５専攻
（機械、電気、化学、情報、建築）

修士研究

学部・修士一貫コースの学生
の影響を受けて、研究進展、
海外留学、博士課程進学な
どにプラス効果が期待できる。

博士進学

一般学生の博士
進学の増加が期
待できる。

学部修士一貫コース（３＋３）

４年生の７月上旬
大学院入学試験
（面接のみ）

長期インターンシップ

クロス科目により、修士の講
義を受講できる。これにより、
大学院修士中に時間的余裕
が生まれる。

長期的に研究を実施できるため、
研究進展が期待でき、研究の魅力
を感じやすい。また、時間的余裕
により、海外留学も行きやすい。

専攻（メジャー）と研究領
域（マイナー）による疑似
的ダブルメジャーの教育

海外留学
海外インターンシップ

108名程度

108名程度

定員: 400名

クロス科目
修士講義履修

修士長期研究

実践的人材の教育・育成

参考資料５
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研究領域による教育について

 原理・原則を理解する基礎力を持つ人材
 分野の多様性を理解し、異分野とのコミュニケーション能力を持つ人材
 学科の垣根を越えた学際分野も理解する研究者、リーダー
 専門分野の深い知識と同時に、グローバルな感性と俯瞰的視点を持つ人材
 大学院修了後の実社会に自然に延長できる教育を受けた人材
 修了後の進路が自然に描けるような人材

研究領域による疑似的メジャー／マイナー教育は
良好に実施できていると判断できるため、研究科改

組後においても継続する。

工学研究科で育成すべき人物像

工学研究科の専攻（縦）と研究領域（横）のクロスした箇所で、学生に
どのような能力が身につき、就職先がどのように変化したか。

工学研究科では、専攻による教育がメジャーであるため、マイナーで
ある領域による教育の影響は限定的である。したがって、各専攻の中で、
領域によりさらに細分化した学生像は見られない。就職先は、領域教育
の影響により、幅が広がったと思われる。

情報工学専攻
（定員30）

電気電子工学専攻
（定員55）

機械工学専攻
（定員55）

建築学専攻
（定員20）

応用化学専攻
（定員56）

講 座ロボティクス・
メカトロニクス

地球環境・
エネルギー
情報処理・
情報通信

ライフサイエンス

ナノサイエンス・
ナノテクノロジー
先進物質・
先進材料
社会基盤・
生産

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

講 座

大学院（５専攻７研究領域）

講 座 講 座

講 座

参考資料７
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研究領域と研究内容 

研究領域

番号 

研究領域 研 究 内 容 

領域Ａ ﾛﾎﾞﾃｨｸｽ･ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ

ﾛﾎﾞｯﾄ，ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ，電子ｼｽﾃﾑ，医療福祉ﾛﾎﾞｯﾄ，ﾓｰﾀｰ，計測・制

御，人工知能， ﾊﾟﾜｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ，人間工学，量子ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ 

領域Ｂ 地球環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ 

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ，熱交換器，ｴﾈﾙｷﾞｰ変換，低炭素社会実現技術

開発，省ｴﾈﾙ ｷﾞｰ，流動制御，乱流 

領域Ｃ 情報処理・情報通信 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ処理，信号処理，ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ，ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱ，通

信， ﾈｯﾄﾜｰｸ，LSI 設計，生体情報 

領域Ｄ ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

生体計測，人工臓器，人工細胞，再生医療工学，福祉工学， 

ﾊﾞｲｵﾒｶﾆｸｽ，遺伝子工学，ﾀﾝﾊﾟｸ質工学，ﾊﾞｲｵﾏﾃﾘｱﾙ，医療器具，

生体膜，細胞工学，組織工学 

領域Ｅ ﾅﾉｻｲｴﾝｽ･ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ，光ﾃﾞﾊﾞｲｽ，量子ﾃﾞﾊﾞｲｽ，ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙ，ﾅﾉ加工，量子物

理学，理論化学，複雑系物理学，固体電子論 

領域Ｆ 先進物質・先進材料 

機能性高分子材料，機能性触媒材料，機能性ｾﾗﾐｯｸｽ，ｸﾞﾘｰﾝﾌﾟﾛｾ

ｽ， 高分子合成，磁性材料，ｿﾌﾄﾏﾀｰ，超伝導，超分子，ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ

物質， 燃料電池，無機・金属材料，有機機能材料，有機合成， 

有機/無機ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ材料，ﾘﾁｳﾑ電池 

領域Ｇ 社会基盤・生産 

建築ﾃﾞｻﾞｲﾝ，建築ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ，建築ｴﾈﾙｷﾞｰ，塑性加工，切削加工， 

接合加工，精密加工，材料力学，ﾄﾗｲﾎﾞﾛｼﾞｰ 

参考資料８ 
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教育課程の全体的なイメージ

修了要件： 博士前期課程では，以下の条件をすべて満たすことを修了要件とする。
(1) 2年以上在学し，選択した研究領域プログラム、創成工学プログラム、国際プログラムで30単位以上修得する。
(2) 必要な研究指導(研究倫理教育を含む)を受けたうえで，学位論文の審査及び最終試験に合格する。
(3) 国際会議などで英語による研究発表を行う。

科目群 科 目 内 容

専攻指定 専攻別に開講される科目であり、各専攻の修了生として必要な専門知識の修得を目的と
する。

研究科共通 全ての専攻に対して共通に開講される科目であり、工学技術者として必要な知識とノウ
ハウの修得を目的とする。

国際教育科目 全ての専攻に対して共通に開講される科目であり、国際的な視点を持つ工学技術者およ
び工学研究者として必要な英語の修得を目的とする。

研究領域教育科目 専攻横断的に設置された７つの研究領域ごとに開講される科目であり、研究領域別の高
度専門技術を体系的に修得することを目的とする。

創成工学教育科目
全ての専攻に対して共通に開講される科目であり、設計、製作、実験、評価の一連の産
業化プロセスを実際に体験することにより、企業の設計・生産部門で必要となる専門技術
を修得することを目的とする。

特別研究 指導教員のもとで修士論文に関する研究を行う実習科目であり、特別研究Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ
の４科目（８単位）を必修科目として履修する。

⑤、⑥
実学・実践力の強化

⑤、⑥
実学・実践力の強化

④
グローバルな感性

俯瞰的視点

・「研究科共通」と「創成工学教育科目」の科目群の担当は、企業での実務経験がある非常勤講師が大部分であり、既に実学・実践力を
涵養している。

・そこで、これらの科目群は、講義内容をブラッシュアップし、研究領域教育科目群の講義内容を、より実学・実践力にシフトする。
・国際教育科目は、これまで通り、グローバルな感性を涵養する。

講義の主な目的

①、②、③に加えて、

より実学・実践力にシフト

① 原理・原則を理解する基礎力を持つ人材
② 分野の多様性を理解し、

異分野とのコミュニケーション能力を持つ人材
③ 学科の垣根を越えた

学際分野も理解する研究者、リーダー
④ 専門分野の深い知識と同時に、

グローバルな感性と俯瞰的視点を持つ人材
⑤ 大学院修了後の実社会に自然に延長できる

教育を受けた人材
⑥ 修了後の進路が自然に描けるような人材

工学研究科で育成すべき人物像

①

①～⑥

参考資料９
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8

教育課程の全体的イメージ
博士前期課程では，以下の条件をすべて満たすことを修了要件とする。
(1) 2年以上在学し，選択した研究領域プログラム、創成工学プログラム、国際プログラムで30単位以上修得する。
(2)必要な研究指導(研究倫理教育を含む)を受けたうえで，学位論文の審査及び最終試験に合格する。
(3)国際会議などで英語による研究発表を行う。

機械工学専攻

カリキュラムポ
リシー

専門性や創造性
を養う

社会性を養う
国際的な貢献
社会性を養う

深い専門知識
（機械工学分

野）

広範な知識

豊かな創造性
高い社会性

機械工学分野
を核とする広範
な知識および
技術を習得

プログラム 専攻指定科目
研究科共通科

目
国際教育科目

研究領域教育
科目

創成工学教育
科目

特別研究 合計単位数

研究領域プロ
グラム

機械工学特別演習
2単位

先端技術特論I
先端技術特論II
知的財産権出願特論
ISO学特論

ベンチャービジネス特
論など
3単位以上

コミュニケーション英語
国際インターンシップ
短期留学
国際会議発表演習
学術英語論文発表など
2単位以上

システム制御工学特論
ロボット工学特論
機械制御工学特論
生体材料工学特論
バイオメカニクス特論
機械力学特論など
8単位以上

生産管理特論I
生産管理特論II
ものづくり管理特論
実践企業学

先輩から学ぶ先端技術
特論など
4単位以上

機械工学特別研究I
機械工学特別研究II
機械工学特別研究III
機械工学特別研究VI
8単位

30単位以上

創成工学プロ
グラム

機械工学特別演習
2単位

先端技術特論I
先端技術特論II
知的財産権出願特論
ISO学特論

ベンチャービジネス特
論など
3単位以上

コミュニケーション英語
国際インターンシップ
短期留学
国際会議発表演習
学術英語論文発表など
2単位以上

システム制御工学特論
ロボット工学特論
機械制御工学特論
生体材料工学特論
バイオメカニクス特論
機械力学特論など
4単位以上

生産管理特論I
生産管理特論II
ものづくり管理特論
実践企業学

先輩から学ぶ先端技術
特論など
8単位以上

機械工学特別研究I
機械工学特別研究II
機械工学特別研究III
機械工学特別研究VI
8単位

30単位以上

ディプロマポリシー
機械工学専攻では、所定の課程を修め、かつ必要な研究指導を受けた上、学位論文の審査及び最終試験に合格し、以下のすべての能
力を満たした者に対して、修士（工学）の学位を授与します。
（１）機械工学分野を核とする広範な知識および技術を学び、深い専門知識を備え、高い課題解決能力を有している。
（２）人間・環境・機械の調和的発展に貢献でき、創造性豊かで社会性が高く、国際的にも貢献できる。

参考資料１１
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教育課程の全体的イメージ
博士前期課程では，以下の条件をすべて満たすことを修了要件とする。
(1) 2年以上在学し，選択した研究領域プログラム、創成工学プログラム、国際プログラムで30単位以上修得する。
(2)必要な研究指導(研究倫理教育を含む)を受けたうえで，学位論文の審査及び最終試験に合格する。
(3)国際会議などで英語による研究発表を行う。

電気電子工学専攻

カリキュラムポ
リシー

自主的継続的学
習能力

技術者倫理

高度なコミュニ
ケーション能力

国際的な課題
の解決

深い専門知識
（電気電子工学

分野）

多面的思考能
力

専門知識、デザイン能
力・ものづくり能力

制約下での仕事の推
進・統括

プログラム 専攻指定科目
研究科共通科

目
国際教育科目

研究領域教育
科目

創成工学教育
科目

特別研究 合計単位数

研究領域プロ
グラム

システム工学PBL特論
材料科学PBL特論
電気電子工学特別講義I
電気電子工学特別講義II
2単位以上

先端技術特論I
先端技術特論II
知的財産権出願特論
ISO学特論

ベンチャービジネス特
論など
2単位以上

コミュニケーション英語
国際インターンシップ
短期留学
国際会議発表演習
学術英語論文発表など
2単位以上

電気制御特論I
制御工学特論I
電気エネルギーシステ
ム特論
情報処理特論
通信システム特論Iなど
12単位以上

生産管理特論I
生産管理特論II
ものづくり管理特論
実践企業学

先輩から学ぶ先端技術
特論など
2単位以上

電気電子工学特別研究I
電気電子工学特別研究II
電気電子工学特別研究III
電気電子工学特別研究VI
8単位

30単位以上

創成工学プロ
グラム

システム工学PBL特論
材料科学PBL特論
電気電子工学特別講義I
電気電子工学特別講義II
2単位以上

先端技術特論I
先端技術特論II
知的財産権出願特論
ISO学特論

ベンチャービジネス特
論など
2単位以上

コミュニケーション英語
国際インターンシップ
短期留学
国際会議発表演習
学術英語論文発表など
2単位以上

電気制御特論I
制御工学特論I
電気エネルギーシステ
ム特論
情報処理特論
通信システム特論Iなど
10単位以上

生産管理特論I
生産管理特論II
ものづくり管理特論
実践企業学

先輩から学ぶ先端技術
特論など
6単位以上

電気電子工学特別研究I
電気電子工学特別研究II
電気電子工学特別研究III
電気電子工学特別研究VI
8単位

30単位以上

ディプロマポリシー
電気電子工学専攻では、所定の課程を修め、かつ必要な研究指導を受けた上、学位論文の審査及び最終試験に合格し、以下のすべて
の能力を満たした者に対して、修士（工学）の学位を授与します。
（１）専門知識、（２）デザイン能力・ものづくり能力、（３）高度なコミュニケーション能力、（４）自主的継続的学習能力
（５）制約下での仕事の推進・統括、（６）技術者倫理、（７）多面的思考能力

参考資料１１

設置等の趣旨（資料）ー12
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教育課程の全体的イメージ博士前期課程では，以下の条件をすべて満たすことを修了要件とする。
(1) 2年以上在学し，選択した研究領域プログラム、創成工学プログラム、国際プログラムで30単位以上修得する。
(2)必要な研究指導(研究倫理教育を含む)を受けたうえで，学位論文の審査及び最終試験に合格する。
(3)国際会議などで英語による研究発表を行う。

応用化学専攻

カリキュラムポ
リシー

科学技術
社会性を養う
（社会活動）

国際コミュニ
ケーション力

高度な専門知
識（応用化学分

野）

広範な知識

豊かな創造性
高い社会性

専化学の研究者・技術
者としての高度な専門
知識・技術の修得

プログラム 専攻指定科目
研究科共通科

目
国際教育科目

研究領域教育
科目

創成工学教育
科目

特別研究 合計単位数

研究領域プロ
グラム

応用化学特論
応用化学特別講義I
応用化学特別講義II
応用化学特別講義III
応用化学特別講義IV
4単位以上

先端技術特論I
先端技術特論II
知的財産権出願特論
ISO学特論

ベンチャービジネス特
論など
2単位以上

コミュニケーション英語
国際インターンシップ
短期留学
国際会議発表演習
学術英語論文発表など
2単位以上

応用固体化学特論
材料応用化学特論
界面応用化学特論
応用生物工学特論

応用有機反応化学特
論など
12単位以上

生産管理特論I
生産管理特論II
環境創成実践特論
実践企業学

先輩から学ぶ先端技術
特論など
2単位以上

応用化学特別研究I
応用化学特別研究II
応用化学特別研究III
応用化学特別研究VI
8単位

30単位以上

創成工学プロ
グラム

応用化学特論
応用化学特別講義I
応用化学特別講義II
応用化学特別講義III
応用化学特別講義IV
4単位以上

先端技術特論I
先端技術特論II
知的財産権出願特論
ISO学特論

ベンチャービジネス特
論など
2単位以上

コミュニケーション英語
国際インターンシップ
短期留学
国際会議発表演習
学術英語論文発表など
2単位以上

応用固体化学特論
材料応用化学特論
界面応用化学特論
応用生物工学特論

応用有機反応化学特
論など
8単位以上

生産管理特論I
生産管理特論II
環境創成実践特論
実践企業学

先輩から学ぶ先端技術
特論など
6単位以上

応用化学特別研究I
応用化学特別研究II
応用化学特別研究III
応用化学特別研究VI
8単位

30単位以上

ディプロマポリシー
応用化学専攻では、所定の課程を修め、かつ必要な研究指導を受けた上、学位論文の審査及び最終試験に合格し、以下のすべての能
力を満たした者に対して、修士（工学）の学位を授与します。
（１）化学の研究者・技術者としての高度な専門知識・技術を修得し、科学技術や社会活動に関する諸問題に対して化学の観点から思考
し解決することができる。
（２）国際コミュニケーション力を修得し、国際的な視野に立ち、科学技術の国際化に対応することができる。

参考資料１１

設置等の趣旨（資料）ー13
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教育課程の全体的イメージ
博士前期課程では，以下の条件をすべて満たすことを修了要件とする。
(1) 2年以上在学し，選択した研究領域プログラム、創成工学プログラム、国際プログラムで30単位以上修得する。
(2)必要な研究指導(研究倫理教育を含む)を受けたうえで，学位論文の審査及び最終試験に合格する。
(3)国際会議などで英語による研究発表を行う。

建築学専攻

カリキュラムポ
リシー

デザイン能力 技術者倫理 広い視野
深い専門知識
（建築学分野）

文化や社会の
多様性を理解

する能力

建築に関係する高
度な知識を理解し、

活用する能力

プログラム 専攻指定科目
研究科共通科

目
国際教育科目

研究領域教育
科目

創成工学教育
科目

特別研究 合計単位数

研究領域プロ
グラム

建築都市人間工学特論
建築環境設計技術特論
建築構造計画学特論
建築インターンシップ
2単位以上

先端技術特論I
先端技術特論II
知的財産権出願特論
ISO学特論

ベンチャービジネス特
論など
2単位以上

コミュニケーション英語
国際インターンシップ
短期留学
国際会議発表演習
学術英語論文発表など
2単位以上

建築意匠特論
建築計画学特論
熱環境解析学特論
都市計画学特論

建築構造材料工学特
論など
10単位以上

生産管理特論I
生産管理特論II
環境創成実践特論
実践企業学

先輩から学ぶ先端技術
特論など
1単位以上

建築学特別研究I
建築学特別研究II
建築学特別研究III
建築学特別研究VI
8単位

30単位以上

創成工学プロ
グラム

建築都市人間工学特論
建築環境設計技術特論
建築構造計画学特論
建築インターンシップ
2単位以上

先端技術特論I
先端技術特論II
知的財産権出願特論
ISO学特論

ベンチャービジネス特
論など
2単位以上

コミュニケーション英語
国際インターンシップ
短期留学
国際会議発表演習
学術英語論文発表など
2単位以上

建築意匠特論
建築計画学特論
熱環境解析学特論
都市計画学特論

建築構造材料工学特
論など
10単位以上

生産管理特論I
生産管理特論II
環境創成実践特論
実践企業学

先輩から学ぶ先端技術
特論など
2単位以上

建築学特別研究I
建築学特別研究II
建築学特別研究III
建築学特別研究VI
8単位

30単位以上

ディプロマポリシー
建築学専攻では、所定の課程を修め、かつ必要な研究指導を受けた上、学位論文の審査及び最終試験に合格し、以下のすべての能力
を満たした者に対して、修士（工学）の学位を授与します。
（１）広い視野、（２）技術者倫理、（３）専門的能力
（４）コミュニケーション能力、（５）デザイン能力

参考資料１１
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教育課程の全体的イメージ
博士前期課程では，以下の条件をすべて満たすことを修了要件とする。
(1) 2年以上在学し，選択した研究領域プログラム、創成工学プログラム、国際プログラムで30単位以上修得する。
(2)必要な研究指導(研究倫理教育を含む)を受けたうえで，学位論文の審査及び最終試験に合格する。
(3)国際会議などで英語による研究発表を行う。

情報工学専攻

カリキュラムポ
リシー

学際性基盤 工学者倫理 国際性基盤
学識・応用基礎
（情報工学分

野）
創成工学知識 主体的研究開発

プログラム 専攻指定科目
研究科共通科

目
国際教育科目

研究領域教育
科目

創成工学教育
科目

特別研究 合計単位数

研究領域プロ
グラム

ソフトウェア基礎論特論

コンピュータ・アートテク
チャ特論
計算機ネットワーク特論
パターン情報処理特論
知能システム特論など
6単位以上

先端技術特論I
先端技術特論II
知的財産権出願特論
ISO学特論

ベンチャービジネス特
論など
2単位以上

コミュニケーション英語
国際インターンシップ
短期留学
国際会議発表演習
学術英語論文発表など
2単位以上

計算モデル特論
並列ソフトウェア特論
通信信号処理特論

マルチメディア処理特
論など
8単位以上

生産管理特論I
生産管理特論II
環境創成実践特論
実践企業学

先輩から学ぶ先端技術
特論など
2単位以上

情報工学特別研究I
情報工学特別研究II
情報工学特別研究III
情報工学特別研究VI
8単位

30単位以上

創成工学プロ
グラム

ソフトウェア基礎論特論

コンピュータ・アートテク
チャ特論
計算機ネットワーク特論
パターン情報処理特論
知能システム特論など
6単位以上

先端技術特論I
先端技術特論II
知的財産権出願特論
ISO学特論

ベンチャービジネス特
論など
1単位以上

コミュニケーション英語
国際インターンシップ
短期留学
国際会議発表演習
学術英語論文発表など
2単位以上

計算モデル特論
並列ソフトウェア特論
通信信号処理特論

マルチメディア処理特
論など
4単位以上

生産管理特論I
生産管理特論II
環境創成実践特論
実践企業学

先輩から学ぶ先端技術
特論など
5単位以上

情報工学特別研究I
情報工学特別研究II
情報工学特別研究III
情報工学特別研究VI
8単位

30単位以上

ディプロマポリシー
情報工学専攻では、所定の課程を修め、かつ必要な研究指導を受けた上、学位論文の審査及び最終試験に合格し、以下のすべての能
力を満たした者に対して、修士（工学）の学位を授与します。
（１）工学技術者基盤、（２）国際的視点、（３）専門知識、（４）高度専門技術
（５）創成工学、（６）修士論文研究

参考資料１１
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教育課程の全体的イメージ 博士前期課程では，以下の条件をすべて満たすことを修了要件とする。
(1) 2年以上在学し，選択した研究領域プログラム、創成工学プログラム、国際プログラムで30単位以上修得する。
(2)必要な研究指導(研究倫理教育を含む)を受けたうえで，学位論文の審査及び最終試験に合格する。
(3)国際会議などで英語による研究発表を行う。

国際プログラム
（青の単位数は、取得した例を示す）

プログラム
専攻指
定科目

研究科共
通科目

国際教育科
目

研究領域教育科目
創成工学
教育科目

特別研究 合計単位数

必要単位数 2単位以上 12単位以上 0単位以上 8単位 30単位以上

機械工学専攻
機械工学
特別演習
2単位

先端技術特
論I・II
2単位

国際会議発表演習
学術英語論文発表
2単位

システム制御工学特論, ロボット工学特論
機械制御工学特論, メカトロニクス工学特論
固体物理学演習, エネルギー環境機械演習など
16単位

0単位

機械工学特別研究I
機械工学特別研究II
機械工学特別研究III
機械工学特別研究VI
8単位

30単位

電気電子工学
専攻

電気電子
工学特別
講義I
2単位

0単位
国際会議発表演習
学術英語論文発表
2単位

電気制御特論I, 制御工学特論I,通信システム特論
電気エネルギーシステム特論, 薄膜工学演習
有機エレクトロニクス演習, 量子エレクトロニクス演習
16単位

環境創成科学特
論
2単位

電気電子工学特別研究I
電気電子工学特別研究II
電気電子工学特別研究III
電気電子工学特別研究VI
8単位

30単位

応用化学専攻 0単位
国内イン
ターンシップ
2単位

国際会議発表演習
学術英語論文発表
2単位

応用固体化学特論, 材料応用化学特論
界面応用化学特論, 高分子設計化学演習
精密反応化学演習, 有機機能化学演習など
16単位

環境創成科学特
論
2単位

応用化学特別研究I
応用化学特別研究II
応用化学特別研究III
応用化学特別研究VI
8単位

30単位

建築学専攻

建築都市
人間工学
特論
2単位

0単位
国際会議発表演習
学術英語論文発表
2単位

建築意匠特論, 建築計画学特論
熱環境解析学特論, 熱環境解析学演習
建築エネルギー計画演習, 建築構造解析学演習など
16単位

生産管理特論I
2単位

建築学特別研究I
建築学特別研究II
建築学特別研究III
建築学特別研究VI
8単位

30単位

情報工学専攻 0単位
先端技術特
論I・II
2単位

国際会議発表演習
学術英語論文発表
2単位

計算モデル特論, 並列ソフトウェア特論
通信信号処理特論, IoTシステム特論
計算モデル演習, 並列ソフトウェア演習
など
16単位

環境創成科学特
論
2単位

情報工学特別研究I
情報工学特別研究II
情報工学特別研究III
情報工学特別研究VI
8単位

30単位

参考資料１１
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研究領域プログラムの学部修士一貫コース学生の履修例 

科目群 早期履修 1 年 2 年 単 位

数 前期 後期 前期 後期 

専攻指定 機械工学特別演習 2 

研究科共通 先端技術特論 I 

知的財産権出願特論 

ベンチャービジネス

特論 

3 

国際教育科

目 

コミュニケーション

英語 

コミュニケーション

英語 

国際インターンシッ

プ 

4 

研究領域教

育科目 

システム工学制御

特論 

ロボット工学特論

制御工学特論 I 

ロボット工学演習 I

電気制御特論 II 10 

創成工学教

育科目 

生産管理論特論 II 機械創成工学特論 A 4 

特別研究 機械工学特別研究 I 機械工学特別研究 II 機械工学特別研究 III 機械工学特別研究 IV 8 

合計 31 単位 
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創成工学プログラムの学部修士一貫コース学生の履修例 

科目群 早期履修 1 年 2 年 単 位

数 前期 後期 前期 後期 

専攻指定 機械工学特別演習 2 

研究科共通 先端技術特論 I 先端技術特論 II 

ISO 学特論 

3 

国際教育科

目 

コミュニケーション

英語 

コミュニケーション

英語 

国際インターンシッ

プ 

4 

研究領域教

育科目 

熱工学特論 

エネルギー環境機

械特論 

4 

創成工学教

育科目 

生産管理論特論 I 

機械創成工学特論 A 

生産管理論特論 I 

機械創成工学特論 B 

環境創成実践特論 10 

特別研究 機械工学特別研究 I 機械工学特別研究 II 機械工学特別研究 III 機械工学特別研究 IV 8 

合計 31 単位 
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研究領域プログラムの一般コース学生の履修例 

科目群 早期履修 1 年 2 年 単 位

数 前期 後期 前期 後期 

専攻指定 機械工学特別演習 2 

研究科共通 先端技術特論 I 

知的財産権出願特論 

ベンチャービジネス

特論 

3 

国際教育科

目 

コミュニケーション

英語 

コミュニケーション

英語 

国際インターンシッ

プ 

4 

研究領域教

育科目 

システム工学制御特

論 

ロボット工学特論制

御工学特論 I 

ロボット工学演習 I

電気制御特論 II 8 

創成工学教

育科目 

生産管理論特論 I 生産管理論特論 II 機械創成工学特論 A 6 

特別研究 機械工学特別研究 I 機械工学特別研究 II 機械工学特別研究 III 機械工学特別研究 IV 8 

合計 31 単位 
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創成工学プログラムの一般コース学生の履修例 

科目群 早期履修 1 年 2 年 単 位

数 前期 後期 前期 後期 

専攻指定 機械工学特別演習 2 

研究科共通 先端技術特論 I 先端技術特論 II 

ISO 学特論 

3 

国際教育科

目 

コミュニケーション

英語 

コミュニケーション

英語 

国際インターンシッ

プ 

4 

研究領域教

育科目 

熱工学特論 エネルギー環境機械

特論 

4 

創成工学教

育科目 

生産管理論特論 I 

機械創成工学特論 A 

生産管理論特論 I 

機械創成工学特論 B 

環境創成実践特論 10 

特別研究 機械工学特別研究 I 機械工学特別研究 II 機械工学特別研究 III 機械工学特別研究 IV 8 

合計 31 単位 
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修了までのスケジュール表 

学年 月 履修 研究指導 備考 

入学前 履修相談 研究計画相談 

指導教員決定 

1 年 4 履修登録 研究計画指導 

5 

6 研究指導 

7 

8 

9 成績指導 

10 履修登録 

11 

12 

1 

2 成績指導 

3 

2 年 4 履修登録 研究指導 

5 国内学会発表 

6 論文指導 

7 

8 

9 成績指導 中間審査 国際シンポジウム

発表 

10 履修登録 

11 

12 

1 主査・副査決定 

2 成績指導 修士論文提出 

論文審査 

最終審査 

3 学位授与 
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三重大学における公正研究の基本方針 

平成２７年３月２６日 

学 長 決 定 

１．趣旨 

この基本方針は、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成 

26 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）に基づき、研究者自身の規律や科学コミュニティの自

立を基本としながらも、研究機関が責任を持って不正行為の防止に取り組む必要があるこ

とから、組織の管理責任の明確化と不正を事前に防止する取組に関する事項を定めたもの

である。 

２．組織の管理責任の明確化 

(1) 本学の研究を統括し、公正な研究の推進と研究活動における不正行為に対応するために

「統括研究倫理教育責任者」（以下「統括責任者」という。）を置き、研究を担当する理事

をもって充てる。 

(2) 統括責任者は、研究倫理教育の内容や実施形態の検討、研修会の開催等、研究倫理教育

の啓発活動を推進し、適宜、教育を担当する理事等とも連携し、不正行為の防止に取り組む。 

(3) 本学に「三重大学公正研究推進室」（以下「公正研究推進室」という。）を設置し、「三

重大学研究行動規範委員会」（以下「研究行動規範委員会」という。）、「三重大学公的研

究費不正防止推進委員会」と連携して、本学における公正研究の推進、研究倫理教育の実施、

研究活動の不正行為及び研究費の不正使用に関する問題への対応等に当たる。 

(4) 部局等の長は、当該部局等における「部局等研究倫理教育責任者」として、部局等の研

究者（学生を含む。）における研究倫理の推進を図る。 

(5) 部局等研究倫理教育責任者は、統括責任者の指示の下、次に掲げる業務を行う。

① 自己の管理監督する部局等における対策を実施し、実施状況を確認するとともに、実施

状況を統括責任者に報告すること。 

② 不正防止を図るため、部局等内の研究に関わる全ての研究者に対し、研究倫理教育を実

施し、受講状況を管理監督すること。 

③ 自己の管理監督する部局等において、研究者が、適切に研究を行っているか等のモニタ

リングを実施し、必要に応じて改善指導を行うこと。

(6) 各部局等の研究者及び若手研究者を監督する地位にある者は、若手研究者が自立できる

よう適切に支援や助言をする。 

(7) 各部局等の研究の全容を把握する代表研究者は、研究グループの研究成果を適切に確認

する。 

３．不正を事前に防止する取組 

(1) 実験データの記録・管理を行うシステムの構築

① 研究行動規範委員会のもとで、実験データの記録・管理等に関する基本的な考え方を示
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す。 

② 各部局等において、各研究室まで確実に実行できるラボノートの保管方法、電子データ

等の保存方法を策定する。 

③ 公正研究推進室が各部局等へのモニタリングを実施し、助言・是正要求を実施する。

(2) 論文の信頼性を保証する仕組みの構築

① 論文作成に当たり、共著者間で生データの検証と評価を実施し、生データの管理者を確

認する。 

② 論文投稿に当たり、共著者それぞれの貢献内容と責任範囲を明確にしておく。

③ 本学に所属する者が単著で、又は共著の場合で筆頭著者あるいは責任著者として論文を

公表した場合は、当該論文が掲載された旨を上記①及び②の内容の記載を含む所定の書式

により、所属部局等の長に報告する。 

(3) 研究倫理教育の徹底

① 大学教員のみならず、研究員や技術職員、学生を含め、若手からシニアまで研究活動に

携わるすべての研究者に対し、それぞれのレベルに応じた研究倫理教育の受講を義務化す

る。その際、受講記録簿に受講状況を記録する。 

② 研究倫理教育の実施に当たっては、義務化が形式的なものにならないようにするため、

本学全体での研究者倫理（社会的責任の自覚）を共有し、段階的に国が推奨する e-learning 

などを含む実効性のある研究倫理教育の仕組みを構築する。 
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三重大学組換え DNA 実験安全管理規程 

(平成 17 年 3 月 24 日規程第 497 号) 

改正 

平成 17 年 9 月 27 日規程 

平成 18 年 5 月 25 日規程 

平成 20 年 4 月 21 日規程 

平成 21 年 9 月 30 日規程 

平成 23 年 3 月 24 日規程 

平成 29 年 3 月 30 日規程第 497 号 

令和元年 7 月 1 日規程第 497 号 

令和 3 年 8 月 16 日規程第 497 号 

(趣旨) 

第 1 条 この規程は，遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関

する法律(平成 15 年法律第 97 号)その他の法令(以下「関係法令」という。)に基づき，三重

大学(以下「本学」という。)における遺伝子組換え実験及び細胞融合実験(以下「実験」とい

う。)の安全を確保し，かつ遺伝子組換え生物等の拡散を防止するために必要な事項を定め

る。 

(定義) 

第 2 条 この規程における用語の意義は，関係法令によるほか，次の各号に定めるところに

よる。 

(1) 「実験」とは，関係法令に定める第一種使用等及び第二種使用等に該当する遺伝子組換

え実験及び細胞融合実験をいう。 

(2) 「部局等」とは，各学部，各研究科，医学部附属病院，学内共同教育研究施設をいう。

(3) 「部局等の長」とは，前号に掲げる部局等の長をいう。

(学長及び部局等の長の責務) 

第 3 条 学長は，本学における実験の安全確保及び遺伝子組換え生物等の拡散防止に関す

る業務を総括する。 

2 部局等の長は，関係法令及びこの規程に定めるところにより，当該部局等において行わ

れる実験の安全確保及び遺伝子組換え生物等の拡散防止に必要な措置を講じなければなら

ない。 

(安全委員会) 

第 4 条 本学に，実験の安全かつ適切な実施を確保するため，三重大学組換え DNA 実験安

全委員会(以下「安全委員会」という。)を置く。 

2 安全委員会は，学長の諮問に応じて次の各号に掲げる事項について調査・審議し，これ

らの事項に関して学長等に対し，助言又は勧告するとともに，必要に応じ安全主任者及び実
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験責任者に報告を求めることができる。 

(1) 実験に係る学内規程等の制定・改廃に関する事項

(2) 実験計画の関係法令及びこの規程に対する適合性の審査に関する事項

(3) 実験に係る教育訓練及び健康管理に関する事項

(4) 事故発生の際の必要な処置及び改善策に関する事項

(5) 学内の連絡調整に関する事項

(6) その他実験の安全確保に関する必要な事項

(安全委員会の組織等) 

第 5 条 安全委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 組換え DNA 研究者 若干名

(2) 組換え DNA 研究者以外の自然科学系の大学教員 若干名

(3) 人文・社会科学系の大学教員 若干名

(4) 組換え DNA 実験安全主任者

(5) 保健管理センター所長

(6) 企画総務部人事労務課長

(7) その他学長が必要と認めた者

2 第 1 項第 1 号から第 3 号まで及び第 7 号の委員の任期は，2 年とし，再任を妨げない。

ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

3 安全委員会に委員長を置き，委員の互選による。 

4 委員長は，安全委員会を招集し，その議長となる。 

5 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長が指名した委員が，その職務を代行する。 

6 前各項に定めるもののほか，安全委員会の運営に関し必要な事項は，安全委員会が別に

定める。 

(安全主任者) 

第 6 条 実験を行う部局等ごとに，安全主任者を 1 名以上置かなければならない。 

2 安全主任者は，生物災害の発生を防止するための知識及び技術並びに関係法令及びこれ

らを含む関連の知識及び技術を高度に習熟した者のうちから，当該部局等の長の推薦に基

づき，学長が任命する。 

3 安全主任者は，次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 実験が関係法令及びこの規程に従って適正に遂行されていることを確認すること。

(2) 実験の安全確保及び遺伝子組換え生物等の拡散防止に関し，実験責任者に対し指導助

言すること。 

(3) その他実験の安全確保に関する必要な事項の処理に当たること。

(実験責任者) 

第 7 条 実験の計画及び実施に当たっては，実験計画ごとに，実験責任者を定めなければな

らない。 
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2 実験責任者は，当該実験に従事する者で，生物災害の発生及び遺伝子組換え生物等の拡

散を防止するための知識及び技術並びにこれらを含む関連の知識及び技術に習熟した者と

する。 

3 実験責任者は，安全主任者の指導助言の下に，次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 安全主任者との緊密な連絡の下に，実験全体の管理・監督に当たること。

(2) 関係法令に基づく実験の安全実施計画を立てること。

(3) 実験従事者に対する教育訓練を行うこと。

(4) 実験の安全確保の考え方に影響を及ぼす知見が得られた場合又は実験中若しくは輸送

中の事故等があった場合は，直ちにその旨を学長，安全委員会及び安全主任者に報告するこ

と。 

(5) その他実験の安全確保に関して必要な事項を実施すること。

(実験従事者) 

第 8 条 実験従事者は，実験を計画し，及び実施するに当たっては，安全確保及び遺伝子組

換え生物等の拡散防止について十分自覚し，必要な配慮をするとともに，あらかじめ，微生

物に係る標準的な実験方法並びに実験に特有な操作方法及び関連する実験方法に精通し，

習熟するものとする。 

第 9 条 実験の実施に携わろうとする者は，あらかじめ当該部局等の安全主任者に登録の

申請をしなければならない。 

2 安全主任者は，前項の登録の申請があった者について，実験従事者として適当と認めら

れる場合は，実験従事者名簿に登録し，その旨当該部局等の長及び安全委員会に通知するも

のとする。 

3 実験従事者として登録された者以外の者は，実験に従事することはできない。 

(実験計画の申請，承認等) 

第 10 条 実験は，遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する

法律に定めるところにより，次の各号に掲げるとおり分類する。 

(1) 第一種使用等で，第一種使用等規程について主務大臣の承認を必要とする実験(以下

「大臣承認実験」という。) 

(2) 第二種使用等で，執るべき拡散防止措置について主務大臣の確認を必要とする実験(以

下「大臣確認実験」という。) 

(3) 前 2 号に規定する実験以外の実験(以下「機関実験」という。)

2 実験の実施期間は，5 年以内とする。 

第 11条 実験責任者は，主務大臣の承認(大臣承認実験)を必要とする実験計画については，

第一種使用規程承認申請書等必要書類を策定し，学長へ提出する。学長は，安全委員会に諮

問後，学長名で申請書を主務大臣に提出しなければならない。 

2 実験責任者は，主務大臣の確認(大臣確認実験)を必要とする実験計画については，第二

種使用等拡散防止措置確認申請書を策定し，学長へ提出する。学長は，安全委員会に諮問後，
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学長名で申請書を主務大臣に提出しなければならない。 

3 実験責任者は，機関実験を実施しようとするとき又は実験計画を変更しようとするとき

は，あらかじめ当該部局等の安全主任者の同意を得た上で，別表に定めるところにより，当

該部局等の長を経て学長に実験計画の承認申請を行わなければならない。 

4 学長は，前 3 項の申請があったときは，実験計画の安全性等について安全委員会に諮問

し，その審査結果に基づき承認を与えるか否かの決定を行うものとする。 

5 実験計画の安全性等の審査基準は，関係法令及びこの規程に定めるところによる。 

6 学長は，第 4 項の決定を行ったときは，速やかに部局等の長を経て安全主任者及び当該

実験責任者にその旨通知するものとする。 

(遺伝子組換え生物等の譲渡) 

第 12 条 遺伝子組換え生物等を譲渡しようとする者は，譲渡先において明確な使用計画が

あること及び適切な管理体制が整備されていることを事前に確認するものとする。 

2 遺伝子組換え生物等の譲渡を受けようとする実験責任者は，関係法令に定める手続を経

るとともに，前条の規定に基づき，それらを用いる実験計画について，あらかじめ必要な手

続を経て，譲渡を受けるものとする。 

(実験施設・設備の管理及び保存) 

第 13 条 部局等の長は，実験に使用する施設・設備を関係法令に定める拡散防止措置の区

分に従って設置し，その管理及び保全に努めなければならない。 

2 実験責任者は，安全主任者の指導助言の下に，実験に使用する施設・設備について定期

的に，及び必要に応じて随時点検を行い，関係法令に定める拡散防止措置の区分の基準に適

合するように維持しなければならない。 

(実験施設への出入り) 

第 14 条 実験責任者は，実験施設への関係者以外の者の出入りについて，関係法令に定め

るところにより制限又は禁止の措置を講じなければならない。 

(実験に係る標識) 

第 15 条 実験責任者は，安全主任者の指導助言の下に，次の表に定めるところにより，実

験施設・設備に標識を付さなければならない。 

拡散防止措置の区分 掲示しなければならない標識 掲示場所等 

P1 レベル 「P1 レベル実験中」と表示した標識 実験室入口 

P1A レベル 「組換え動物等飼育中」と表示した標識 実験室入口 

P1P レベル 「組換え植物等栽培中」と表示した標識 実験室入口 

P2 レベル 「P2 レベル実験中」と表示した標識 実験室入口 

P2A レベル 「組換え動物等飼育中(P2)」と表示した標識 実験室入口 

P2P レベル 「組換え植物等栽培中(P2)」と表示した標識 実験室入口 

P3 レベル 「P3 レベル実験中」と表示した標識 実験室及び 

実験区域入口 
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P3A レベル 「組換え動物等飼育中(P3)」と表示した標識 実験室及び 

実験区域入口 

P3P レベル 「組換え植物等栽培中(P3)」と表示した標識 実験室及び 

実験区域入口 

LSC レベル 「LSC レベル大量培養実験中」と表示した標識 培養装置等 

LS1 レベル 「LS1 レベル大量培養実験中」と表示した標識 実験区域 

LS2 レベル 「LS2 レベル大量培養実験中」と表示した標識 実験室入口 

動物等使用実験 

(特定飼育区画) 「組換え動物等飼育中」と表示した標識 特定飼育区画入口 

植物等使用実験 

(特定網室) 「組換え植物等栽培中」と表示した標識 特定網室入口 

実験に係る遺伝子組換え生物等を保管する場合 「組換え体保管中(P1)」「組換え体保

管中(P2)」 

「組換え体保管中(P3)」と表示した標識 保管する物品等 

(実験試料の取扱い) 

第 16 条 実験従事者は，実験試料の取扱いに当たっては，実験の開始前及び実験中におい

て，常時，実験に用いられる核酸供与体，宿主，ベクター等が拡散防止措置の区分の条件を

満たすものであることを厳重に確認するとともに，その保管，運搬，廃棄等の方法について

は，拡散防止措置の区分に応じて関係法令に定める実験実施要項を遵守するほか，次の各号

に定めるところによる。 

(1) 遺伝子組換え生物等を入れた容器は，密栓して外部を消毒した後，所定の保管場所に

遺伝子組換え生物等であることを明示して保管すること。 

(2) 遺伝子組換え生物等を保管場所から持ち出すときは，関係法令に従い実験責任者の承

認を得るとともに，堅固で安全な容器に密封して運搬すること。 

(3) 遺伝子組換え生物等により汚染された物質等の廃棄については，実験責任者又はその

指示を受けた者は，その廃棄物を廃棄する前に殺菌して行うこと。 

2 実験責任者は，遺伝子組換え生物等の保管又は廃棄に当たっては，関係法令に従い帳簿

を備えて必要な事項を記録し，保存しなければならない。ただし，P2(A 及び P)レベル以下

の拡散防止措置を必要とする遺伝子組換え生物等の記録は，実験記録をもって代えること

ができる。 

3 実験責任者は，遺伝子組換え生物等の運搬(輸出入を含む。)に当たっては，関係法令に従

い遺伝子組換え生物等の拡散を防止するとともに，送付先に対し必要情報の提供を行わな

ければならない。 

(実験経過の記録等) 

第 17 条 実験責任者は，実験の実施経過等について記録し，保存するとともに，年度末に

は実験経過報告書を，実験が終了又は中止した場合には，実験終了(中止)報告書をあらかじ
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め当該部局等の安全主任者の同意を得た上で，当該部局等の長を経て学長に提出しなけれ

ばならない。 

(教育訓練) 

第 18 条 実験責任者は，実験開始前に実験従事者に対し，関係法令及びこの規程を熟知さ

せるとともに，安全主任者の指導助言のもとに，次の各号に掲げる事項について教育訓練を

行わなければならない。 

(1) 危険度に応じた微生物安全取扱い技術に関する事項

(2) 拡散防止措置に関する知識及び技術に関する事項

(3) 生物学的封じ込めに関する知識及び技術に関する事項

(4) 実施しようとする実験の危険度に関する知識に関する事項

(5) 事故発生の場合の措置に関する知識に関する事項(大量培養実験においては，遺伝子組

換え生物等を含む培養液が漏出した場合における化学的処理による殺菌等の措置に特に配

慮を払うこと。) 

(健康管理) 

第 19 条 実験従事者の所属する部局等の長は，実験従事者に対する健康診断及びその他健

康を確保するために必要な措置を講じなければならない。 

2 実験従事者の所属する部局等の長は，前項の規定により健康診断を行った場合は，その

結果を記録し，実験従事者の離職後 5 年間保管するものとする。 

3 実験従事者は，絶えず自己の健康について注意するとともに，健康に変調をきたした場

合又は重症若しくは長期にわたる病気にかかった場合は，所属部局等の長に報告しなけれ

ばならない。 

4 前項の規定は，実験従事者が前項に規定する健康状態にあることを知り得た者の取るべ

き措置に準用する。 

(緊急事態発生時の措置) 

第 20 条 実験責任者は，次の各号に掲げる事態が発生したときは，直ちにその旨を安全主

任者を通じて当該部局等の長に通報するとともに，必要な応急措置を講じなければならな

い。 

(1) 実験従事者が遺伝子組換え生物等を誤って飲み込み，又は吸い込んだとき。

(2) 遺伝子組換え生物等が実験施設外に漏出し，又は漏出する恐れがあるとき。

(3) 遺伝子組換え生物等によって実験従事者等や実験施設が汚染され，又は汚染された恐

れがあるとき。 

2 部局等の長及び安全主任者は，前項の報告を受けたときは，適切な措置を講ずるととも

に，速やかにその状況，事後措置等について安全委員会及び学長あてに報告するものとする。 

(実験の記録及び保存) 

第 21 条 実験責任者は，第 16 条第 2 項及び第 17 条の規定に定めるもののほか，実験に係

る安全確保に関し必要な事項をすべて記録し，保存しなければならない。 
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(雑則) 

第 22 条 この規程に定めるもののほか，この規程の実施に必要な事項は，安全委員会の議

を経て，学長が定める。 

附 則 

1 この規程は，平成 17 年 3 月 24 日から施行し，平成 16 年 4 月 1 日から適用する。 

2 この規程施行の際現に三重大学組換え DNA 実験安全管理規則(平成 14 年 7 月 17 日制

定。以下「旧規則」という。)第 5 条第 1 項第 1 号から第 3 号まで及び第 7 号の委員である

者は，この規程の第 5 条第 1 項第 1 号から第 3 号まで及び第 7 号の委員とみなし，その任

期は，同条第 2 項の規定にかかわらず，従前の残任期間とする。 

3 この規程施行の際現に旧規則第 5 条第 4 項の委員長である者は，この規程第 5 条第 3 項

の委員長とみなす。 

附 則(平成 17 年 9 月 27 日規程) 

この規程は，平成 17 年 9 月 27 日から施行し，平成 17 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 18 年 5 月 25 日規程) 

1 この規程は，平成 18 年 5 月 25 日から施行し，平成 18 年 4 月 1 日から適用する。 

2 この規程の施行前になされた情報提供は，この規程に基づいてなされたものとみなす。 

附 則(平成 20 年 4 月 21 日規程) 

この規程は，平成 20 年 4 月 21 日から施行し，平成 20 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 21 年 9 月 30 日規程) 

この規程は，平成 21 年 10 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23 年 3 月 24 日規程) 

この規程は，平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 3 月 30 日規程第 497 号) 

この規程は，平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和元年 7 月 1 日規程第 497 号) 

この規程は，令和元年 7 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 3 年 8 月 16 日規程第 497 号) 

この規程は，令和 3 年 8 月 16 日から施行する。 
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三重大学における人を対象とする研究の倫理に関する規程 

(平成 21 年 2 月 4 日規程第 643 号) 

改正 

平成 24 年 12 月 19 日規程 

平成 27 年 3 月 26 日規程第 643 号 

平成 27 年 9 月 30 日規程 

平成 29 年 3 月 23 日規程 

平成 30 年 3 月 13 日規程第 643 号 

平成 30 年 3 月 23 日規程第 643 号 

令和 3 年 6 月 30 日規程第 643 号 

(目的) 

第 1 条 この規程は，三重大学(以下「本学」という。)における人を対象とする研究の実施

に関し，ヘルシンキ宣言の趣旨に沿った倫理的配慮を図るため，次条に規定する法律及び指

針に定めるもののほか必要な事項を定め，もって人間の尊厳及び人権が尊重され，社会の理

解を得た適正な研究の実施を確保することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この規程において「法律」とは，ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律

(平成 12 年法律第 146 号)，再生医療等の安全性の確保等に関する法律(平成 25 年法律第 85

号)，医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法律(昭和 35 年法律

第 145 号)及び臨床研究法(平成 29 年法律第 16 号)をいう。 

2 この規程において「指針」とは，人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指

針(文部科学省・厚生労働省・経済産業省告示)，遺伝子治療等臨床研究に関する指針(厚生労

働省告示)，ヒト ES 細胞の樹立に関する指針(文部科学省・厚生労働省告示)，ヒト ES 細胞

の分配機関に関する指針(文部科学省告示)，ヒト ES 細胞の使用に関する指針(文部科学省告

示)及び特定胚の取扱いに関する指針(文部科学省告示)をいう。 

(対象) 

第 3 条 この規程は，本学で行う人を対象とする研究のうち，倫理的な問題を生じる可能性

のある研究を対象とする。 

(学長の責務) 

第 4 条 学長は，組織の代表者として，本学における研究の適正な実施に関する業務を統括

する。 

2 学長は，研究の実施に際し，個人情報の保護が図られるよう，必要かつ適切な安全管理

措置を講じなければならない。 

3 学長は，苦情・問い合わせ等に適切かつ迅速に対応するため，窓口の設置及び手順等を

定め，必要な体制の整備を行わなければならない。 

参考資料１６ 
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4 学長は，研究に係わる利益相反マネジメントを行わなければならない。 

(権限等の委任) 

第 5 条 学長は，研究の円滑かつ機動的な実施のため，次の表に掲げる研究に対する審査等

に関する権限及び事務を当該部局長に委任するものとする。ただし，臨床研究法に基づく研

究に対する審査等については，この限りでない。 

(倫理審査委員会) 

第 6 条 前条に規定する部局長(以下「審査部局長」という。)は，研究実施の可否等を審査

するため，倫理審査委員会(以下「委員会」という。)を置くものとする。 

2 学長は，臨床研究法に基づく研究の実施について審査するため，医学部附属病院に臨床

研究審査委員会を置き，当該研究の審査等に関する業務を医学部附属病院長に委任するも

のとする。 

3 委員会及び臨床研究審査委員会に関し必要な事項は，各審査部局長が別に定める。 

(部局等の長の責務) 

第 7 条 部局等の長は，法律，指針及びこの規程(以下「関係法令等」という。)に基づき，

当該研究の適正な実施に関し管理及び監督しなければならない。 

2 部局等の長は，研究者等に対し，研究を実施するに当たり，研究対象者又は提供者等(以

下「研究対象者等」という。)の人間の尊厳及び人権を尊重し，個人情報を保護すべきこと

について，周知徹底を図らなければならない。 

(研究者等の責務) 

第 8 条 研究者等は，人間の尊厳及び人権を尊重し，関係法令等に従い当該研究を行わなけ

ればならない。 

2 研究者等は，研究対象者等から自由意志に基づく同意を受けること及び研究の対象とな

る者の個人情報を保護することについて，必要な措置を講じなければならない。 

3 研究者等は，予見し得る研究対象者等への危険性をできる限り排除するよう努めなけれ

ばならない。 

4 研究者等は，研究対象者等が無条件に研究への参加を中止できることを確保し，参加し

ないことによる不利益が生じないようにしなければならない。 

5 研究者等は，あらかじめ研究計画書を作成し，委員会の審査のうえ，当該部局等の長の

承認を得なければならない。ただし，委員会が置かれない部局等の研究者等は，当該部局等

の長を経て，審査部局長に研究計画の審査を依頼するものとする。 

(他の研究機関等からの審査依頼) 

第 9 条 学長は，本学以外の研究機関等から研究計画に関し審査依頼があったときは，その

研究内容に関連がある審査部局長に審査を依頼するものとする。 

(雑則) 

第 10 条 この規程に定めるもののほか，人を対象とする研究に関し必要な事項は，別に定

める。 
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附 則 

この規程は，平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 24 年 12 月 19 日規程) 

この規程は，平成 25 年 1 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 27 年 3 月 26 日規程第 643 号) 

この規程は，平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 27 年 9 月 30 日規程) 

この規程は，平成 27 年 10 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 3 月 23 日規程) 

この規程は，平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 30 年 3 月 13 日規程第 643 号) 

この規程は，平成 30 年 3 月 13 日から施行する。 

附 則(平成 30 年 3 月 23 日規程第 643 号) 

この規程は，平成 30 年 3 月 23 日から施行し，平成 30 年 3 月 14 日から適用する。 

附 則(令和 3 年 6 月 30 日規程第 643 号) 

この規程は，令和 3 年 6 月 30 日から施行する。 
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三重大学動物実験委員会規程 

(平成 19 年 2 月 28 日規程第 591 号) 

改正 

平成 25 年 3 月 28 日規程 

平成 29 年 3 月 30 日規程第 591 号 

平成 31 年 2 月 28 日規程第 591 号 

令和 3 年 3 月 30 日規程第 591 号 

(趣旨) 

第 1 条 この規程は，三重大学動物実験取扱規程(以下「取扱規程」という。)第 5 条第 2 項

の規定に基づき，三重大学動物実験委員会(以下「委員会」という。)に関し必要な事項を定

める。 

[三重大学動物実験取扱規程(以下「取扱規程」という。)第 5 条第 2 項] 

(任務) 

第 2 条 委員会は，次の各号に掲げる動物実験に係る事項を審議又は調査し，学長に報告又

は助言する。 

(1) 動物実験の倫理に関する事項

(2) 動物実験計画の取扱規程との適合性に関する事項

(3) 動物実験計画の実施状況及び結果に関する事項

(4) 施設等の設置申請等及び実験動物の飼養保管状況に関する事項

(5) 動物実験及び実験動物の適正な取扱い並びに関係法令等に関する教育訓練の内容又は

体制に関する事項 

(6) 自己点検・評価に関する事項

(7) 情報公開に関する事項

(8) その他動物実験等の適正な実施のために必要な事項

(組織) 

第 3 条 委員会は，次に掲げる学長が任命した委員をもって組織する。 

(1) 理事のうち学長が指名した者 1 名

(2) 地域イノベーション推進機構先端科学研究支援センター長

(3) 地域イノベーション推進機構先端科学研究支援センター動物実験施設統括責任者

(4) 地域イノベーション推進機構先端科学研究支援センター機能ゲノミクス分野動物機能

ゲノミクス部門の専任教員(実験動物管理者） 1 名 

(5) 魚類実験審査小委員会委員長

(6) 医学部又は医学系研究科から推薦された大学教員 2 名

(7) 生物資源学研究科から推薦された大学教員 1 名

(8) その他学長が必要と認めた者

参考資料１７ 
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2 前項第 6 号から第 8 号までの委員の任期は，2 年とし，再任を妨げない。ただし，補欠

の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

3 委員は，自らが動物実験実施者となる動物実験計画の審査に参画してはならない。 

(委員長等) 

第 4 条 委員会に委員長及び副委員長を置き，委員の互選により選出する。 

2 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

3 委員長に事故があるときは，副委員長が，その職務を代行する。 

(会議) 

第 5 条 委員会は，委員の 3 分の 2 以上の出席をもって成立する。 

2 委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 

(委員以外の者の出席) 

第 6 条 委員会が必要と認めたときは，委員以外の者を出席させ，意見又は説明を聴くこと

ができる。 

(小委員会) 

第 7 条 委員会に，魚類実験審査小委員会（以下「小委員会」という。）を置く。 

2 前項の小委員会に関し必要な事項は，別に定める。 

(秘密の保持) 

第 8 条 委員は，動物実験計画に関する審査の過程で知り得た情報を第三者に漏洩しては

ならない。その職を退いた後も，同様とする。 

(庶務) 

第 9 条 委員会の庶務は，研究・地域連携部研究推進チームにおいて処理する。 

2 研究・地域連携部研究推進チームは，委員会開催に関する議事録等の作成及び保存等を

行わなければならない。 

(雑則) 

第 10 条 この規程に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員会が別に

定める。 

附 則 

1 この規程は，平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

2 三重大学生命科学研究支援センター動物実験倫理委員会規程(平成 16 年 7 月 14 日制定)

及び三重大学生命科学研究支援センター動物実験審査等委員会規程(平成 16 年 7 月 14 日制

定)は，廃止する。 

附 則(平成 25 年 3 月 28 日規程) 

この規程は，平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 3 月 30 日規程第 591 号) 

この規程は，平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
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附 則(平成 31 年 2 月 28 日規程第 591 号) 

この規程は，平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 3 年 3 月 30 日規程第 591 号) 

この規程は，令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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国立大学法人三重大学職員就業規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 81 号) 

改正 

平成 17 年 6 月 23 日規則 

平成 18 年 4 月 1 日規則 

平成 19 年 6 月 28 日規則 

平成 20 年 3 月 27 日規則 

平成 20 年 9 月 25 日規則 

平成 20 年 11 月 11 日規則 

平成 21 年 3 月 30 日規則 

平成 21 年 5 月 28 日規則 

平成 22 年 3 月 24 日規則 

平成 22 年 6 月 24 日規則 

平成 22 年 12 月 20 日規則 

平成 24 年 3 月 29 日規則 

平成 25 年 3 月 28 日規則 

平成 27 年 3 月 26 日規則第 81 号 

平成 28 年 3 月 24 日規則第 81 号 

令和元年 11 月 21 日規則第 81 号 

第 1 章 総則 

(目的) 

第 1 条 この就業規則(以下「規則」という。)は，労働基準法(昭和 22 年法律第 49 号。以

下「労基法」という。)第 89 条の規定に基づき，国立大学法人三重大学(以下「大学」とい

う。)に勤務する職員の就業に関し必要な事項を定めるものである。 

(適用範囲) 

第 2 条 この規則は，大学の職員に適用する。ただし，次の各号に定める職員の就業につ

いては，別に定める。 

(1) 非常勤職員

(2) 第 23 条の規定により再雇用された職員

[第 23 条] 

(3) 生物資源学研究科附属練習船勢水丸に勤務する船員

(4) 外国人教師及び外国人研究員

(5) 特任一般職員

(6) 専任の医学部附属病院長

参考資料１８
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(職員の区分) 

第 3 条 この規則における職員の区分は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 教育職員 大学教員及び附属学校教員

(2) 一般職員 前号以外の職にある者

2 前項の職員の職種及び職名は，別に定める。 

3 第 1 項の職員のうち，任期を付して雇用される職員の任期に関する事項は，別に定め

る。 

(権限の委任) 

第 4 条 学長は，この規則に規定する権限の一部を他の職員に委任することができる。 

(法令との関係) 

第 5 条 この規則に定めのない事項については，労基法，その他の関係法令及び諸規程の

定めるところによる。 

(遵守遂行) 

第 6 条 大学及び職員は，それぞれの立場でこの規則を遵守し，誠実にその履行に努めな

ければならない。 

第 2 章 人事 

第 1 節 採用 

(採用) 

第 7 条 職員の採用は，競争試験又は選考による。 

2 職員の選考に関し必要な事項は，別に定める国立大学法人三重大学職員採用等規程(以

下「採用等規程」という。)による。 

[国立大学法人三重大学職員採用等規程(以下「採用等規程」という。)] 

(労働条件の明示) 

第 8 条 学長は，職員の採用に際しては，採用をしようとする職員に対し，あらかじめ，

次の各号に掲げる事項を記載した文書を交付するものとする。 

(1) 給与に関する事項

(2) 就業の場所及び従事する業務に関する事項

(3) 労働契約の期間に関する事項

(4) 始業及び終業の時刻，所定労働時間を超える労働の有無，休憩時間，休日並びに休暇

に関する事項 

(5) 交替制勤務をさせる場合は就業時転換に関する事項

(6) 退職(解雇の事由を含む。)に関する事項

(試用期間) 

第 9 条 職員として採用された者には，採用の日から 3 カ月間の試用期間を設ける。ただ

し，国，地方公共団体又はこれに準ずる関係機関の職員から引き続き大学の職員となった

者については，この限りでない。 
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2 試用期間終了前に正規の職員とするに学長が不適当と認めたときは，解雇することが

ある。 

3 試用期間は，勤続年数に通算する。 

第 2 節 昇進及び降職 

(昇進) 

第 10 条 職員の昇進は，選考による。 

2 前項の選考は，その職員の勤務成績等に基づいて行う。 

3 職員の選考に関し必要な事項は，別に定める採用等規程による。 

[採用等規程] 

(降職) 

第 11 条 職員が次の各号のいずれかに該当する場合には，降職させることがある。 

(1) 勤務実績がよくない場合

(2) 心身の故障のため職務の遂行に支障があり，又はこれに堪えない場合

(3) その他，必要な適格性を欠く場合

2 職員の降職に関し必要な事項は，別に定める採用等規程による。 

[採用等規程] 

第 3 節 異動 

(配置換及び兼務) 

第 12 条 職員は，業務上の都合により配置換又は兼務を命ぜられることがある。 

2 前項に規定する異動を命ぜられた職員は，正当な理由がない限り拒むことができな

い。 

3 職員の配置換及び兼務に関し必要な事項は，別に定める採用等規程による。 

[採用等規程] 

(出向) 

第 13 条 職員は，業務上必要と認められる場合は，出向を命ぜられることがある。 

2 職員の出向に関し必要な事項は，別に定める国立大学法人三重大学職員出向規程によ

る。 

[国立大学法人三重大学職員出向規程] 

(赴任) 

第 14 条 赴任の命令を受けた職員は，発令の日から，次の各号に掲げる期間内に新任地

に赴任しなければならない。ただし，やむを得ない理由により定められた期間内に赴任で

きないときは，新任地の上司の承認を得なければならない。 

(1) 住居移転を伴わない赴任の場合 即日

(2) 住居移転を伴う赴任の場合 7 日以内

第 4 節 休職 

(休職) 
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第 15 条 職員が次の各号のいずれかに該当するときは，休職とする。 

(1) 負傷又は疾病により長期の療養を要する場合

(2) 刑事事件に関し起訴され，職務の正常な遂行に支障をきたす場合

(3) 学校，研究所，病院その他大学が指定する施設において，その職員の職務に関連があ

ると認められる学術に関する事項の調査，研究若しくは指導に従事し，又は大学が指定す

る国際事情の調査等の業務に従事する場合 

(4) 科学技術に関する共同研究及び受託研究に係る業務であって，その職員の職務に関連

があると認められるものに，前号に掲げる施設又は大学が当該研究に関し指定する施設に

おいて従事する場合 

(5) 国立大学法人三重大学職員兼業規程(以下「兼業規程」という。)第 11 条に規定する研

究成果活用企業の役員(監査役を除く。)，顧問又は評議員(以下「役員等」という。)の職を

兼ねる場合において，主として当該役員等の職務に従事する必要があり，大学の職務に従

事することができない場合 

[国立大学法人三重大学職員兼業規程(以下「兼業規程」という。)第 11 条] 

(6) 我が国が加盟している国際機関，外国政府の機関等からの要請に基づいて職員を派遣

する場合 

(7) 労働組合業務に専従する場合

(8) 水難，火災その他の災害により，生死不明又は所在不明となった場合

(9) その他特別の事由により休職とすることが適当と認められる場合

2 試用期間中の職員については，前項の規定を適用しない。 

3 職員の休職に関し必要な事項は，別に定める採用等規程による。 

[採用等規程] 

(休職の期間) 

第 16 条 前条第 1 項第 1 号の事由が業務外である場合の休職期間は，必要に応じ，3 年を

超えない範囲内で学長が定める。この休職の期間が 3 年に満たない場合においては，休職

した日から引き続き 3 年を超えない範囲内においてこれを更新することができる。ただ

し，学長が特に必要と認める場合はこの限りでない。 

2 前条第 1 項第 1 号の事由が業務上である場合の休職期間は，当該負傷又は疾病が治癒

(症状固定を含む。)するまでの期間とする。ただし，労基法第 81 条の規定により打切補償

を受けた場合又は業務災害による療養開始後 3 年を経過した日において傷病補償年金を受

取ることになった場合は，この限りでない。 

3 前条第 1 項第 2 号の休職期間は，その事件が裁判所に係属する期間とする。 

4 前条第 1 項第 3 号から第 5 号まで，第 8 号及び第 9 号の休職期間は，必要に応じ，3 年

を超えない範囲内で学長が定める。この休職の期間が 3 年に満たない場合においては，休

職した日から引き続き 3 年を超えない範囲においてこれを更新することができる。 
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5 前条第 1 項第 6 号及び第 7 号の休職期間は必要に応じ，5 年を超えない範囲内で学長が

定める。同項第 6 号の休職の期間が 5 年に満たない場合においては，休職した日から引き

続き 5 年を超えない範囲内においてこれを更新することができる。 

6 前条第 1 項第 3 号から第 5 号までの休職期間が引き続き 3 年に達する際特に必要があ

ると学長が認めたときは，2 年を超えない範囲内において休職の期間を更新することがで

きる。この更新した休職の期間が 2 年に満たない場合においては，学長は，必要に応じ，

更新した休職の期間の初日から起算して 2 年を超えない範囲内において，再度これを更新

することができる。 

7 学長は，特に必要があると認めたときは，第 4 項の規定にかかわらず，前条第 1 項第 5

号の休職の期間を 3 年を超え 5 年を超えない範囲内において定めることができる。この休

職の期間が 5 年に満たない場合においては，学長は，必要に応じ，休職した日から引き続

き 5 年を超えない範囲内において，これを更新することができる。 

8 前条第 1 項第 4 号及び第 5 号の休職の期間が引き続き 5 年に達する際，やむを得ない

事情があると学長が認めたときは，必要に応じ，これを更新することができる。 

(復職) 

第 17 条 学長は，前条の休職期間を満了するまでに休職事由が消滅したと認めた場合に

は，すみやかに復職を命じるものとする。 

2 前項の定めによらず，第 15 条第 1 項第 1 号の休職については，職員が休職期間の満了

までに復職を願い出て，医師が休職事由が消滅したと診断した場合に限り，復職を命じ

る。この場合，産業医又は大学が指定する医師の診断を求めることがある。 

[第 15 条第 1 項第 1 号] 

3 前 2 項の場合，学長は，原則として休職前の職場に復帰させる。ただし，心身の状態

その他を考慮し，産業医又は大学の指定する医師の意見を聴取の上，他の職務に就かせる

など必要な措置をとることがある。 

(休職中の身分) 

第 18 条 休職者は，職員としての身分を保有するが，職務に従事しない。 

2 休職者は，その休職期間中，別に定める国立大学法人三重大学職員給与規程(以下「給

与規程」という。)において別段の定めをしない限り，給与を支給されない。 

[国立大学法人三重大学職員給与規程(以下「給与規程」という。)] 

第 5 節 退職及び解雇 

(退職) 

第 19 条 職員は，次の各号のいずれかに該当するときは，退職とし，職員としての身分

を失う。 

(1) 退職を申し出て学長から承認されたとき。

(2) 定年に達したとき。
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(3) 第 21 条の 2 に定める早期退職制度に基づき，退職を申し出て学長から承認されたと

き。 

[第 21 条の 2] 

(4) 期間を定めて雇用されている場合，その期間を満了したとき。

(5) 第 15 条第 1 項第 1 号(業務上の事由に起因する場合を除く。)から第 9 号までに定める

休職の期間が満了し，休職の事由がなお消滅せず，復職できないとき。 

[第 15 条第 1 項第 1 号] [第 9 号] 

(6) 死亡したとき。

2 退職を申し出た職員が第 59 条第 1 項各号のいずれかに該当し，懲戒処分の手続中であ

る場合は，前項第 1 号の規定にかかわらず，当該退職を認めないことがある。 

[第 59 条第 1 項] 

(自己都合による退職手続) 

第 20 条 職員は，自己の都合により退職しようとするときは，退職を予定する日の少な

くとも 14 日前までに学長に退職届を提出しなければならない。 

2 職員は，退職届を提出後も，退職するまでの間は，従来の職務に従事しなければなら

ない。 

(定年) 

第 21 条 職員の定年は，次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 大学教員 満 65 歳

(2) 一般職員のうち労務作業に従事する者 満 63 歳

(3) 前 2 号以外の職員 満 60 歳

2 定年による退職の日(以下「定年退職日」という。)は，定年に達した日以後における最

初の 3 月 31 日とする。 

(大学教員の早期退職) 

第 21 条の 2 大学教員は，前条第 1 項第 1 号に定める定年より前に，早期退職制度により

退職することができる。 

[前条第 1 項第 1 号] [国立大学法人三重大学大学教員早期退職規程] 

2 早期退職制度に関し必要な事項は，別に定める国立大学法人三重大学大学教員早期退

職規程による。 

(定年による退職の特例) 

第 22 条 学長は，定年に達した職員(大学教員を除く。)が第 21 条の規定により退職すべ

きこととなる場合において，その職員の特殊性又はその職員の職務の遂行上の特別の事情

からみてその退職により業務の運営に著しい支障が生じると認められる十分な理由がある

ときは，1 年を超えない範囲で定年退職日を延長することができる。 

[第 21 条] 
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2 前項の規定による定年退職日の延長は，3 年を超えない範囲で更新することができるも

のとする。 

3 職員の定年退職日の延長に関し必要な事項は，別に定める採用等規程による。 

[採用等規程] 

(再雇用) 

第 23 条 第 21 条の規定により退職した者(大学教員を除く。)又は前条の規定により定年

退職日を延長して勤務した後退職した者で，本人が再雇用を希望し，第 19 条第 1 項第 5

号に定める退職事由又は第 24 条に定める解雇事由に該当しない場合は，1 年を超えない範

囲内で雇用期間を定め，再雇用するものとする。 

[第 21 条] [第 19 条第 1 項第 5 号] [第 24 条] 

2 前項の雇用期間又はこの項の規定により更新された雇用期間は，1 年を超えない範囲で

更新することができる。ただし，別途定める更新基準を満たさない場合はこの限りでな

い。 

3 前 2 項の規定による雇用期間の末日は，その者が満 65 歳に達する日以後における 3 月

31 日以前とする。 

(解雇) 

第 24 条 職員が次の各号のいずれかに該当する場合には，解雇することがある。 

(1) 勤務実績が著しく不良で，改善の見込みのない場合 

(2) 心身の故障のため職務の遂行に著しく支障があり，又はこれに堪えない場合 

(3) 前 2 号に規定する場合のほか，その職務に必要な適格性を欠く場合 

(4) 天災事変その他やむを得ない事由により大学の事業継続が不可能となった場合 

(5) 上記各号に準ずるやむを得ない事由が生じた場合 

2 職員の解雇に関し必要な事項は，別に定める採用等規程による。 

(解雇制限) 

第 25 条 前条の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する期間は解雇しない。

ただし，第 1 号の場合において療養開始後 3 年を経過しても負傷又は疾病が治らず労基法

第 81 条の規定によって打切補償を支払う場合又は業務災害による療養開始後 3 年を経過

した日において傷病補償年金を受取ることになった場合は，この限りでない。 

(1) 業務上負傷し，又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後 30 日間 

(2) 産前産後の女性職員が，別に定める国立大学法人三重大学に勤務する職員の勤務時

間，休暇等に関する規程(以下「勤務時間等規程」という。)第 28 条第 6 号及び第 7 号の規

定により休業する期間及びその後 30 日間 

[国立大学法人三重大学に勤務する職員の勤務時間，休暇等に関する規程(以下「勤務時間

等規程」という。)第 28 条第 6 号] [第 7 号] 

(解雇予告) 
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第 26 条 第 24 条の規定により職員を解雇する場合は，少なくとも 30 日前に本人に予告

をするか，又は平均賃金の 30 日分以上の解雇予告手当を支払う。ただし，試用期間中の

職員(14 日を超えて引き続き雇用された者を除く。)を解雇する場合又は所轄労働基準監督

署長の認定を受けて第 60 条第 1 項第 5 号に定める懲戒解雇をする場合はこの限りでな

い。 

[第 24 条] [第 60 条第 1 項第 5 号] 

(退職後の責務) 

第 27 条 退職又は解雇された者は，在職中に知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

(退職証明書) 

第 28 条 学長は，退職又は解雇された者が，退職証明書の交付を請求した場合は，遅滞

なくこれを交付する。ただし，解雇理由に関してのみ退職前でも請求があれば交付する。 

2 前項の証明書に記載する事項は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 雇用期間

(2) 業務の種類

(3) その他事業における地位

(4) 給与

(5) 退職の事由(解雇の場合は，その理由)

3 証明書には前項の事項のうち，退職又は解雇された者が請求した事項のみを証明する

ものとする。 

第 3 章 給与 

(給与の種類) 

第 29 条 職員の給与は，本給(本給の調整額及び教職調整額を含む。)及び諸手当とする。 

2 諸手当は，扶養手当，管理職手当，地域手当，広域異動手当，住居手当，通勤手当，

単身赴任手当，特殊勤務手当，特地勤務手当，超過勤務手当，休日給，夜勤手当，宿直手

当，初任給調整手当，義務教育等教員特別手当，本府省業務調整手当，期末手当及び勤勉

手当とする。 

(給与の支給日) 

第 30 条 本給，扶養手当，管理職手当，地域手当，広域異動手当，住居手当，通勤手

当，単身赴任手当，特地勤務手当，初任給調整手当，義務教育等教員特別手当及び本府省

業務調整手当は，その月の月額の全額を毎月 17 日に，特殊勤務手当，超過勤務手当，休

日給，夜勤手当及び宿直手当は，その月の分を翌月 17 日(この項において，「支給日」と

いう。)に支給する。ただし，支給日が日曜日に当たるときは支給日の前々日に，支給日が

土曜日に当たるときは支給日の前日に，支給日が休日に当たるときは支給日の翌日に支給

する。 
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2 期末手当及び勤勉手当は，6 月 30 日及び 12 月 10 日(この項において，「支給定日」と

いう。)に支給する。ただし，支給定日が日曜日に当たるときは，支給定日の前々日に，支

給定日が土曜に当たるときは，支給定日の前日に支給する。 

(給与の支給) 

第 31 条 職員の給与は，その全額を現金で，直接職員に支払うものとする。ただし，法

令に基づき職員の給与から控除すべき金額がある場合には，その職員に支払うべき給与の

金額から，その金額を控除して支払うものとする。 

2 労基法第 24 条第 1 項ただし書に定める労使協定が締結された事業場において，大学

は，給与の一部を控除して支払うことができる。 

3 第 1 項の規定にかかわらず，労使協定が締結された事業場においては，職員の申出に

基づき，大学の取引銀行が振込可能な金融機関及び郵便局における本人の預貯金口座へ振

り込むことにより，これを支払う。 

(給与の決定) 

第 32 条 職員の受ける本給は，所定の勤務時間による勤務に対する報酬であって，職務

の複雑，困難及び責任の度に基づき，かつ，勤労の強度，勤務時間，勤務環境その他の勤

務条件を考慮して，本給表に定める級及び号給に決定される。 

2 本給表の種類は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 一般職本給表(一)

(2) 一般職本給表(二)

(3) 海事職本給表(一)

(4) 海事職本給表(二)

(5) 教育職本給表(一)

(6) 教育職本給表(二)

(7) 教育職本給表(三)

(8) 医療職本給表(二)

(9) 医療職本給表(三)

(10) 指定職本給表

3 各本給表及び本給表の適用範囲は，別に定める。 

4 第 2 項の本給表に定める職務の級の分類の基準となるべき標準的な職務の内容及びそ

の級別の資格基準等については，別に定める。 

(初任給) 

第 33 条 新たに採用する者の初任給は，その者の学歴，免許・資格，職務経験等を考慮

して決定する。 

(昇給) 

第 34 条 職員の昇給は，毎年 1 月 1 日に同日前 1 年間におけるその者の勤務成績に応じ

て，行うものとする。 
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(年俸制適用者の給与) 

第 35 条 職員の給与については，第 29 条から前条までの規定にかかわらず，学長が必要

と認める場合は，年俸制を適用することができるものとし，その適用範囲，その他必要な

事項は，別に定める。 

[第 29 条] 

第 36 条 削除 

(給与に関する事項) 

第 37 条 職員の給与に関し必要な事項は，第 29 条から第 34 条までに定めるもののほ

か，別に定める給与規程による。 

[第 29 条] [第 34 条] [給与規程] 

第 4 章 服務 

(誠実義務) 

第 38 条 職員は，大学の社会的使命と職務上の責任を自覚して勤務中は職務に専念し，

大学がなすべき責を有する職務を誠実に遂行するとともに，大学の発展に努めなければな

らない。 

(職務従事免除期間) 

第 39 条 職員は，次の各号のいずれかに該当する期間については，職務従事を免除され

る。 

(1) 勤務時間内レクリエーションに参加を承認された期間

(2) 勤務時間内に組合交渉に参加することを承認された期間

(3) 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律(以下「均等

法」という。)第 12 条の規定に基づき，勤務時間内に保健指導又は健康診査を受けること

を承認された期間 

(4) 均等法第 13 条の規定に基づき，通勤緩和，休憩，休業及び補食により勤務しないこ

とを承認された期間 

(5) 勤務時間内に総合的な健康診査を受けることを承認された期間

(遵守事項) 

第 40 条 職員は，次の各号に掲げる事項を守らなければならない。 

(1) 職場の内外を問わず，大学の信用を傷つけ，その利益を害し，又は職員全体の不名誉

となるような行為をしてはならない。 

(2) 職務上知ることのできた機密事項や個人情報を正当な理由なく他に漏らしてはならな

い。 

(3) 常に公私の別を明らかにし，その職務や地位を私的利用のために用いてはならない。

(4) 大学の敷地及び施設内(以下「大学内」という。)で，喧騒等業務の正常な遂行を妨げ

る行為をしてはならない。 

(5) 大学内で，風紀を乱す行為をしてはならない。
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(6) 学長に許可なく，大学内で営利を目的とする金品の貸借をし，物品の売買を行っては

ならない。 

(職員の倫理) 

第 41 条 職員は，大学の業務の公共性を自覚し，公正に職務を遂行しなければならな

い。 

2 職員の倫理に関し必要な事項は，別に定める国立大学法人三重大学役職員倫理規程に

よる。 

[国立大学法人三重大学役職員倫理規程] 

(ハラスメントに関する措置)

第 42 条 大学は，ハラスメントの防止及び排除のために必要な措置をとるように努める

とともに，健全なる職場環境の保持に努めなければならない。 

2 職員は，互いに大学の構成員の自由及び権利を尊重しあうとともに，自己の有する権

限や影響力を濫用して，大学の構成員の人格及び権利を侵害する行為を行ってはならな

い。 

3 ハラスメントの防止等に関する措置は，別に定める国立大学法人三重大学におけるハ

ラスメントの防止及び対策に関する規程による。

[国立大学法人三重大学におけるハラスメントの防止及び対策に関する規程] 

(兼業の制限) 

第 43 条 職員は，学長の許可を受けた場合でなければ，他の業務に従事し，又は自ら営

利企業を営んではならない。 

2 職員の兼業に関し必要な事項は，別に定める兼業規程による。 

[兼業規程] 

(内部告発者の保護) 

第 44 条 大学内で行われた非違行為の事実を大学に通報した職員は，通報したことによ

り，いかなる不利益も受けない。ただし，誹謗中傷を目的とした通報に関しては，この限

りでない。 

第 5 章 知的財産 

(知的財産) 

第 45 条 知的財産に関し必要な事項は，別に定める国立大学法人三重大学知的財産規程

による。 

[国立大学法人三重大学知的財産規程] 

第 6 章 勤務時間，休日，休暇等 

(勤務時間) 

第 46 条 職員の勤務時間は，休憩時間を除き，1 週間当たり 38 時間 45 分とする。 

2 1 日の勤務時間は，7 時間 45 分とする。 

(始業及び終業の時刻並びに休憩時間) 
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第 47 条 職員の始業及び終業の時刻並びに休憩時間は，次のとおりとする。 

(1) 始業 8 時 30 分

(2) 終業 17 時 15 分

(3) 休憩時間 12 時から 13 時まで

2 前項の規定にかかわらず，業務の都合上必要と認められる場合は，前条第 2 項に定め

る勤務時間を超えない範囲において，始業及び終業の時刻並びに休憩時間を変更すること

ができる。 

(変形労働時間制) 

第 48 条 学長が指定する部署における職員の勤務時間は，第 46 条及び第 47 条の規定に

かかわらず，別に定めるところにより変形労働時間制を適用することができる。 

[第 46 条] [第 47 条] 

(裁量労働制) 

第 49 条 業務の性質上必要と認められる大学教員の勤務時間は，第 46 条及び第 47 条の

規定にかかわらず，別に定めるところにより裁量労働に関するみなし勤務労働制を適用す

ることができる。 

[第 46 条] [第 47 条] 

(週休日) 

第 50 条 職員の週休日(勤務時間を割り振らない日をいう。)は，日曜日及び土曜日とす

る。 

2 第 48 条を適用された職員の週休日は，別に定める。 

[第 48 条] 

(休日) 

第 51 条 職員は，次の各号に掲げる日には，特に勤務を命ぜられる者を除き，正規の勤

務時間においても勤務することを要しない。 

(1) 国民の祝日に関する法律に規定する休日

(2) 年末年始(12 月 29 日から翌年 1 月 3 日までの日，前号に該当する休日を除く。)

(時間外及び休日労働等) 

第 52 条 職員は業務の都合により，労基法第 36 条の定めるところにより第 46 条の所定

労働時間を超え，又は第 50 条の週休日及び第 51 条の休日に勤務を命ぜられることがあ

る。 

[第 46 条] [第 50 条] [第 51 条] 

(休暇の種類) 

第 53 条 職員の有給休暇は，年次休暇，病気休暇及び特別休暇とする。 

(勤務時間，休日及び休暇等に関する事項) 

第 54 条 職員の勤務時間，休日及び休暇等に関し必要な事項は，第 46 条から前条までに

定めるもののほか，別に定める勤務時間等規程による。 
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[第 46 条] [勤務時間等規程] 

(育児休業等) 

第 55 条 職員のうち，3 歳に満たない子の養育を必要とする者は，学長に申し出て育児休

業の適用を受けることができる。 

2 職員のうち，満 9 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの子の養育を必要とする者

は，学長に申し出て部分休業又は育児短時間勤務の適用を受けることができる。 

3 育児休業等に関し必要な事項は，別に定める国立大学法人三重大学職員の育児休業等

に関する規程による。 

[国立大学法人三重大学職員の育児休業等に関する規程] 

(介護休業等) 

第 56 条 職員の家族で傷病のため介護を要する者がいる場合は，学長に申し出て介護休

業又は介護部分休業の適用を受けることができる。 

2 介護休業等に関し必要な事項は，別に定める国立大学法人三重大学職員の介護休業等

に関する規程による。 

[国立大学法人三重大学職員の介護休業等に関する規程] 

第 7 章 研修 

(研修) 

第 57 条 職員は，業務に関する必要な知識及び技能を向上させるために，絶えず研修に

努めるとともに，研修に参加することを命ぜられた場合には，研修を受けなければならな

い。 

2 学長は，職員の研修機会の提供に努めるものとする。 

3 教育職員は，本務に支障のない限り，所属長の承認を得て，勤務場所を離れて研修を

行うことができる。 

4 職員の研修に関し必要な事項は，別に定める国立大学法人三重大学職員研修規程によ

る。 

[国立大学法人三重大学職員研修規程] 

第 8 章 賞罰 

(表彰) 

第 58 条 学長は，職員が大学の業務に関し，特に功労があって他の模範とするに足りる

と認められるときは，別に定める国立大学法人三重大学表彰規程により，これを表彰す

る。 

[国立大学法人三重大学表彰規程] 

(懲戒) 

第 59 条 学長は，職員が次の各号のいずれかに該当する場合は，所定の手続の上，懲戒

処分を行う。 

(1) 職務上の義務に違反したとき。
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(2) 故意又は重大な過失により大学に損害を与えたとき。

(3) 正当な理由なく欠勤したとき。

(4) 正当な理由なく繰り返し遅刻，早退する等勤務を怠ったとき。

(5) 法律上の犯罪に該当する行為があったとき。

(6) 重大な経歴詐称をしたとき。

(7) 大学の機密事項や不利益となること並びに職務上知り得た個人情報を，正当な理由な

く他に漏らしたり又は漏らそうとしたとき。 

(8) この規則その他大学の定める諸規程に違反したとき。

(9) 前各号に準ずる行為があったとき。

2 職員の懲戒に関し必要な事項は，別に定める国立大学法人三重大学職員懲戒規程によ

る。 

(懲戒の種類，内容) 

第 60 条 懲戒の種類及び内容は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 譴責 始末書を提出させ，将来を戒める。

(2) 減給 始末書を提出させ減給する。ただし，減給額の 1 回の額は，平均賃金の 1 日分

の 2 分の 1，1 カ月の額は，当該月の給与額の 10 分の 1 の範囲とする。 

(3) 出勤停止 始末書を提出させるほか，6 月以下の期間を定め出勤を停止し，職務に従

事させず，その間の給与は支給しない。 

(4) 諭旨解雇 退職を勧告して解雇する。ただし，勧告に応じない場合は，懲戒解雇す

る。 

(5) 懲戒解雇 即時に解雇する。この場合において，所轄労働基準監督署長の認定を受け

たときは労基法第 20 条に規定する手当を支給しない。 

(禁錮以上の刑の扱い) 

第 60 条の 2 職員が禁錮以上の刑に処せられた場合には，役員会の議を経て前条第 5 号に

規定する懲戒解雇とする。 

2 前項において，執行猶予が付された場合は，第 59 条の規定により懲戒処分を行うもの

とする。 

(訓告等) 

第 61 条 第 59 条にかかわる懲戒処分の必要がない者についても，服務を厳正にし，規律

を保持する必要があるときは，訓告，厳重注意を文書等により行うことができる。 

[第 59 条] 

(損害賠償) 

第 62 条 職員が故意又は重大な過失によって大学に損害を与えた場合は，第 60 条又は第

61 条の規定による懲戒処分等を行うほか，その損害の全部又は一部を賠償させるものとす

る。 

[第 60 条] [第 61 条] 
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第 9 章 安全衛生 

(安全・衛生管理) 

第 63 条 大学は，職員の健康増進と危険防止のために必要な措置をとるとともに，快適

な職場環境の形成に努めなければならない。 

2 職員は，自己，同居人又は近隣の者が病毒伝播の恐れのある感染症にかかり若しくは

その疑いがあり，大学の業務に重大な影響を及ぼす可能性がある場合は申し出て，大学の

定める措置に従わなければならない。 

(協力義務) 

第 64 条 職員は，安全，衛生及び健康確保について，労働安全衛生法(昭和 47 年法律第

57 号)及びその他の関係法令のほか，学長の指示を守るとともに，大学が行う安全，衛生

に関する措置に協力しなければならない。 

(安全・衛生教育) 

第 65 条 職員は，大学が行う安全，衛生に関する教育，訓練を受けなければならない。 

(非常時の措置) 

第 66 条 職員は，火災その他非常災害や事故の発生を発見し，又はそのおそれがあるこ

とを知ったときは，臨機の措置を取るとともに，直ちにその旨を上司その他関係者に連絡

し，お互いに協力してその災害を最小限度にとどめるよう努めなければならない。 

(安全及び衛生に関する遵守事項) 

第 67 条 職員は，次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 安全及び衛生について学長の命令，指示等を守り，実行すること。

(2) 常に職場の整理，整頓，清潔に努め，災害防止と衛生の向上に努めること。

(3) 安全衛生装置，消火設備，衛生設備，その他危険防止等のための諸施設を勝手に動か

したり，許可なく当該地域に立ち入らないこと。 

(健康診断) 

第 68 条 職員は，大学が毎年定期又は臨時に行う健康診断を受けなければならない。た

だし，医師による健康診断を受け，当該健康診断の結果を証明する書面を提出したとき

は，この限りでない。 

2 前項の健康診断により産業医又は大学が指定する医師が必要と認める場合は，学長は

一定期間の就業の禁止，勤務時間の短縮，時間外労働の制限，配置換等，当該職員の療養

及び健康維持に必要な措置を講ずるものとする。 

(就業禁止) 

第 69 条 職員が次の各号のいずれかに該当する場合は，学長は産業医若しくは大学の指

定する医師の意見を聴取の上，就業を禁止することができる。 

(1) 病毒伝播の恐れのある感染症にかかったとき。

(2) 心臓，腎臓，肺等の疾病で業務により病勢が著しく増悪する恐れがあるとき。

(3) その他，前 2 号に準ずる疾病で，厚生労働大臣の指定する疾病にかかったとき。
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(妊産婦である職員の就業制限) 

第 70 条 学長は，妊娠中の職員及び産後 1 年を経過しない職員を，妊娠，出産，哺育等

に有害な業務に就かせないものとする。 

(安全・衛生に関する事項) 

第 71 条 職員の安全・衛生に関し必要な事項は，第 63 条から前条までに定めるもののほ

か，別に定める国立大学法人三重大学職員安全衛生管理規程による。 

[第 63 条] [国立大学法人三重大学職員安全衛生管理規程] 

第 10 章 出張 

(出張) 

第 72 条 職員は，業務上必要がある場合は，出張を命ぜられることがある。 

2 出張を命ぜられた職員が帰任したときは，速やかに，学長に報告しなければならな

い。 

(旅費) 

第 73 条 前条の出張に要する旅費に関し必要な事項は，別に定める国立大学法人三重大

学旅費規程による。 

[国立大学法人三重大学旅費規程] 

第 11 章 福利・厚生 

(能率増進計画) 

第 74 条 学長は，職員の勤務能率の発揮及び増進のために，次の各号に掲げる事項につ

いて計画を樹立し，これの実施に努めなければならない。 

(1) 職員のレクリェーションに関する事項 

(2) 職員の厚生に関する事項 

(宿舎利用基準) 

第 75 条 職員の宿舎の利用に関し必要な事項は，別に定める国立大学法人三重大学宿舎

規程による。 

[国立大学法人三重大学宿舎規程] 

第 12 章 災害補償 

(業務上の災害補償) 

第 76 条 職員の業務上の災害については，労基法及び労働者災害補償保険法(昭和 22 年法

律第 50 号。以下「労災法」という。)の定めるところにより，災害補償を行う。 

(通勤途上災害) 

第 77 条 職員の通勤途上における災害については，労災法の定めるところにより，補償

を行う。 

第 13 章 退職手当 

(退職手当の支給) 
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第 78 条 職員が退職し，又は解雇された場合は，職員の勤続年数並びに退職事由及び解

雇事由に応じて，退職手当を支給する。 

(退職手当の不支給) 

第 79 条 職員が次の各号の一に該当する場合は，退職手当を支給しない。 

(1) 勤続期間が 6 月未満の場合

(2) 第 60 条第 5 号の規定により懲戒解雇された場合

(退職手当に関する事項) 

第 80 条 職員の退職手当に関し必要な事項は，第 78 条及び前条に定めるもののほか，別

に定める国立大学法人三重大学職員退職手当規程による。 

[第 78 条] [国立大学法人三重大学職員退職手当規程] 

附 則 

この規則は，平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 17 年 6 月 23 日規則) 

この規則は，平成 17 年 6 月 23 日から施行し，平成 17 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 18 年 4 月 1 日規則) 

この規則は，平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 19 年 6 月 28 日規則) 

この規則は，平成 19 年 6 月 28 日から施行し，平成 19 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 20 年 3 月 27 日規則) 

この規則は，平成 20 年 3 月 27 日から施行し，平成 19 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 20 年 9 月 25 日規則) 

この規則は，平成 20 年 9 月 25 日から施行し，平成 20 年 9 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 20 年 11 月 11 日規則) 

この規則は，平成 20 年 11 月 11 日から施行する。 

附 則(平成 21 年 3 月 30 日規則) 

この規則は，平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 21 年 5 月 28 日規則) 

この規則は，平成 21 年 6 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 22 年 3 月 24 日規則) 

この規則は，平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 22 年 6 月 24 日規則) 

この規則は，平成 22 年 6 月 30 日から施行する。 

附 則(平成 22 年 12 月 20 日規則) 

この規則は，平成 23 年 1 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 24 年 3 月 29 日規則) 

この規程は，平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 
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附 則(平成 25 年 3 月 28 日規則) 

1 この規則は，平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

2 平成 25 年 3 月 31 日に定年により退職した者については，改正後の第 23 条の規定にか

かわらず，なお従前の例による。 

附 則(平成 27 年 3 月 26 日規則第 81 号) 

この規則は，平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年 3 月 24 日規則第 81 号) 

この規則は，平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和元年 11 月 21 日規則第 81 号) 

この規則は，令和元年 12 月 1 日から施行する。 
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三重大学教授会規程 

(平成 16 年 4 月 16 日規程第 13 号) 

改正 

平成 17 年 3 月 24 日規程 

平成 18 年 3 月 23 日規程 

平成 18 年 5 月 18 日規程 

平成 20 年 1 月 24 日規程 

平成 21 年 3 月 30 日規程 

平成 26 年 3 月 27 日規程 

平成 27 年 3 月 26 日規程第 13 号 

平成 28 年 3 月 30 日規程第 13 号 

平成 29 年 2 月 23 日規程 

平成 30 年 3 月 30 日規程第 13 号 

(趣旨) 

第 1 条 この規程は，国立大学法人三重大学学則第 32 条第 2 項及び三重大学大学院学則第

8 条第 3 項の規定に基づき，三重大学の教授会(以下「教授会」という。)に関し必要な事項

を定める。 

(任務) 

第 2 条 教授会は，次に掲げる事項について，学長が決定を行うに当たり，審議し，意見を

述べるものとする。 

(1) 学生の入学，卒業及び課程の修了に関する事項

(2) 学位の授与に関する事項

(3) 教育課程の編成に関する事項

(4) 学生の再入学，転入学，編入学及び転学部に関する事項

2 教授会は，前項に規定するもののほか，別表に掲げる事項について審議する。また，学

長，学部長，研究科長又は教養教育院長の求めに応じ，意見を述べることができる。 

3 前 2 項に規定する意見を述べる方法は，次のとおり取り扱うものとする。 

(1) 文書（意見書・理由書を添付したもの）による上申

(2) 口頭による説明

(組織) 

第 3 条 各学部に置かれる教授会(以下「学部教授会」という。)は，当該学部(教育学部にあ

っては，教育学研究科を，医学部にあっては，医学系研究科を含み，工学部及び生物資源学

部にあっては，当該学部を基礎とする研究科とする。以下同じ。)の専任の教授をもって組

織する。 

2 各研究科に置かれる教授会(以下「研究科教授会」という。)は，当該研究科(医学系研究
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科にあっては，医学部を含む。以下同じ。)の専任の教授をもって組織する。 

3 教養教育院教授会は，教養教育院の専任の教授をもって組織する。 

4 学部教授会には，当該学部の専任で第 1 項の職員以外の者を，教養教育院教授会には，

教養教育院の専任で前項の職員以外の者を加えることができる。 

5 研究科教授会には，当該研究科の専任で第 2 項の職員以外の者を加えることができる。

ただし，審議事項によっては，当該研究科を担当する第 2 項の職員以外の者を加えることが

できる。 

(議長) 

第 4 条 教授会に議長を置き，学部教授会にあっては当該学部長を，研究科教授会にあって

は当該研究科長を，教養教育院教授会にあっては教養教育院長をもって充てる。 

2 議長は，教授会を主宰する。 

3 議長に事故があるときは，あらかじめ議長が指名した教授が，その職務を代行する。 

(会議) 

第 5 条 教授会は，半数以上であって当該教授会が定める割合以上の構成員が出席しなけ

れば，会議を開き，議決することができない。 

2 教授会の議事は，出席構成員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決する

ところによる。ただし，特別の必要があると認められるときは，半数以上であって当該教授

会の定める割合以上の多数をもって議決しなければならないとすることができる。 

(構成員以外の者の出席) 

第 6 条 教授会が必要と認めたときは，構成員以外の者を出席させ，意見又は説明を聴くこ

とができる。 

(代議員会等) 

第 7 条 教授会は，当該教授会の定めるところにより，構成員の一部の者をもって組織され

る代議員会，専門委員会等(以下「代議員会等」という。)を置くことができる。 

2 教授会は，当該教授会の定めるところにより，代議員会等の議決をもって，教授会の議

決とすることができる。 

3 代議員会等の組織及び運営に関し必要な事項は，当該教授会が別に定める。 

(庶務) 

第 8 条 教授会の庶務は，学部教授会にあっては当該学部の事務を所掌するチームにおい

て，研究科教授会にあっては当該研究科又は当該研究科の基礎となる学部の事務を所掌す

るチーム(地域イノベーション学研究科事務室及び医学・病院管理部を含む。)において，教

養教育院教授会にあっては教養教育院チームにおいて処理する。 

(雑則) 

第 9 条 この規程に定めるもののほか，教授会の運営に関し必要な事項は，当該教授会が別

に定める。 

附 則 
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この規程は，平成 16 年 4 月 16 日から施行し，平成 16 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 17 年 3 月 24 日規程) 

この規程は，平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 18 年 3 月 23 日規程) 

この規程は，平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 18 年 5 月 18 日規程) 

この規程は，平成 18 年 5 月 18 日から施行し，平成 18 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 20 年 1 月 24 日規程) 

この規程は，平成 20 年 1 月 24 日から施行する。 

附 則(平成 21 年 3 月 30 日規程) 

この規程は，平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 26 年 3 月 27 日規程) 

この規程は，平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 27 年 3 月 26 日規程第 13 号) 

この規程は，平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年 3 月 30 日規程第 13 号) 

この規程は，平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 2 月 23 日規程) 

この規程は，平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 30 年 3 月 30 日規程第 13 号) 
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三重大学工学部教授会内規 

（平成１８年 ３月２２日教授会承認） 

（趣旨） 

第１条 この内規は, 三重大学教授会規程第９条の規定に基づき,  三重大学工学部の教授

会の運営に関し必要な事項を定める。 

（組織） 

第２条 教授会は, 大学院工学研究科の専任の教授, 准教授, 講師及び助教をもって組織す

る。 

（運営） 

第３条 教授会は, 原則として毎月１回開催する。ただし, 学部長が,  特に必要と認めた場

合は, 臨時に開催することができる。 

（成立） 

第４条 教授会は, 別に定めのあるものを除き, 構成員の過半数の出席により成立する。 

ただし, 休職者,海外出張者, 内地研究員及び１月以上の病気欠勤者は構成員に算入しな

い。 

（庶務） 

第５条 教授会の庶務は, 工学研究科チーム工学研究科チームにおいて処理する。 

（その他） 

第６条 教授会が必要と認めたときは, 関係職員の出席を求めることができる。 

附  則 

この内規は, 平成１６年４月１日から施行する。附 則 

この内規は，平成１８年４月１日から施行する。附 則 

この内規は，平成２７年４月１日から施行する。 

参考資料２１ 
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三重大学大学院工学研究科教務委員会内規 

（平成２０年１２月１０日研究科教授会承認） 

第１条 三重大学大学院工学研究科に教務委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（審議事項） 

第２条 委員会は，次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 工学研究科および工学部における専門教育に関する事項二 共通教育における学科間の

連携・調整に関する事項 

三 その他委員会が必要と認めた事項 

（組織） 

第３条 委員会は次の各号に掲げる委員をもって組織する。一 研究科長 

二 教育担当研究科長室員 

三 専攻委員各２名（教授１名，准教授・講師１名） 

２ 委員の任期は，２年とする。ただし，委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は，前

任者の残任期間とする。 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き，教育担当研究科長室員をもって充てる。 

２ 委員長は，必要に応じ，委員会を招集し，この議長となる。 

（会議） 

第５条 委員会は，専攻委員各１名以上の出席をもって成立する。 

２ 議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによ

る。 

３ 委員が都合により委員会に出席できない場合は，代理委員の出席を認めるものとする。 

（委員以外の出席） 

第６条 委員会が必要と認めたときは，委員以外の者を出席させ，意見又は説明を聴くこと

ができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は，工学部・工学研究科チーム学務担当が処理をする。 

附則 

この内規は，平成２０年１２月１０日から施行する。 

参考資料２２ 
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三重大学大学院工学研究科学生委員会内規 

（平成２０年１２月１０日研究科教授会承認） 

第１条 三重大学大学院工学研究科に学生委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（審議事項） 

第２条 委員会は， 次の各号に掲げる事項を審議する。一 厚生補導全般に関する事項 

二 その他委員会が必要と認めた事項 

（組織） 

第３条 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。一 研究科長 

二 学生担当研究科長室員三 専攻委員各２名 

２ 委員の任期は，２年とする。ただし， 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は， 前

任者の残任期間とする。 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き， 研究科長室会議から選出された学生担当室員をもって充

てる。 

２ 委員長は，必要に応じ，委員会を招集し，この議長となる。 

（会議） 

第５条 委員会は，専攻委員各１名以上の出席をもって成立する。 

２ 議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによ

る。 

３ 委員が都合により委員会に出席できない場合は，代理委員の出席を認めるものとする。 

（委員以外の者の出席） 

第６条 委員会が必要と認めたときは，委員以外の者を出席させ，意見又は説明を聴くこと

ができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は， 工学部・工学研究科チーム学務担当が処理をする。 

附 則 

この内規は, 平成２０年１２月１０日から施行する。 

参考資料２３ 
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三重大学大学院工学研究科入試委員会内規 

（平成２０年１２月１０日研究科教授会承認） 

第１条 三重大学大学院工学研究科に入試委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（審議事項） 

第２条 委員会は， 次の各号に掲げる事項を審議する。一 入学試験実施全般に関する事項 

二 その他委員会が必要と認めた事項 

（組織） 

第３条 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。一 研究科長 

二 入試担当研究科長室員 

三 専攻委員各２名（教授１名，准教授・講師１名） 

２ 委員の任期は， １年とする。ただし， 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は， 

前任者の残任期間とする。 

（委員長・副委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き， 研究科長をもって充てる。 

２ 委員会に副委員長を置き，入試担当研究科長室員をもって充てる。 

３ 委員長は， 必要に応じ， 委員会を招集し，この議長となる。 

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代行する。 

（会議） 

第５条 委員会は，専攻委員各１名以上の出席をもって成立する。 

２ 議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによ

る。 

３ 委員が都合により委員会に出席できない場合は，代理委員の出席を認めるものとする。 

（委員以外の者の出席） 

第６条 委員会が必要と認めたときは，委員以外の者を出席させ，意見又は説明を聴くこと

ができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は， 工学部・工学研究科チーム学務担当が処理をする。 

附 則 

この内規は, 平成２０年１２月１０日から施行する。 

参考資料２４ 
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学生の確保の見通し等を記載した書類

（１）学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況

ア 定員充足の見通し

① 入学定員の設定について

現在の三重大学大学院工学研究科博士前期課程 6専攻 14講座の学生定員設定は以下のよう

に入学定員 216 名で設定されている。

 機械工学専攻 (教員数 23 名，学生定員 50 名)
 量子・電子機械講座

 機能加工講座

 環境エネルギー講座

 電気電子工学専攻 (教員数 20 名，学生定員 45 名)
 電気システム工学講座

 情報・通信システム工学講座

 電気物性工学講座

 分子素材工学専攻 (教員数 25 名，学生定員 55 名)
 分子設計化学講座

 生物機能工学講座

 素材化学講座

 建築学専攻 (教員数 12 名，学生定員 20 名)
 建築学講座

（建築デザイン・建築マネジメント）

 情報工学専攻 (教員数 15 名，学生定員 28 名)
 コンピュータサイエンス講座

 知能工学講座

 物理工学専攻 (教員数 10 名，学生定員 18 名)
 量子工学講座

 ナノ工学講座

今回の三重大学大学院工学研究科の改組において、新組織では入学定員 216 名を維持し、

以下のように 5 専攻 17 講座に再編成される。 
 機械工学専攻 (教員数 26 名：現数+3 名，学生定員 55 名：現定員+5 名)

 ロボティクス・メカトロニクス講座

 機能創成プロセス講座

 機械物理学講座

 環境エネルギー講座
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 電気電子工学専攻 (教員数 26 名：現数+6 名，学生定員 55 名：現定員+10 名)
 電気システム工学講座

 情報・通信システム工学講座

 電気物性工学講座

 物理工学講座

 応用化学専攻 (教員数 25 名，学生定員 56 名：分子素材工学専攻定員数+1 名)
 物理化学講座

 有機化学講座

 分子設計化学講座

 無機・分析化学講座

 生物化学講座

 建築学専攻 (教員数 12 名，学生定員 20 名)
 建築学講座

（建築デザイン・建築マネジメント）

 情報工学専攻 (学生定員 30 名：現定員+2 名)
 コンピュータサイエンス講座

 情報ネットワーク工学講座

 知能システム工学講座

 人間情報学講座

新組織においては以下の考えに基づいて新講座の編成を行っており、それに応じた教員

の配分にほぼ従った学生定員の変更となっている。

三重県・東海圏の産業構造下で特に需要が高いのは機械工学・電気電子工学・応用化学

分野であり、また今後の発展が期待される IoT・DX の分野で必要となる情報工学分野が社

会的に重要視されている。

そのため、理論的側面が大きい物理工学専攻の人的・財政的資源をこれらの専攻の実験

分野に組み入れる再編成を行うことによって理論面を強化することで、より多様な分野で

活躍できる人材育成を目指す。

分子素材工学専攻から応用化学専攻への改組について、新しい三重大学工学研究科にお

いては、幅広い知識を重視するという考えから、従来の素材工学関連の材料物性化学、機

能性材料化学、界面物性化学、材料物理化学、理論化学等に基づく「素材面に特化して学

修した学生」の育成から、応用化学関連の高分子設計化学、精密反応化学、無機反応化学、

固体化学、分析化学、環境化学等に転換し、「化学の応用面を幅広く修得した学生」を育成

することを目標とした。
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イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要

① 過去７年間の入学者状況

以下に平成 27年度から令和 3年度の工学研究科の各専攻における入学者数および充足率

の一覧を示す。

志願者数 受験者数 合格者数
入学者数
(全体)

入学者数
(留学生)

入学者数
(社会人)

充足率

2015(H27) 250 241 231 219 7 0 101%
2016(H28) 274 266 242 232 8 0 107%
2017(H29) 278 273 236 227 6 1 105%
2018(H30) 252 245 221 216 6 1 100%
2019(R1) 243 239 230 222 4 0 103%
2020(R2) 221 219 213 207 4 0 96%
2021(R3) 266 260 257 244 9 1 113%
平均 104%

博士課程前期全体(定員216名)

志願者数 受験者数 合格者数
入学者数
(全体)

入学者数
(留学生)

入学者数
(社会人)

充足率

2015(H27) 60 60 57 55 2 0 110%
2016(H28) 63 61 56 53 1 0 106%
2017(H29) 68 68 56 52 1 0 104%
2018(H30) 67 66 55 55 0 0 110%
2019(R1) 66 65 61 58 2 0 116%
2020(R2) 56 56 54 54 1 0 108%
2021(R3) 61 59 58 56 2 0 112%
平均 109%

機械工学専攻(定員50名)
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志願者数 受験者数 合格者数
入学者数
(全体)

入学者数
(留学生)

入学者数
(社会人)

充足率

2015(H27) 53 51 50 45 2 0 100%
2016(H28) 53 51 48 46 2 0 102%
2017(H29) 57 57 51 50 1 0 111%
2018(H30) 52 49 46 44 2 0 98%
2019(R1) 48 48 45 42 1 0 93%
2020(R2) 56 56 54 54 2 0 120%
2021(R3) 57 56 56 55 3 1 122%
平均 107%

電気電子工学専攻(定員45名)

志願者数 受験者数 合格者数
入学者数
(全体)

入学者数
(留学生)

入学者数
(社会人)

充足率

2015(H27) 66 66 62 62 0 0 113%
2016(H28) 72 72 64 64 2 0 116%
2017(H29) 75 73 60 59 0 0 107%
2018(H30) 69 68 60 59 0 0 107%
2019(R1) 61 59 59 59 1 0 107%
2020(R2) 60 59 58 58 0 0 105%
2021(R3) 73 72 72 68 1 0 124%
平均 111%

分子素材工学専攻(定員55名)
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志願者数 受験者数 合格者数
入学者数
(全体)

入学者数
(留学生)

入学者数
(社会人)

充足率

2015(H27) 24 21 21 20 3 0 100%
2016(H28) 29 27 25 23 2 0 115%
2017(H29) 28 26 24 24 4 1 120%
2018(H30) 17 16 16 15 2 1 75%
2019(R1) 26 26 25 24 0 0 120%
2020(R2) 17 17 17 14 1 0 70%
2021(R3) 18 18 17 14 0 0 70%
平均 96%

建築工学専攻(定員20名)

志願者数 受験者数 合格者数
入学者数
(全体)

入学者数
(留学生)

入学者数
(社会人)

充足率

2015(H27) 24 22 20 19 0 0 68%
2016(H28) 32 31 28 26 1 0 93%
2017(H29) 32 31 28 26 0 0 93%
2018(H30) 28 27 25 24 2 0 86%
2019(R1) 22 22 22 21 0 0 75%
2020(R2) 17 16 15 13 0 0 46%
2021(R3) 39 37 36 33 2 0 118%
平均 83%

情報工学専攻(定員28名)

志願者数 受験者数 合格者数
入学者数
(全体)

入学者数
(留学生)

入学者数
(社会人)

充足率

2015(H27) 23 21 21 18 0 0 100%
2016(H28) 25 24 21 20 0 0 111%
2017(H29) 18 18 17 16 0 0 89%
2018(H30) 19 19 19 19 0 0 106%
2019(R1) 20 19 18 18 0 0 100%
2020(R2) 15 15 15 14 0 0 78%
2021(R3) 18 18 18 18 1 0 100%
平均 98%

物理工学専攻(定員18名)
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機械工学専攻、電気電子工学専攻、分子素材工学専攻はいずれも収容定員が大きいが、

安定して 100%以上の充足率を満たしており、学生からのニーズが高い専門分野であると考

えられる。

物理工学専攻については、収容定員が上記三専攻より小さいが、充足率は 80%～100%で

概ね充足されている。一方、今後の社会的なニーズを鑑みると徐々に充足率が低下するこ

とが懸念される。

情報工学専攻については、2018 年度まで教員の専門が基礎分野に偏っていたため、学生

のニーズが捉えきれておらず、大学院の進学率が低下したものだと考えられる。2019 年度

以降、応用技術やものづくりまでの様々な分野の教員を補充することによって、学生のニ

ーズをカバーすることが可能となり、学生に対する大学院進学の動機付けとなった結果と

して、2021 年度より大学院進学率が大きく向上したと考えられる。 
建築学専攻については、2017 年頃まで、建築学科における大学院進学率が高く、定員の

充足率も高かった。しかし 2019 年 3 月に教授 1 名、2020 年 3 月に教授 1 名、2021 年 3
月に教授 2 名が立て続けに定年により退職したため、2018 年頃から大学院進学率が低下し

ている。建築学専攻は教員数が少ない専攻であり、教授 1 名に対して大学院生 3～4 名を担

当する場合もあり、教授 1 名の減少に対する充足率の影響が非常に大きいと考えられる。

しかしながら 2023 年 4 月の改組までに、教授の後任補充がほぼ完了するため、定員の充足

率は従来の状況まで回復することが見込まれる。

② 学生アンケートからの学生確保の見通し

令和４年４月１１日から５月３日の期間に進学希望についてのアンケートを工学部５コ

ースの二年生・三年生・四年生を対象に実施した。参考資料１にアンケート内容、参考資

料２にアンケート結果概要を示す。説明資料は参考資料７である。アンケート対象者数は

1338 名で回答者数 1221 名、回答率は約 91%であった。 
質問 1、質問 2 はそれぞれ回答者の所属コース、学年である。質問 3 は改組後の大学院へ

の進学希望の有無についての質問である。回答を全体および学年ごとにまとめた表を以下

に示す。

工学研究科への進学を考えている学生（「進学したいと考えている」および「どちらかと言

えば、進学したいと考えている」を回答）は 1221 名中 722 名(約 59%)である。学年ごと

に

進学したいと
考えている

どちらかと言えば、
進学したいと
考えている

どちらかと言えば、
進学したくないと

考えている

進学する
つもりはない

まだ
わからない 合計

4年生 214(50%) 51(12%) 22(5%) 110(26%) 29(7%) 426
3年生 104(26%) 106(27%) 54(14%) 75(19%) 59(15%) 398
2年生 97(24%) 151(38%) 27(7%) 23(7%) 100(25%) 402
合計 414 308 103 208 188 1221
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見ると進学を考えている 4 年生は 265 名(約 62%)、3 年生は 210 名(約 53%)、2 年生は 248
名(約 62%)である。進学を考えている 4 年生、2 年生は工学研究科博士前期課程入学定員

216 名を上回っている。進学を考えている 3 年生の数は入学定員を少し下回っているため、

今後の広報活動によって進路未定の学生の博士前期課程への進学率を向上させることで、

全体として継続的に入学定員を充足できると考えられる。

より詳しく各コースでの進学を考えている学生についてまとめた表を以下に示す。

各コースでの進学を考えている学生数は、機械工学コース 184 名、電気電子工学コース 193
名、応用化学コース 175 名、建築学コース 88 名、情報工学コース 82 名である。一学年平

均だと機械工学コース約 61 名(定員 55 名) 、電気電子工学コース約 64 名(定員 55 名)、応

用化学コース約 53 名(定員 56 名)、建築学コース約 29 名(定員 20 名)、情報工学コース約

27 名(定員 30 名)である。４コースで入学定員を上回っており、対応する専攻ごとでも継続

的に入学定員を充足できることが期待できるが、情報工学コースでは入学定員に少し届い

ていない。当該コースでは進路未定の学生（「まだわからない」を回答した学生）が他コー

スに比べて多く、広報活動によってそのような学生の博士前期課程への進学率を向上させ

る予定である。

 さらに、直近の入学定員充足の見込みを分析するため、各コース４年生の回答を以下に

まとめる。

各コース４年生で進学を考えている学生数は、機械工学コース 70 名(入学定員 55 名)、電気

進学したいと
考えている

どちらかと言えば、
進学したいと
考えている

どちらかと言えば、
進学したくないと

考えている

進学する
つもりはない

まだ
わからない 合計

機械 109(37%) 75(26%) 16(5%) 46(16%) 48(16%) 294
電気 122(41%) 71(24%) 27(9%) 51(17%) 26(9%) 297
応化 101(36%) 74(26%) 24(9%) 45(16%) 37(13%) 281
建築 36(24%) 52(35%) 13(9%) 27(18%) 20(14%) 148
情報 46(23%) 36(18%) 23(11%) 39(19%) 57(28%) 201
合計 414 308 103 208 188 1221

進学したいと
考えている

どちらかと言えば、
進学したいと
考えている

どちらかと言えば、
進学したくないと

考えている

進学する
つもりはない

まだ
わからない 合計

機械４年 56(57%) 14(14%) 2(2%) 22(22%) 4(4%) 98
電気４年 49(45%) 12(11%) 7(6%) 33(31%) 7(6%) 108
応化４年 61(61%) 6(6%) 4(4%) 22(22%) 7(7%) 100
建築４年 19(33%) 14(25%) 2(4%) 19(33%) 3(5%) 57
情報４年 29(46%) 5(8%) 7(11%) 14(22%) 8(13%) 63
合計 214 51 22 110 29 426
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電子工学コース 61 名(入学定員 55 名)、応用化学コース 67 名(入学定員 56 名)、建築学コー

ス 33 名(入学定員 20 名)、情報工学コース 34 名(入学定員 30 名)である。全てのコースで入

学定員を上回っており、入学定員を充足できる見込みである。

ウ 学生納付金の設定の考え方

三重大学大学院工学研究科の初年度納付金は入学金 282,000 円、授業料年額 535,800 円

の合計 817,800 円である。これは「国立大学等の授業料その他の費用に関する省令」で規

定された国立大学法人の標準額と同一であり、妥当な金額であると考えている。

（２）人材需要の動向等社会の要請

ア 人材養成に関する目的等の概要

 三重大学を取り巻く環境には、日本の産業を代表する自動車関連企業が集積し、それら

を継続的に力強く支える人材が必要とされる。自動車関連企業は海外展開を強化するなど、

極めて裾野が広く多岐に渡り、エレクトロニクス、オートメイション関連、IoT 関連、化成

品など殆どの業種が含まれる。

一方、四日市を中心とする集積型石油化学工業は、日本の化学工業を牽引し続けてきた

が、設備の老朽化、IoT 関連技術の早期導入などの課題を抱えている。また、防災・減災や

建築物強化に対する根本的な取り組みも望まれている。

 従って、これらの専門分野の深い知識と同時に、海外展開を強化する自動車関連企業に

加えて三重県内企業においてもグローバルな感性と俯瞰的視点を有する人材の涵養が切望

されている。

 さらに「大学における工学系教育の在り方について（中間まとめ）」で、「学士・修士の

６年一貫制教育」「主専攻・副専攻」「工学共通基礎教育強化」が議論されており、工学新

体制検討の後押しとなった。

このような背景を踏まえて、平成 31年度に工学部を改組し、今回工学研究科を改組する。

工学研究科においても育成する人材は、従来の６項目に加えて、2021 年度に企業等へ実施

したアンケート結果を基に基礎力・専門知識にプラスして、産業の発展に迅速に対応でき

る展開力と適応力、実学の修得、実践力、グローバルな感性、俯瞰的視野をプラスして強

化する。

【養成する人材】

① 原理・原則を理解する基礎力を持つ人材

② 分野の多様性を理解し、異分野とのコミュニケーション能力を持つ人材

③ 学科の垣根を越えた学際分野も理解する研究者、リーダー

④ 専門分野の深い知識と同時に、グローバルな感性と俯瞰的視点を持つ人材

⑤ 大学院修了後の実社会に自然に延長できる教育を受けた人材
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⑥ 修了後の進路が自然に描けるような人材

⑦ 産業の発展に迅速に対応できる展開力と適応力、実学の修得、実践力

工学研究科の改組によって実施する教育として概要を以下に示す。

I. 学部・研究科一貫教育による研究力強化、カリキュラム余裕により、学生自らがキャ

リアプランを立て外で学ぶ。

学部改組の取組と研究科改組をあわせて本学の工学教育新体制を完成させ（修士論

文の長期研究、4 年次長期インターンシップ、修士海外留学・インターンシップ）、学

部修士一貫（３+３年）コースにおいては、コース選抜時に自らの研究計画やキャリア

プラン（4 年次長期インターンシップ、修士の海外留学等）を策定し、提出する。 
II. カリキュラム内容について、理論的側面と実学を強化する。

実学・実践力に関する「先輩から学ぶ先端科学技術」を改組に向けて開講する。工

学研究科共通の知識（企画力養成、先端技術、ベンチャービジネス、CSR 教育（マネ

ジメント・知的財産、ＩＳＯ学）等）の講義のブラッシュアップを行い、実務経験教

員による講義をより実学面を強化した内容で実施する。さらに創成工学プログラムを

取得した学生（修士定員の約 40%）の修論テーマは、共同研究と関連させたものとす

る。物理工学専攻を再編することで、実学だけでなく理論的側面の強化を目指す。

III. 研究領域での教育によるグローバルな感性・俯瞰的視点の養成、学際分野での教育を

強化する。

国際プログラム（コース）を新設する。国際教育科目（実践英語、海外インターン

シップ、海外留学、学術英語論文発表等）のブラッシュアップを行う。国際会議での

発表を修士修了の要件とする。研究領域による疑似的ダブルメジャーの教育方式を継

続する。

イ 社会的・地域的な人材需要

三重県・東海圏の企業を対象に今回の大学院改組に関する企業アンケートを二回実施し

た（第一回期間 2021 年 6 月 1 日～6 月 13 日，第二回期間 2022 年 1 月 27 日～2 月 9 日）。

第一回については社会的な需要の調査、第二回については大学院改組の基本的な構想に対

する意見の収集を行った。第一回アンケートでは 174 社、第二回アンケートでは 108 社か

らの回答を得た。

第一回企業アンケートの内容を参考資料３、第二回企業アンケートの内容を参考資料５

に示す。また参考資料７は大学院改組の基本的構想を説明するために第二回企業アンケー

ト時に対象企業にアンケート本文と併せて送付した別紙資料である。第一回企業アンケー

トの結果概要は参考資料４、第二回企業アンケートの結果概要は参考資料６に掲載されて

いる。

【第一回企業アンケートによる人材需要の分析】
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第一回企業アンケートの質問 1 は、令和元年度の学部改組で 6 学科から物理工学科の教

員・スタッフは、機械工学、電気電子工学、情報工学コースに集約することで 1 学科 5 コ

ースに再編した点についての企業からの評価であるが、肯定的な回答（「大変良い」と「ど

ちらかと言えば、良い」）が全体の 87.9%を占めており、非常に多くの企業に学部改組にお

ける再編成が高く評価されており、学部改組での方針を維持し、円滑に大学院に接続する

今回の大学院改組の方針も支持されると考えられる。

質問 2 では、今後採用したい学生の専門分野を 5 つ挙げてもらった。上位には三重県・

東海圏の基幹産業を支える分野の機械工学(64.4%)、電気電子工学(67.2%)が並んだ。基幹産

業であるものづくりの企業の現場において、今すぐに情報工学にのみ特化した学生の需要

は高くないため、本改組では情報工学の規模は現状を維持し、今、三重・東海圏の企業で

必要な機械工学や電気電子工学の学生定員数を増やす方針が支持されるものと予想される。

また企業への調査結果を踏まえ、現段階では、工学研究科改組の人材育成の方針は、情報

工学にのみ特化した学生を育成するのではなく、各分野に専門性を持ちつつも、情報工学

などの俯瞰的な知識を持つ学生を輩出することが求められていると考えられる。一方で物

理工学(32.8%)の需要は高くはなく、物理工学専攻を他専攻へ集約することで、実学だけで

なく理論的側面の強化を行うのが適切だと考えられる。

質問 3 の回答では 6 つの専攻に加えて 7 つの研究領域に独立して所属することで多様性

を養成する疑似的ダブルメジャーを実現する教育の仕組みについて、専攻のみに所属して

特化した学生を採用したい企業(4.6%)よりも専攻（メジャー）と研究領域（マイナー）に所

属して、多様性を理解している学生を採用したい企業(95.4%)の方が多数であり、また質問

4 の既存の７つの研究領域の編成については、このままで良い(97.7%)が変更した方が良い

(2.3%)よりも多数であることから、現在での編成での研究領域による疑似的ダブルメジャー

教育方式が今回の大学院改組の後も高いニーズがあることが確認できる。

質問 5 の回答では、幅広い知識を重視するという考えから素材面に特化して学修した学

生を育成する分子素材工学専攻から化学の応用面を幅広く修得した学生を育成する応用化

学専攻に改組する方針について、応用化学専攻の学生の採用について肯定的に検討する回

答（「応用化学専攻の学生の積極的な採用を検討したい」75 社および「採用する学生の専門

領域の一つとして、応用化学専攻を考えたい」56 社）をした企業は応用化学専攻が採用対

象となる企業 147 社のうち 89.1%であった。今回の改組で検討する応用化学専攻で育成さ

れる人材のニーズが高いことを裏付けていると言える。

質問 6 の回答では学部改組で導入された学部修士一貫コースにおける学部４年生の長期

インターンシップ制度に関して、長期インターンシップ中あるいはその後に大学院進学し

た学生がそのインターンシップ先の企業との共同研究を行い、大学と企業が密に連携する

ことに関して、興味を持った（「修士在学中に学生に奨学金を給付してでも、参画したい」、

「奨学金の給付まではいかないが、共同研究等で参画したい」、「共同研究費等の資金面は

難しいが、まあまあ興味はある」、「どちらかと言えば、興味はある」）と答えた企業が 64.4%
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であり、学部修士一貫コースで大学院進学した学生について円滑な接続先としての大学院

改組における共同研究に関する仕組みに対するニーズが高いことが分かった。

質問 7 の自由回答では、工学研究科修了生に求める人物像と採用の意向に関して、複数

企業が、専門性を持ちつつ、幅広い分野の興味を持ち、多様性を理解しており、グローバ

ルに挑戦する力を持つ学生の採用を重要視していることが分かった。このことより、専門

分野の深い知識と同時に、グローバルな感性と俯瞰的視点を持つ人材のニーズが高いこと

が読み取れる。

【第二回企業アンケートによる人材需要の分析】

第二回企業アンケートの質問 1 では、既存の６専攻から理論面強化のために物理工学専

攻を機械・電気電子・分子素材工学の各専攻へ再編し、さらに従来の素材工学を重視して

いた分子素材工学専攻を化学の幅広い応用面に重点化した応用化学専攻にする等の５専攻

へ改組する新しい専攻の編成方針についての意見を収集した。結果として、新しい専攻の

編成に肯定的な回答（「大変良い」および「どちらかと言えば、良い」）が全体の 90.7%を

占めており、今回の改組による専攻の再編成がニーズに合ったものであることが確認でき

る。

質問 2 では、専攻と研究領域による疑似的ダブルメジャー教育方式の実施、および今回

の改組によって基礎力・専門知識にプラスして新たに強化する項目である (i) 産業の発展に

迅速に対応できる展開力と適応力、 (ii) 実学の修得、 (iii) 実践力、 (iv) グローバルな感

性、 (v) 俯瞰的視野、を実現する新しいカリキュラムの特徴についての意見を求めた。 
(a)は学部修士一貫コース生に対する大学院での教育、(b)は授業科目の実学面からの見直し、

(c)は英語のみで修了可能な国際教育プログラムの導入、(d)は国際会議の修了要件化、(e)は
専攻と研究領域による疑似的ダブルメジャー教育方式の実施の是非について質問であった。

(a)から(e)の各項目について、肯定的な回答（「大変良い」および「どちらかと言えば、良い」）

の割合は、(a) 93.5%、(b) 96.3%、(c) 85.2%、(d) 86.1%、(e) 92.6% であり、非常に多くの

企業が今回の大学院改組下での教育方針について、強く賛同していると考えられる。

質問 3 では、今回の改組後の大学院を修了した学生の採用意向の是非の質問であった。

肯定的な回答（「積極的に採用を検討したい」および「どちらかと言えば，採用を検討した

い」）が 92.6%の企業から得られた。今回の改組における新しい教育方針が企業のニーズを

十分満たしていると言える。

質問 4 は改組後の新しい工学研究科への意見（自由回答）であった。複数企業から専門

性に加えて、実践力、応用力を持ったグローバル人材の育成への期待が寄せられた。この

結果から、新しい工学研究科の教育において、基礎力・専門知識にプラスして、産業の発

展に迅速に対応できる展開力と適応力、実学の修得、実践力、グローバルな感性、俯瞰的

視野を強化することが必要であることが分かる。
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【聞き取りアンケートによる人材需要の分析】

上記の第一・ニ回企業アンケートに加えて、約 10 社を対象に行った聞き取りアンケート

に対する企業からの意見の一部を以下に示す。

・幅広い視野を身に付けて欲しい。

・狭い分野しか知らない学生が多いため、広い分野を教育して欲しい。

・弊社は、工作機械のグローバルメーカーであるため、国際的な感性の教育を望みます。・

実際の企業での仕事のイメージができておらず、研究室の延長で入社してくる学生が多す

ぎる。実学や実践的な取組みを、大学院教育の中に入れ込んで欲しい。

・自分の希望する分野、部署でないとアクティビティーが落ちる学生が多いため、学生に

はいろいろな分野に適応できる能力を持っていて欲しい。

・身に付けた技術を、次の分野に活かすことができない人材が多い。様々な分野に展開で

きる能力が求められると思います。

これらの企業からの意見からも、基礎力・専門知識にプラスして、産業の発展に迅速に対

応できる展開力と適応力、実学の修得、実践力、グローバルな感性、俯瞰的視野を強化す

るための新しい工学研究科における教育体制が強く企業から求められていることが確認で

きる。
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2022/06/22 17:43 ⼤学院改組に関するアンケート

https://docs.google.com/forms/d/1B_XhVOmUvDB6RCwY1jwZFk3XMnLPcOH1MXybvsML9hI/edit 1/2

アンケート回答前に以下の⼤学院改組の説明動画(約５分)を視聴して下さい。説明資
料(PDFファイル: https://ocloud.mie-u.ac.jp/index.php/s/hleTNOMPMzT8oPP )も参考
にして下さい。

http://youtube.com/watch?
v=zlRhOlpUDnY

1。

1 つだけマークしてください。

1.機械⼯学コース/機械⼯学科

2.電気電⼦⼯学コース/電気電⼦⼯学科

3.応⽤化学コース/分⼦素材⼯学科

4.情報⼯学コース/情報⼯学科

5.建築学コース/建築学科

6.物理⼯学科

⼤学院改組に関するアンケート
⼤学院改組に関して学⽣の皆さんにアンケートをお願いいたします。 
※なお設置計画は予定であり、内容に変更があり得ます。
※アンケート実施期間 2022年4⽉11⽇(⽉)〜2022年4⽉28⽇(⽊) (締切延⻑中)

*必須

（質問１）所属学科コース・学科を教えて下さい。 *

⼀年次に総合⼯学コースだった学⽣の皆さんは⼆年次以降に配属されたコースでお答え下さい。

【参考資料１】学生アンケート
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2022/06/22 17:43 ⼤学院改組に関するアンケート

https://docs.google.com/forms/d/1B_XhVOmUvDB6RCwY1jwZFk3XMnLPcOH1MXybvsML9hI/edit 2/2

2。

1 つだけマークしてください。

1. ⼆年⽣

2. 三年⽣

3. 四年⽣

3。

1 つだけマークしてください。

1. 進学したいと考えている。

2. どちらかと⾔えば、進学したいと考えている。

3. どちらかと⾔えば、進学したくないと考えている。

4. 進学するつもりはない。

5. まだわからない。

質問は以上となります。ご協⼒ありがとうございました。

このコンテンツは Google が作成または承認したものではありません。

（質問２）学年を教えて下さい。 *

各学年において過年度⽣を含みます。

（質問３）アンケート先頭の説明動画を視聴した上で、令和５年度４⽉開設
の新しい⼯学研究科での博⼠前期課程への進学の希望について以下から選択
して下さい。

*

 フォーム

学生確保（資料）－3
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質問1 回答数 ⽐率
機械⼯学コース/機械⼯学科 294 24.0%
電気電⼦⼯学コース/電気電⼦⼯学科 297 24.2%
応⽤化学コース/分⼦素材⼯学科 281 22.9%
情報⼯学コース/情報⼯学科 201 16.4%
建築学コース/建築学科 148 12.1%
物理⼯学科 5 0.4%

合計 1226

質問2 回答数 ⽐率
⼆年⽣ 398 32.5%
三年⽣ 398 32.5%
四年⽣ 430 35.1%

合計 1226

質問3 回答数 ⽐率
進学したいと考えている。 415 33.8%
どちらかと⾔えば、進学したいと考えている。 308 25.1%
どちらかと⾔えば、進学したくないと考えている。 103 8.4%
進学するつもりはない。 212 17.3%
まだわからない。 188 15.3%

合計 1226

※「学⽣の確保の⾒通し等を記載した書類」では物理⼯学科（旧課程）の５名は
進学先の専攻が不明であるため、集計結果からは除外している。

【参考資料２】学⽣アンケート結果概要
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2021年 6 月 1日 

関係企業人事・採用担当者 殿 

三重大学大学院工学研究科長 

池 浦  良 淳 

拝啓 

 時下、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別にご高配を賜り、厚く御

礼申し上げます。 

三重大学工学部及び三重大学大学院工学研究科では、第 4 次産業革命や Society5.0 の産業

構造の急激な変化に対応できる人材育成を目指しており、現在、大学院改組を計画しており

ます。その大学院改組計画の参考にさせて頂きたいと思いますので、企業のお立場から率直

なご意見を頂きたく、アンケートをお願いすることに致しました。 

アンケートは２回実施することを予定しており、１回目（今回）で社会的な需要の調査を

実施し、２回目で改組の基本的な構想に対してのご意見をお聞きしたいと思います。つきま

しては、ご多忙中の折に大変恐縮ではございますが、Web アンケートによりご回答頂けれ

ば幸いです。 

 本アンケートにてご記入いただきました内容は、企業名が特定できないようデータを適

切に処理した上で集計し、集計後の資料はアンケートの趣旨・目的以外には利用しないこと

を申し添えます。 

敬具 

記 

アンケート実施方法： Web アンケート 

回答方法 ： 下記 QRコードの読込み又は下記 URLから 

ご回答をお願い致します 

回答期限 ： 令和 3年 6月 13日まで 

所用時間 ： 約 6分 

アンケートの回答はこちらから

https://bit.ly/3f3KwZs 

お問合せ先 

三重大学大学院工学研究科 

分子素材工学専攻 金子 聡 

Tel: 059−231−9427 

E−mail: kaneco@chem.mie-u.ac.jp 

【参考資料３】企業アンケート（第１回目）
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大学院改組に関する企業アンケート（第１回目） 

１．  （質問）三重大学工学部は、令和元年度に 6 学科（機械工学科、電気電子工学科、分子

素材工学科、建築学科、情報工学科、物理工学科）から 1学科 5 コース（機械工学コース、

電気電子工学コース、応用化学コース、建築学コース、情報工学コース）に再編し、改組

致しました。物理工学科の教員・スタッフは、機械工学、電気電子工学、情報工学コース

に集約致しました。ものづくりの根幹をなす機械工学、電気電子工学、応用化学、建築学、

情報工学コースからからなる総合工学科（1 学科）に関して、御社の考えをお聞かせ下さ

い。 

（回答）一つ選択して下さい 

〇 大変良い 

〇 どちらかと言えば、良い 

〇 どちらとも言えない 

〇 あまり良くない 

２． （質問）御社におかれまして、今後採用したい学生の専門分野は何ですか。５つ選んで下

さい。 

（回答） 

〇 機械工学 〇 電気電子工学 〇 応用化学 

〇 建築土木工学 〇 情報・IoT 〇 経営工学 

〇 核融合・原子力工学 〇 生物工学 〇 物理工学 

〇 画像・音響工学 〇 資源・エネルギー工学 〇 都市工学 

〇 その他: 

３．  （質問）三重大学大学院工学研究科では、現在、6 つの専攻（横ぐし）以外に、7 つの研究

領域（縦ぐし）が存在しており 、修士課程の学生は、専攻と研究領域に独立して所属して

います（下記の図を参照して下さい。）もし、三重大学大学院工学研究科の修士学生を今

後採用するなら、「専攻（メジャー）と研究領域（マイナー）に所属して、多様性を理解して

いる学生」と「専攻のみに所属し、専門性に特化して学習した学生」のどちらを採用したい

ですか。  

学生確保（資料）－6



（回答） 

〇 専攻（メジャー）と研究領域（マイナー）に所属して、 

多様性を理解している学生 

〇 専攻のみに所属し、専門性に特化して学習した学生 

４．  （質問）三重大学大学院工学研究科では、上記の 7 つの研究領域（領域 A（ロボティクス・

メカトロニクス）、領域 B（地球環境・エネルギー）、領域 C（情報処理・情報通信）、領域 D

（ライフサイエンス）、領域 E（ナノサイエンス、ナノテクノロジー）、領域 F（先進物質・先進

材料）、領域 G（社会基盤・生産））があります。これらの研究領域は、２００７年から専攻横

断で編成しており、今なお社会における重要な研究課題であると考えておりますが、御社

の考えをお聞かせ下さい。 

（回答） 

〇 これら 7つの研究領域は、今なお重要な課題であるため、このままで良い 

〇 変更した方が良い 

５． （質問）化学系学生の教育に関して、お聞きします。三重大学工学研究科では、幅広い知

識を重視するという考えから、従来の「素材面に特化して学修した学生」の育成から転換

し「化学の応用面を幅広く習得した学生」を育成するため、分子素材工学専攻を応用化学

専攻に改組することを検討しています。今後学生を採用するにあたり、御社の採用意向を

お聞かせ下さい。  

（回答） 

〇 応用化学専攻の学生の積極的な採用を検討したい 

〇 採用する学生の専門領域の一つとして、応用化学専攻を考えたい 

〇 応用化学専攻は採用する学生の分野ではない 

〇 わからない 

〇 その他: 

６． （質問）インターンシップに関して、お聞きします。学部改組では、新たな試みとして、３年

生の３月に大学院までの展望を決定し、４年生では４週間以上のインターンシップの実施

を予定しています。工学研究科改組ではさらに、学生と企業の希望が一致した場合、この

インターンシップ先の企業が、三重大学と共同研究を実施し、その学生の修士研究として

研究を進展させ、学生が最終的にこの企業に就職するシステムも考えております（※）。こ

のように、学生が４年生と修士在学中に、御社がインターンシップや共同研究を通して、

工学研究科と密に関連することに、どの程度興味がありますか。  （※）本システムは現在、

制度上実現が可能かを検討している段階であり、今後変更する可能性があります。 

（回答） 
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〇 修士在学中に学生に奨学金を給付してでも、参画したい 

〇 奨学金の給付まではいかないが、共同研究等で参画したい 

〇 共同研究費等の資金面は難しいが、まあまあ興味はある 

〇 どちらかと言えば、興味はある 

〇 わからない 

〇 興味はない 

 

７． （質問）三重大学大学院工学研究科の修了生に対して求める人物像と採用の意向につい

て記入して下さい。 

 

 

８． （質問）三重大学の工学部・工学研究科に対する要望を記入して下さい。 
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質問1 回答数 ⽐率
⼤変良い 98 56.3%
どちらかと⾔えば、良い 55 31.6%
どちらかとも⾔えない 21 66.1%
あまりよくない 0 0.0%

質問2 回答数 ⽐率
機械⼯学 112 64.4%
電気電⼦⼯学 117 67.2%
応⽤化学 115 66.1%
建築⼟⽊⼯学 83 47.7%
情報・IoT 110 63.2%
経営⼯学 41 23.6%
核融合・原⼦⼒⼯学 1 0.6%
⽣物⼯学 42 24.1%
物理⼯学 57 32.8%
画像・⾳響⼯学 54 31.0%
資源・エネルギー⼯学 51 29.3%
都市⼯学 44 25.3%
その他 1 0.6%
※⽐率=専⾨分野の出現数/全174社

質問3 回答数 ⽐率
専攻（メジャー）と研究領域（マイナー）に所属して、多様性を理解している学⽣ 166 95.4%
専攻のみに所属し、専⾨性に特化して学習した学⽣ 8 4.6%

質問4 回答数 ⽐率
これら７つの研究領域は、今なお重要な課題であるため、このままで良い 170 97.7%
変更した⽅が良い 4 2.3%

質問5 回答数 ⽐率
応⽤化学専攻の学⽣の積極的な採⽤を検討したい 75 43.6%
採⽤する学⽣の専⾨領域の⼀つとして、応⽤化学専攻を考えたい 56 32.6%
応⽤化学専攻は採⽤する学⽣の分野ではない 25 14.5%
わからない 16 9.3%
その他 0 0.0%

質問6 回答数 ⽐率
修⼠在学中に学⽣に奨学⾦を給付してでも、参画したい 4 2.3%
奨学⾦の給付まではいかないが、共同研究等で参画したい 17 9.8%
共同研究費等の資⾦⾯は難しいが、まあまあ興味はある 16 9.2%
どちらかと⾔えば、興味はある 75 43.1%
わからない 55 31.6%
興味はない 7 4.0%

質問7(⼀部抜粋)
質問内容にございました「専攻（メジャー）と研究領域（マイナー）に所属して、多様性を理解している学⽣」は、ま
さにターゲットに近いと考えております。研究開発段階の製品の評価・分析を⾏う我々にとって、顧客のニーズは研究
背景によってさまざまあるため、専⾨知識だけでなく周辺知識も備えていると働く側としても⼤変⾯⽩みがあるのでは
ないかと思います。
モノづくりの場においてAIやIoTの活⽤を進めており、従来の機械の知識だけでなく電気や情報など幅広い知識を有する
学⽣が望まれている
専⾨的知識に⻑けていることはもちろんですが、幅広い視野も持ち合わせていただきたいと思います。そのような⽅で
あれば是⾮、採⽤したいと考えます。
学問も、それ以外も、いろいろな活動を通じた経験をされ、多様な⼈々との共同の中⼼となって活躍できる能⼒を磨い
ていただきたい。また、前向きに粘り強く想像を活かしてやり遂げられる⽅を是⾮採⽤したい。

【参考資料４】企業アンケート（第１回目）結果
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質問8(⼀部抜粋)

学問も、それ以外も、いろいろな活動を通じた経験をされ、多様な⼈々との共同の中⼼となって活躍できる能⼒を磨い
ていただきたい。また、前向きに粘り強く想像を活かしてやり遂げられる⽅を是⾮採⽤したい。

専⾨性も⼤切ですが、社会適応⼒を兼ね備えた⼈財を採⽤したいと考えています。
専⾨性を持ちつつも多様性を理解し優秀な学⽣さんを採⽤させていただきたいです。
弊社では､毎年国⽴⼤学の⼤学院卒業の学⽣が１名~2名程度⼊社しています。⼤学院⽣は学部⽣と⽐べて課題に対し探
究する傾向が強く、弊社では強⼒な戦⼒になっているように感じる。
⾃⾝の専⾨領域のみならず、幅広い分野に興味を持つことができる貴⼤学学⽣を積極的に採⽤していきたいと考えま
す。
求める⼈物像：探求⼼があり、グローバルに挑戦していける。 ⼯学研究科のOBもおりますので、今後も積極的に採⽤
していきたいと考えております。
①幅広い視野を持ち、柔軟に対応できる⼈②論理的思考ができ、実⾏⼒のある⼈を採⽤したいと考えている。

課題解決⼒、他社にそれを伝える能⼒をもってほしい。

専⾨分野への探求⼼が⾼い⼀⽅で、幅広い視野で物事を⾒る事ができ、⼈とのコミニュケーションが得意な⼈物像
学業と共に、⼈間教育をお願いしたい。誠実で、広い視野で物事を多⾯的に捉えることができる⼈。

企業との交流等、様々な経験を通して学⽣を育成していただきたいです。
学問も、それ以外も、いろいろな活動を通じた経験をされ、多様な⼈々との共同の中⼼となって活躍できる能⼒を磨い
ていただきたい。また、前向きに粘り強く想像を活かしてやり遂げられる⽅を是⾮採⽤したい。
専⾨だけでなく、周辺領域の知識も習得しやすい学部学科構成を希望します。
インターンシップ、学内会社説明会を今後も積極的に⾏いたいと考えております。
貴学OBOGは⾮常に柔軟な発想でものづくりの課題解決に取り組んでいただいており、より多様性ある⼈材育成に取組
まれるとの⽅針に賛同し、期待しております。
地域の⼤学ですが、視野の広い学びがあると良いかと思います。
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2022 年 1 月 27 日

関係企業人事・採用担当者 殿 

三重大学大学院工学研究科長 

池 浦 良 淳 

拝啓 

時下、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別にご高配を賜り、厚く御礼

申し上げます。 

現在計画中の三重大学大学院工学研究科の改組に関する令和3年6月実施の第１回アンケ

ートにご協力いただき誠に有難うございました。今回はその節にお伝えしておりました全

２回のアンケートの２回目となります。１回目（前回）では、社会的な需要の調査にご協

力いただきましたが、２回目（今回）は大学院改組の基本的な構想に対してのご意見をお聞か

せいただきたく、アンケートを実施しております。つきましては、ご多忙中の折に大変恐縮で

はございますが、Web アンケートによりご回答頂ければ幸いです。

前回と同様、本アンケートにてご記入いただきました内容は、企業名が特定できないよ

うデータを適切に処理した上で集計し、集計後の資料はアンケートの趣旨・目的以外には利用

しないことを申し添えます。 

敬具 

記 

アンケート実施方法： Web アンケート

回答方法 ： 下記 QR コードの読込み又は下記 URL から

ご回答をお願い致します 

回答期限 ： 令和 4 年 2 月 9 日まで

所用時間 ： 約 8 分

アンケートの回答はこちらから

https://bit.ly/3r26uCr 

お問合せ先 

三重大学大学院工学研究科 

情報工学専攻  河内 亮周

Tel: 059−231−9463

E−mail: kawachi@info.mie-u.ac.jp 

【参考資料5】企業アンケート（第２回目）
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大学院改組に関する企業アンケート（第２回目） 

 
 

１． (質問)別紙資料P1, P2をご覧ください。現行の工学研究科博士前期課程は機械工学・電

気電子工学・分子素材工学・建築学・情報工学・物理工学の６専攻からなります。令和５年

度４月開設予定の工学研究科改組におきまして，機械工学・電気電子工学・分子素材工

学・情報工学各専攻は物理工学専攻の各講座を編入することで物理工学的基礎・理論的

側面を強化し，分子素材工学専攻はこれまでの素材工学から化学の応用面へ重点をシフ

トした応用化学専攻に改名し，建築学専攻では従来の建築デザイン・建築マネジメント・建

築意匠学・建築設備学に加えて地域防災関連教育の強化を行います。その結果，新しい博

士前期課程では，機械工学・電気電子工学・応用化学・建築学・情報工学の５専攻へと改

組する方針です。この方針につきまして御社のご意見をお聞かせ下さい。（補足：なお令和

元年に実施されました工学部改組においては機械工学・電気電子工学・分子素材工学・建

築学・情報工学・物理工学の６学科から１学科５コース（総合工学科，コース：機械工学・電

気電子工学・応用化学・建築学・情報工学）に再編し，入学後２年次から専門分野を決定し

たい学生向けに「総合工学コース」を新設しています。） 

 
（回答）一つ選択して下さい

〇 大変良い 

〇 どちらかと言えば、良い

〇 どちらとも言えない 

〇 あまり良くない 
 
 

２． (質問)別紙資料P1をご覧ください。改組後の工学研究科では，５つの専攻（縦ぐし）以外

に，7つの研究領域（横ぐし）が存在しており ，博士前期課程の学生は，専攻と研究領域

に独立して所属しています。これにより，専攻（メジャー）と研究領域（マイナー）に所属し

多様性を理解している学生の育成が可能となります。別紙資料P3をご覧ください。大学院

改組にあたり，昨年三重県・東海圏の企業166社に実施したアンケート結果を元に，需要

が確認された以下の要素を基礎力・専門知識にプラスして強化することといたしました。 

 (i) 産業の発展に迅速に対応できる展開力と適応力 

  (ii) 実学の修得 

  (iii) 実践力 

  (iv) グローバルな感性 

  (v) 俯瞰的視野 

 これらの結果，今回の工学研究科改組での新しいカリキュラムの特徴として以下の(a)-(e)

が挙げられます。御社が新しい工学研究科の修了生の採用をご検討いただく場合に，こ

れらの特徴をどのように評価いただけるか御社のご意見をお聞かせ下さい。 

 

 (a) 効率的な学部修士一貫コースによりカリキュラムに余裕が生まれ，４年次では長期イ

ンターンシップ，改組後の博士前期課程では修士論文の長期研究，修士海外留学，イン

ターンシップ等に余裕を持って取り組むことが可能になります。学部修士一貫コース生

は，コース選抜時の審査資料として，自らの研究計画やキャリアプランを策定し大学へ提
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出します。 

（回答）一つ選択して下さい

〇 大変良い 

〇 どちらかと言えば、良い

〇 どちらとも言えない 

〇 あまり良くない 

( b )  授業科目の内容を見直し，座学に加えて実産業における問題点や解決

に向けた検討までの要素を導入する，また課題解決型の演習科目に変更す

る等，より実学面を強化します。また，創成工学プログラムを選択した学生

（博士前期課程定員の約 40% ）の修論テーマは，共同研究と関連させたもの

とします。  

（回答）一つ選択して下さい

〇 大変良い 

〇 どちらかと言えば、良い 

〇 どちらとも言えない 

〇 あまり良くない 

( c ) 博士前期課程における科目履修方法に，既存の「研究領域プログラム」

（主に高度専門技術の体系的の修得），「創成工学プログラム」（主に企業の

設計・生産部門で必要な専門技術修得）に加えて，英語のみで修了可能な

「国際プログラム」を新設します。  

（回答）一つ選択して下さい

〇 大変良い 

〇 どちらかと言えば、良い 

〇 どちらとも言えない 

〇 あまり良くない 

( d ) 高い国際コミュニケーション能力とグローバルな感性を持つ人材養成の

ため，国際会議（国際学会）での研究成果発表を博士前期課程修了要件に

追加します。  

（回答）一つ選択して下さい

〇 大変良い 

〇 どちらかと言えば、良い 

〇 どちらとも言えない 

〇 あまり良くない 

学生確保（資料）－13



 

 ( e )  ５つの専攻と７つの研究領域に所属し，研究領域で提供される自身の専

攻外の講義科目も履修することで。工学全体への俯瞰的視点を育成する疑

似的ダブルメジャー教育方式を実現します。  

 

（回答）一つ選択して下さい

〇 大変良い 

〇 どちらかと言えば、良い 

〇 どちらとも言えない 

〇 あまり良くない 

 

３． （質問）本工学研究科改組の概要を踏まえた上で，新しい工学研究科博士前期課程を修了

した人材の採用意向について，御社のご意見をお聞かせください。 

 

 （回答）一つ選択して下さい 

 〇 積極的に採用を検討したい 

 〇 どちらかと言えば、採用を検討したい 

 〇 どちらとも言えない 

 〇 あまり採用の必要性を感じない 

 

４． （質問） 改組が認可された場合，新しい工学研究科に対する組織の在り方・教育・研究・そ

の他の面で期待される点やご要望がありましたらご自由にお書き下さい。 
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質問1 回答数 ⽐率
⼤変良い。 48 44.4%
どちらかと⾔えば、良い。 50 46.3%
どちらかとも⾔えない。 10 9.3%
あまりよくない。 0 0.0%

質問2(a) 回答数 ⽐率
⼤変良い。 60 55.6%
どちらかと⾔えば、良い。 41 38.0%
どちらかとも⾔えない。 6 5.6%
あまりよくない。 1 0.9%

質問2(b) 回答数 ⽐率
⼤変良い。 58 53.7%
どちらかと⾔えば、良い。 46 42.6%
どちらかとも⾔えない。 4 3.7%
あまりよくない。 0 0.0%

質問2(c) 回答数 ⽐率
⼤変良い。 41 38.0%
どちらかと⾔えば、良い。 51 47.2%
どちらかとも⾔えない。 16 14.8%
あまりよくない。 0 0.0%

質問2(d) 回答数 ⽐率
⼤変良い。 47 43.5%
どちらかと⾔えば、良い。 46 42.6%
どちらかとも⾔えない。 14 13.0%
あまりよくない。 1 0.9%

質問2(e) 回答数 ⽐率
⼤変良い。 59 54.6%
どちらかと⾔えば、良い。 41 38.0%
どちらかとも⾔えない。 8 7.4%
あまりよくない。 0 0.0%

質問3 回答数 ⽐率
積極的に採⽤を検討したい 74 68.5%
どちらかと⾔えば，採⽤を検討したい 26 24.1%
どちらかとも⾔えない。 7 6.5%
あまり採⽤の必要性を感じない。 1 0.9%

専⾨分野を持つことは重要なことと推察いたしますが、就職する中では、専⾨性はあらゆる分野に応⽤、発展できると
いう思考もキャリア教育などで加味されると良いと考えます。
研究だけではなく社会への適⽤⼒も⾝に付けられることを期待しています。

質問4(回答多数のため⼀部抜粋)
今回の改組は⾮常に良いと感じております。ぜひ積極的な改⾰を⾏い、⻑期的な視点で社会貢献できる学⽣を送り出し
ていただきたく思います。
⽣命維持に必要不可⽋な⾷品産業なども、今後の労働⼈⼝減少に向け、貴学で学んだ知識の活⽤が今まさに求められて
います。是⾮、俯瞰的視野で様々な業界に活躍の場がある＝修了後の進路を描ける⼈材育成に期待します。
これからの社会が必要としている⼈財を育成するため、深く考えられた内容だと思いました。学⽣にとっても「魅⼒的
な内容」だと理解されるよう、⾼校⽣や学部⽣に向けての情報発信も引き続き注⼒されることを願っております。
改組による研究領域プログラムは、専攻外の講義履修により、専⾨知識に加えて応⽤⼒・対応⼒を⾝につけていただけ
るのではと期待します。
より実践⼒のあるグローバル⼈材が育成される事は⾮常に好ましいと思われる。

【参考資料６】企業アンケート（第２回目）結果
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1

216名
うち一貫コース

108名

大学院定員

, 情報, CSR教育（工学倫理・安全, マネジメント・知的財産）

2019年４月
開設

400名
3年次編入30名

学部定員

2023年４月
開設予定 学

部
修
士
６
年
一
貫
コ
ー
ス

卒業研究の代わりに
長期インターンシップ

を履修可能

クロス科目
学部４年生時点で

大学院の授業科目を先取り

工学研究科改組の概要
 学部改組の取組と研究科改組を組み合わせ、本学の工学教育新体制を完成させる。
 学部修士６年一貫コース生は学部４年生時、卒業研究の代わりに「長期インターンシップ」を履修可能。
 学部修士６年一貫コース生は学部４年生時、「クロス科目」として大学院の授業科目を先取り可能。
 5つの専攻（縦ぐし）と7つの研究領域（横ぐし）による、疑似的メジャー／マイナー教育の継続。

※設置計画は予定であり、内容に変更があり得ます。

5つの専攻（縦ぐし）と
7つの研究領域（横ぐし）
の交差する「講座」を選択。

更に以下の３プログラムから
１プログラムを選択する。

①研究領域プログラム
研究に関する高度専門技術を
体系的に修得する研究領域教

育科目を履修。

②創成工学プログラム
企業の設計・生産部門で必要
となる専門技術に関する科目

を多く履修。

③国際プログラム（新設）
英語のみで修了可能。

【参考資料７】学生アンケート説明資料
   企業アンケート（第２回）別紙資料
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工学研究科改組による組織改編
 三重県・東海圏の産業構造ニーズに応じた５専攻で、優秀な人材輩出により基幹産業を強固に支える。
 物理工学専攻を再編することで、実学だけでなく理論的側面の強化を目指す。
 「化学の応用面を幅広く習得した学生」を育成するため、「分子素材工学専攻」を「応用化学専攻」に改組する。

機械工学専攻

電気電子工学専攻

分子素材工学専攻

建築学専攻

・量子・電子機械講座
・機能加工講座
・環境エネルギー講座

・電気システム工学講座
・情報・通信システム工学講座
・電気物性工学講座

・分子設計化学講座
・生物機能工学講座
・素材化学講座

・建築学講座
（建築デザイン・建築マネジメント）

既設：６専攻１４講座 定員216名 改組後：５専攻１７講座 定員216名

情報工学専攻
・コンピューターサイエンス講座
・知能工学講座

物理工学専攻
・量子工学講座
・ナノ工学講座

機械工学専攻
・ロボティクス・メカトロニクス講座
・機能創成プロセス講座
・機械物理学講座
・環境エネルギー講座

電気電子工学専攻
・電気システム工学講座
・情報・通信システム工学講座
・電気物性工学講座
・物理工学講座

応用化学専攻
・物理化学講座
・有機化学講座
・無機・分析化学講座
・生命化学講座

建築学専攻

情報工学専攻
・コンピュータサイエンス講座
・情報ネットワーク工学講座
・知能システム工学講座
・人間情報学講座

・建築学講座
（建築デザイン・建築マネジメント）

強化される理論関連分野

一般物理、統計力学
量子論
量子情報
複雑系理論

物性物理学
統計物理学
磁気理論
ナノ工学
量子力学
ナノ計測

光
高周波理論

デジタル信号処理
微量信号理論

強化

強化

強化

2※設置計画は予定であり、内容に変更があり得ます。学生確保（資料）－17



3

① 原理・原則を理解する基礎力を持つ人材
② 分野の多様性を理解し、異分野とのコミュニケーション能力を持つ人材
③ 学科の垣根を越えた学際分野も理解する研究者、リーダー
④ 専門分野の深い知識と同時に、グローバルな感性と俯瞰的視点を持つ人材
⑤ 大学院修了後の実社会に自然に延長できる教育を受けた人材
⑥ 修了後の進路が自然に描けるような人材

大学院改組にあたり、三重県・東海圏の企業166社に実施したアンケート結

果を元に、需要が確認された以下の要素を基礎力・専門知識にプラスして
強化

・産業の発展に迅速に対応できる展開力と適応力
・実学の修得
・実践力
・グローバルな感性
・俯瞰的視野

・実学・実践力に関する「先輩から学ぶ先端科学技術」を改組に向けて開講
・工学研究科共通の知識（企画力養成、先端技術、ベンチャービジネス、CSR教育
（マネジメント・知的財産、ＩＳＯ学）等）の講義のブラッシュアップ

・実務経験教員による講義によって、実学面を強化した内容で実施
・創成工学プログラムを取得した学生（修士定員の約40%）の修論テーマは、共同研
究と関連させたものとする。

・物理工学専攻を再編することで、実学だけでなく理論的側面の強化を目指す。

三重大学工学研究科が育成する人材像 カリキュラム内容について、理論的側面と実学を強化

研究領域による教育→ グローバルな感性、俯瞰的視点、学際分野の教育

・日本語を使わずに修了できる「国際プログラム（コース）」の新設
・国際教育科目（実践英語、海外IS、海外留学、学術英語論文発表等）のブラッ
シュアップ

・国際会議発表の修士修了要件化
※海外留学を補助するための支援制度

・研究領域による疑似的ダブルメジャーの教育方式を継続

・学部改組の取組と研究科改組をあわせて本学の工学教育新体制を完成させる。
・効率的な学部修士一貫により、教育修士論文の長期研究、４年次長期インターン
シップ、修士海外留学・インターンシップが可能。

・学部修士一貫（３+３年）コースは、コース選抜時に自らの研究計画やキャリアプラ
ン（4年次長期インターンシップ、修士の海外留学等）を策定し、提出する。

学部・研究科一貫教育による研究力強化
カリキュラム余裕により、学生自らがキャリアプランを立て外で学ぶ

工学研究科改組により実施する教育

■科目変更例１ （改組前）分子素材工学特論 → （改組後）応用化学特論

従前は、分子や素材に対する一般的な特論・座学であったが、改組後はその素材が実
際の社会で活用されている例や、実産業における問題点等を学び、応用化学の観点から
課題解決に向けた検討までの講義を行い、実学・実践力の習得にシフトする。

■科目変更例２ （改組前）固体物性工学演習 →（改組後）誘電体工学PBL演習

従前は、固体物性工学に関する座学・演習のみであったが、改組後は、より現場に即し
た誘電体工学に関し、同じ課題を共有したグループでPBL（problem based learning）中心

で演習を進めることにより、より企業現場での立場・視点を持ちながら専門知識を会得で
きる授業内容にシフトする。

※設置計画は予定であり、内容に変更があり得ます。 学生確保（資料）－18



（質問） 人工知能（AI）、モノのインターネット（IoT）など情報工学の必要性が叫ばれているが、ものづくりの企業の現場に
おいて、情報工学をベースとした学生の必要性は、どの程度かをお教えください。

（例： 情報の採用割合を緊急に増加させる、ものづくりの現場はシステム化がまだ先など）

主な分野 地域
従業員数
（単体）

今後の採用計画 コメント

機械 愛知県 2,400名
大型の工作機械の製造において、
機械工学を習得した学生を中心に
採用計画を継続していきたい。

弊社は、工作機械のグローバルメーカーであるため、
主に大型の工作機械を製造している。この大型の工作
機械の製造工程において、まだAI等が非常に有効な現

状ではない。

機械 東海圏
（三重県に工場）

1,600名

機械中心（ＡＩ時代がすぐに来るよう
なマスコミ報道であるが、情報工学
の学生をすぐに増やす状況ではな
い。）

当社は建築用錠前、セキュリティシステムを扱っており、
製品の製造には機械工学が必要であるため、その専
門性を重要視する傾向は当分変わらない。

機械 愛知県 4,000名
ものづくりの現場が機械中心である
ため、情報工学を専門とした学生に
は徐々にシフトする。

機械製品を製造するメーカーである以上、採用は機械
工学を中心となる。情報の学生を増やしても、その専門
性が生かせるほど、現場にデジタル化が進んでいない

機械
（自動車関連）

全国
（三重県に工場）

36,000名 次頁に記載 次項に記載

【参考資料８】各分野を代表する企業への聞き取り調査
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自動車関連企業
質問１) 情報のみの知識を持った学生と機械をベースに情報の知識を持った学生ではどちらの需要が高いでしょうか。

また、もし可能でしたら，その割合もお教えください．
回答２）機械をベースに情報の知識を持った学生さんの需要が高いです。

情報のみ：機械をベースに ＝ 1～3割：9～7割
質問２）同様に、情報のみの知識を持った学生と電気をベースに情報の知識を持った学生ではどちらの需要が高いでしょうか。

また、もし可能でしたら，その割合もお教えください。
回答２）電気をベースに情報の知識を持った学生さんの需要が高いです。

情報のみ：電気をベースに ＝ 1～3割：9～7割
質問３）情報のみの知識を持った学生を採用されている場合、技術系の全体の採用人数に対してどの程度の割合でしょうか。
回答３）約2割

（コメント その１）
• 我々の開発領域はメカトロになりますので、機械や電気に関する基礎知識は有用です。運動力学、制御理論、機械・電気要

素のモデリング、等々。情報を扱うのみでは商品開発はできないので。機械・電気の基礎がわかった上で、AI技術を適材適
所に使うことが求められます。

• 近年AIの必要性は増す一方ですが、現場の声としては、情報のみの方より、電気や機械をベースに情報を勉強されている
方の方が育成しやすいと聞きます。

• ただし、全社的にはコネクテッド領域でアプリを開発する部門やIT部門もありますので、情報系のニーズはあると思います。
• 逆に、車体開発、パワープラント開発においては、情報系のニーズは低いです。ただ、これらの領域は採用強化領域ではあ

りません。
（コメント その２）
• 「電気をベースに情報の知識を持った学生」 の需要が一番高いと考えられます。これは各種モビリティーの電動化と自動運

転に代表されると知能化によるものです。モビリティーの電動化は自動車に留まる事無く、バイクやフォークリフト等の産業
機械に迄およびます。

• また産業機械等の知能化は定型の場所・画一的な使い方から自動車以上に進展が急速に進むと考えられます。この事か
ら「電気をベースに情報の知識を持った学生」の需要が一番高いと考えられます。むしろ、「情報をベースに電気(強電)の知
識を持った学生」の表現の方が僭越ながら良いかと思われます。
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主な分野 地域
従業員数
（単体）

今後の採用計画 コメント

電気電子
全国

（東海圏に多数のビ
ジネスユニット）

30,000名
社会情勢を見て、情報分野を
徐々に増やすことも検討する。

当社は様々な分野でビジネスを展開しており、今後
情報化社会が成熟してきたら、情報分野の採用を
徐々に増やすことの検討に入りたい。

電気電子 愛知県 3,000名
電力関連企業であるため、当面
は電気電子工学の学生が欲しい。

政府、世間で言われているほど、現場ではシステム
化、情報化が進んでおらず、当面、当社の強みを
生かせる電気電子工学に強い学生が必要である。

電気電子
全国

（三重県に工場）
7,000名

情報分野より情報を含んだ電気
電子工学を学んだ学生を当面重
視する。

当社は、メインがファーネスなどの製造であり、当
分電気電子にベースがある学生が必要であり、情
報化社会になった時に、情報分野へのシフトを検討
する（まだ、その段階ではない）。

化学
全国

（三重県に工場）
1,200名 化学中心

化学メーカーであるため、当社に情報工学の技術
が必要となるのは、かなり先になる。

化学 愛知県 550名
化学中心
特に情報を増やす予定はない

化学・材料でものづくりを行っている企業であるが、
オートメーション化がまだまだ先である。

化学
全国

（三重県に工場）
4,000名 化学中心

化学プラントがメインとなっており、現場をAI等でコ
ントロールするのは、現状では考えていない。
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主な分野 地域
従業員数
（単体）

今後の採用計画 コメント

情報 愛知県 400名
データ通信事業であるため、情報
工学の学生が必要である。

様々な分野で情報関連のビジネスを行っており、
5G時代を見据えて、情報工学に強い学生を採用し
たい。

情報 愛知県 700名
親会社が自動車関連であるため、
情報工学の学生以外も、採用し
ていきたい。

基本的に情報工学の学生を採用していきたいが、
情報工学以外、例えば、電気電子工学の学生も積
極的に採用していきたい。

情報 愛知県 1,000名
情報分野を学んだ学生を当面採
用していきたい。

今後、会社の方向性がどのような方向にいくか未
知な部分もあるが、会社の収益の基盤である情報
分野での採用をしっかり継続していきたい。

建築
全国

（東海圏に事業所
多数）

4,800名 建築関連中心
建築メーカーであるため、建築の基礎を持った学生
が必要である。

建築
全国

（愛知県に支社）
11,000名 建築中心

当社は建築会社であり、全国の建築現場で施工を
請け負っている。構造強度など建築学の知識を
持った学生を採用したい。

建築 愛知県 1,000名 建築・土木関連
土木工事が中心であるため、基本的には建築学や
土木に強い学生が必要であるが、機械工学の学生
も今後多少強化していく予定である。

学生確保（資料）－22



フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

＿ 学長
伊藤　正明
イトウ マサアキ

＜令和３年４月＞

医学博士
三重大学 学長

（令和3.4～令和9.3）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第３号（その１）

教 員 名 簿

年齢
調書
番号

役職名
現　職

（就任年月）

学 長 の 氏 名 等

保有
学位等

月額基本給
（千円）

教員名簿－1



フリガナ

氏名

＜就任（予定）年月＞

1 専 教授

ｺﾏﾀﾞ　ｻﾄｼ

駒田　諭

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
電機制御特論Ⅰ
電機制御特論Ⅱ
電機制御PBL演習Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２後
１・２前
１後
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
教授

（平1.4）

5日

2 専 教授

ﾕﾊﾞｲ　ｶｽﾞﾋﾛ

弓場井　一裕

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
制御工学特論Ⅰ
制御工学PBL演習Ⅰ
制御工学特論Ⅱ
電気システム設計演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２前
２前
１・２前
１前
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
教授

（平12.4）

5日

3 専 教授

ﾓﾘ　ｶｽﾞｵ

森　香津夫

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
通信システム特論Ⅱ
通信システムPBL演習Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１後
２前
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
教授

（平12.8）

5日

4 専 教授

ﾀｶｾ　ﾊﾙﾋｺ

高瀬　治彦

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
システム工学PBL特論
情報処理PBL演習Ⅰ
計算機工学特論I
計算機工学PBL演習Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２前
２前
１・２前
１前
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
教授

（平8.4）

5日

別記様式第３号（その２の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 員 の 氏 名 等

（工学研究科　電気電子工学専攻）

調書
番号

専任等
区分

職位 年齢
保有

学位等

月額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配 当
年 次

担 当
単 位 数

年 間
開 講数

現　職
（就任年月）

申請に係る大
学等の職務に
従 事 す る
週当たり平均
日 数

教員名簿－2



5 専 教授

ﾑﾗﾀ　ﾋﾛｼ

村田　博司

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
先端マイクロ波フォトニクス特論
高周波フォトニクスPBL演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２前
１後
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
教授

（平30.4）

5日

6 専 教授

ﾐﾔｹ　ﾋﾃﾞﾄ

三宅　秀人

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
半導体工学特論
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２前
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
教授

（昭63.4）

5日

7 専 教授

ﾅｶﾑﾗ　ｺｳｼﾞ

中村　浩次

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
物質情報学特論
物質情報学PBL演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１前
１後
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
教授

（平13.4）

5日

8 専 准教授

ﾔﾏﾑﾗ　ﾅｵｷ

山村　直紀

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
電気エネルギーシステム特論
電気エネルギーシステムPBL演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２前
２後
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平10.4）

5日

9 専 准教授

ｶﾜﾅｶ　ﾋﾛﾊﾙ

川中　普晴

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
情報処理特論
情報処理PBL演習Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２後
１前
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平18.4）

5日

10 専 准教授

ﾊﾀﾉ　ﾋﾛﾕｷ

羽多野　裕之

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
通信システム特論Ⅰ
通信システムPBL演習Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１前
１後
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平31.4）

5日

教員名簿－3



11 専 准教授

ｷﾀ　ﾋﾃﾞﾋｺ

北　英彦

＜令和5年4月＞

工学博士

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
計算機工学特論Ⅱ
計算機工学PBL演習Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２前
２後
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平5.6）

5日

12 専 准教授

ﾓﾄｶﾞｲﾄ　ｱﾂｼ

元垣内　敦司

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
オプトエレクトロニクス特論
オプトエレクトロニクスPBL演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２前
１後
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平10.4）

5日

13 専 准教授

ﾏﾂｲ　ﾀﾂﾉｽｹ

松井　龍之介

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
マテリアルサイエンス特論
有機エレクトロニクス特論
有機エレクトロニクスPBL演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２前
１・２前
２後
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平19.3）

5日

14 専 准教授

ｱｵｷ　ﾕｳｽｹ

青木　裕介

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
誘電体工学特論
誘電体工学PBL演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２後
１後
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平16.5）

5日

15 専 准教授

ｻﾄｳ　ﾋﾃﾞｷ

佐藤　英樹

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
電子デバイスプロセス設計特論
電子デバイスプロセス設計PBL演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２前
１前
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平12.6）

5日

16 専 准教授

ﾅｶﾞｲ　ｼｹﾞｶｽﾞ

永井　滋一

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
量子エレクトロニクス特論
量子エレクトロニクスPBL演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２後
２前
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平22.3）

5日

教員名簿－4



17 専 准教授

ｳﾂﾐ　ﾔｽﾋﾛ

内海　裕洋

＜令和5年4月＞

博士（情
報科学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
物性物理学特論
物性物理学PBL演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１後
１前
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平22.5）

5日

18 専 准教授

ｱｷﾔﾏ　ﾄｵﾙ

秋山　亨

＜令和5年4月＞

博士（理
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
ナノ材料設計特論
ナノ材料設計PBL演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１前
１後
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平15.4）

5日

19 専 准教授

ﾌｼﾞﾊﾗ　ﾕｳｼﾞ

藤原　裕司

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

工学展望特論(社会人向け)
論文発表演習
大学院・国内インターンシップ
大学院・長期インターンシップ
国際特別講義Ⅰ
国際特別講義Ⅱ
国際会議発表演習
学術英語論文発表
国際インターンシップ
短期留学
磁性体工学特論
磁性体工学PBL演習
電気電子工学特別研究Ⅰ
電気電子工学特別研究Ⅱ
電気電子工学特別研究Ⅲ
電気電子工学特別研究Ⅳ

１・２前
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１・２通
１前
２前
１前
１後
２前
２後

2
1
2
3
1
1
1
1
3
3
2
2
2
2
2
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
准教授

（平9.10）

5日

20 専 助教

ｺﾔﾏ　ﾏｻﾄ

小山　昌人

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

電機制御特論Ⅰ
電機制御PBL演習Ⅰ
電気システム設計演習

１・２後
２後
１前

2
2
2

1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
助教

（平29.4）

5日

21 専 助教

ﾔｼﾛ　ﾀﾞｲｽｹ

矢代　大祐

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

制御工学特論Ⅱ
制御工学PBL演習Ⅱ
電気システム設計演習

１・２前
１後
１前

2
2
2

1
1
1

三重大学大学院工学
研究科
助教

（平24.4）

5日

22 専 助教

ｻﾅﾀﾞ　ｺｳｽｹ

眞田　耕輔

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

通信システム特論Ⅱ
通信システムPBL演習Ⅱ

１後
２前

2
2

1
1

三重大学大学院工学
研究科
助教

（平28.3）

5日

教員名簿－5



23 専 助教

ｼｮｳｼﾞｷ　ｶﾅｺ

正直　花奈子

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

半導体工学特論
半導体工学PBL演習

１・２前
２後

2
2

1
1

三重大学大学院工学
研究科
助教

（平29.3）

5日

24 専 助教

ｵｵﾀｶﾞｷ　ﾕｲ

大田垣　祐衣

＜令和5年4月＞

修士（工
学）

先端マイクロ波フォトニクス特論
高周波フォトニクスPBL演習

１・２前
１後

2
2

1
1

三重大学大学院工学
研究科
助教

（令3.4）

5日

25 専 助教

ﾅﾜ　ｹﾝｼﾞ

名和　憲嗣

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

物質情報学特論
物質情報学PBL演習

１前
１後

2
2

1
1

三重大学大学院工学
研究科
助教

（令3.4）

5日

26 兼担 特任准教授

ｾﾙﾊﾞﾝﾃｽ　ﾏﾘｱ　ｺﾝｾﾌﾟ

ｼｮﾝ　ｱﾗﾙｺｰﾝ

CERVANTES MARIA

CONCEPCION ALARKON

＜令和5年4月＞

学士（文
学）、学
士（法
学）

コミュニケーション英語 １・２通 4 4

三重大学大学院工学
研究科

特任准教授
（平27.4）

4日

27 兼担 特任准教授

ｵｵﾀｶﾞｷ（ﾜﾀﾅﾍﾞ）　ｻﾄ

ｺ

太田垣（渡邊）　聡

子

＜令和5年4月＞

修士（学
術）

コミュニケーション英語 １・２通 4 4

三重大学大学院工学
研究科

特任准教授
（平23.5）

4日

28 兼任 講師

ｲﾜﾓﾄ ﾀｹｵ

岩本　威生

＜令和5年4月＞

工学修士 ISO学特論 1後 1 1
三重大学非常勤講師

（平28.10）

29 兼任 講師

ｵｶﾍﾞ ｼｭｳﾍｲ

岡部　周平

＜令和5年4月＞

修士（経
営学）

ベンチャービジネス特論 1後 0.1 1

名古屋大学 学術研
究・産学官連携推進

本部
人材育成・情報発信

部門 URA
（平20.10）

30 兼任 講師

ｺﾆｼ ﾕｷｺ

小西　由樹子

＜令和5年4月＞

経営管理
修士

（MBA）
ベンチャービジネス特論 1後 0.3 1

名古屋大学 学術研
究・産学官連携推進

本部
人材育成・情報発信

部門 主任URA
（令1.9）

教員名簿－6



31 兼任 講師

ﾏﾂｲ ｼﾞｭﾝ

松井　純

＜令和5年4月＞

修士（水
産学）

ベンチャービジネス特論 1後 0.3 1

株式会社三重ティー
エルオー

取締役事業推進部長
（平14.4）

32 兼任 講師

ｳｴｲ ﾀﾞｲｽｹ

上井　大輔

＜令和5年4月＞

学士（経
営学）

ベンチャービジネス特論 1後 0.1 1

株式会社三重ティー
エルオー

技術移転部長
（平29.4）

33 兼任 講師

ｶﾜﾉ ﾔｽｼ

河野　廉

＜令和5年4月＞

博士（医
学）

ベンチャービジネス特論 1後 0.3 1

名古屋大学 学術研
究・産学官連携推進

本部
人材育成・情報発信

部門 教授
（平18.6）

34 兼任 講師

ﾔﾏｶﾜ ｻﾄｼ

山川　敏

＜令和5年4月＞

学士（経
営学）

企画力養成演習 1後 0.7 1

株式会社三十三総研
コンサルティング部
部長　主席コンサル

タント
（平31.4）

35 兼任 講師

ﾍﾞｯﾌﾟ ﾀｶﾌﾐ

別府　孝文

＜令和5年4月＞

学士（法
学）

企画力養成演習 1後 0.3 1

株式会社三十三総研
調査部長

主席研究員
（平23.10）

36 兼任 講師

ﾃﾞｨｱﾝ ﾌﾟﾄﾘ ﾊｽﾄｩﾃｨ

DIAN PUTRI HASTUTI

＜令和5年4月＞

Master
of

Science
（インド
ネシア）

コミュニケーション英語 1・2通 2 2
三重大学非常勤講師

（令4.4）

37 兼任 講師

ﾌｪﾘｯｸｽ ﾁｬﾍﾞｽ ﾎｾ ｱﾝ

ﾄﾞﾚｽ

FELIX CHAVEZ JOSE

ANDRES

＜令和5年4月＞

修士（工
学）

コミュニケーション英語 1・2通 2 2
三重大学非常勤講師

（令4.4）

38 兼任 講師

ﾖｺﾓﾘ ﾖﾛｽﾞ

横森　万

＜令和5年4月＞

工学修士 実践企業学 1前 1 1
三重大学産学連携

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
（平20.7）

39 兼任 講師

ﾋﾗｲ ﾉﾘﾕｷ

平井　憲章

＜令和5年4月＞

工学士 ものづくり管理工学特論 1前 2 1
三重大学非常勤講師

（平19.4）

教員名簿－7



40 兼任 講師

ﾜﾀﾅﾍﾞ ｱｷﾗ

渡邊　明

＜令和5年4月＞

商学博士
生産管理論特論Ⅰ
生産管理論特論Ⅱ

1前
1後

2
2

1
1

三重大学名誉教授
（平21.4）

41 兼任 講師

ﾏｽｺ ｱｷﾗ

増子　章

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

造船工学特論 1後 0.9 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社技

術研究所　所長
（令2.4）

42 兼任 講師

ﾔｼﾞﾏ ﾋﾛｷ

矢島　弘貴

＜令和5年4月＞

学士（工
学）

造船工学特論 1後 0.1 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社品

質保証部
部長

（令2.5）

43 兼任 講師

ｶﾂﾗｷﾞ ﾀﾀﾞﾖｼ

桂木　忠吉

＜令和5年4月＞

修士（工
学）

造船工学特論 1後 0.1 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社設
計部船装設計グルー
プ居住区設計チーム

チームリーダー
（平25.1）

44 兼任 講師

ﾖｺｲ ﾋﾛｱｷ

横井　博朗

＜令和5年4月＞

学士（工
学）

造船工学特論 1後 0.1 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社設

計部
船装設計グループ長

（平31.4）

45 兼任 講師

ｵｵﾔﾍﾞ ﾅｵｷ

大矢部　直樹

＜令和5年4月＞

修士（工
学）

造船工学特論 1後 0.1 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社

造船部長
（平30.2）

46 兼任 講師

ﾐｽﾞｸﾞﾁ ﾏｻﾋﾛ

水口　雅博

＜令和5年4月＞

修士（工
学）

造船工学特論 1後 0.1 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社設
計部機電設計グルー

プ
（令1.9）

47 兼任 講師

ｳｴﾉ ｼﾝﾔ

上野　慎也

＜令和5年4月＞

修士（工
学）

造船工学特論 1後 0.1 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社設
計部電装設計グルー
プ生産設計チーム

チーム長
（平25.1）

48 兼任 講師

ﾀﾅｶ ﾋｻｵ

田中　寿夫

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

造船工学特論 1後 0.1 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社技

術研究所
技監

（平25.1）

49 兼任 講師

ｶｼﾞ ﾄｼﾐﾂ

梶　利光

＜令和5年4月＞

修士（工
学）

造船工学特論 1後 0.1 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社設
計部構造設計グルー

プ
（平25.1）
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50 兼任 講師

ｺｲﾃﾞ ﾀｹｼ

小出　剛史

＜令和5年4月＞

修士（工
学）

造船工学特論 1後 0.1 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社造

船部
計画グループ長

（令1.9）

51 兼任 講師

ﾐｽﾞﾉ ｼｹﾞﾔ

水野　滋也

＜令和5年4月＞

学士（工
学）

造船工学特論 1後 0.1 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社技

術研究所
氷海研究グループ長

（平25.1）

52 兼任 講師

ﾖｼﾀﾞ ﾋｻﾌﾐ

吉田　尚史

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

造船工学特論 1後 0.1 1

ジャパンマリンユナ
イテッド株式会社技
術研究所流体研究グ

ループ
主幹

（平25.1）

53 兼任 講師

ｻｶｼﾀ ｹｲｲﾁ

阪下　敬一

＜令和5年4月＞

工学士 先輩から学ぶ先端科学技術※ 1後 0.3 1
三重大学非常勤講師

（令2.10）

54 兼任 講師

ﾅｶﾑﾗ ｼｮｳｺﾞ

中村　彰吾

＜令和5年4月＞

修士（工
学）

先輩から学ぶ先端科学技術※ 1後 0.3 1
三重大学非常勤講師

（令2.10）

55 兼任 講師

ﾀｶﾊｼ ﾄｼﾕｷ

髙橋　俊之

＜令和5年4月＞

工学士 先輩から学ぶ先端科学技術※ 1後 0.3 1

元　EMCジャパン株
式会社

執行役員コマーシャ
ルビジネス本部長
（平22.3まで）

56 兼任 講師

ｿﾉﾀﾞ ﾀｶｼ

薗田　享志

＜令和5年4月＞

工学士 先輩から学ぶ先端科学技術※ 1後 0.3 1
元リンナイアメリカ
　中南米担当副社長

（令3.6まで）

57 兼任 講師

ｻﾄｳ ｺｳｷ

佐藤　幸喜

＜令和5年4月＞

工学士 先輩から学ぶ先端科学技術※ 1後 0.3 1

株式会社東海理化電
機製作所　代表取締
役兼副社長執行役員

（平30.6）

58 兼任 講師

ﾂﾂﾞｸ ﾋﾛﾕｷ

都竹　広幸

＜令和5年4月＞

工学修士 先輩から学ぶ先端科学技術※ 1後 0.3 1

ヤマハ発動機株式会
社技術研究本部技術

企画部
シニアマネージャー

（平29.11）

59 兼任 講師

ﾃﾞｸﾞﾁ ﾀﾂﾔ

出口　達也

＜令和5年4月＞

工学士 先輩から学ぶ先端科学技術※ 1後 0.3 1

ユナイテッド・セミ
コンダクター・ジャ
パン株式会社　取締

役
執行役員

（令2.10）
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60 兼任 講師

ｵｵﾀ ﾌﾐｵ

大田　文夫

＜令和5年4月＞

工学士 先輩から学ぶ先端科学技術※ 1後 0.3 1

株式会社テクノ中部
取締役

火力事業本部長
（平30.4）

61 兼任 講師

ﾄﾐﾔ ｼｹﾞﾀｶ

冨谷　茂隆

＜令和5年4月＞

理学修士
電気電子工学特別講義AⅠ
電気電子工学特別講義AⅡ

1通
2通

0.2
0.2

1
1

ソニー株式会社先端
マテリアル研究所材
料解析センター　統
括部長/主幹研究員

（平25.4）

62 兼任 講師

ﾖｼﾐｽﾞ ﾔｽﾋﾄ

吉水　康人

＜令和5年4月＞

修士（工
学）

電気電子工学特別講義AⅠ
電気電子工学特別講義AⅡ

1通
2通

0.2
0.2

1
1

キオクシア株式会社
メモリ技術研究所

（令1.10）

63 兼任 講師

ﾔﾏﾀﾞ ｼｹﾞﾄ

山田　茂登

＜令和5年4月＞

工学士
電気電子工学特別講義AⅠ
電気電子工学特別講義AⅡ

1通
2通

0.2
0.2

1
1

富士電機株式会社発
電事業部火力・地熱
プラント総合技術部

担当部長
（平18.7）

64 兼任 講師

ｴﾝﾄﾞｳ ﾋﾛﾐﾁ

遠藤　浩通

＜令和5年4月＞

修士（工
学）

電気電子工学特別講義AⅠ
電気電子工学特別講義AⅡ

1通
2通

0.2
0.2

1
1

株式会社日立製作所
研究開発グループ

主任研究員
（平27.4）

65 兼任 講師

ﾏﾂｷ ﾖｳｽｹ

松木　洋介

＜令和5年4月＞

博士（工
学）

電気電子工学特別講義AⅠ
電気電子工学特別講義AⅡ

1通
2通

0.2
0.2

1
1

株式会社デンソー
シャシーコントロー

ル機器技術部
担当係長

（令1.10）

教員名簿－10



職 位 学 位 29 歳 以 下 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 ～ 64 歳 65 ～ 69 歳 70 歳 以 上 合 計 備 考

博 士 人 人 人 4人 3人 人 人 7人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 4人 6人 1人 1人 人 12人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 人 人 人 人 人 人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 4人 1人 人 人 人 人 5人

修 士 人 1人 人 人 人 人 人 1人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 4人 5人 10人 4人 1人 人 24人

修 士 人 1人 人 人 人 人 人 1人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

３　この書類は，申請又は届出に係る学部等の開設後，当該学部等の修業年限に相当する期間が満了する年度における状況を記載すること。

（注）

１　この書類は，申請又は届出に係る学部等ごとに作成すること。

２　この書類は，専任教員についてのみ，作成すること。

４　専門職大学院若しくは専門職大学の前期課程を修了した者又は専門職大学又は専門職短期大学を卒業した者に対し授与された学位については，「その他」の欄にその数を

　記載し，「備考」の欄に，具体的な学位名称を付記すること。

講 師

助 教

合 計

准 教 授

別記様式第３号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

専任教員の年齢構成・学位保有状況
（電気電子工学専攻）

教 授
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